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１、開催年月日時刻及び場所

  平成３１年２月２０日

自  午後 １時３１分

至  午後 ２時 ３分

於  委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 里脇 清隆 君

副委員長（副会長） 山本 由夫 君

委    員 八江 利春 君

〃 田中 愛国 君

〃 渡辺 敏勝 君

〃 瀬川 光之 君

〃 徳永 達也 君

〃 外間 雅広 君

〃 川崎 祥司 君

〃 坂本  浩 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

環 境 部 長 宮﨑 浩善 君

環 境 部 次 長
兼環境政策課長

山口 正広 君

水環境対策課長 田口 陽一 君

自然 環境課 長 田中 荘一 君

土 木 部 長 岩見 洋一 君

土 木 部 技 監 藤田 雅雄 君

土 木 部 次 長 天野 俊男 君

監 理 課 長 井上 和広 君

建設 企画課 長 川添 正寿 君

道路 建設課 長 大塚 正道 君

道路 維持課 長 馬場 一孝 君

港 湾 課 長 近藤  薫 君

河 川 課 長 浦瀬 俊郎 君

砂 防 課 長 田中 比月 君

用 地 課 長 佐々木健二 君

６、審査事件の件名

〇予算決算委員会（環境生活分科会）

第 72号議案
平成30年度長崎県一般会計補正予算（第6号）
（関係分）

第 74号議案
平成 30年度長崎県流域下水道特別会計補正
予算（第 4号）

７、審査の経過次のとおり

― 午後 １時３１分 開会 ―

【里脇委員長】ただいまから、環境生活委員会

及び予算決算委員会環境生活分科会を開きます。

これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を慣例によりまして私

から指名させていただきます。

会議録署名委員は、徳永委員、川崎委員のご

両人にお願いいたします。

本日の議題は、第72号議案「平成30年度長崎
県一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部
分外1件及び平成31年2月定例会における本委
員会の審査内容等についてであります。

審査方法について、お諮りいたします。

補正予算の審査は、国の経済対策補正予算に

伴うものであり、明日の本会議で審議する必要
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があることから、付託議案に限って審査を行い、

その後、平成 31年 2月定例会の審査内容（案）
についての委員間討議を行うこととしたいと存

じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

なお、理事者の出席につきましては、付託議

案に関係する範囲でお手元に配付しております

配席表のとおり決定したいと存じますので、ご

了承をお願いいたします。

【里脇分科会長】それでは、分科会による審査

を行います。

予算議案を議題といたします。

環境部長より予算議案の説明をお願いいたし

ます。

【宮﨑環境部長】 「平成 31年 2月定例県議会
予算決算委員会環境生活分科会関係議案説明資

料」のうち、「経済対策補正先議分」と記載され

ております環境部の 1ページをお開きください。
環境部関係の議案について、ご説明いたしま

す。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第 72号議案「平成 30年度長崎県一般会計補正
予算（第 6号）」のうち関係部分、第 74号議案
「平成 30 年度長崎県流域下水道特別会計補正
予算（第 4号）」の 2件であります。
今回の補正予算は、国において決定された防

災・減災、国土強靱化のための 3か年緊急対策」
等に伴う国の補正予算に適切に対処するため、

必要な予算を追加しようとするものであります。

初めに、第 72号議案「平成 30年度長崎県一
般会計補正予算（第 6 号）」のうち関係部分に
ついて、ご説明いたします。

歳入歳出予算額は、記載のとおりであります。

補正予算の内容をご説明いたします。

西海国立公園リニューアル整備事業につきま

して、五島市の大瀬崎園地について、国の補正

予算を活用し、老朽化が進んでいる施設の再整

備を行うための経費として 869万 7,000円を計
上いたしております。

続きまして、2ページをご覧ください。
繰越明許費については、記載のとおりであり

ます。

次に、第 74号議案「平成 30年度長崎県流域
下水道特別会計補正予算（第 4号）」について、
ご説明いたします。

歳入歳出予算額は、記載のとおりであります。

補正予算の内容について、ご説明いたします。

大村湾南部流域下水道建設費につきましては、

大村湾南部流域下水道における防災・減災対策

として、国の補正予算を活用して大村湾南部浄

化センター処理場及び幹線管渠の耐震化等を実

施するための経費として 4億 4,800万円を計上
いたしております。

続きまして、3ページをご覧ください。
繰越明許費につきましては、記載のとおりで

あります。

以上をもちまして、環境部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議賜りますよう、お願い

いたします。

【里脇分科会長】次に、土木部長より予算議案

の説明をお願いいたします。

【岩見土木部長】 土木部関係の議案について、

ご説明いたします。

「予算決算委員会環境生活分科会関係議案説

明資料」をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第 72号議案「平成 30年度長崎県一般会計補正
予算（第 6号）」のうち関係部分であります。
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今回の補正予算は、国において決定された防

災・減災、国土強靱化のための 3か年緊急対策」
等に伴う国の補正予算に適切に対処するため、

必要な予算を追加しようとするものであります。

土木部所管の平成 30 年度補正予算は、記載
のとおりであり、歳出予算は総額 116億 8,223
万円となっております。

次に、補正予算の主な内容について、ご説明

いたします。

道路新設改良費 21 億 6,090 万円の増、道路
災害防除費 20 億 1,328 万 6,000 円の増、港湾
改修費 18億 3,225万円の増、総合流域防災費 6
億 9,450万円の増、通常砂防費 4億 9,550万円
の増、火山砂防費 1億 6,800万円の増、地すべ
り対策費 3億 9,565万円の増、急傾斜地崩壊対
策費 5億 5,965万円の増などを計上いたしてお
ります。

なお、繰越明許費及び債務負担行為について

は、記載のとおりであります。

以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議賜りますようお願いい

たします。

【里脇分科会長】次に、監理課長より補足説明

を求めます。

【井上監理課長】国の経済対策補正予算に係る

内示状況について、ご説明をいたします。

お手元にお配りしております課長補足説明資

料の 1 ページ、「平成 30 年度 国の経済対策補
正予算にかかる内示状況」をご覧ください。

今回の補正予算（案）は、国において決定さ

れた「防災・減災、国土強靱化のための 3か年
緊急対策」に適切に対応するための所要額とし

て 116億 8,223万円を計上いたしておりますが、
去る 2月 7日に国において第 2次補正予算が成
立し、同日に内示があったところでございます。

内示状況につきましては、記載のとおり、公

共事業については、道路建設課、道路維持課、

港湾課、河川課、砂防課、住宅課の各事業にお

いて、合計 90 億 1,204 万円の内示額となって
おります。

また、国の直轄事業については、道路、河川

の各事業の直轄事業費 10 億 9,100 万円の内示
があっており、これに見合う県負担金は 9,750
万円となっております。

ゼロ国債事業については、島原道路諫早イン

ター工区について 5億円の内示額となっており
ます。

今回の補正予算（案）は、議案書作成スケジ

ュール等を考慮した結果、内示前に予算編成作

業を実施せざるを得なかったこと。また、当初、

補正が見込まれる箇所は、幅広に予算計上した

ことなどから、内示額との間で乖離が生じてい

るところでございます。

なお、別途、予算決算委員会参考資料として

お配りしている「平成 30年度 2月補正予算（案）
経済対策分」の概要には、補正予算（案）にお

ける各事業箇所について記載いたしております。

続いて、2ページをご覧ください。
繰越明許費について、補足してご説明いたし

ます。

表の一番下の土木部合計の欄をご覧ください。

今回お願いいたしておりますのは、合計 182
件、113億 4,518万 3,000円であります。年度
内に適切な工期が確保できないものについて繰

越明許費として計上しておりますが、経済対策

の趣旨から可能な限り早期発注に努めてまいり

ます。

金額の内訳については、道路橋梁費 96件 65
億 4,818 万 8,000 円、河川海岸費 72 件 28 億
4,599 万円、港湾空港費 14 件 19 億 5,100 万
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5,000 円となっており、国の直轄事業負担金を
除く全額を計上いたしております。

以上で経済対策補正予算に係る内示状況につ

いて、説明を終わらせていただきます。

【里脇分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【坂本(浩)委員】 幾つか質問させていただきま
す。

今説明があった環境部、土木部に共通してい

ることをまずお伺いいたします。

今回の経済対策補正予算で国で決定された

「防災・減災、国土強靱化のための 3か年緊急
対策」に伴う国の補正予算に適切に対処すると

いうことが両方共通なんですけれども、この 3
か年の緊急対策、3 カ年で防災・減災事業を行
うということです。この緊急対策の趣旨といい

ますか、主にどういったものに使うというふう

な、その辺をどういうふうに県として認識され

ているのか。まず、そこのところを教えてくだ

さい。

【田口水環境対策課長】 下水道事業について、

説明させていただきます。

下水道事業につきましては、まず、下水処理

場の耐震化という観点、そして、緊急輸送道路

等の下に埋設されております主要な幹線管渠の

耐震化を大きな目的として、3 か年緊急対策と
して補正しております。

【川添建設企画課長】国土交通省関係では、「防

災・減災国土強靱化のための 3か年緊急対策」
のうち、初年度の対策及びその他喫緊の課題へ

の対応ということで計上されておりまして、主

な交付金といたしましては、防災安全交付金と

社会資本整備総合交付金があります。

基本的には、防災安全交付金が主に組まれて

おりまして、社会資本整備総合交付金ではイン

フラの緊急点検を踏まえて、その対策の必要性

が明らかとなった幹線道路等について、例えば、

道路のり面とか盛り土、冠水、そういった緊急

に対応しなければいけないところに予算がつい

ているというような状況でございます。

【坂本(浩)委員】 ありがとうございました。緊
急対策ですから、3 カ年でとにかく急がなけれ
ばならないことをするということで、国の今年

度の補正予算の決定に対する対応ということだ

ろうと思います。

それで、まず、環境部の部分です。今、下水

道関係は言われましたので、この大村湾の部分

については、南部流域下水道建設費は、まさに

今言われたとおりだろうと思います。

あと、西海国立公園のリニューアル整備事業

で老朽化が進んでいる施設の再整備を実施する

というふうなことでありますけれども、この 3
カ年の緊急対策で、ほかにも国立公園とかある

んじゃないかと思うんですよね、そういう老朽

化が進んでいる施設の再整備ということであれ

ば。

この五島の大瀬崎園地が最優先で今回上がっ

ているということだろうと思うんですけれども、

この 3か年計画で対応可能と自然環境課として
認識されているのか、まだまだ再整備はこれだ

けじゃ足りないんですよという認識に立ってい

るのか、そこら辺を教えてください。

【田中自然環境課長】 今回の 2 次補正につき
ましては、五島市の大瀬崎園地のトイレを計上

しておりますが、今回の緊急対策は環境省の自

然環境整備交付金の中では老朽化した施設の改

修を上げております。この中では 2次補正の話
があった段階で全国的にそういった施設の見直

しということで調査をかけて、その調査報告を
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環境省にも上げておりまして、その中から予算

に見合うものを平成 32 年度以降も順次行って
いくという予定になっております。

今回は、大瀬崎園地のトイレの改修というこ

とで 1件だけですが、今後も老朽化したものに
ついては対応を行っていく予定にしております。

【坂本(浩)委員】 この大瀬崎園地の分について
は、いわゆる予算額に見合った分を補正で上げ

ているということでいいんですか。優先順位が

優先するものなのか、予算に見合って、この予

算だったら、これぐらいできるということで今

回これを選んだのか、その辺はどうなんでしょ

うか。

【田中自然環境課長】西海国立公園リニューア

ル整備事業といたしまして、平成 28 年度から
平成 31 年度の期間で行っているものでござい
ます。今回、大瀬崎園地については、この計画

に基づきまして、優先順位の中で大瀬崎園地の

トイレが残っていたということで今回の補正に

上げたという事情になっております。

【坂本(浩)委員】 この 3 か年計画というのは、
防災・減災と国土強靱化ということなんですよ

ね。単純に国立公園の施設の老朽化の再整備と

いうことであれば、通常の予算といいますか、

あるいは年度途中だったら補正という組み方に

なるんじゃないかなと思うんですけど、あえて

この 3 カ年緊急対策でここを整備するという、
そこの理由というのが、いまいちわからなくて

ですね。

【田中自然環境課長】先ほど申しましたように、

公園施設の老朽化については、今回の緊急事業

の中で対応していくということになりましたの

で、そういった観点から見たところで大瀬崎園

地のトイレを補正に上げまして、そして、国か

らの内示がついたということでございます。

【坂本(浩)委員】あえてこの 3か年緊急対策を
使ったという理由がいまいちわからないところ

があるんですけれども、トータルとして緊急対

策も活用しながらと理解をいたします。

次に、土木部関係です。2つあります。
一つは、この 3か年緊急対策で対処するとい
うことの中で予算を組まれております。先ほど

も内示があった分で箇所数も全部で幾つでした

か、出ておりました。

3 カ年計画ということは、今年度の補正でや
って、来年度、再来年度ということになろうか

と思います。3 カ年の中で、今、土木部の方で
提案されている予算が、今年度の分、内示当初

の予算と、先ほど説明があったとおり差がある

ということですが、本来は、この 3か年計画で
いったら県が予算を策定した部分が必要なんで

すよ。内示額が少なくて、来年度と再来年度に

もう少し予算を増やさないといけないというこ

とになるのかどうか。進捗の状況については、

どういうふうに認識されていますでしょうか。

【岩見土木部長】今回の緊急対策につきまして

は、その前段に緊急点検をやっております。管

理施設の中で、特に緊急を要するもの、安全・

安心の観点から対策をとらないといけないもの、

そういった観点から点検作業をやっております。

一方で国の補正につきましては、国の予算とい

っても無尽蔵にあるわけではないので、緊急を

要するために、どういうところから優先度をつ

けていくかということで、実際、作業をやる中

で該当するもの、該当しないもの、我々として

はやりたいんだけど、最終的には内示の中に含

まれなかったもの等ございます。

そうした中で、今回の予算の中で、本来、防

災・減災対策として 2年とか 3年とか、それ以
降もやっていくものもあるんですけれども、そ



平成３１年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（２月２０日）

- 6 -

この中に入らなかったものもございます。それ

につきましては通常予算や、いろいろやりくり

しながら計画的にやっていかないといけないと

思っております。ですから、今回は緊急点検の

結果、急いでやらないといけないもの、優先度

の高いものにつきまして予算を計上していると

いうことでございます。

その中で今年度の補正につきましては、先ほ

どご説明したとおり、繰り越しをしまして、実

際の執行については来年度からになると思いま

すけれども、実質 2年間ちょっとである程度集
中投資をしまして、そして、ある一定の成果を

出すと。ですから、投資をしまして、その結果、

ある一定の成果が出るだろうという観点からも、

今回、優先度という意味では絞り込みをかけて

おりまして、もっと長期間で時間をかけてやら

ないと終わらないものにつきましては、緊急対

策の中にもともと枠として入らないので、それ

については、別途、計画的に実施していくこと

があると。

ですから、緊急対策というせっかくの集中投

資をして安全度を高めるという機会をうまく活

用しながら、県内の施設の安全度を高めていき

たいと。そういうことで端的に言いますと、優

先度の高いものを選択して集中投資をするとい

うことで考えていただければと思います。

【坂本(浩)委員】 わかりました。
それから、2点目は、予算の 116億 8,223万

円のうち 113億 4,500万円が繰越明許費となっ
ております。それと、債務負担行為も国の直轄

事業のものがありますけれども、この 2つの関
連でいうと、いわゆる公共事業の発注の平準化

の問題があってこういうふうに、特に債務負担

行為があると理解しておりますし、県も、特に

公共事業については 4月から年度末の 3月にか

けて、どうしても後半に集中するということを

平準化しようということで、この間されている

ということで理解をしております。

ただ、現場から聞こえてくるのは、特に土木

とか建設関係で人手が不足をしているというこ

と。それで、どうしても 4月、5月は仕事量が
少なくて、年度末ぎりぎりでもないんですけれ

ども、年末の 11月、12月ぐらいにあって、そ
の時点では、やりたいけれども、人の手配がど

うしてもできないということで業者の方も、特

に小さいところについては、何とか年度の早い

段階でという思いもあるようです。私も、この

委員会の中でも何度か指摘をさせていただきま

した。

今回、113億 4,500万円が繰越明許費として
設定されておりますけれども、ぜひそこは 4月
からぱっと取りかかれるようなことを年度内に

してもらいたいと思いますけれども、その辺の

認識について、この 3か年計画でも同じように
やっていきますよという認識があるのかどうか。

現場の声を私は今ちょっと言いましたけれども、

その辺についての認識を 1回確認させてくださ
い。

【井上監理課長】今回、県の予算成立の時期が

2 月定例会ということになりましたので、この
経済対策補正予算の 113億円については、全額
を繰越明許費として計上させていただいている

ところでございます。

しかしながら、経済対策の趣旨から可能な限

り早期発注に努める、また、委員がおっしゃら

れるように地元企業に対する影響というのも大

きなものがあると考えておりますので、去る 2
月 4日に本庁各課、地方機関に対しまして経済
対策補正予算の早期執行を求める文書を通知い

たしております。これに基づきまして現時点で
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は今回の補正予算のうち約 78％程度を年度内
に契約できるように事前の事務手続を進めてき

ているところでございます。来年度以降も平準

化に向けた取組は、力を入れて進めていきたい

と考えております。

【里脇分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第 72号議案のうち関係部分及び第 74号議案
については、原案のとおり、それぞれ可決する

ことにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり、それぞ

れ可決すべきものと決定されました。

分科会の審査結果について整理したいと思い

ますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 １時５６分 休憩 ―

― 午後 １時５７分 再開 ―

【里脇分科会長】 分科会を再開いたします。

これをもちまして、分科会の審査を終了いた

します。

【里脇委員長】この後、委員間討議を行います

ので、理事者退席のため、しばらく休憩いたし

ます。

― 午後 １時５８分 休憩 ―

― 午後 ２時 ０分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

これより、平成31年2月定例会における本委
員会の審査内容等を決定するための委員間討議

を行います。

審査方法について、お諮りいたします。

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

うことにしたいと思いますが、ご異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時 １分 休憩 ―

― 午後 ２時 ２分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議しました委員会の審査内

容については、原案のとおり決定されましたの

で、この後、理事者に正式に通知することとい

たします。

これをもって本日の環境生活委員会を閉会い

たします。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時 ３分 閉会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  平成３１年３月５日

自   午前１０時 ０分

至   午後 ４時３４分

於   委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 里脇 清隆 君

副委員長(副会長) 山本 由夫 君

委 員 八江 利春 君

〃 田中 愛国 君

〃 渡辺 敏勝 君

〃 瀬川 光之 君

〃 徳永 達也 君

〃 外間 雅広 君

〃 川崎 祥司 君

〃 坂本 浩 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

土 木 部 長 岩見 洋一 君

土 木 部 技 監 藤田 雅雄 君

土 木 部 次 長 天野 俊男 君

土木 部参事 監
（まちづくり推進担当）

村上 真祥 君

監 理 課 長 井上 和広 君

建設 企画課 長 川添 正寿 君

建設企画課企画監 松園 義治 君

新幹線事業対策室長 鈴田  健 君

都市 政策課 長 植村 公彦 君

道路 建設課 長 大塚 正道 君

道路 維持課 長 馬場 一孝 君

港 湾 課 長 近藤  薫 君

港湾 課企画 監 井手 浩二 君

河 川 課 長 浦瀬 俊郎 君

河川 課企画 監 松本 憲明 君

砂 防 課 長 田中 比月 君

建 築 課 長 三原 真治 君

営 繕 課 長 平松  彰 君

住 宅 課 長 高屋  誠 君

住宅 課企画 監 﨑野 義人 君

用 地 課 長 佐々木健二 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（環境生活分科会）

第1号議案
平成31年度長崎県一般会計予算（関係分）
第8号議案
平成31年度長崎県用地特別会計予算
第11号議案
平成31年度長崎県港湾施設整備特別会計予
算

第12号議案
平成31年度長崎県流域下水道特別会計予算
第15号議案
平成31年度長崎県港湾整備事業会計予算（関
係分）

第16号議案
平成31年度長崎県交通事業会計予算
第57号議案
平成30年度長崎県一般会計補正予算（第5号）
（関係分）

第63号議案
平成30年度長崎県用地特別会計補正予算（第
1号）
第66号議案
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平成30年度長崎県港湾施設整備特別会計補
正予算（第2号）

第67号議案
平成30年度長崎県流域下水道特別会計補正
予算（第3号）

第70号議案
平成30年度長崎県港湾整備事業会計補正予
算（第3号）（関係分）

第71号議案
平成30年度長崎県交通事業会計補正予算（第
2号）

７、付託事件の件名

〇環境生活委員会

（1）議 案

第17号議案
長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関

係分）

第35号議案
長崎県環境保健研究センター条例の一部を

改正する条例

第36号議案
雲仙公園使用条例の一部を改正する条例

第37号議案
長崎県立都市公園条例の一部を改正する条

例

第38号議案
長崎県営港湾ターミナルビル条例等の一部

を改正する条例

第39号議案
長崎県流水占用料等徴収条例の一部を改正

する条例

第40号議案
長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する

条例

第53号議案

契約の締結について

第54号議案
契約の締結の一部変更について

（2）請 願

な  し

（3）陳 情

・地方港湾・印通寺港内の泊地整備区域内の浚

渫整備に関する陳情

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【里脇委員長】 おはようございます。

ただいまから、環境生活委員会及び予算決算

委員会環境生活分科会を開会いたします。

これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

17号議案「長崎県手数料条例の一部を改正する
条例」のうち関係部分ほか8件であります。
そのほか、陳情1件の送付を受けております。
なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を環

境生活分科会において審査することになってお

りますので、本分科会として審査いたします案

件は、第1号議案「平成31年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分ほか11件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと

存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

これより土木部関係の審査を行います。
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【里脇分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

土木部長より、予算議案について、説明をお

願いいたします。

【岩見土木部長】土木部関係の議案についてご

説明いたします。

「予算決算委員会環境生活分科会関係議案説

明資料」の土木部をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「平成31年度長崎県一般会計予算」
のうち関係部分、第8号議案「平成31年度長崎
県用地特別会計予算」、第11号議案「平成31年
度長崎県港湾施設整備特別会計予算」、第15号
議案「平成31年度長崎県港湾整備事業会計予
算」のうち関係部分、第57号議案「平成30年度
長崎県一般会計補正予算（第5号）」のうち関
係部分、第63号議案「平成30年度長崎県用地特
別会計補正予算（第1号）」、第66号議案「平
成30年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予
算（第2号）」、第70号議案「平成30年度長崎
県港湾整備事業会計補正予算（第3号）」のう
ち関係部分であります。

はじめに、土木部所管の平成31年度当初予算
関係についてご説明いたします。

土木部では、本県の長年の課題である「県民

所得の向上」、「人口減少の抑制」、「地域活

性化」を図るため、社会資本や広域交通ネット

ワークの整備促進に取り組むとともに、国の「防

災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策」
に沿って必要な予算を確保し、県単独事業にお

いても緊急自然災害防止対策事業を積極的に実

施することにより、防災・減災対策に集中的に

取り組んでまいります。

これにより、第1号議案「平成31年度長崎県

一般会計予算」の土木部関係の歳入歳出予算は、

それぞれ2ページに記載のとおりでありますが、
このうち、歳出予算につきましては、公共事業

費が737億600万7,000円で、対前年度当初予算
比101.4％、単独事業費は100億2,905万4,000円
で、対前年度当初予算比125.5％と、昨年度を上
回る予算計上となっております。

歳出予算の主な内容につきましては、3ペー
ジからをご覧ください。

都市計画関係では重要幹線街路費111億
5,225万4,000円、また、道路関係では道路新設
改良費148億9,870万円、交通安全施設費は公共、
単独合計で34億4,615万1,000円、また、港湾・
空港関係では港湾改修費が公共、単独合計で55
億7,494万4,000円、また、河川・砂防・ダム関
係では総合流域防災費18億3,012万6,000円、河
川総合開発費21億2,666万7,000円、急傾斜地崩
対策費17億3,686万4,000円、また、建築関係で
は大規模建築物耐震化支援事業費5,179万
9,000円、また、住宅関係では公営住宅建設費
14億360万7,000円などを計上いたしておりま
す。

このほか、主なものとしまして、新幹線事業

費187億2,476万3,000円、子育て応援住宅支援
事業費2,000万円、移住者向け住宅確保加速化支
援事業費1,000万円などを計上いたしておりま
す。

このほか、債務負担行為については、記載の

とおりであります。

また、第8号議案「平成31年度長崎県用地特
別会計予算」、第11号議案「平成31年度長崎県
港湾整備特別会計予算」、第15号議案「平成31
年度長崎県港湾整備事業会計予算」のうち関係

部分については、それぞれ9ページから記載の
とおりであります。
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次に、11ページをお開きください。
第57号議案「平成30年度長崎県一般会計補正

予算（第5号）」のうち土木部関係の歳入歳出
予算は、それぞれ記載のとおりであります。

補正予算の主な内容は、12ページ以降に記載
のとおりでありますが、公共事業に対する国の

内示に伴う調整等で、道路災害防除費7億133万
5,000円の減、道路新設改良費30億1,349万
8,000円の減、河川等災害復旧費14億8,102万
1,000円の減などを計上いたしております。
このほか、債務負担行為、繰越明許費につい

ては記載のとおりであります。

次に、14ページからの第63号議案「平成30
年度長崎県用地特別会計補正予算（第1号）」、
第66号議案「平成30年度長崎県港湾施設整備特
別会計補正予算（第2号）」、第70号議案「平
成30年度長崎県港湾整備事業会計補正予算（第
3号）」のうち関係部分については、それぞれ
記載のとおりであります。

最後になりますが、平成30年度予算につきま
しては、本議会において補正をお願いいたして

おりますが、歳入におきまして国庫支出金等に

未決定のものがあり、歳出におきましても年間

執行額の確定等に伴い、今後、整理を要するも

のもありますので、3月末をもって専決処分に
より措置させていただきたいと考えております。

ご了承を賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【里脇分科会長】 ありがとうございました。

次に、監理課長より補足説明を求めます。

【井上監理課長】土木部関係の当初予算案の概

要について補足してご説明いたします。

お手元にお配りしております「課長補足説明

資料」の1ページをご覧ください。
土木部関係の平成31年度当初予算案の総額

は、一般会計1,005億416万5,000円、特別会計
53億7,108万1,000円、港湾整備事業会計のうち
収益的支出22億2,701万1,000円となっており、
平成30年度と比較した場合の増減額及び比率
は記載のとおりでございます。

下段の表中、公共につきましては公共事業費

を示しており、前年度当初予算比101.4％となっ
ております。これは、新幹線整備事業費負担金

について、事業の進捗に伴い前年度から約33億
円の減となる予算を計上した一方、そのほかの

公共事業費については、国において決定された

「防災・減災、国土強靭化のための3か年緊急
対策」に適切に対処するため、道路や河川、砂

防等を中心に、原則平成30年度の国当初内示額
の15％増を計上したことによるものでござい
ます。

また、同じ表中、単独等につきましては、前

年度比124.7％となっておりますが、これは県単
独事業においても、自然災害防止事業をさらに

積極的に実施するため、平成31年度から新設さ
れる緊急自然災害防止対策事業債を活用するこ

となどで必要な予算を確保したことによるもの

でございます。

一般会計歳出予算の内訳につきましては、表

の右側に記載のとおりでございます。

2ページをお開きください。土木部関係の平
成31年度当初予算一般会計歳出予算について、
各課別に平成30年度と比較した表となってお
ります。増減額、比率及び主な増減内容につい

ては、それぞれ記載のとおりでございます。

続きまして、土木部関係の繰越明許費につい

て補足してご説明いたします。3ページ、繰越
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明許費理由別調書をご覧ください。

表の縦の区分が款項目の予算科目、横の区分

が繰越明許費の理由別の内訳となっております。

表の左端の欄を上から見ていただきますと、総

務費、土木費、災害復旧費、その下が一般会計

合計であります。

繰越明許費の一般会計合計は530件、402億
3,212万6,000円、一番下の特別会計を含めた土
木部合計は535件、411億5,852万6,000円となっ
ております。この額は、さきの11月議会で議決
いただいたもの、及び先日議決いただきました

経済対策補正予算に係るものも含めた土木部関

係の平成30年度全体の繰越明許費となってお
ります。

一般会計合計額の欄には、その内訳として、

うち経済対策分1と通常分2に区分して件数と
金額を記載しております。

さきに議決をいただきました経済補正対策分

に係る繰越明許費は182件、113億4,518万3,000
円、経済対策分を除いた通常分は348件、288
億8,694万3,000円となっております。
次に、一般会計の繰越明許費を理由別にご説

明いたします。

表の右の方に繰越理由を6つに区分して整理
しております。

まず、地元調整に係る繰越明許費が162件、
138億410万5,000円、具体的には、関係機関と
の調整や工事用道路に係る調整、工事施工に伴

い発生する騒音や振動などの地元調整等に日数

を要したため繰越となるものでございます。

次に、用地補償に係る繰越明許費が48件、18
億9,370万円、これは用地補償額に対する不満や
代替地の要求に係る交渉、建物移転などに日数

を要したため繰越となるものでございます。

次に、設計工法等に係る繰越明許費が45件、

18億1,434万9,000円、これは工法の検討や、当
初想定していなかった諸条件の変更に伴う設計

変更などに日数を要したため繰越となるもので

ございます。

次に、事業決定の遅れ、補正に係る繰越明許

費が252件、126億8,882万9,000円、これには先
日議決いただいた経済対策補正分に係る繰越明

許費約113億円も含んでおります。
次に、資機材や人材の逼迫、入札の不落等に

係る繰越明許費が22件、3億2,764万1,000円。
次に、そのほかの繰越明許費が1件、97億350
万2,000円、これは新幹線整備事業の負担金に係
る繰越明許費でございます。

繰越額については、本庁各課及び各地方機関

ごとに繰越縮減のための推進員を置き、毎月の

進捗状況と課題等を把握するなど、その縮減に

向けて取り組んできたところでございます。

予算につきましては、本来、年度内に執行す

べきものであり、事業効果の早期発現のため、

引き続き事業の早期執行に努力するとともに、

できる限り繰越額を縮減するよう努めてまいり

ます。

以上で説明を終わらせていただきます。

【里脇分科会長】 ありがとうございました。

次に、住宅課長より補足説明を求めます。

【高屋住宅課長】先ほど部長説明がございまし

た子育て応援住宅支援事業及び移住者向け住宅

確保加速化支援事業費につきまして、補足して

ご説明いたします。

平成31年度予算につきましては、「人口減少
対策」を本県における最重要課題と位置づけ、

「雇用の場の確保」、「移住促進」、「結婚・

出産・子育て支援」及び「集落維持対策」の4
つのテーマにつきまして、部局横断的に施策を

展開することとしております。
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これからご説明いたします住宅課の新規事業

でございます子育て応援住宅支援事業費につき

ましては、これら4つのテーマのうち、「結婚・
出産・子育て支援」に関するものでございます。

移住者向け住宅加速化支援事業費につきまして

は「移住促進」に関するものでございます。

それでは、「課長補足説明資料」の4ページ
をご覧ください。

はじめに、子育て応援住宅支援事業費につい

てでございますが、国の調査によりますと、夫

婦が理想と考える子どもの数の平均につきまし

ては、資料の左側に記載されている2.32人とな
っております。実際に予定をする子どもの数の

平均は2.01人となっておりまして、家が狭いと
いうことが理想とする子どもの数をもてない原

因の一つとなっております。この課題を解決す

るために、3人以上子どもがいる多子世帯や、2
人以上の子どもがいて、さらなる妊娠・出産を

希望する世帯の住宅取得やリフォームの支援を

新たに実施することを考えております。

具体的には、お子さんが3名以上の多子世帯
や3世代同居・近居をする子育て世帯が行う中
古住宅の取得やリフォーム工事につきまして、

市町と連携してその費用の一部を支援すること

としております。

県では、これまで3世代同居・近居促進事業
を平成28年度より3年間実施したところでござ
いますが、今年1月末現在の受付件数が予算件
数の9割を超える237件となっており、また、事
業実施市町も19市町に広がるなど、本事業が県
民に浸透してきたものと考えております。

今後は、子育て応援住宅支援事業に衣替えを

行いまして、これまでの3世代同居・近居促進
事業の対象としておりました新築工事や新築住

宅の取得につきましては、既存ストックの流通

促進や空き家活用の観点から、31年度からは対
象外とすることとしております。

続きまして、資料の5ページをご覧ください。
移住者向け住宅確保加速化支援事業費について

ご説明いたします。

移住者向け住宅確保の現状といたしましては、

離島・半島部におきましては賃貸住宅が少なく、

一方で活用されていない空き家、特に木造の一

戸建ての空き家が増えているにもかかわらず、

既存の空き家バンクへの登録が進んでおりませ

ん。また、一方で、移住者は、自ら所有者との

交渉や契約を行って住まいを確保し、空き家に

残る家財道具の搬出や処分をしたり、その後、

リフォームや清掃をするなど、時間や費用がか

かるという課題がございます。移住者のニーズ

に合った住宅を見つけにくいという状況になっ

ているということでございます。

資料の6ページをご覧ください。
そこで、今回、移住者と空き家所有者との間

を市町が新たに認定する空き家活用団体がつな

ぐ仕組みづくりを支援する移住者向け住宅加速

化支援事業を市町と連携して新たに実施するこ

ととしております。

この仕組みによりまして、所有者から新たな

負担を求めずに、借り上げた空き家をこの団体

がリフォームをして、その費用を家賃に上乗せ

をして移住者に貸し出すということにより、所

有者が費用負担なく、気軽に空き家を提供でき

るようになります。

また、移住者にとりましては、空き家活用団

体に住まいのニーズを伝えることで、団体がニ

ーズに沿った空き家を所有者から借り上げ、リ

フォームして借りるということができるように

なるために、移住者向け住まいの確保が加速化

されることとなります。
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なお、平成31年度につきましては、モデル的
に五島市と松浦市において実施を予定している

ところでございます。

以上で補足説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【里脇分科会長】 ありがとうございました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料（政策的新規事業

の計上状況）」について説明を求めます。

【井上監理課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本分科会に提出いたしま

した資料についてご説明いたします。

当資料は、県民生活部、環境部、土木部にお

ける政策的新規事業の計上状況の一覧ですが、

土木部については2ページ目にある子育て応援
住宅支援事業費、移住者向け住宅確保加速化支

援事業費の2件の事業となっており、計上額に
ついては事業内容等の精査により、記載のとお

りとなっております。

なお、各事業の詳細につきましては、先ほど

住宅課長が補足説明をしたとおりであります。

以上で説明を終わらせていただきます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

【里脇分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【坂本(浩)委員】 おはようございます。
今、提案された内容について、2つ質問させ

ていただきます。

1つは、今、課長から補足説明がありました
子育て応援住宅支援事業と移住者向け住宅確保

加速化支援事業費です。2つ目は石木ダムの関

連予算についてさせていただきます。

まず、今、政策的新規事業の計上状況という

ことで監理課長から説明がありました。土木部

が2件、住宅課ということで、今言いました2つ
が計上されているわけですが、この資料を見る

と、要求額が子育て応援住宅支援事業について

は5,000万円、それに対して計上額が2,000万円、
それから、移住者向け住宅確保の分については

要求額が1億1,000万円、計上額が1,000万円と
いうことで、子育ての分については要求額に対

して40％、住宅確保については10％ということ
です。これを事前に聞きましたら、要求額とい

うのは土木部から県の財政当局への要求額とい

うことで、事業内容等を精査した上でこれだけ

の計上ということで認められたと理解しており

ます。いずれも40％、10％ということで、県が
人口減少対策とかをやるに当たって、少し少な

いんじゃないかと。全体の予算がありますから、

なかなか厳しいんでしょうけれども、少ないん

じゃないかと思ったんですが、それに対する担

当課の認識をまずお聞かせください。

【高屋住宅課長】予算が厳しい中で予算づけを

しているというところにつきましては、委員ご

指摘のとおりでございます。

まず、子育て応援住宅支援事業につきまして

は、従来3世代同居・近居促進事業で5,000万円
の事業費としていたものを衣替えということで

ございます。

件数の想定で言いますと、従来、新築の住宅

を対象にしておりましたが、今回はそれを対象

から外すということで、まずは件数が一定減っ

てくるだろうという想定がございました。

ただ、長崎県内では中古住宅の取得等もかな

り進んできておりますので、新築住宅を一旦外

すということで予算額は減額したんですけれど
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も、今後も申請状況等を見ながら、次の予算に

つきましては検討していきたい、さらに要望し

ていきたいと考えております。

移住者向け住宅につきましては、県内への移

住者が数百人単位で来られておりまして、かな

りたくさんの住宅を準備する必要があるであろ

うということで予算を要求していたのでござい

ますが、実際、市町の方とあわせて事業をして

いくということで、市町の方も全く新しい事業

ですので、すぐすぐ対応というのが難しい状況

があり、まずは2つの市についてモデル的にや
ってみようということで、予算としてはこうい

った金額になったところでございます。今後、

また市町の状況を見ながら、これにつきまして

も要求をしていきたいと考えております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。そういう判断
があったということですが、ぜひ今後の推移を

見ていただきながら、これだけの採択額といい

ますか、少ないようでありますので、ぜひ担当

課としても努力をお願いしたいと思います。

子育て応援住宅支援事業の中身ですが、この

3年間、いわゆる3世代の同居・近居促進事業を
衣替えしたということですけれども、その前の

3年間はいわゆる住宅性能向上のリフォーム支
援事業ということで、当初、たしか3億円で始
まって、今年度までで予算額が5,000万円という
ことですね。随分と額的にも少なくなってきた

なということで、私もこの委員会の中で、もっ

と使いやすい内容と額の拡充を求めてきたとこ

ろですが、そういうのもあって今回の予算が

2,000万円ということでちょっと少ないなとい
う感じがしました。

その流れからすると、もちろん前の3年間、
新年度の関係で子育て支援というところが入っ

てきたわけですが、6年前のことから考えると、

単純にリフォームの支援ということだけではな

くて、いわゆる県内で住宅産業に携わる特に大

工さん、左官さん、そういう技能者の皆さん方

が、ピーク時からすれば随分と数が減ってきて

います。去年ですか、災害復旧の時の緊急木造

住宅も県と業者関係の団体と締結をされました

けれども、その時にそういう技能を持った人た

ちをきちんと育てていくという視点もあったん

じゃないかと思うんです。まず、そこのところ

が新年度の子育て応援住宅支援事業にきちんと

継承されているのかどうか、そこの認識をお尋

ねいたします。

【高屋住宅課長】技能の承継というのは非常に

大切な内容であるということで認識をしており

ます。技能という面でいきますと、リフォーム

の方の技能を継承していきたいということがあ

りまして、従来、新築の方が多かったのでござ

いますけれども、既存ストックの活用であると

か、リフォームの技能承継というところもござ

いまして、今回は中古住宅の取得であるとか、

リフォームの方に絞っているというところがご

ざいます。

【坂本(浩)委員】 そういう認識を継承されてい
るということで了解いたします。

中身ですけれども、今回、報道もありました

けれども、補助対象者は多子世帯というところ

を盛り込んであり、これが九州で初めてという

ことで一定評価をいたします。

ただ、今言われたように新築が入っていない

ということもありますし、今まで私のところに

よく声が届いていたのは、これまでの3年間は
今から3世代で一緒に住みますよと、ないしは
近所に住みますよという方々に対する支援だっ

たんですけれども、実際、今もう既に3世代で
住んでいると。だから、一番上の世代から言う
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とお孫さんが増える時に家の間取りを変えたり

増築したりする、そういうものが今までは適用

されてないということがありました。今回は多

子世帯ということで、そういうことにはなろう

かと思うんですけれども、その辺の認識といい

ますか、そういうことに拡充できないものかど

うか。現実的に新年度のこの事業では適用でき

ないんですか。3世代で住んでいて、子どもさ
んが増えるから、自分の今の家の間取りを変え

る、部屋を増やすということに使えないのかと

いうことについてはどうなんでしょうか。

【高屋住宅課長】 今回の制度につきましては、

3世代同居につきましては従来どおりです。新
たに3世代の同居・近居を始めるということが
要件でございます。

多子世帯につきましては、新たに住宅を取得

するというところが要件になっておりまして、

現在、住まわれている住宅の増改築につきまし

ては対象になっておりません。

【坂本(浩)委員】 そこが、私としてはなかなか
納得できないんです。この補助対象者は2つあ
りますよね。多子世帯で中古住宅を取得、また

は取得時にリフォームを行う住宅所有者。2つ
目の丸が3世代同居・近居のために中古住宅を
取得またはリフォームということですから、こ

の3世代については新たに中古住宅を取得する
か、今住んでいてもリフォームをするというこ

とは可能なんですよね。

多子世帯については、その取得時にしかリフ

ォームが適用できないということで、なんでそ

ういうふうに分けたのかなということがあるん

です。その分けた理由、その辺はどう考えれば

いいんでしょうか。

【高屋住宅課長】基本的に限られた予算の中で

支援をしておりますので、少しでも施策の効果

があらわれるようにという観点で行っておりま

す。ですから、3世代同居・近居につきまして
は、今まで別々に住んでいたんだけれども、新

たに一緒に住むというようなアクションを一つ

起こしていただくということが目的になってお

ります。

多子世帯につきましては、例えば今は狭いア

パート、賃貸住宅に住んでいるんだけれども、

新しい住宅を取得していただくという一つのア

クションを起こしていただく、そこをもって支

援をするというやり方にしております。

【坂本(浩)委員】 なかなか納得しがたい部分が
あるんですけれども、前の3年間の同居・近居
の際も、先ほど今年度の1月末の受付件数約230
件、250件を予算化していますから、最終的に
は3年目の最後にして、やっと受付件数が目標
に近づいているということなんです。たしか初

年度は50件もいってないですよね。3世代の同
居・近居が始まった年は三十何件なんですよ。

次の年が150件ぐらいで、今回やっと250件にか
なり近づいたということ。やっと近づいたと思

ったら、今度はまたこういうふうに制度が変わ

るということで、使う県民の皆さん側がいまい

ちわからない。それを使う業者も、3年間でこ
れだけやったのに、また変わっていくというこ

とで、混乱までいかないかもしれないですけれ

ども、その辺があるものですから、よりよい中

身で最初からスタートしていかないと、市町も

ちょっと戸惑うんじゃないかと思うんです、こ

れは市町と一緒に連携して行う事業ですから。

3年前の時には、市町が乗ってこなかったとい
うのがかなりあったんじゃないかと思いますし、

最終的には、今年度も2つの市は事業に参加し
てないですね。そういうのも考えると、これは、

多子世帯まで含めたのは評価するんですが、な
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ぜこういうふうに分けたのか、その辺がいまい

ちわかりません。

それで、今後の課題として、そこら辺の状況

を見ながら、よりよい、いろんな県民の皆さん

とか、業者の皆さん、工務店なんかの声を受け

ながら、この辺を柔軟に対応することが可能な

のかどうか、その辺についてはいかがですか。

もうこれでいってしまいますよということにな

るのかどうか、その辺はいかがでしょうか。

【高屋住宅課長】制度上は、こういった形でや

らせていただきたいと思っているんですけれど

も、市町の取組の方が3世代の時、どうしても
一番最初の年度というのは取組が遅れてしまう

ところがあるんですけれども、当初から取組を

していただくようにお願いをしていきたいと考

えております。

現在の状況を申し上げますと、県の今の取組

と同じ取組をしているところが10市町ござい
まして、それ以外のところは従来の3世代の取
組を継続するとか、今はばらけている状況でご

ざいますけれども、引き続き市町の方の協力を

いただきながら施策を進めていきたいと考えて

おります。

【坂本(浩)委員】 せっかくの子育てを応援する
ような事業でありますので、ぜひ市町とも連携

をしていただきながら、よりよいものにしてい

ただきたいという要望をさせていただきます。

もう一つは移住者向け住宅確保加速化支援事

業ですけれども、これは1,000万円予算を組んで、
いわゆる空き家活用団体ですか、ここに2件、
500万円ずつというふうな、そこの仕組みがい
まいちよくわからないので、再度説明をお願い

します。

【高屋住宅課長】まず、補助金の内容としてご

説明いたしますと、空き家活用団体から見ると、

この1団体当たり県は500万円出します。地元の
市町が同じ額を出すということです。空き家活

用団体もさらに同じ額を出すということで、空

き家活用団体から見ると、その空き家の改修費

や空き家活用団体の活動費といったものの3分
の2が補助を受けられるといったスキームにな
っております。

【坂本(浩)委員】 この資料によると、空き家活
用団体には、建築士や工務店、大工等いろいろ

入っていますけれども、そういう団体をつくら

なければいけないということですが、その団体

のつくり方というのはどういうふうにしていく

んでしょうか。

【高屋住宅課長】団体のつくり方を特に決めて

いるわけではございませんで、地元の市町の方

で公募をしていただくという形にしております。

今まではなかった事業ですから、地元の例え

ば不動産屋や工務店がそのままやるというのは、

なかなか難しいかなと考えておりまして、こう

いった建築士の方であるとか、宅建業の方、あ

るいは先行した移住者の方、そういう方たちが

集まって新たな団体を立ち上げて、それで応募

していただくようなことを想定しております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。ポイントにな
るのは、多分この空き家活用団体がどう機能す

るかということになってこようかと思いますの

で、せっかく県でつくった、市町と連携してや

る事業でありますので、市町に投げっぱなしと

いうことにならないように、県の重要施策に基

づくことでありますので、多分、これがきちん

と機能して、予算が足りない、もっと予算をつ

けないといけないとなれば、今回の要求額の1
億1,000万円というところまで近づけるんじゃ
ないかと思いますので、ぜひそれは要望として

申し上げさせていただきます。
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続きまして、石木ダムの関係です。先ほど課

長から説明があったんですけれども、横長資料

の環境生活分科会説明資料の土木部の45ペー
ジです。ここに浦上ダム及び石木ダムの建設に

要する経費ということで、本年度21億2,600万
円というのが記載されております。

一般質問、あるいは昨日の予算総括質疑でも、

いわゆる本体工事の予算が約5億円と言われて
いるんですけれども、実際、石木ダムに関わる

部分、それ以外にも水源地ダム対策費だとか、

河川総合開発費とか、そういうものがあると思

いますので、関連も含めてどれくらいになるの

か、内訳と実際の金額をもう一回教えてくださ

い。

【松本河川課企画監】石木ダムに関連します平

成31年度の予算についてですが、公共費が19億
1,787万1,000円、単独につきましては水源地ダ
ム対策費が3,561万円、ダム建設推進費が2,398
万2,000円となっております。
【坂本(浩)委員】 本体、それから今やっている
付替え道路の工事を含めてのトータルというこ

とになりますか。その内訳、例えば用地補償費

が幾らだとか、そこら辺はわかりますか。

【松本河川課企画監】 河川総合開発費の19億
1,787万1,000円につきましては、測量設計費が
約4億円です。それと補償費が約4,000万円、工
事費につきましては約14億円となっておりま
す。その14億円のうち、本体費につきましては
約5億円となっております。
【坂本(浩)委員】 わかりました。今年度に比べ
て新年度はかなりの額が計上されたということ

であります。

それで、私は去年の予算審議の時にも申し上

げましたけれども、この間、知事が最終的にど

う決断するのかということを迫られて、「総合

的に判断する」ということを言われております

けれども、今、実際、裁決を申請していて、裁

決待ちということであります。一方では、事業

認定に対する裁判も、去年、地裁の判決は出ま

したけれども、控訴されて、今、控訴審が行わ

れております。要するに、公益性についてどう

なのかということが地裁では一定判断されたん

ですけれども、控訴されて控訴審が今継続され

ているということなんですね。

そういう状況の中で、本体工事も予算に組ま

れているということについてはどうなのかなと

思いますし、その辺についての認識はいかがで

しょうか。

【松本河川課企画監】石木ダムにつきましては、

現在、付替え道路の工事の進捗に伴って、先ほ

どご説明しましたけれども、工事費、測量設計

費等々を要求しております。

現在、工期が平成34年度末ということになっ
ておりますので、今後、地権者の協力等が得ら

れれば、ダム本体工事の一部に着手するための

掘削にも着手したいと考えており、県としまし

て、事業工程に基づきます適切な予算配分を現

在お願いしているところでございまして、国に

対してもそういった要求をしており、予算案に

計上しています。

先ほどの訂正ですが、ダム建設推進費の2,398
万2,000円のうち、石木ダムに関わる部分につき
ましては2,385万5,000円でございます。まこと
に申しわけありません。

【坂本(浩)委員】 あと一つ確認させてください。
このままいくと、いわゆる行政代執行という強

制、私はそれを一番懸念しており、非常に危惧

をしているわけなんですけれども、知事等が答

弁をされている「総合的に判断をする」という

部分にそういう行政代執行というのを含んです
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るのか、そこら辺についてはいかがですか。

【浦瀬河川課長】知事が、これまで記者会見等

でも質問に対して述べていますけれども、選択

肢の一つとしてはあるということで考えており

ます。

【坂本(浩)委員】 選択肢の一つとしてはあると
いうことでありますね。

これも私は何回も言ってきましたけれども、

2015年、平成27年度の長崎県の公共事業評価監
視委員会が、この事業については進めていいけ

れども、しかし、反対地権者の疑問点について

の説明の継続とか、これは県がきちんとやるべ

きだということで、その上で「円満な解決が図

られるよう最大限努力することを求めたい」と

いう意見書を出しているわけですね。その経過

がなかなか見えないんですよ。

だから、この間から委員会の中でやりとりし

て感じているのは、もう今は裁判をしています

からそれ以上のことは言えませんみたいなこと

で終わってしまっているんじゃないか。その後

の公共事業評価監視委員会の提言に基づいた、

あるいは13世帯56人の地権者の皆さん方との
対話というのかな、その姿が全く見えないもの

ですから、淡々といって、最終的には行政代執

行ということになってしまいやしないかという

危惧があるんですけれども、そういう危惧に対

してどう認識されていますか。

【浦瀬河川課長】 前回の再評価におきまして、

公共事業評価監視委員会から、今、委員がおっ

しゃったような提言が出されたのは承知してい

ますけれども、私ども県も、それまでの間に、

あらゆる機会を捉えまして説明会や面会をして

きました。その頃も知事が、直接川原公民館に

出向いて説明とかやろうとしても、弁護士が意

見を遮ってできなかったということで、それ以

降、いろんな質問に対しても、県は、文書、部

長トップでの面会とかしたんですけれども、結

局、私どもの対応にも応じてもらえず、結果的

には地権者を含む方々が裁判を起こされたとい

うことで、今は地権者が言われます事業の必要

性については裁判の場に移っていると思ってい

ます。

ただ、地権者との話し合いにつきましては、

昨年度、ちょうど1年ぐらい前に、知事に地権
者が直接私たちの話を聞いてもらいたいという

ことで、これについては今現在も、私も現場に

出向いて直接地権者の方にお会いして、どうい

う環境でお会いするかということで今調整中で

ございますので、地権者との面会等については

引き続き県としても努力したいし、そういう機

会があるのであれば、できるだけ早く対応して

いきたいと思っています。

【坂本(浩)委員】 それまでの経過は、私も若干
ですが、把握しているつもりであります。この

1年、2年といいますか、そこがなかなかそうい
う姿が見えないままに、工事費はどんどん、ど

んどん膨らんでいって、新年度、いよいよ本体

の工事の予算ができたということについての危

惧でありますので、ぜひこの公共事業評価監視

委員会、それから公共の福祉というのは、この

事業を進めるに当たってリスクを負う人たちが

いるということ、このバランスですよね。この

調整をきちんと行政としてはやるべきじゃない

かと思っていますので、そこら辺については今

後もきちんと対応をしていただきたいというこ

とを要望として申し上げ、終わります。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

【川崎委員】移住者向け住宅確保加速化支援事

業についてお尋ねいたします。

今しがたのご説明、そして坂本(浩)委員の質
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疑も伺った上で、確認もさせていただきたいと

思います。

住宅を求める移住希望者と空き家活用の促進

を行うためのマッチング事業として大変有効と

いう認識をいたしております。

空き家の活用につきましては、もうたびたび

質疑もさせていただいて、これが進まない理由

とすれば、オーナー側、所有者側に提供するた

めのリフォームの負担だとか、家財道具も残っ

ている等々、こういったところから市場に供す

ることがなかなか難しいということが課題にな

っていたということで、空き家活用団体を新設

して、そこで解決を図っていこうという取組と

認識をいたしております。これについては非常

に効果的だなと今見ておりました。

そういった中において、今しがた、市町の方

で公募をしながらこの活用団体を創設していく

ということでありましたが、これまでなかった

取組に新たに挑戦をされるということで、非常

に期待もする一方で、果たしてこの団体が速や

かに立ち上がって機能していくのかということ

は、やはり同じように不安に思うところでござ

いまして、この辺は市町とはしっかりと協議を

なされた上で取り組む体制を整えておられるの

か、まず、そのめどといいますか、そういった

ところをお尋ねしたいと思います。

【高屋住宅課長】先ほど、今年度はモデル的に

五島市と松浦市でまず始めてみようと考えてい

ると申し上げましたけれども、それぞれの市町

とは、地元のこういった活動に意欲のある方の

情報も含めて情報交換を行いまして、新年度に

向けて、今、準備を進めているという状況でご

ざいます。

【川崎委員】ぜひ、きちんと支援団体を組成し

ていただいて、機能させていただきたいと思い

ます。

まず、五島市と松浦市でモデル的にというこ

とでございました。移住に積極的な離島におい

て、私も現地で移住者の方と意見交換したこと

もありますが、やっぱり住宅のことを言われま

した。仕事は何とか見つかったけれども、家は

大変でしたよということをおっしゃっておられ

ましたので、やはりニーズがあると思いますか

ら、離島においては力を入れていただきたいと

思います。

この活用団体のことを少し聞きますけれども、

借り上げをするということが見込まれておりま

す。つまり、この団体は、グループという類で

はなく、法人化をしてサブリースも行える、そ

ういった団体であるという認識でよろしいです

か。

【高屋住宅課長】 空き家活用団体については、

法人格を持って、自ら賃貸をして、それを転貸

する、サブリースをするといった資格を持つ団

体ということで考えております。

【川崎委員】よくわかりました。これが機能す

ると、随分提供する物件も増えてきて、空き家

活用につながっていくと思います。モデル的に

取り組まれることですので、先般からたびたび

議論させていただいております住宅のセーフテ

ィネット制度についても、こういったところか

ら少し機能しながら拡大をしていただければと

思いますので、よろしくお願いいたします。

次に、債務負担行為のことについてお尋ねい

たします。

部長説明資料の9ページ、長与町高田南地区
土地区画整理につきまして55億8,000万円計上
されておりました。以前も、この進捗について

はスピードアップを図ってほしいということも

申し上げたところですが、今回、高額な債務負
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担行為を計上されているので、もう少し詳しく

ご説明いただければと思います。

【高屋住宅課長】高田南地区の土地区画整理事

業につきましては、長与町が事業主体となって

おりまして、県の方が事業を受託して施行して

いるという状況でございます。

この事業は、昭和60年度から継続してやって
おりますけれども、事業の進捗が大幅に遅れて

いる状況でございまして、今回、残工事につき

まして一括で発注をして事業の進捗を図りたい

と考えておりまして、今回の予算案では、これ

に関連します債務負担行為としまして、平成32
年度から平成36年度までの55億8,000万円を計
上させていただいているところでございます。

【川崎委員】 昭和60年からスタートして、も
う30年は優に超えている状況ですね。いつか、
いつかというのは、地域の皆様のお声でござい

ます。一括計上して進めていくということであ

りますので、5年間だったですか、速やかに計
上し、そして工事を進めていただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。

道路の付替えということもあると思いますの

で、できれば、ぜひ全体像を皆様にわかりやす

くご説明をいただきたいと思うんですが、いか

がでしょうか。

【高屋住宅課長】今、資料を準備しておりませ

んので、よろしければ後ほど資料を準備して説

明させていただければと思いますが、よろしい

でしょうか。

【里脇委員長】川崎委員、それでよろしいです

か。

【川崎委員】 はい。

【里脇委員長】 では、後でお願いします。

【川崎委員】もう一点、住宅関連予算について

お尋ねをいたします。

住宅課になるんでしょうか、平成31年度の収
支計画ですけれども、いわゆる歳入歳出のバラ

ンスがとれているかどうかというお尋ねでござ

います。更新建て替えだったり、維持だったり、

当然家賃で賄っていくということもあるという

ことだと思います。お示しいただいている予算

書も確認をしておりますが、そういった収支バ

ランスを取りながらの運営なのかということに

ついて、説明していただきたいと思います。

【高屋住宅課長】 平成31年度の予算につきま
しては、歳入が約56億円、歳出が約30億円とい
うところでございます。

平成30年度と比較しますと、歳入につきまし
ては6,000万円程度の増で、歳出は200万円程度
の増ということで、ほぼ例年どおりの予算とい

うことになっております。

歳入の方が上回っている状況でございますが、

この差額につきましては、起債償還等に充てら

れるということで全体のバランスはとれている

という事業になっております。

【川崎委員】そうしますと、起債の償還であれ

ば、それはここに載ってこないんですか。つま

り、56億円と30億円、26億円ほど歳入が多いと
いう中において、いわゆる建て替えの促進だっ

たり、エレベーターがないという声もたくさん

あるわけで、潤沢に予算がということは申しま

せんが、そういったところに充てていくという

こと、そういう考え方に及ばないのかどうなの

か。

【高屋住宅課長】 起債償還分につきましては、

住宅課の直接の予算としては計上されてきませ

んので、そこは差額があるように予算上は見え

るということでございます。

【川崎委員】再度確認ですけれども、歳入と歳

出には約26億円の差がありますけれども、それ
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については起債の償還に充てているので大体バ

ランスがとれている状況であるという理解でよ

ろしいですか。（「はい」と呼ぶ者あり）わか

りました。

【里脇分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【渡辺委員】繰越明許費の関係でお尋ねしたい

んですが、3ページ、総務費の企画費が1件で97
億350万2,000円、理由別内訳もその他となって
いるんですけれども、これはどういう意味か、

中身を説明してもらえませんか。

【井上監理課長】この分は、新幹線整備事業の

負担金でございまして、事業費約134億円のう
ち繰越明許費として約97億円を計上させてい
ただいているところでございます。

主な繰越の理由としましては、工程調整に不

測の時間を要したもの、あるいは地元協議の難

航による工事工程の繰り下げ、地質が当初想定

よりも堅いということで、掘削に不測の時間を

要していると、そういったもろもろの要素があ

りまして繰越を計上させていただいているもの

でございます。

【渡辺委員】 これは、件数1件でその他にまと
めてなっているでしょう。用地補償とか何とか

も入っているわけですか。

【鈴田新幹線事業対策室長】新幹線の負担金は、

県としては負担金という形ですので、その他の

ところに一括しておりますけれども、今、委員

おっしゃったように、内容としては、一部です

けれども、数千万円の用地補償の繰越も含まれ

ております。

【渡辺委員】 わかりました。

部長説明資料の方に移らせていただきます。

2ページの歳出予算の企画費の関係で187億
7,000万円、金額が大きいんですけれども、この
企画費の187億7,000万円の中身について、どう

いうものがあるのか説明してもらえませんか。

【鈴田新幹線事業対策室長】先ほど繰越のとこ

ろでもお話が出ましたけれども、新幹線事業の

建設にかかる県の負担金につきましては、歳出

の項目としては総務費の企画費の中に計上がさ

れております。平成31年度で上げている187億
数千万円につきましても、ほとんどが新幹線事

業の県の負担金の部分でございます。

【渡辺委員】 企画費となっているものだから、

負担金が主な中身ということですね。

それから、3ページの真ん中にあります重要
幹線街路費の関係で長崎駅周辺の立体交差事業

で111億5,000万円ぐらい上がっているんです
けれども、この長崎駅周辺の立体交差事業につ

きましては、完成年度は平成31年度でよかった
んですか、そのあたりを確認させてください。

【植村都市政策課長】連続立体交差事業につき

ましては、事業全体の完了時期は平成33年度末
でございます。

ただし、新しい駅舎の開業及び高架線路への

切り替えは、これから約1年後の31年度末の予
定です。その後、既存の鉄道施設の撤去と、撤

去した後に街路の整備をしたりということがご

ざいますので、最終的には33年度末でございま
す。

ちなみに、部長説明資料の3ページに111億
5,225万4,000円という記載がございますが、こ
れは全部が連続立体交差事業というわけではご

ざいませんで、このうちの92億5,035万9,000円
が連続立体交差事業に要する経費で、残り18億
円ほどはその他の街路事業に要する予算でござ

います。

【渡辺委員】確認させていただきたいのは、平

成31年度は新しい駅舎が完成するということ
で理解しておいていいですね。その後は、今ま
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での既成の線路を撤去したりしないといかんか

らということですね。（「はい」と呼ぶ者あり）

わかりました。

それと、4ページ、5ページにかけて空港管理
費があるんですけれども、今、長崎空港に定期

航路がない小値賀空港、上五島空港があるでし

ょう。定期航路が飛んでいない空港の管理費と

整備費もこの中に入っているんですか。この2
つの空港の扱いはどうなっているんですか。

【近藤港湾課長】委員ご質問の上五島空港と小

値賀空港につきましては県営空港でございます。

ただし、定期航路が飛んでおりません。管理に

つきましては、地元の新上五島町並びに小値賀

町の方に委託してございまして、県と町合わせ

て1,000万円前後だと思いますけれども、管理に
かかっております。そのうちの450万円を県が
負担してございます。主な使途につきましては、

人件費と空港を維持するに当たっての除草や伐

採、電気代といったものの費用に充てられてお

ります。

【渡辺委員】この小値賀空港、上五島空港の活

用策といいますか、どういうものがあるんです

か。何に使っているわけですか。

【近藤港湾課長】今現在の活用、用途としまし

ては、ドクターヘリであるとか、デリバリーヘ

リ並びに遊覧飛行、観光に来られるプライベー

トジェットの用に使われているんですけれども、

以前は上五島空港につきましてはパイロットス

クールの誘致を検討した時期がございましたけ

れども、それが頓挫しているという状況でござ

います。

地元町からも世界遺産の登録を契機にして、

そういった観光をメインとした航空機の就航と

いうのも期待してございますので、そういった

活用に向けて地元と一緒に検討してまいりたい

と考えております。

【渡辺委員】上五島空港なんか、例えば民間の

飛行機が、福岡空港からでも長崎空港からでも

いいから巡礼ツアーなどで飛ばしたいとなった

ら、受け入れは可能なんですか。

【近藤港湾課長】 滑走路の延長からした時に、

今のオリエンタルエアブリッジが飛んでいるよ

うな39人乗りの飛行機ではなかなか難しいと
思いますけれども、セスナ機、10人前後の航空
機であれば、今でも着陸ができておりますので、

十分パッケージツアーという形での誘致という

のは可能だと考えております。

【渡辺委員】セスナ機ぐらいしか対応できない

わけですか、上五島空港も。

【近藤港湾課長】滑走路の延長からすると、今、

高性能のプロペラ機もあって、それがＡＴＲの

飛行機なんですけれども、その飛行機は40人乗
りぐらいであっても十分着陸はできる飛行機と

いうことで聞いております。

【渡辺委員】わかりました。せっかく空港があ

るので、活用策を十分考えていただきたいと思

います。

それと、5ページの急傾斜地崩壊対策費、県
単でもかなり今回つぎ込んでされているんです

が、今、工事をしたいけれども、空席待ち番号

というか、何件ぐらい待っているんですか。地

域からの要望があって、何件ぐらい待っている

のか、その辺を教えてください。

【田中砂防課長】急傾斜地崩壊対策事業につき

ましては、本来、急傾斜地の場合、土地は無償

提供になっております。無償提供の条件が整っ

たところを地方機関から要望として上がってま

いります。県が行っている公共事業に関しまし

ては、その待ちはございません。ただ、2分の1
補助というか、市や町が実施する事業がござい
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まして、それは県が2分の1を補助しているんで
すけれども、それに関しましては全体で、今の

ところ佐世保市が一番多いんですけれども、39
カ所ございます。

【渡辺委員】佐世保で何件ですか、よく聞き取

れなかったです。

【田中砂防課長】 佐世保で39件ございますけ
れども、その中で、今回、市の事業から県事業

に移行することになっている箇所が8カ所ござ
いますので、それを引いた数でございます。31
カ所でございます。

【渡辺委員】わかりました。大分進んできてい

るというのがわかりましたので、積極的に安

全・安心のために工事を推進していただきます

ように、よろしくお願いしたいと思います。

6ページに入って、民間建設物のアスベスト
対策に要する経費として412万1,000円が上が
ったんですが、これは民間の建物のアスベスト

対策に対する経費としてということなんですが、

民間の建物ですから民間の負担はどういう割合

になっているんですか。民間の建物でも県がこ

うやって負担をしているわけですか。アスベス

ト対策をする時に、その割合はどうなっている

んですか。

【三原建築課長】アスベスト改修事業につきま

しては、県と市、国で3分の2の補助を行います
ので、所有者の負担は3分の1ということになり
ます。

【渡辺委員】 3分の1が民間負担で、今度は県
の単独事業で412万円計上しているんですけれ
ども、何件分ぐらいを予定しているんですか。

【三原建築課長】 来年度分につきましては、2
件分を予定しております。

【渡辺委員】この民間のアスベストの関係の建

物というのは、来年度予算で2件ですけれども、

そのほかにもアスベストを使った建物というの

がまだあるんですか。そこの調査はしているん

ですか。

【三原建築課長】県の方では、吹付建材を使っ

ている建物を把握しておりまして、アスベスト

の含有が確認できているのは114棟ございます。
確認ができてないのが64棟ございまして、これ
は引き続き市町と連携しながら調査をやってい

きたいと考えております。

【渡辺委員】よく聞き取れなかったんですけれ

ども、114棟あって、アスベストが使われてい
るかどうか未確認が64棟ですか。そこをもう一
回確認させてください。

【三原建築課長】アスベストがあるというふう

に確認されたのが114棟でございまして、まだ
アスベストがあるのかないのかわからないのが

64棟ございます。既に事業をされているのが87
棟ございまして、除却等の未実施が27棟ござい
ます。

【渡辺委員】 まだ除却してないものが27棟残
っているというわけですか。その見通しはどう

なんですか。来年度予算ではたった2件でいい
んですか。

【三原建築課長】 27棟ございますけれども、
そのうち26棟につきましては利用する方々が
入れないような設備をしておりまして、例えば

立ち入りを禁止しているということで対応して

おりまして、現在のところは環境に影響を及ぼ

すことはないと理解しております。しかしなが

ら、アスベストがあるということはわかってお

りますので、これにつきましては除却をやって

もらうように働きかけは十分やっていきたいと

考えております。

【渡辺委員】 そうしたら、この27棟に対して
は、除却はしないといかんけれども、持ち主に



平成３１年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月５日）

- 26 -

対しての指導はちゃんとしているわけですね。

そして、一般の人が入ってこられないようにし

ているから、特段急いでしなくてもいいと。し

かし、いずれはしないといかんのでしょう、ア

スベストが入っているところは。ここは持ち主

に働きかけて、早急に対応するようにしておい

てください。除却しないといかんなら、そうし

ないといかんと思います。わかりました。

それから、6ページの下にあります県営住宅
の関係でお尋ねします。深堀団地の建て替えが

進んで、移動して、今Ａ棟のあるところを市街

地再開発かなんかでそこの土地を売るわけでし

ょう。今まで県営アパートが建っていた部分を、

別のところの建て替えが進んでいったので、今

まで建っていた土地を別の用途に変えて活性化

するということですか。県営アパートは、もう

そこの場所には建てないという方針をいつ頃決

めたんですか、それを教えてもらえませんか。

【高屋住宅課長】深堀団地につきましては、平

成19年度ぐらいから設計をして建て替え工事
を進めてまいりまして、今年度いっぱいで新設

する建物につきましては工事が終了するところ

でございます。

今後、中にまだ空き住戸がございますので、

そちらの方にＡ群の方から順次移っていただい

て、将来的にはＡ群のところは解体をして更地

にするという状況でございます。

深堀団地の計画を立てる段階で、非常に大き

な団地ですので、団地内で集約化を図りまして、

残りの余剰地をつくって、そこを何らかの形で

活用しようという方針でやってまいりました。

ただ、残りの余剰地をどう活用するかとか、

売却するかとか、その辺の検討はこれからの宿

題ということでございます。

【渡辺委員】そうしたら、今まであったＡ群の

土地のところには、もう県営アパートは建てな

いんだという方針を決めたのは平成19年度に
なるんですか。要するに、もうこれ以上増やさ

ないと、入居者数は減っているわけじゃないん

でしょう。そこも確認したいんです。

【高屋住宅課長】深堀団地の予算を要求する段

階、平成17～18年の段階で県の内部で協議をし
てきまして、この団地につきましては、内側の

方に団地を寄せていって、Ａ群のところには建

てないということで決定しております。

建て替え事業を行いますと、入居者の募集を

ストップしますので、自然に退去していかれる

入居者が年に数十戸いらっしゃいますので、結

果的に建て替えのスタート時点よりも入居者が

減るということはございます。

【渡辺委員】深堀団地全体の県営住宅の入居者

数というのは、今回の建て替え計画の関係でい

けば増えているんですか、マイナスなんですか、

現状維持なんですか。

【高屋住宅課長】建て替え着手時よりも減って

いるということでございます。

【渡辺委員】要するに、県としては県営アパー

トの入居者数を増やす方向じゃなかったわけで

すね。その基本方針を確認したいんです。県営

アパートは増やしていかないという方針なんで

すか。

【高屋住宅課長】 県営住宅全体としましても、

今後、人口の減少の問題もありますので減らし

ていく方針でございますし、また、団地ごとに

見て、深堀団地、一部公募した部分もあります

けれども、それほど倍率が高くなるような団地

でもございませんので、団地単位で見ても深堀

団地については減らしていくという方針でござ

います。

【渡辺委員】 あとは入居者との関係について、
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よく連携をとっていただいて、スムーズにいく

ようによろしくお願いしたいと思います。

部長説明資料の12ページの下の方に新幹線
事業費で85億8,000万円の減がきていますね、
補正の関係で。この鉄道運輸機構の通知に伴い

85億8,000万円近くの減がきているんですけれ
ども、この「通知に伴い減額される」というの

はどういう意味なのか、中身を説明してもらえ

ませんか。

【鈴田新幹線事業対策室長】新幹線事業の平成

30年度の負担金につきましては、当初事業とし
ては約221億円を組ませていただいておりまし
た。それに対して、7月に鉄道運輸機構の方か
ら新幹線の建設費に対して貸付料という県や国

の負担金と別の財源が割り振られます。これの

通知が去年でありますと7月にまいりました。
その貸付料が、去年の県の負担額でいきますと、

85億円程度の県の負担の減になるぐらいの貸
付料が配分されましたので、その分を今回補正

で県負担の減という形で計上させていただいて

いるところでございます。

【渡辺委員】 新幹線の公共事業の関係ですね。

次の13ページの方に道路新設改良費の関係
で30億円の減となっています。今議会の冒頭に、
経済対策で公共工事の増額を緊急で可決したん

ですけれども、同じ補正でも緊急経済対策は増

額で、公共事業の内示に伴い30億円減額になっ
たという中身、私どもはその理解に苦しむんで

す。経済対策では早く決めてくださいと言って

決めたのに、今回の通常の補正でいけば30億円
の減額でしょう。これはどう捉えればいいんで

すか。

【大塚道路建設課長】委員ご指摘の道路新設改

良費、国の内示に伴い30億円の減、これにつき
ましては、平成30年度当初予算に対しまして30

年の内示額が少なかったことに対する減でござ

います。

補正に関しましては、先頃予算がつきました

3年間のインフラ緊急点検による補正予算とい
う形で新たに30億円、別建てで補正をさせてい
ただいております。

【天野土木部次長】さきの経済対策補正との関

係でございますが、補正予算の議案の順番とし

まして、経済対策補正の方を先にご審議いただ

いたわけでございますが、議会に付託いたして

おります議案の順番としましては、今回の補正

の方が先になっております。今回の方が先でご

ざいますので、平成30年度の当初予算に対し30
年度の内示がありまして、その差額の分が今回

の減額ということです。審議はこちらが後とい

うことになっております。経済対策の方は、一

回落とした後の議案に対して経済補正で上乗せ

するといった順番になっております。

【渡辺委員】 よくわかりました。

そうしたら、議会の審議のあり方が逆になっ

たということなんですね。

【天野土木部次長】経済対策補正でございます

ので、その効果を早期に発現させるために、あ

ちらの方を例外的に議会開会日と翌日で早期に

ご審議いただいて可決していただいたというこ

とでございます。

【里脇分科会長】それでは、午前中の審査をこ

れにてとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から分科会を再開いたしま
す。

― 午前１１時２６分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【里脇分科会長】 分科会を再開いたします。

午前中に引き続き、審査を行います。
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まず、分科会の冒頭ですが、住宅課長より発

言の申し出があっておりますので、お願いしま

す。

【高屋住宅課長】午前中にご質疑のありました

高田南の土地区画整理事業につきまして、追加

の資料を机の上に配付させていただいておりま

すので、ご説明をさせていただきます。

高田南土地区画整理事業につきましては、長

与町が事業主体でございまして、県としまして

は、着手当時から長与町の要請を受けて事業を

受託し、施工してまいりました。

現在の施工期間は昭和60年度から平成42年
度までを予定しておりまして、施工面積は49.8
ヘクタールで、総事業費は約320億円となって
おります。

しかしながら、昭和61年3月に事業に着手し
てから既に30年以上が経過をしておりますが、
平成 30年度末時点の予定で宅地造成率が
56.9％と、事業の進捗が大幅に遅れております。
いまだに多くの地権者の方に宅地をお返しでき

ていない状況となっておりまして、早期完成を

求める声が強くなっております。

そこで、早期に完成できるように、長与町が

必要な予算を確保いたしまして、残工事約19ヘ
クタールの施工を一括で発注し、保留地の約2.3
ヘクタールの売却先を一体的に募集するとの方

針を打ち出しまして、その事業の施工を県に要

請してこられました。このことによりまして、

複数年の工事契約をして工期を短縮し、保留地

の売却によって財源を確保することとしており

ます。

今回の予算案では、これに関連する債務負担

行為といたしまして、平成32年度から平成35年
度までに55.8億円を計上しております。
添付資料を少しご説明させていただきますと、

3ページに工程表を付けております。残工事の
一括施工につきましては、平成31年度中に契約
をいたしまして、平成36年度までの工事といた
したいということで考えております。債務負担

行為の内訳につきましては、下の方の表に記載

をしております。

4ページ目に位置図をつけさせていただいて
おります。地図の左手の方に道の尾駅がござい

まして、浦上水源地が真ん中下の方に青色で表

示をされております。その間の赤で囲っている

エリア、こちらが高田南土地区画整理事業のエ

リアになっております。

5ページ目が現況の航空写真になっておりま
す。北東側にまだ一部林が残っておりますけれ

ども、そういったところを今後造成していきた

いと考えております。

最後の6ページ目ですけれども、今回の一括
施工のエリアを表示しております。赤い太線で

囲われたエリアが今回の一括施工のエリアにな

っておりまして、真ん中の黄色いエリアが保留

地の売却するエリアになっております。

道路で申し上げますと、この赤いエリアの北

側の方に都市計画道路の高田越中央線を整備し、

そこから団地内の道路としまして都市計画道路

三千隠線を北から南東の方に向かって、薄く茶

色に着色している部分ですけれども、そういっ

た道路も併せて整備をすることとしております。

説明は以上で終わらせていただきます。

【里脇委員長】説明が終わりました。川崎委員、

これについて特にありませんか。

【川崎委員】 ご説明ありがとうございました。

最後のページの今おっしゃった道路、この地

図で言うと北部から真ん中を通って、団地を通

って南東に抜けるという道路がありました。そ

の右端に狭い道路が今ありますが、これについ
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てはそのまま供用されるんでしょうか。それと

も、この道路ができた時点でどういった形にな

るのか、ご説明いただきたいと思います。

【高屋住宅課長】このあたりは造成工事が入っ

てきますので、造成後は真ん中の新しい道路の

方を通るということになるかと思います。

【川崎委員】 そうしたら、最後に要望ですが、

長くかかっておりますので、今回を機に、この

スケジュールどおりに確実に進捗していただき

ますよう強く要望いたします。

【里脇分科会長】この件はよろしいでしょうか。

それでは、ほかに質疑はございませんか。

【外間委員】午前中に住宅課長の補足説明の中

で、子育て応援住宅支援事業、移住者向け住宅

確保加速化支援事業のご説明に対して委員の方

から質疑がございまして、一定理解をしておっ

たんですが、ちょっと確認をしておきたいこと

があったので、1点だけ確認をさせてください。
この移住者向けの支援事業については、人口

減少対策、あるいは若者に焦点を置いて、さま

ざまな住宅の供給に向けての支援を行うことで、

ついでに空き家対策も含めて積極的に県が各市

町と連携をしてやっていかれる事業であるとい

う理解をしたんですけれども、その中で移住者

の対象として、県のスタンスから言うと、先ほ

どちょっと休憩の時も確認をさせてもらいまし

たが、県外から入ってくる移住者を対象とする

ということで理解しましたが、逆に、各市町に

おいては、市町外の人が入ってくることが移住

者の対象になるのかどうか、まず、その点を確

認したいと思います。

【高屋住宅課長】各市町としましては、それぞ

れのカウントは市外から入ってくれば移住者と

いうふうにカウントしていると考えております

けれども、県としましては、県外からの移住者

の方について移住者というカウントをしており

まして、今回の移住者向けの支援事業につきま

しても、県外からの移住者の方を対象にしたい

ということで考えております。

【外間委員】県の役割として、各市町に対する

いろんな情報提供であったり、そういった支援

事業を連携してやるということになると、市町

の行う事業について県がどのようなスタンスで

応援をするような格好になるんですか。ひと・

モノ・カネ情報でもいいですから、その辺につ

いての県のスタンスをもう一度聞かせてくださ

い。

【高屋住宅課長】まず、今回の加速化支援事業

につきましては、このような事業を行うノウハ

ウづくり、体制づくりみたいなものが第一弾と

してあるかと思います。その結果として、でき

上がってくる事業について、実際、市町ごとに

見ると、県外から入ってこられる方もあれば、

県内から入ってこられる方もあるかと思います。

そのうち、今回の事業の県の補助対象として

カウントするのは、県外から入ってくる入居者

の方を入れる事業ですよということで、特に市

町が独自に県内から入ってこられる分を妨げる

ものではないということで考えております。

【外間委員】 最後のページの目指す姿として、

五島市と松浦市において、その意欲のある方を

募集するんだというご説明でした。各市町にお

いて、このような移住者の支援という事業を自

治体でも行っているところはあるのですか。

【高屋住宅課長】今回の支援事業の概要を、特

に離島・半島部を中心に各市町にご説明をして

回りまして、市町と一緒に協調してやるもので

すから、市町の予算も必要になってきます。

それぞれ新年度予算を要求していただいたと

ころが五島市と松浦市になるということでござ
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います。他の市町につきましては、今後に向か

って、再来年度に向かって、また動くというと

ころもあろうかと思います。

【外間委員】わかりました。ありがとうござい

ました。

最後にもう一点、繰越明許費の3ページ目に
ついて監理課長からご説明をいただきました。

繰越明許の理由を6つに分けられて、それぞれ
の合計金額、530件についての内訳は11月議会
で一定承認をしている部分、プラス経済対策分

であるというご説明の中で、この用地の補償48
件分ですが、この48件分の主な理由としては、
予算が合わなかったということと、建物の移転

に時間がかかったというご説明をいただきまし

たけれども、前々からこの用地の交渉といいま

すか、用地課にいる人たちが用地交渉を行って、

その結果、なかなか折り合いがうまくいかなか

った、あるいは金額について合わなかったとい

うことでの遅れというご説明と理解しましたけ

れども、それでよろしいんですか。

【佐々木用地課長】先ほど監理課長から説明が

ありましたとおり、用地交渉に関しましては、

年度当初においては技術担当課とも調整しなが

ら、年度内に建物等の移転が完了するようにと

いうことで、早期に着手するようにしておりま

すけれども、今委員からお話もありましたよう

に、例えば補償額の不満とか、移転先地の選定、

こういうものに時間がかかりまして、結果的に

契約が遅れ、その結果、移転のための期間が不

足するということで、これに伴う用地補償費、

あるいは工事費が繰越となっているものでござ

います。

【外間委員】用地交渉の所管は用地課になるん

ですね。人事で用地課に配置をされた方が地主

さんとの用地交渉に当たられると、基本的には

そういうことなんですか。

【佐々木用地課長】今、委員おっしゃるとおり、

用地交渉については、基本的には各地方機関の

用地担当職員が当たっておりますけれども、場

合によっては、当然技術職員の方にも同行して

いただきながら用地交渉を進めているところで

あります。

【外間委員】やっぱり交渉力のある人というの

は、民間でも非常に交渉に長けた方は情熱を込

めて、誠意をもって対処することによって、人

によってうまく前に進んだり、交渉のマニュア

ルとか、そういうのがあって、うまく理にかな

って進めば、こういった用地交渉もうまくいく

んだろうと思いますけれども、一旦つむじが曲

がったりすると、なかなか前に進まないという

ことで、非常にデリケートなところがあろうか

と思うんですね。

なぜこんな話をするかといいますと、東九州

自動車道の建設がものすごい勢いで進捗をした

一番大きな理由というのが、そういった用地交

渉によって用地買収がスムーズに進んだからこ

そどんどん進んでいったと私は理解をしている

んです。それは交渉相手と交渉する側の交渉が

うまく成立をして、積極的に東九州自動車道が

でき上がっていったんだなと。ということは、

やっぱり交渉する側にも、土地を提供する側に

も、理解度が高かったということで、非常に大

切なところだと思うんですね。この繰越明許、

決算の残については、そういった用地交渉に当

たる人たちの状況というものが成果物として重

要な役割を示すのではないかということで、こ

こに上がっていく残の件数、金額というものは

交渉力の大きさにかかってくると。前年度比が

どうだったのかわからないんですけれども、た

だ単にここでは48件が残りましたということ
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で、18億円強の数字が上がっておりますけれど
も、一度そういうことの確認をしたかったんで

す。やっぱり技術を持った、用地交渉力に長け

た方が、不断にそういうことを積極的に進めて

いくことこそがこういったものの成果につなが

っていくのではないかということを確認したい

んですけれども、その辺についての見解をいた

だければと思います。

【佐々木用地課長】今、委員からお話がありま

したとおり、事業進捗に当たっては用地取得の

いかんが大変重要であるということは認識して

おりますし、熱意を持って用地取得を進めるよ

うにということで各地方機関の用地の職員にも

指導しておりますし、そういった研修もしてい

るところであります。

初心者向けには、「初心用地」という冊子も

つくりながら、一日も早く用地交渉に慣れるよ

うなＯＪＴなども進めておりますし、今言われ

たように、用地交渉が難しくなるような場合に

は、担当だけではなく、班長、あるいは課長と

いった職員も適宜対応して、難しい案件にも当

たっているところであります。

今回、一般会計の通常分における用地を原因

とした繰越というのは48件、18億9,370万円と
いうことなんですけれども、昨年の同時期と比

べた数字で見ますと、件数では85.7％、金額で
は63.8％ということで、昨年よりは縮減をして
いると。先ほども言いましたように、現場の方

には、熱意を持って、難しい案件も何回も何回

も通って交渉を進めるようにと指導しているの

が、この成果につながっているのではないかと

考えております。

【里脇分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【田中委員】部長の説明書のところで入ってい

こうと思うんですが、1番は、公共事業費737億

円、単独事業100億円、100億円は125.5％のア
ップだと、これを強調しておられますけれども、

どういう分け方ですか。少し勉強したいんです

が、公共事業費、単独事業費は、補助事業の対

象にならなかったので単独になるんですか。大

きな事業は公共事業費でやっていくのか、お金

の関係の問題をちょっと聞かせてください。

【井上監理課長】国から補助をいただく事業を

公共事業、県単独でやるものについて単独事業

という整理をしております。

【田中委員】単純にそれでいいわけですね。国

からの公共事業にも裏打ちで若干単独の金が出

ていくけれども、それは関係なく、もう公共事

業と単独という分け方をしているわけですね。

単独は、やっぱり公共事業に乗らないというこ

とでしょう。だからこそ、4年に1回ぐらいはサ
ービスをしなさいということを言ったんだけれ

ども、125.5％ということで20億円ほど増えて
いるという解釈でいいわけですね。それは了解

しました。

公共事業737億円とすれば、その中で長崎駅
周辺が約111億円、それから諫早市の環状線が
約148億円、これは大き過ぎるね。737億円の内
訳ですれば、大き過ぎる。これに鉄道じゃなく

て、新幹線の187億円を入れれば、この3つだけ
で事業費が半分を超してしまう。残りで隅々を

やらなきゃいかん。3事業ぐらいで県の事業の
半分以上を占めるほど集中したことがこれまで

にあるのか。

【大塚道路建設課長】今、委員ご指摘の外環状

線で148億円というお話がございましたが、こ
れにつきましては道路新設改良費全体の金額で

ございまして、諫早外環状線だけの予算ではご

ざいません。県下一円で行っております道路新

設改良事業の総額が148億円ということでござ
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います。

【田中委員】この事業だけじゃないということ

ですね。余りにもひどいからね、3事業だけで
半分以上になるわけだからね。

ちなみに幾らですか。この大きい事業を3位、
4位ぐらいまで挙げてください。1カ所で予算の
集中度合いが大きいものはどこですか。

【大塚道路建設課長】 道路改築関係の平成31
年度当初予算における大型事業でございますけ

れども、諫早外環状線、これは島原道路でござ

いますが、この諫早インター工区が約21億円、
それから西彼杵道路、一般県道奥平時津線の時

津工区が約24億円でございます。あと、箇所ご
とに1カ所当たり10億円以上の予算がついてお
りますのは、一般国道202号浦頭拡幅の約11億
円、これらが主な事業でございます。

【田中委員】 ほかの課は10億円以上の事業と
いうのはないのかな、一つの事業で集中して10
億円以上の予算をつけているところは。

【浦瀬河川課長】 平成31年度予算に限っては、
石木ダムが約19億円でございます。
【田中委員】それだけですか。ほかのところは

ないんですか。

【植村都市政策課長】都市計画事業としまして

長崎駅の周辺連続立体交差事業、こちらの方が

約92億円、平成31年度の予算に計上しておりま
す。

【田中委員】 92億円というと大変な数字だけ
れども、総事業費はどのくらいになるのか。

【植村都市政策課長】 約459億円でございます。
【田中委員】 そうすると、2割ぐらいつくんだ
ね。集中してやると言えば、逆にいいことだと

私は思っているんだけれども、私のところの早

岐川なんかもトータルで言えば200億円の事業
だ。1期工事100億円、2期工事100億円で200億

円の事業だ。ところが、遅々として進まないの

は、10億単位の予算がつかないから。200億円
というと、10億円ついても20年。今のように5
億円ぐらいついたって40年、5億円つかない事
業。だから、集中してやるならやるで結構だか

ら、そういうのを特別枠みたいな感じでやって

もらわないといかんね。そこら辺を指摘してお

きたいと思います。

もう一つ、今度はこれで聞きたいと思うんだ

けれども、公共事業費が737億円、この中で新
幹線187億円というのは、事業費じゃないんだ
よね。県が負担する分が187億円であって、事
業費はこれの3倍ですよね。ほかのところの事
業は大体そのまま真水の事業費でしょう。新幹

線だけが3倍ということですね。だから、これ
を一緒にしてやるのは、ちょっと私はおかしい

と常々話しているんだけれどもね。今年は85億
円も貸付料収入があったからと言って安くなっ

た。これはいいことだけれども、予算としては

ちょっとアンバランスで、85億円などという数
字はもう大変な数字だから。公共事業費はこれ

だけありますよと言って85億円少なかったわ
けだからね。事業量としてはあるんだよ。ただ、

出ていく金は少なくて済んだというだけなんだ

ね。新幹線の事業量は少なくなったわけじゃな

い。

そういうことから言うと、直轄事業の方は43
億円組んでいるけれども、これは5倍ぐらいの
事業量があるんでしょう。18.34でいくと5倍ぐ
らい。そうすると、間違いなく215億円の事業
量にはなる。220億円ぐらいの事業量になる、
正確に言うともっとなるのかな、私は粗で5倍
として見たけれども。だから、この数字と事業

量は必ずしも一致しない。予算の組み方として

は、これは県の負担分だけですよ、事業量じゃ
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ないんですよということがわかった方がより親

切だという感じがするけれども、どうですか。

これはどこの管轄になるんですか。

【天野土木部次長】委員ご指摘のとおり、例え

ば直轄事業、それから新幹線整備事業、これら

につきましては、いずれも負担金ということで

ございますので、新幹線で言いますと県の負担

分3分の1、それから直轄事業でいきますと、委
員ご指摘のとおり概ね2割程度ということで、
それぞれ実際の事業費は大きくなるということ

になります。

それに対しまして公共事業、これは補助事業

または交付金事業でございます。それから単独

事業、これらは国からのお金が入る、入らない

の違いはございますが、トータルの事業費を予

算には計上いたしております。ただ、これは予

算をつくる上ではどうしてもやむを得ない部分

でございますので、そういった前提を置きなが

ら、ご説明の段階では、委員ご指摘の点を十分

留意しつつ、今後、説明の上では注意をしてま

いりたいと考えております。

【田中委員】先ほどの県単事業の中身に入るけ

れども、公共事業は大型事業があるのとないの

で都市間のアンバランスはあると思います。大

きな事業があるとでっかい予算になるからね。

長崎市、県央、県北というのが私の頭にはいつ

もあるんだけれども。県単はある程度配分して

もらわないといかんね。これに載ってない、い

ろいろ頼んでいることはいっぱいあるけれども、

簡単にお金がないということで事業化できない。

その中で、県単で事業化できているところはま

だいい、県単にいかない、事業がね。

例えば、この前大雨が降った時に、国道、県

道が冠水した。それでも1日すれば元に戻るわ
けだから、あんまり関係ないと言えば関係ない。

1日だけが国道であって、県道であっても、若
干通行禁止みたいなところも出てきたけれども、

ただ、1日で終わるものだから、あんまり予算
化はしないという感じでね。そういうところま

で含めると、まだ幾らでもある。しかし、そう

いうのは現場サイドの裁量で拾ったり拾わなか

ったりするんだろう。

だから、せめて県単事業くらいはある程度人

口比あたりでバランスをとってほしいなと。大

型事業はいざ知らず、予算の配分上、ちょっと

お聞きしておきたいと思います。

【井上監理課長】土木部としましては、政策検

討委員会等の場において、県土全体のバランス、

それから本土、離島、地域の個別事情なども考

慮しながら、緊急性のある個所や早期に整備効

果が発現できる箇所などを優先的に取り組んで

いく方針としておりまして、今後も全体を見な

がら必要な事業を実施していきたいと考えてお

ります。

【田中委員】今、さっと私はメモしたんだけれ

ども、長崎市は25億円、26億円と県単も入って
いるからね。佐世保市が13億円、諫早市が10億
円、あとは10億円いかない。人口関係で言うと
対馬市の6億4,000万円というのも大きいよね、
そんな感じがするんだけれども。雲仙市なんか

も5億円近くやっているだろう。やっぱり単独
の計上の仕方が年度において相当差があるのか

な、ちょっと確認しておこうか。

【井上監理課長】各地域の事業費は、大型の事

業があった年度において増加をしておりまして、

事業の進捗に応じて年度間での事業費の増減が

発生するものであると考えておりますが、ちな

みに、今回の平成30年度の経済対策補正、内示
ベースですけれども、これについては佐世保市

の事業費は約112億円ということで21市町中1
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位と。それから、平成31年度の当初予算におい
ては佐世保市の事業費は約80億円ということ
で、こちらが21市町中2位ということになって
おりまして、各年度ごとに事情に応じて配分さ

れる場合があるということでお考えいただけれ

ばと思います。

【田中委員】問題提起で少し頭に入るように質

問しているんだけれども、予算をつくる時に、

あんな話があったなというのがあれば、並んだ

時には佐世保の事業を選択してくれるだろうか

らね、選択と集中というのが長崎県の予算の特

徴らしいから。選択してくれないんだな。誰が

選択するのかと言いたいんだけれども、立場に

よって違ってくるから、どの事業を採択して、

どの事業を落とすかね。そんな感じがするんで

すが、改めて予算をもう一回ただしておきたい

と思います。

平成30年度の当初予算が976億円だったかな。
今度、補正で175億円減額している。これは今
度のこれですね。そうすると800億円。補正と
いうと、普通我々の感覚ではプラスの補正しか

頭に入らないんだけれども、皆さん方の補正は

マイナスが入ってくるから困るのよね、マイナ

ス補正が。普通補正というと、新しいものがプ

ラスになったかという感じがするんだけれども

ね。だから、800億円だったのかな、去年の土
木だけの予算で見るとね。

しかし、この中でもまた繰越がどうのとか、

予算を組んで、補正して、そして、その繰越が

またあってと、よく皆さん方はつじつまが合う

なという感じがする、数字がね。毎年毎年、同

じことを繰り返す。

先ほども出たけれども、もう一つ国の補正で

2月補正があった。これは大体プラス要素があ
ったと思う。従来は、これを一緒に記載してい

るものだから、プラス・マイナスで、今年はこ

れだけの事業がありますよという話で、事業量

としては出てくるけれども、数字上はマイナス

になって出てくると。補正がマイナスになって

いるから。マイナスの額が大きい。新たにつく

った事業があるにしても少ないと。差し引いて

補正全体としてはマイナス補正となっている。

今年の補正はマイナスになっているけど、事業

費だけは100億円ぐらい増えているなと、摩訶
不思議な話が数字上はあるんだよ。それで、ち

ょっと複雑で整理をしなきゃいかんのが多いん

だけれどもね。

ただ、一つだけ改めて新幹線の予算の関係で

はびっくりしたんだけれども、あんなに貸付料

が入ってくれば、差額は違うものだと。普通貸

付料はもう1割かそこらと思っていたけれども、
とんでもない数字の貸付料がある。本当にあり

がたい話なんだ。事業量も減らない。貸付料で

減ったって事業量は減らない。ただ、数字は減

る。貸付料で県の負担金は減る、事業量はその

まま。これはもういいことですよね。我々はも

う真水の事業量をいつも求めているわけだから。

支出が減って、仕事は増えればこんないいこと

はないわけです。新幹線に関して言うと、今後

も続けばいいなと思うんだけれども。

私は、うかつにも去年まではこんなに大きな

補正というか、貸付料収入で補正があっている

と知らなかった。平成30年度、初めて認識した。
いや、29年度もちゃんと報告しましたという話
だ。さっと見るので、じっと見てやらないと見

抜けなかったんだけれども、これだけの補正が

あるということは大変いいことですね。

最後にお聞きしますが、今度は新年度予算、

平成31年度で債務負担行為が600億円ほどある
ね。これは60億じゃない、600億円ほどあると
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思ったんだけれども、債務負担行為が。これは

現状の31年度の予算量プラス600億円も余計に
事業量が膨らむという解釈になるのかな、どう

なのかな。債務負担行為はトータルするとその

くらいになるでしょう。トータルの数字は書い

てない。債務負担行為が載っているのは7ペー
ジです。そんなにならないかな。14億、5億、1
億9,700万、229億、9億、65億、25億、債務負
担行為がずっと8ページの砂防の33億、火山砂
防の30億から長与の55億、全部債務負担行為に
なっているね。繰越というのも、繰越は事業が

消化できないから繰り越しますよと。債務負担

行為はこれだけ取り込んで一緒にやっています

よということなんでしょう。

【天野土木部次長】今、委員ご指摘の合計額に

ついては、こちらの手元で合計はしておりませ

んが、債務負担行為につきましては、例えば今

回上げておりますのは、平成31年度中に債務を
原因となる契約等は行いますが、その場合に31
年度に支出する額につきましては31年度の予
算の歳入歳出予算に計上されます。それは債務

負担行為には入りませんが、その31年度に締結
する契約等の原因によりまして、翌年度以降、

32年度以降に、さらにそういった金額的な負担
が出てくると、原因たる事実は31年度ですが、
お金の負担は32年度以降に出てくると。そうい
った32年度以降に出てくる金額の合計を債務
負担行為として計上いたしたものでございます。

【田中委員】理屈はわかっているのよ。しかし、

業者からすると、債務負担行為まで入れると、

これだけの仕事があるわけですね。発注を受け

ると、業者によっては半年間も仕事をしなくて、

それから仕事を始めるところもあるからね。場

合によっては、ひと月先からどんと仕事を始め

るところもあるかもわからない、仕事によって

はね。となると、やっぱりプラスの要素がある

のも事実だし、これだけの契約をやっていれば、

それだけ活性化するのも事実。それはゼロ県債

を含めてそうですよ。11月にゼロ県債、議会も
可決した。だから、仕事をやってくれるのかな

と、せっかく1億円の予算をゼロ県債でつけた
のでやってくれるのかなと。12月、1月、2月、
3月も待っているけれども、仕事はまだ何もし
ない。ゼロ県債をやった意味がない。これは予

算とは関係ないけどね。ゼロ県債をやった意味

がない。やってない箇所があるわけです。はっ

きり言うと有福のことだ。12月、1月、2月、3
カ月経って、まだ。聞いてみると、発注してい

るかもわからんよ。でも、業者がやらないから

仕方ない。

しかし、債務負担行為はそれだけ含んだ契約

ができるということですからね。そうすると、

業者にとってはありがたい、それを仕事として

確保できるわけだから。だから、私はこの制度

をどうのと言っているんじゃない。せめて予算

を可決したら、速やかに仕事にしてほしい。仕

事をやってほしい、目に見える仕事を。そうい

う指導を業者にもしてほしい。契約も早くやっ

てほしい。11月にわざわざゼロ県債なんかやっ
た意味がない。私は、12月は別にしても、1月、
2月、3月までにはやってくれるだろうと思って
いるんだけれども、3月はまだ入ったばっかり
だから言わないけれども、1月、2月、何の動き
もないのも事実。そこら辺の感覚的なものを、

予算をせっかく組んだら実行してほしい。きれ

いなるのは早い方がいいわけだから。

残念なのは石木ダムだけれども、毎年毎年、

予算を組んで3分の1も消化できない。それでも、
また次の年も予算を組んで一生懸命努力してい

る、みんなは。しかし、大変な金額は予算だけ
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で終わってしまって執行までいかない。これに

ついては、本当はやっぱり土木部長あたりは知

事に対しても何らかの問題提起をすべきだと私

は思うけれどもね。予算を組んでも現実的には

先に進まないというならね。答弁は要りません

よ、土木部長はまだ石木ダムの予算ほどは歴史

がないので。石木ダムはもう四十数年の歴史が

あるわけだから。これは答弁要りませんが、何

か感覚的に答弁したければお願いしたいと思い

ます。

【藤田土木部技監】先ほど言いましたゼロ県債、

補正につきましては、土木部としましては早期

発注を目指しまして、補正につきましては約

78％、ゼロ県債につきましても80％を超える分
を年度内に発注するということで、各地方機関

には指導しているところですので、まだ目には

見えないところがあるかもしれませんけれども、

そこにつきましては施工計画をつくりながら、

今後、目に見える形で進んでいくと思っており

ます。

【田中委員】皆さんの努力は認めます。だけど

も、業者が1年の予算でも半年ぐらいは放って
おいて、それから先でとんとんとんとやるよう

な、業者の都合でやるような習慣が多いので、

できるだけ県も一生懸命平準化をやっているの

で、業者も請けたらできるだけ早く着工してく

ださいというような指導をしてほしいと、そう

いう真意なんです。

そして、せっかく予算を組んだら早く実現し

て、どんどん、どんどん、土木の場合はできる

わけだから、目に見えるわけだから。配ったよ

うな予算については目に見えるか、見えないか

わからんけれども、土木の場合は完全に形とし

てあらわれてくる予算が多いんだから、ぜひ努

力してほしいということなんですよ。

終わります。

【八江委員】先ほど一般県道諫早外環状線のこ

とについて、たくさんの予算をつけてもらい、

激励をいただいた地元として、私からも質問を

させていただきます。

外環状線のことは、県庁から1時間圏内で、
各都市間の交通時間を少し短縮しようというこ

とで高田知事の時代からやってきたことの一環

だったと思います。佐世保の方はおかげで長崎

道と西九州道路がついて早くできておりました

が、島原の方はなかなかうまくいかずに、雲仙・

普賢岳の災害の時に島原深江道路というのが一

部供用開始しておりました。その延長線の中で、

今、諫早の方に計画どおり進めていこうとして

おったのが森山拡幅等でありまして、森山拡幅

については、出発からもう30年以上の歴史があ
って、いまだ完成をしておりません。完成して

いない中で、森山拡幅から諫早のインターまで

の区間が諫早の外環状線として、今ようやく小

船越～栗面間の一部供用開始をしていただきま

した。

諫早インターから小船越インターまでは、ま

だまだ時間がかかるようでありますし、また、

栗面から長野間については、平成34年までと思
っておったところが、34年度以降にと、言葉が
どこまでか区切りがつかないような話を聞いて

おりまして、我々は平成34年度までにはでき上
がるものと、こう思って期待を持ちながら待っ

ております。

ですから、先ほどお話がありました21億円の
予算、つい最近補正も5億円ぐらいつけていた
だいておったものも入っているのじゃないかと

思いますので、速やかに平成34年までにつくっ
ていただきたいという地元の思いがあって進め

ていただいていると思います。もう一度、しつ



平成３１年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月５日）

- 37 -

こいですけれども、一般質問も昨年しましたし、

また、いろんなところでお願いしていますが、

その確認をもう一度したいと思います。いかが

なんですか。

【大塚道路建設課長】 一般県道諫早外環状線、

島原道路の諫早市内区間の完成時期に関するご

質問かと承知しております。

まず、諫早インター工区でございますが、委

員ご指摘のとおり小船越インターから栗面イン

ター間、これにつきましては平成29年度末に無
事供用させていただきました。残る諫早インタ

ーから小船越インター間でございますが、これ

につきましては、現在、平成31年度完成を目標
にして工事を進めております。こちらの工区に

つきましては、平成31年度の当初の国の予算内
示いかんによりますけれども、必要額が確保で

きれば、現時点においては平成31年度末に完成
することができるのではないかと考えておりま

す。

それと、長野栗面工区でございますが、先ほ

ど、委員は平成34年度とおっしゃいましたけれ
ども、現時点で私どもが発信している情報とい

たしましては、平成32年度以降完成目標という
形で説明をさせていただいております。

これにつきましては、実は平成30年度の補正
予算についても、ある程度期待をしていた部分

もあったんですけれども、こちらの方がござい

ませんでしたので、平成31年度以降の予算内示
頼みという形になろうかと思います。工程的に

も、平成32年度末の完成というのはかなり厳し
い状況になっておりますけれども、これにつき

ましては、また平成31年度の当初内示がござい
ましてから、工程を見直して、改めてまた完成

時期をお示ししたいと考えております。

【八江委員】先ほどは失礼しました、私も新幹

線の開業と勘違いして平成34年と言いました
が、平成32年以降という話を聞いておりました。
私の方が訂正をしておきたいと思います。

平成31年で完成いただくか、32年までにでき
上がるかというようなことを地元としては期待

をしていることは事実です。栗面、それから小

船越を私は今日も通ってまいりましたけれども、

逆方向の小船越～栗面間のことは確かに短時間

でスムーズにいくんですけれども、出口の交差

点の方が大変混雑している関係から、早く長野

につないでくださいと。

それから、長野につないだところで、長野イ

ンターのところは農振の除外も昨年の6月に了
解をいただきました。そして、その周辺に大型

商業施設等の民間開発の計画を徐々に進めてお

ります関係から、余り遅れると諫早のまちづく

りに大きな影響を及ぼすということになりかね

ませんので、早くというのが一つの趣旨です。

そして、栗面インターのところは、下りたと

ころから5分程度のところに諫早の新産業団地
20ヘクタールの造成を昨年暮れに着工しまし
た。これも1年も早く完成しないと企業誘致が
スムーズにいかないということもありまして、

本来なら早くしてもらいたかったんですけれど

も、これがようやく昨年末に着工、できていれ

ば大型企業の進出予定になっておりましたが、

それが一つキャンセルになったということも聞

いております。ですから、半年、1年でも早く
企業立地ができるようにするためには、アクセ

スが必要だと思っておりますので、今の工業団

地の完成と諫早外環状線の出たところの長野イ

ンターの完成が大きな諫早の発展の要素になる

と。

というのは、産業団地が大体1,000名から
2,000名ぐらいの雇用を想定しております。大型
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商業団地が2,000名以上の雇用の創出を考えて
おります。合わせて3,000名から4,000名ぐらい
の雇用がここ数年の間にできるか、できないか

の瀬戸際で、諫早の人口流出に歯止めをかける

と。あるいは、若者の定着を図るのに大きな影

響を与えるということもあって、ただ、道をつ

くればいいということだけの思いではなくて、

そういったものがそこに横たわっているという

ことの中でお願いをしておりますので、今年度

多くの予算をつけていただいたと、先ほど某委

員からお褒めの言葉をいただきましたので、改

めて来年も褒めていただくように、しっかり予

算をつけていただいて、やっぱり早期完成を図

らなければ、計画から何十年となっていれば、

なかなかまちづくりにつながっていかない。こ

れは諫早のみならず、ほかのところもそうだし、

西彼道路だってそうだろうと思います。そのよ

うに頑張っていただきたい。また、政治的な決

着等もありますので、国会議員の先生方の格段

のご協力をいただいておかなきゃなりませんし、

知事部局の方も全力で取り組んでいただきたい

と、このように思っておりますので、頑張って

いただきたい。

そして、森山拡幅の問題は直轄事業ですが、

なかなか見えてこなかったのが、ようやく外に

見えるようなってまいりました。しかし、確か

に重量鉄骨などを使った形での事業であります

ので、なかなか進んでいるようで進んでいない

というのが現状ではないかと思いますので、そ

のことはいつぐらいに完成なのか。直轄事業の

関係で県の方の答弁が、確認できてないのかど

うかわかりせんけれども、いま一度森山拡幅が

何年度までに完成できるのか確認しておきたい

と思います。いかがでしょうか。

【大塚道路建設課長】 国道57号線の森山拡幅

の工事でございます。

委員ご指摘のとおり、これまでかなり長きに

わたり調整、用地買収等を行われて、その後、

工事に入ってからも地盤改良事業が多かったも

のですから、余り表だって工事をしているよう

に見えなかった時期がかなり長かったのでござ

いますけれども、ここにきて橋梁工事、それか

ら構造物工事が本格化いたしております。かな

り事業は進捗しているような感じを現場では感

じております。

予算につきましても、国の方の予算が今年度

約30億円ということで、かなり大きな予算をつ
けていただいております。懸案だった用地につ

きましても、自動車専用道路部分の用地につき

ましては、ほぼ完了したというお話も国の方か

ら承っております。しかしながら、明確な完成

時期につきましては、私ども何度も国の方にお

尋ねはしているところでございますけれども、

まだ明らかになっておりません。やはり残事業

がそこそこございますし、年間30億円の予算が
ついたとしても、まだ数年かかるような状況の

中で、なかなか明らかにされてないのかなと考

えております。

しかしながら、用地も片づいたということで

ございますので、今後も国の方にお尋ねしなが

ら、できるだけ早く完成時期を明確にしていた

だくように働きかけてまいりたいと思っており

ます。

【里脇分科会長】 しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時２７分 休憩 ―

― 午後 ２時２７分 再開 ―

【里脇分科会長】 再開いたします。

【八江委員】 平成32年ぐらいに外環状線がで
き上がると、それ以降という話もありますけれ
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ども、そうすると、やっぱり国の直轄事業も同

じ延長線の中にあるわけですので、どうしても

そこぐらいまでにはやってほしいなという思い

があります。そうすると、愛野、吾妻方面まで

はそこにつながってくるわけでありますので、

何とか早めにしてほしいというのが一つの思い

です。どうぞひとつそれはよろしくお願いして

おきたいと思います。

一つだけ、先ほど諫早外環状線の計算も乗っ

てきたと申し上げましたけれども、この前も質

問したかと思いますが、ラジオの電波がトンネ

ルの中で遮断される。何回となくプツンプツン

切れてしまって、短いトンネルだから入れてな

いということも聞いておりますけれども、延長

すると島原道路は、高規格道路であります。単

なる県道でもないわけですので、将来的なこと

を考えれば電波は設置すべきと思うし、最後の

1.7キロメートルあるトンネルも間もなく開通
すると思います。そのことも含めて電波の関係

は、今やっておかなきゃならないのじゃないか。

改めてすると、県の予算も大変だろうと思うし、

今のうちに一緒に事業としてやるべきじゃない

かと思います。そのことをもう一度確認したい

と思います。

【大塚道路建設課長】委員ご指摘のトンネルに

おけるラジオの設備設置に関することでござい

ますけれども、これにつきましては非常用、防

災用という観点から、ある一定基準のもとに設

置が可能ということで、必要なトンネルには設

置いたしております。基本的には、延長、それ

から一定の交通量という基準でございますけれ

ども、委員ご指摘の現在供用している3つのト
ンネルに関しましては延長が短いということで、

現状、設置をいたしておりません。現在、建設

を進めております4号トンネル、4本目のトンネ

ルでございますが、こちらにつきましては延長

が長いということで、現在設置をするという方

向で進めております。

確かに、トンネルに入ってラジオが途絶える

というのは非常にご不便をおかけしている状況

かとは思いますけれども、現在、公共事業とし

てやっている関係上、やはり設置基準にのっと

っていないと、なかなか国の方の事業採択にか

からないということもございますので、そこは

ご勘弁いただいて、必要なトンネルにはしっか

りと設置していきたいと考えております。どう

ぞご了承ください。

【八江委員】今の県道外環状線と言えば、それ

はそれだけで済むことなんですけれども、先ほ

ど申し上げたように高規格道路の島原道路とつ

ながっていって同じ立場で県民、国民も考える

とすれば、ここだけなぜ消えるかということに

なりますから、改めて要望しておきたいと思い

ます。できれば一緒にやってほしい。以上、ま

ずはお願いしておきたいと思います。後で、ま

た別の方で質問させていただきます。

【里脇分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【山本(由)副会長】 私も移住者向け住宅確保加
速化支援事業の内容と、それに関連して、もう

一度確認のために質問をさせていただきます。

先ほどの坂本(浩)委員へのご説明の中で、県
が500万円、市町が500万円、その団体が500万
円というふうに理解をしたんですけれども、で

すから、この団体も500万円用意しないといけ
ないのかということを、まず、お聞きします。

【高屋住宅課長】 副会長ご指摘のとおり、3分
の2の補助ということですので、残り3分の1は
空き家活用団体が資金を準備するということに

なります。

【山本(由)副会長】 次に、市町の空き家プライ
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ベートバンクへの登録の流れですけれども、こ

の空き家活用団体自体が活用可能な空き家の掘

り起こしをするということであれば、そこから

市町の方に情報がいくのか。それから、先ほど

固定資産税情報、所有者情報、空き家リストと

いうのがここの図にあるんですけれども、ただ、

所有者から承諾を受けないと登録はできないと

いうことになると、このプライベートバンクに

登録される情報数というのは相当限られるんじ

ゃないかと感じるんですが、そこはいかがです

か。

【高屋住宅課長】今回の事業の流れとしまして、

まず、移住者の方の希望を受けて、どういう住

宅に住みたいかと、それに見合った住宅を空き

家活用団体から市町の方に問い合わせると。そ

こで所有者の方の意向も確認して、所有者情報

を空き家活用団体に伝えるという流れになって

おります。

今までの空き家バンクというのは、誰が借り

るかわからないけれども、誰が借りてもいいよ

というものを登録して一般に公開していたとい

う状況でございます。

今回の空き家プライベートバンクにつきまし

ては、一般の公開はせずに、本当にリクエスト

のあったものについて、所有者の承諾を得た上

で活用団体に登録すると、お知らせをするとい

うことですので、数としては限定的なものにな

るかとは思います。

【山本(由)副会長】 それから、この活用団体の
収支というんですか、最初はこういう助成が、

自己負担も含めて1,500万円あるんですけれど
も、この後は一部サブリースの部分だけが収入

になってくると。だから、1万円で借り上げて、
5万円で貸し出すと、4万円だけが収入になりま
すよと。改装費は補助があるにせよ、足りない

場合は民間金融機関などから融資を受けて改装

すると。その返済もしなければいけない。件数

もそんなに多くないということになると、なか

なか独立して収支を合わせるのは難しいのでは

ないかと思いますけれども、この点はいかがで

すか。

【高屋住宅課長】県の試算としては、最終的に

は30戸程度のストックを持てば、その家賃収入
で団体が回っていくと考えておりますが、当初

はやはり副会長ご指摘のとおり収支が悪いとい

うところで、当初3年間はまず補助をしようと
いうことで考えております。

基本的に五島市や松浦市は家賃が安いエリア

になりますので、その家賃を、例えば3年分と
か、5年分とか、それで収支がとれるような工
事費を逆にはじいて、その範囲内で改修工事を

やっていく。その範囲内で一定入居があればお

金が回っていくと、そういった組み立てをした

らどうかということで考えております。

【山本(由)副会長】 それから、五島市も松浦市
も、現在、空き家バンク自体はあるようですけ

れども、この両市に関しては従来の空き家バン

クと併用する形に、空き家バンクは空き家バン

クでやりながら、この制度もやるという理解で

よろしいですか。

【高屋住宅課長】副会長ご指摘のとおり、従来

の空き家バンクも通常どおり行っていくという

ことでございます。

この空き家バンクに既に登録されている物件

が今回のリクエストに合えば、それを活用する

ということもございますし、そこにリクエスト

に合う物件がなければ、別に掘り起こしをして、

それを空き家プライベートバンクに登録すると、

そういった流れになっていくかと思います。

【山本(由)副会長】 この空き家バンク自体は、
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市町の事業になるんですか。ただ、もともとこ

の事業を考えられた背景にあるのが、今の空き

家バンクの問題点だということで、例えば直接

交渉しなければいけないとか、情報が公開され

るということなんですけれども、事例を見てい

ると、空き家バンク自体に宅建業者が登録をし

ていると。だから、宅建業者が間に入っていま

すよと。空き家バンクの情報を見たら、そこに

宅建業者が入っているから、そこが間に入って

話をするというケースがあるのではないかと思

うんです。それと、これは長崎県ではないよう

ですけれども、他県においては、物件は載せる

んだけれども、所在地等を載せないで、いわゆ

る非公開というんですか、半分非公開のような

状態で登録をしているケースもあると見ており

ます。

この新しい制度も大事なんですけれども、空

き家バンク自体の今の問題点を少しでも改善を

していって利用しやすくするという視点も大事

だと思いますので、これは市町の事業というこ

とではありますけれども、全県で行っていると

いうことですので、県の方からでも、市町と協

議をされる際に、この空き家バンク制度の問題

点を空き家バンク制度の中で改善できるような

助言といいますか、協議といいますか、そうい

ったものをぜひしていただきたいと思いますが、

この点を最後にご答弁をお願いします。

【高屋住宅課長】副会長ご指摘のとおり、宅建

業者が間に入っていると、そういうやり方をし

ている市町もございます。

一般論で申し上げますと、離島・半島は一戸

建ての借家を扱う場合が多いものですから、宅

建業者の方に手数料として入るのは、その1軒
分の1カ月分の手数料が入るというだけで、ア
パート1軒で何十戸もあるようなアパートであ

れば、そこで繰り返し賃貸の契約を結べば手数

料が入るんですけれども、1戸当たりだと、非
常に手間がかかった割には、そこで1回分手数
料が入ったらおしまいということですと、なか

なか地元の不動産屋さんが手を出したがらない

ような実情があるかと思います。そういったこ

とで宅建業者に頼らなくてもできるような形が

できればということで考えております。

一方で、今回の事業でいきなり何十戸、何百

戸という件数が出てくるわけでもございません

ので、どうしても所有者の方の数の方が先行し

ております。それから、既存の空き家バンクの

制度についても、スムーズに活用できるように

充実を図っていきたいということで考えており

ます。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

【坂本(浩)委員】 第1号議案の「平成31年度長
崎県一般会計予算」のうち関係部分、1,005億
416万5,000円になると思いますけれども、そこ
につきましては、人口減少対策としての事業を

はじめ緊急自然災害防止対策など、県民生活に

必要なインフラ整備が盛り込まれているところ

でありますけれども、石木ダムの建設事業費及

び関連の経費約19億6,733万円には賛同できか
ねますので反対をいたします。

なお、石木ダム予算反対の理由につきまして

は、先ほどの質疑及び、この間の一般質問等の

やりとりでは、反対地権者13世帯を強制的に収
用することが選択肢の一つになっているという

ことを前提にした予算であるということであり
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ます。

以上です。

【里脇分科会長】ほかに討論はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】予算議案に対する質疑・討論

が終了しましたので、採決を行います。

まず、第1号議案のうち関係部分について、
賛成の委員のご起立を願います。

〔賛成者起立〕

【里脇分科会長】 起立多数。

よって、第1号議案のうち関係部分について
は、原案のとおり可決すべきものと決定されま

した。

そのほかの議案については、まとめて採決を

することでよろしいでしょうか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】 第8号議案、第11号議案、第
15号議案のうち関係部分、第57号議案のうち関
係部分、第63号議案、第66号議案及び第70号議
案のうち関係部分は、原案のとおりそれぞれ可

決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定されました。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時４２分 休憩 ―

― 午後 ２時５５分 再開 ―

【里脇委員長】 再開いたします。

次に、委員会による審査を行います。

議案を議題といたします。

まず、土木部長より総括説明をお願いいたし

ます。

【岩見土木部長】土木部関係の議案についてご

説明いたします。

「環境生活委員会関係議案説明資料」土木部

をお開きください。また、これに加え、（追加

1）、（追加2）、（追加3）をお配りしており
ますので、そちらも併せてご覧ください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第17号議案「長崎県手数料条例の一部を改正す
る条例」のうち関係部分、第37号議案「長崎県
立都市公園条例の一部を改正する条例」、第38
号議案「長崎県営港湾ターミナルビル条例等の

一部を改正する条例」、第39号議案「長崎県流
水占用料等徴収条例の一部を改正する条例」、

第40号議案「長崎県建築関係手数料条例の一部
を改正する条例」、第53号議案「契約の締結に
ついて」、第54号議案「契約の締結の一部変更
について」で、その内容は記載のとおりであり

ます。

なお、全ての議案について、補足説明資料を

配付させていただいております。

次に、土木部関係の議案外の報告事項につい

てご説明いたします。

今回ご報告いたしますのは、「和解及び損害

賠償の額の決定について」、「公共用地の取得

状況について」で、その内容は記載とおりであ

ります。

次に、土木部関係の主な所管事項についてご

説明いたします。

今回ご説明いたしますのは、幹線道路の整備

について、石木ダムの推進について、九州新幹

線西九州ルートの建設推進について、石井国土

交通大臣の長崎県内視察について、自転車活用

推進計画の策定について、長崎県の道路整備に

関するプログラムの策定について、平成31年度
以降の海砂採取限度量について、長崎県まち・

ひと・しごと創生総合戦略の改訂について、長
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崎県住宅供給公社の経営状況について、平成31
年度の組織改正についてで、その内容は記載の

とおりであります。

なお、九州新幹線西九州ルートの建設推進に

ついて、自転車活用推進計画の策定について、

長崎県の道路整備に関するプログラムの作成に

ついて、平成31年度以降の海砂採取限度量につ
いて、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略

の改訂については、補足説明資料を配付させて

いただいております。

以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【里脇委員長】次に、監理課長より補足説明を

求めます。

【井上監理課長】 第37号議案、第38号議案、
第39号議案及び第40号議案として上程してお
ります消費税の改定に伴う条例の改正について、

補足してご説明いたします。

課長補足説明資料の1ページをご覧ください。
消費税率の改定に伴い改正が必要な土木部所

管の条例は、こちらに記載しております9件で
ございます。施行日は平成31年10月1日でござ
います。

第37号議案及び第40号議案につきましては、
物価変動や人件費の見直しによる改正も含んで

おり、施行日等が異なりますので、後ほど関係

課長からご説明いたします。

なお、これらのほかに政令等の改正がなされ

てから改正すべき条例がございますので、それ

らにつきましては6月議会にて上程予定として
おります。

以上で説明を終わります。

【里脇委員長】次に、住宅課長及び用地課長よ

り補足説明を求めます。

【高屋住宅課長】 第17号議案「長崎県手数料
条例の一部を改正する条例」のうち、住宅課が

所管する部分について補足してご説明いたしま

す。

課長補足説明資料の2ページをご覧ください。
租税特別措置法施行令に基づく特定の民間再

開発事業等の認定申請審査に係る手数料は、都

市再開発法に基づかない任意の再開発事業を対

象にしておりまして、一定の要件を満たす場合

に知事が認定する場合の審査手数料を改定する

ものでございます。事業者は、この認定を受け

ることにより、税制上の優遇措置を受けること

ができります。

手数料算定の根拠となる人件費単価を、これ

まで審査を担当します建築職の単価としており

ましたが、今回、県職員の単価へ見直しを行っ

たことにより改定するものでございます。

以上で説明を終わらせていただきます。

【佐々木用地課長】 第17号議案「長崎県手数
料条例の一部を改正する条例」のうち、用地課

関係部分について補足して説明いたします。

課長補足説明資料の3ページをご覧ください。
まず、1の主な改正趣旨でございますが、所

有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措

置法の施行に伴い、同法に定める知事の裁定事

務に係る手数料として、①の地域福利増進事業

のための土地使用権等取得の裁定申請手数料、

②の地域福利増進事業のための土地等使用権の

存続期間延長の裁定申請手数料、③の収用又は

使用の裁定申請手数料を新設しようとするもの

であります。

次に、2の法における特定所有者不明土地を
円滑に利用できる仕組みについて説明します。

同法は、建築物が存せず、業務等の用に利用
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されていない特定所有者不明土地を円滑に利用

できる仕組みとして3つの知事裁定の制度を創
設し、今年6月1日から施行の予定であります。
まず、第1は、同法で定める地域福利増進事

業の事業者は、事業のため、知事の裁定を受け

て特定所有者不明土地について、最長10年間の
土地使用権等を取得することができるというも

の、第2は、地域福利増進事業の事業者は、事
業のため、特定所有者不明土地において取得し

た土地等使用権について、知事の裁定を受けて

使用権の存続期間を最長10年間延長すること
ができるというもの、第3は、土地収用法に基
づく事業の認定又は都市計画事業の認可を受け

た事業者は、事業のため、知事の裁定を受けて

特定所有者不明土地を収用又は使用することが

できるというものであります。

次に、3の手数料の額について説明いたしま
す。4ページの表をご覧ください。
手数料の額は、損失補償の見積額に応じて金

額を定めておりますが、今回の3つの裁定申請
手数料の額は、いずれも同額を予定しておりま

す。これは①から③の裁定申請手数料は、その

裁定手続が類似であることから同額とするもの

であります。そして、その額は、国が示した③

の手数料の標準額と同額を予定しております。

また、4のその他に記載しておりますように、
今回の条例改正においては、併せて土地収用法

施行令の手数料の規定との整合を図るため、補

償等の裁決申請手数料の中に、密集市街地にお

ける防災街区の整備の促進に関する法律第218
条第1項の規定に基づく価額の裁決申請に係る
手数料を追加するなどの所要の改正を予定して

います。

また、5の条例施行日としては、知事の裁定
事務に係る申請手数料は、法の施行と併せて平

成31年6月1日から、4のその他所要の改正部分
は4月1日からを予定しております。
以上で用地課の補足説明を終わります。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

【里脇委員長】次に、道路維持課長より補足説

明を求めます。

【馬場道路維持課長】 第37号議案「長崎県立
都市公園条例の一部を改正する条例について」

補足してご説明いたします。

課長補足説明資料の5ページをご覧ください。
県立都市公園の使用料につきましては、毎年、

物価変動について消費者物価指数を用いて試算

しており、10円以上の変動があった場合に改定
を行うこととしております。

県が設置した建物を公園管理者以外の者が売

店等の便益施設として管理許可を受けて使用す

る場合の使用料について、前回改定した平成26
年度以降の物価変動率を用いて試算した結果、

平戸・田平公園につきましては、現行の平方メ

ートル当たり月額720円から730円に、県立総合
運動公園につきましては390円から400円に、平
成31年4月1日からそれぞれ改定することとし
ております。

また、消費税率が本年10月1日より8％から
10％に改定されることに伴い、10円以上の変動
となる平戸・田平公園の使用料につきまして、

730円から740円に改定することとしておりま
す。

以上で説明を終わらせていただきます。

【里脇委員長】次に、住宅課長より補足説明を

求めます。

【高屋住宅課長】 第40号議案「長崎県建築関
係手数料条例の一部を改正する条例について」

補足説明をさせていただきます。課長補足説明

の資料の6ページをご覧ください。
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長期優良住宅の認定手数料につきましては、

長期にわたり良好な状態で使用するための構造

及び設備がある良好な住宅の計画を知事が認定

する場合の審査手数料を改定するものでござい

ます。

建築主は、認定を受けることにより、税制上

の優遇措置や住宅ローン融資の金利優遇等を受

けることができます。

手数料算定の根拠となる人件費単価を、これ

まで審査を担当する建築職単価としておりまし

たが、今回、県職員の単価への見直しを4月に
行いまして、さらに今年10月に予定されており
ます消費税引き上げに対応した所要の見直しを

行うこととしております。

以上で補足説明を終わらせていただきます。

【里脇委員長】次に、河川課長より補足説明を

求めます。

【浦瀬河川課長】道路建設課及び河川課の契約

案件についてご説明いたします。

今回、ご審議いただきますのは、第53号議案
でございます。お手元の資料の8ページをご覧
ください。

工事名は、郡川河川改修事業に伴う大村線松

原・竹松間30キロメートル334メートル付近郡
川橋りょう改良工事及び池田沖田線街路事業に

伴う大村線松浦・竹松間30キロメートル480メ
ートル付近福重橋りょう改良工事でございます。

工事の場所は、9ページの位置図にお示しし
ておりますが、大村市皆同町及び沖田町でござ

います。

事業は、二級河川郡川の洪水被害の解消と大

村市街地の交通渋滞緩和と地域の利便性の向上

を目的としまして、郡川橋りょうの改良工事が

河川課、福重橋りょうの新設工事が道路建設課

の所管となります。

次に、工事の概要でございますが、10ページ
の計画平面図をご覧ください。横にして見てい

ただければと思います。

図の左側の水色でお示ししていますのが郡川

になりますが、赤色でお示ししています郡川橋

りょうは、延長68.9メートル、幅員6.675メート
ルのＰＣ2径間連続下路桁橋の構造に改良いた
します。

また、右側の黄色でお示ししています路線が

池田沖田線街路になりますが、赤色でお示しし

ています福重橋りょうは延長が26.2メートル、
幅員が6.45メートルのボックスカルバート構造
で新設をいたします。この2つの橋りょうの構
造は、図の下の一般図でお示ししているとおり

でございます。

次に、工事の手順について説明いたします。

この2つの橋りょうが非常に近接しています
ことから、黒でお示ししています既存の線路を、

緑でお示ししていますように図の下の方に延長

760メートルの仮設の線路を一度に設置しまし
て列車の軌道を工事期間中一時的に切り替えて

2つの橋りょうを同時に施工し、完了後にもと
の軌道に戻します。この方式を仮線方式といい

ますが、この施工によりまして工事の期間の短

縮及びコストの縮減を図ることとしておりまし

て、平成31年度の工事は緑で書いています仮線
の設置工事を行うこととしております。

契約の相手方は、九州旅客鉄道株式会社で、

事業の完了工期は、完成年度が平成36年度、
2024年度を予定していますが、そのうち31年度
に委託します実施協定予定額が5億円を超える
見込みでございますので、議会の議決に付する

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

第2条の規定により、議会の議決を経る必要が
ございます。
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平成31年度の実施協定予定額は5億5,428万
8,080円で、そのうち河川課所管分が4億3,427
万2,000円、道路建設課所管分が1億2,001万
6,080円となります。
以上で、第53号議案「契約の締結について」

の補足説明を終わらせていただきます。

ご審議のほど、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

【里脇委員長】次に、道路建設課長より補足説

明を求めます。

【大塚道路建設課長】続きまして、課長補足説

明資料11ページをご覧ください。
第54号議案「契約の締結の一部変更につい

て」でございます。

工事は、主要地方道平戸田平線道路改良工事

（（仮称）春日トンネル）であり、工事の場所

は12ページの位置図にお示ししておりますと
おり、平戸島の北西部、生月大橋に近い平戸市

春日町でございます。

なお、現場は、昨年6月末に世界遺産となり
ました「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連

遺産」の構成資産である春日集落直近のアクセ

ス道路でございます。

工事の内容につきましては、13ページにお示
ししておりますとおり、延長339メートルのト
ンネルを建設し、併せて前後計124メートルの
改良工事を行うもので、14ページにトンネルの
標準断面図をお示ししております。

11ページにお戻りください。
請負者は、6に記載のとおり上滝・平戸建設

特定建設工事共同企業体であり、現在の契約額

10億6,477万2,000円を、今回、11億6,879万
4,360円に変更するもので、1億402万2,360円の
増額でございます。

なお、当該変更につきましては、昨年の夏に

最初の事案が発生いたしましたが、貫通目前で

あったことを踏まえ、議案として議会にお示し

するのは貫通後に数量の精査を行った後に行わ

せていただくこととし、工法の変更を行わせて

いただく旨のご報告を昨年10月に委員の皆様
に個別にお伝えさせていただいた案件でござい

ます。

今回の変更内容でございますけれども、まず、

トンネル掘削時に崩落が発生したことに伴い、

補助工法の追加による増額をするものでござい

ます。

15ページをお開きください。
下の平面図の右側から左側に向かってトンネ

ル掘削を行っておりましたが、丸で囲んだ箇所

で、上の写真のような崩落が発生いたしました。

このため、その後の掘削作業が安全に行えるよ

う、また、地表面へ影響を及ぼさないよう、16
ページに示すように鋼管を打ち込む補強工事を

実施いたしました。この変更により約8,900万円
の増額となっております。

次に、豪雨により被災した法面の崩壊に対処

するための工事により、増額変更を行うもので

す。

17ページをご覧ください。
春日側の坑口部の土工工事に一部着手したと

ころ、10時間で44ミリの豪雨がございまして、
切り取り中の法面が、写真のように一部崩落を

いたしました。このため、右上の平面図、赤色

で着色している部分ですが、この部分について

は切り取り勾配を緩やかにし、また、その下の

方の青色、緑色で着色している部分につきまし

ては鉄筋を挿入して法面の安定を図っておりま

す。この変更により、約1,500万円の増額となっ
ております。

なお、併せまして、今回の変更により、検討
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や対応に時間を要したことから、現在の3月29
日までの完成工期を10月31日までに延長させ
ていただきたいと考えております。

以上で、第54号議案の「契約の締結の一部変
更について」の補足説明を終わらせていただき

ます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

【里脇委員長】 以上で説明が終わりました。

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【坂本(浩)委員】 基本的に、条例改正とか、議
案には賛同しますけれども、確認をさせてくだ

さい。

消費税率の改定に伴って手数料かれこれ10
月1日からということで、第37号、第38号、第
39号、第40号議案ということで改正になってお
ります。今のところ、政府が消費税を上げるの

は10月1日ということですが、次また6月定例会
もあると思うんですけれども、この時期に早め

に改定する、消費税については、今、国会もあ

っておりますけれども、国会の審議次第では、

場合によっては延期ということもあるやもしれ

ないという状況があろうかと思いますので、あ

えてこの時期ということについての認識を伺い

たいと思います。

【井上監理課長】消費税率の改定によりまして、

使用料、手数料、占用料等条例を改正する必要

がある場合は、今回、原則として2月議会へ上
程をしております。これは全庁的に統一をして

おりまして、各部局所管の条例に関しても同様

の取扱いをさせていただいているところでござ

います。

【坂本(浩)委員】 私も財政課の方にお尋ねをし
ました。新年度の予算の関係があるということ

でありました。

ただ、私が思うには、そうだったら、例えば

6月議会で、国会の最終的な状況を見ながら、
年度途中の補正も可能じゃないかなと思います

し、それから全国的な状況を聞いたら、必ずし

も47都道府県全てが今議会ではないというこ
とも伺っておりましたので、そのように思って

質問させていただいたんです。仮にという話は

おかしいんですけれども、こういうふうに条例

を改正していて、やはり国民の負担が多いもの

ですから、今の政府が半年延期するみたいなこ

とに仮になってしまった場合に、その手続です

よね、今議会で一旦条例改正の議決をして手続

をとるじゃないですか。10月1日付で100分の
108を100分の110に変えるわけですから、そう
ならなかった場合の手続というのは、また同じ

ように、変更する手続というのをもう一回とる

ということでいいんですか。

【井上監理課長】そこの取扱いについては、財

政課の方から具体的に話を聞いていないところ

ではありますけれども、まず、今回、改正する

ということをこの時期にやることについては、

やはり10月1日施行ということがありますので、
周知期間をとる必要があるとも聞いております。

今、仮定の話はなかなかしにくいんですけれ

ども、もしも予想できないことがあったという

ことになれば、そこはまた関係部局と協議をし

た上で適切な対応をとらせていただくというこ

とになろうかと思います。

【坂本(浩)委員】 全庁的にそういうふうにして
いるということですから、ここでどうのこうの

はならないと思うんですけれども、民間で、例

えば住宅をつくるのに発注をしたら、多分来年

の3月までは猶予期間があるんじゃなかったか
と思うんです。そういうことも踏まえて、庁内

でこういうふうに条例改正の手続を今議会です
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るといった場合に、そんな議論は一切なかった

んですか。

【井上監理課長】私が知る限りにおいては、そ

の議論はお聞きしておりません。

【里脇委員長】 ほかにございませんか。

【渡辺委員】 第53号議案の関係で確認させて
ください。この10ページの図を見れば、福重橋
りょうの方は、要するに今度の工事で、今まで

平面交通だったのを立体交差みたいにするんで

すか。

【大塚道路建設課長】この福重橋りょうの部分

につきましては、現在、池田沖田線という都市

計画街路の計画がございまして、現状は市道だ

けが鉄道と交差しておりまして、道路はござい

ません。今回、新たに池田沖田線の街路事業を

行うに当たって、鉄道と交差する部分にボック

スカルバートを新設するものでございます。

【渡辺委員】このボックスカルバートというの

は、立体交差にするというわけですか。その断

面が下に書いてあるものでしょう。この車道と

両サイドに歩道があって、一番左に市道という

のがありますよね。なぜ市道までつけているん

ですか。

【大塚道路建設課長】大村市道に関しましては、

もともとこの場所にございまして、鉄道と現在

も立体交差になっている状況でございます。そ

こに隣接して新たに街路ができることによって、

これを一体化して一つのボックスカルバートの

中で市道もおさめてしまうという計画でござい

ます。

【渡辺委員】新たな道路ができるのに、なぜ市

道というのをとってつけたようにそこにつけて

いるのかというのが意味がよくわからないんで

す。今まであった市道のところに、こういう立

派な道路をつくるわけでしょう。なぜ市道とい

うのがあるのか。ここは何が通るんですか。自

転車道かなんかになるんですか。市道とわざわ

ざつけているのは、無駄な工事じゃないんです

か。違うんですか。

【大塚道路建設課長】現状として、この場所に

市道がございまして、その横に新しい街路が入

ってくるということで、もともとある市道です

ので、それを一体的に付替えるということでご

ざいます。

【渡辺委員】だから、今まで市道があったとこ

ろに新しく道路をつくるわけでしょう。なぜ、

わざわざ新しい道路の横に市道をつくらないと

いかんのですかという意味なんですよ。

【大塚道路建設課長】計画を入れるに当たりま

して、もともとここに市道がある、横に街路が

きたという形になっておりまして、そこで市の

道路管理者である大村市と協議を行いましたけ

れども、この付近で、結局、委員のご指摘は恐

らくその前後で一体的にしてしまえということ

をおっしゃっているのかなと思っておりますが、

計画平面図10ページをご覧になっていただけ
ればわかるとおり、この黄色い部分の左手に黄

色と分かれていくような形の細い2本の線がご
ざいます。これが市道でございます。その市道

が、またこの左手、線路を越えて下の方に離れ

ていくということで、結局、ここで街路と交差

して交差点形状にするということが構造的にも

難しい、交通安全上も好ましくないという判断

がございまして、あえて別々にしているという

形でございます。

【渡辺委員】 左側に市道が1本入っていたわけ
ですか。今、委員長から説明を受けてやっとわ

かりました。了解。

【里脇委員長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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【里脇委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第17号議案のうち関係部分、第37号議案ない
し第40号議案、第53号議案及び第54号議案は、
原案のとおり、それぞれ可決することにご異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおりそれぞれ可

決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【井上監理課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した土木部関係の資料についてご説明いたしま

す。

提出しております内容は、1,000万円以上の契
約状況一覧表、陳情・要望に対する対応状況、

附属機関等会議結果報告となっております。

なお、今回の報告対象期間は、平成30年11月
から平成31年1月までに実施したものでござい
ます。

はじめに、資料の1ページをお開きください。
1,000万円以上の契約状況について、「建設工事
関係の委託」、「建設工事」、「その他」の3
つに区分し、契約状況一覧表、入札結果一覧表

を添付しております。

1ページから14ページまでが建設工事関係の
委託、15ページから201ページまでが建設工事、
202ページから209ページまでがその他となっ
ております。

次に、資料の210ページをお開きください。
知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

県議会議長あてにも同様の要望が行われたもの

についての県の対応状況を記載しております。

最後に、262ページから269ページまで、附属
機関等の会議結果を記載しております。

以上でご説明を終わらせていただきます。

ご審議のほどをよろしくお願いいたします。

【里脇委員長】次に、新幹線事業対策室長より

補足説明の申し出があっておりますので、これ

を受けることといたします。

【鈴田新幹線事業対策室長】九州新幹線西九州

ルートの建設費増加にかかる内容確認につきま

してご報告させていただきます。

先ほどまで見ていただいておりました「環境

生活委員会課長補足説明資料」に戻っていただ

きまして、こちらの資料の18ページをご覧くだ
さい。

18ページの1、建設費増加に関する説明とし
まして、去る昨年8月21日に国土交通省と鉄道
運輸機構の方が長崎県にお見えになり、現在、

整備中区間の建設費が約1,200億円、うち長崎県
分が約950億円増加する見込みであること、及
びその主な要因別の増加額について説明を受け

ております。

これに対して、県においても精査するために

必要な情報提供を申し入れるとともに、今後、

最大限のコスト縮減に努めることを要請してお

ります。

2、内容確認につきましては、8月21日以降協
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議を重ねまして、建設費の増加について要因別

の増額状況に関して確認を行うとともに、箇所

ごとにおける要因別の内容や、変更前後の数量、

金額等を含めて詳細にわたって確認作業を進め

た結果、長崎県にかかる増額について、以下の

ように整理したところでございます。

18ページの下の方にありますように、大きく
は事業の実施に伴うものとしまして、関係機関

との協議による増額、現地状況の精査による増

額、また、外的要因といたしましては労務単価

の上昇等による増額、耐震設計標準の改定等に

よる増額となることについて確認するとともに、

コスト縮減による減額についても確認しており

ます。

それぞれの要因別の武雄温泉～長崎間の全体

の増加額、うち長崎県分の増額分につきまして

は記載のとおりでございます。

19ページをご覧ください。ここには要因別内
訳の総括表をお示ししており、表の左側には、

先ほどご説明しました大きな要因とそのルート

全体の増額分を記載しております。

また、表の右側には、それぞれの要因の詳細

と長崎県にかかる増額、または減額分について

記載しております。例えば、関係機関との協議

による増額につきましては、その詳細な要因と

して、構造変更、施工方法変更、環境対策、道

路・水路付替え、工事用進入路見直し、急速施

工などによる増額がありましたが、これらに関

する長崎県関係事業費増加額は、合計で350億
円となっておりました。

同様に、現地状況の精査による増額、労務単

価の上昇等による増額、耐震設計標準の改定等

による増額、発生土の運搬先の見直し等による

減額のそれぞれにつきましても、要因の詳細と

長崎県にかかる増額、また、減額分をお示しし

ております。

ページを開いていただきまして、20ページ、
21ページには、建設費増加にかかる主要事例を
お示ししております。

20ページの上段は、急速施工に関する増額事
例をお示ししております。昨年末に貫通した新

長崎トンネル工区の例ですが、昼夜施工で、ま

ず武雄方向に向けて、その後、長崎方向に向け

て順番に掘削するとしていたものを、住宅密集

地への配慮から、出口近くの区間については昼

間のみの作業とするかわりに、工期が遅延しな

いよう掘削設備を増設して、両方向同時の施工

方法に変更したことによる増額事例でございま

す。

下段は斜面防災対策の変更に関する事例で、

東彼杵町でのトンネル施工におけるものです。

トンネル坑口部だけの斜面対策を予定していた

ものが、現地調査による斜面状況の精査により、

斜面最上部までの対策が必要となった例でござ

います。

21ページの上段は、物価上昇についての説明
でございます。新幹線工事の建設費について、

年度ごとの実際の上昇状況が赤の折れ線で示さ

れておりますが、当初見込んでいた水色点線を

上回る上昇となっており、上昇率の見込みを年

1％から年2％に変更せざるを得なくなったと
いうものです。

その要因の一つである設計労務単価の変化に

つきましては、緑の折れ線で示されております

が、この5年間で約39％の上昇となっており、
建設費上昇の大きな要因となっているとされて

おります。

下段は、逸脱防止対策範囲の見直しに関する

事例をお示ししております。熊本地震の際の脱

線事故を受けて、当初、一定区間のみについて
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予定していた逸脱防止設備の設置について、全

線に拡大したという例でございます。

以上、代表的な事例をお示ししましたが、そ

の他の増額内容についても、どこでどういう要

因で発生したものかを、写真や説明図面の提示

も求めながら確認し、整理いたしました。なお、

負担増額をやむなしとするかどうかについては、

今後検討を加えた上で判断していくこととなっ

ております。

以上で補足説明を終わります。

よろしくお願いいたします。

【里脇委員長】次に、道路維持課長より補足説

明を求めます。

【馬場道路維持課長】自転車活用推進計画の策

定について、補足して説明いたします。

「課長補足説明資料」の22ページをご覧くだ
さい。

自転車の活用を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的に、国の手引きに基づいて、「長崎

県自転車活用推進計画」の策定を進めていると

ころでございます。

昨年5月より、県庁関係各課及び市町と自転
車活用推進にかかる連絡調整会議を開催し、素

案を作成しております。

素案の概要につきましては23ページ、24ペー
ジにお示ししておりますが、本県の現状や課題、

地域特性や地域資源を活かした目標や施策の方

向性を示し、2020年度を計画期間としまして、
自転車を快適に利用できる良好な都市環境の形

成、サイクルツーリズムによる観光振興、地域

活性化、自転車事故のない安全で安心な社会の

実現に向けた取組などを行っていくこととして

おります。

現在、素案につきまして、3月13日までパブ
リックコメントを実施しており、今後、パブリ

ックコメントなどによる意見を集約した上で3
月下旬に「長崎県自転車活用推進計画」の取り

まとめを行いたいと考えております。

以上で説明を終わります。

よろしくお願いします。

【里脇委員長】次に、道路建設課長より補足説

明を求めます。

【大塚道路建設課長】 続きまして、「課長補足

説明資料」の25ページをご覧ください。
「長崎県の道路整備に関するプログラム」の

策定についてでございます。

説明に先立ちまして、まず、お詫びと資料の

訂正をさせていただきます。お手元の資料の37
ページをお開きください。県北振興局管内の事

業箇所図におきまして、1カ所箇所名が欠落し
ておりました。図の中ほどの右側の赤い引き出

線のみが書かれている部分でございまして、こ

こには「【改築】県道（一）平瀬佐世保線（広

田工区）」という表記が記載漏れの内容でござ

います。お手元にこのページの修正版を準備い

たしております。今後、このようなことがない

よう確認を徹底いたします。大変申しわけござ

いませんでした。

改めまして、25ページにお戻りください。こ
のプログラムの策定につきましては、平成30年
8月6日に、国土交通省から道路整備の基本方針、
事業箇所等を明示した「道路の整備に関するプ

ログラム」を策定し、今後の道路整備に取り組

んでいくことが望ましいとの指示があったこと

から、本県においてもプログラムを策定するこ

ととしたものです。

プログラムの趣旨は、道路財特法による国費

かさ上げ措置が平成30年度以降10年間継続さ
れることになったことを受けまして、平成30年
度から10年間に、国、県、市が行う道路事業の
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一覧を作成し公表することで計画的な道路整備

の推進を図るというものでございます。

プログラムの内容は26ページ以降に、位置図
は34ページ以降に、振興局単位で取りまとめて
おります。

この基本的な考え方といたしまして、まず予

算規模は、現在の概ねの内示額が10年間継続す
ると仮定をいたしております。その予算規模内

で平成31年度新規事業箇所を含めた、現在、事
業化している事業が円滑に推進するという前提

で設定した完成目標を箇所ごとに記載をしてお

ります。このため、社会経済情勢の変化等によ

る予算内示状況の変動により、完成目標は変更

となる場合がございます。

また、現地の進捗状況も考慮した完成目標と

していることから、公表されている完成目標と

は一部乖離がある場合もございます。

今後の新たな事業箇所につきましては、決定

した段階で事業箇所一覧表に追加して掲載する

ことといたしており、これらのことから内容に

つきましては逐次見直しを行うことといたして

おります。

なお、県事業の10年間の想定投資額は25ペー
ジ下の方に黄色で記載しておりますけれども、

道路改築事業、維持補修事業を合わせ約3,000
億円程度を想定しておりますが、これも財政状

況の変化により、途中で見直す可能性もござい

ます。

年度末をめどに県のホームページで公表する

ことといたしておりますけれども、公表に際し

ましては、平成27年度に策定をいたしました
「長崎県の道づくり基本方針」の付属資料とし

て公表することといたしております。

以上で「長崎県の道路整備に関するプログラ

ム」の策定についての説明を終わらせていただ

きます。

よろしくご審議のほど、お願いいたします。

【里脇委員長】次に、監理課長より補足説明を

求めます。

【井上監理課長】 「課長補足説明資料」の41
ページをお開きください。

海砂採取限度量に関する県の基本方針（案）

を補足してご説明いたします。

海砂採取限度量を決定するに当たっては、幅

広い見地から有識者等の意見を求めるために検

討委員会を設置し、提言をいただいております。

その概要につきましては、さきの11月定例会
において説明をさせていただいたところでござ

います。

県といたしましては、いただいた提言を踏ま

え、関係部局による庁内の検討会議において、

今回の基本方針（案）を取りまとめたところで

あり、県議会のご意見も賜りながら、今年度内

に正式に決定したいと考えております。

まず、基本方針（案）の1、基本的な考え方
でございます。海砂採取については、骨材資源

の確保とともに水産資源の保護、自然環境保全

との調和を図っていくことを基本認識としてお

ります。そのため、海砂採取限度量については、

県内需要量に近づけるよう乖離幅を縮小すると

いう基本姿勢のもと、これまで段階的に削減し

てまいりましたが、既にピーク時の約42％まで
削減されており、骨材資源の安定供給が懸念さ

れる状況も生じております。

このような状況を踏まえ、県内需要に近づけ

るよう乖離幅を縮小するという基本姿勢は維持

しつつも、今後5年間において、県内需要が最
大となる平成33年度の予測需要量を基準とし
ながら、近年頻発している災害など、突発的な

需要を想定し、骨材の安定供給確保の観点から、
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一定の余裕幅を考慮して、平成31年度以降の海
砂採取限度量を設定することを基本的な考え方

としております。

次に、2、平成31年度以降の県全体の採取限
度量でございます。検討委員会の提言では、各

年度の採取限度量について、削減または増やす

べきという意見もありましたが、維持すべきと

いう意見が多数を占め、最終的に現在の限度量

250万立方メートルを維持すべきという結論に
至っております。

また、県において採取限度量を決定する際は、

検討委員会における議論及び結論を踏まえた適

切な判断を要望されております。

県としては、予測される海砂の県内需要量が

最大となる平成33年度の152万7,000立方メー
トルを基準とした上で、予測できない事業や万

一の災害等への対応、また、現在の海砂採取の

現状等を総合的に検討し、今後5年間の採取限
度量を現状と同じ年間250万立方メートルと設
定いたしました。

また、検討委員会の提言にもありますが、骨

材需要に関する情勢の急激な変化によって砂が

不足する事態も懸念されることから、必要に応

じて需要状況を把握し、場合によっては採取限

度量を見直すことも検討することとしておりま

す。

最後に、3、壱岐海域における採取限度量で
ございます。

検討委員会からは、これまで同様、何らかの

一定の制限を設けることが望ましいと考え、平

成33年度に最大となる県内需要量に見合う骨
材を賄うために必要な海砂を一定確保すること

を考慮し、壱岐海域での現在の採取限度量であ

る175万5,000立方メートルを上限とする必要
があると考えるとの提言をいただいております。

県としても、壱岐海域における海砂の採取に

ついては、海域への過度の負担を低減するため

に、これまで制限を設けてきたところであり、

いただいた提言を最大限尊重し、今後5年間は
現在の採取限度量である175万5,000立方メー
トルを上限とすることとしております。

補足説明は以上でございますが、今後とも骨

材資源の確保と水産資源の保護及び自然環境の

保全との調和を図りつつ、引き続き海砂の適正

採取が行われるよう、業界団体とともに取り組

んでまいりたいと考えております。

以上で説明を終わります。

【里脇委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりました。

まず、陳情審査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。審査対象の陳情番号は2番です。
陳情書について、何かご質問はございません

か。

【外間委員】「地方港湾・印通寺港内の泊地整

備区域内の浚渫整備に関する陳情」が上がって

おるようでございます。

この湾内の現状について、港湾課長から現況

をご説明いただけませんか。

【近藤港湾課長】議長にも出ております陳情番

号2番、地方港湾・印通寺港内の泊地整備区域
内の浚渫要望でございますけれども、印通寺港

につきましては、壱岐市の石田町にございまし

て、佐賀県の唐津港から定期航路が就航してい

る印通寺港でございます。この中で石材の取扱

いを行っております貨物埠頭がございますが、

この岸壁の水深が4メートルでございまして、
この岸壁に係留する貨物船が大型化していると

いう中で、水深がどうも浅くなっているんじゃ
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ないかというところで、その前面の水深の浚渫

をということで要望が上がっているものでござ

います。

今現在、水深が4メートルということで設計
がなされているんですが、地元の方からは砂と

かが堆積していて水深が浅くなっているんじゃ

ないかというお話がございます。平成19年度に
一度測量しまして、20年度に浚渫をしておりま
すけれども、大きな河川からの流れ込み等もな

い中で、大きく土砂が堆積したということは基

本的に考えられないと思っているんですが、大

型化に対する要請もございますので、まず一度

現地の方を調査していただきながら、利用者の

方々と意見交換しながら、必要な措置を行って

まいりたいと考えてございます。

【外間委員】 そういう陳情・要望等を、過去受

けた上で対応なされたのかどうか。

【近藤港湾課長】先ほど申しましたように平成

19年に一度調査をしまして浚渫をした経緯も
ございますので、以前にはそういった形での要

望があったのじゃなかろうかと、調査はしてお

りませんけれども、そういったいきさつがござ

いますので、以前にはあったのではなかろうか

と思っています。

【外間委員】ありがとうございました。ただい

まのお話を聞けば、要望に対してはきちっと対

応できる旨の港湾課長のお話をいただきました

ので、あえてこのような促進する会をつくられ

て陳情・要望するべき内容なのかどうか、いか

がなものかとは思いますけれども、委員長の判

断、裁量でこの陳情を受け付けるという前提で

今のお話を承られたと思いますので、さあ、果

たしてこの会をわざわざつくってまでの要望書

になるのかどうかの取り計らいをお願いしたい

と思います。

【里脇委員長】陳情書につきましては、私の方

で受け付ける、受け付けないというより受けざ

るを得ません。要するに提出されたものとして

承っておきますという状況じゃなかろうかと存

じます。そのようなことでよろしゅうございま

すか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】次に、議案外の所管事務一般に

対する質問を行うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】次に、議案外所管事務一般につ

いて、ご質問はありませんか。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時４８分 休憩 ―

― 午後 ３時４９分 再開 ―

【里脇委員長】 再開いたします。

【川崎委員】 松が枝国際埠頭の2バース化につ
いてお尋ねをいたします。

まず、平成31年入港の見込みについて、お尋
ねいたします。

【近藤港湾課長】 長崎港の平成31年度のクル
ーズの入港隻数見込みでございますけれども、

1月31日現在で208隻の予約があります。ただ、
今現在、クルーズ船社とか、船舶代理店に対し

て港の空き情報、岸壁の空き情報を提供してご

ざいまして、追加の要望もございますので、結

果的には昨年並みの入港数はいくんじゃなかろ

うかと見込んでおります。

【川崎委員】 平成31年は208隻の見込み、昨年
が220隻でして、この流れについてはさほど低
減もせずにきているかと思っております。

松が枝埠頭の2バース化について、ここ数年、
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国に対する各種の要望もしておりますので、少

し整理をしながら、確認をしながら質問したい

と思います。

問題は、昨年220隻、お断りしたのが255隻と
言われていまして、観光消費額が一隻当たり平

均約5,800万円と、単純掛け算ですが、観光消費
額としては148億円を取りこぼしてしまったと
いうところが大きな問題だと認識をいたしてお

ります。

そういった中で、2016年より、県も国に拡張
の要望を始めたところでありまして、2017年8
月9日には、公明党山口代表にも要望書の提出
がございました。

その折、国交省が求める拡張事業化への4条
件というものをお調べいたしまして、これも県

にお伝えをさせていただき、以降、県もこの条

件クリアに真摯に取り組んでおられると認識を

いたしております。

そういった中、この4条件というのが、「出
島岸壁の有効活用」、「長崎港の港内航行ルー

ルの策定」、「当該地区の埋め立て承認」、さ

らに「地元の理解と協力」という4点が条件か
と思っております。

昨年の3月定例会の一般質問でお尋ねをいた
しました。まず、「出島岸壁の有効活用」につ

きましては、海上保安庁の船が停泊をしている

ということから、これを琴平方面に移動させ、

そして、今年の秋より、出島岸壁での入港受け

入れを既に受付を開始しましたという点。

「港内ルール」につきましては、2017年に策
定済みということで、一定課題はクリアしてい

るというご答弁でありました。

「当該地区の埋め立て」ということにつきま

しては、港内航行ルールにリンクをしており、

しかも、事業化のことであり、承認主体者が県

であるということから、クリアしたに等しいと

いう認識でございます。

「地元の理解と協力」については、事業化を

受けて、それからの折衝なので非常にデリケー

トな話だから、県が大丈夫とはなかなか言えな

い状況なのだろうと思っております。

要は、内々4条件はクリアをしている中に、
昨年4月22日、公明党山口代表にも現地にお越
しいただきたいと要請をし、お越しいただいて、

県からも早期の事業化の要望がその時になされ

ました。

4条件も整っておりますと、速やかにお願い
しますという要望を、私どもも当然させていた

だくわけですが、山口代表からは、「私が石井

国交大臣に伝えればいいですね。」という発言

もいただきまして、大変力強い後押しとなって

おりました。

その間もずっと大臣には現地視察をお願いし

たいということは要請をし続けておったわけで

すが、この4番目の「地元の理解と協力」とい
うことについては、どうしても心に引っかかる

といいますか、お伝えをしなきゃいけない宿題

が残っていたというのは共通の問題意識だった

と思っております。

そういった中、昨年、地権者を含む民間で組

成する「長崎港クルーズ研究会」というものが

立ち上がりました。会長からは、大臣に直接お

願いに行こうというご要請もありまして、段取

りをし、そして、本年1月29日にクルーズ研究
会の会長を先頭に陳情・要望に国交省に伺った

と。全ての準備が整ったという報告をさせてい

ただくとともに、引き続き、早期2バース化の
事業化と、現地にもお越しいただきたいという

ことも要望したところでございます。

副知事にも上っていただき、土木部長、港湾
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課長も行っていただきました。私も同席をさせ

ていただきました。

大臣からは、「長崎港は重要な港だ。」と、

「2月に現地を視察したい。」というご発言も
その時にはございまして、早速2月9日に大臣に
現地を視察していただいたと。

その場においては、「長崎港は、市街地に近

く、観光振興に大きな可能性を感じる。新幹線

の駅も近く、連携させることで広域観光も期待

できる。」というところまで言及いただきまし

た。

また、先ほど部長説明もあったように、「2
バース化と後背地の活用、こういった計画が地

域を挙げての計画であり、非常に力強い取組と

実感をした。新規事業化について検討したい。」

との力強いご発言もいただいたところでありま

す。

来年の新規事業化を求める本県にとっても、

大変意義のある大臣視察並びにご発言だったと

思っております。

国会の会期中で、予算審査中にもかかわらず、

わざわざ長崎まで足を運んで現地を確認された

こと、これ以上にエビデンスはないと私は思っ

ておりまして、事業化は間違いないんではない

かという確信も私なりに持ったところでござい

ますが、ここで質問です。

まず、これらの一連の流れの中で、県の受け

止めはいかがか、部長にお尋ねをいたします。

【岩見土木部長】石井国土交通大臣が長崎港を

視察していただきまして、2バース化に関する
地元の熱意も感じていただき、その中で「新規

事業化について検討したい。」とご発言された

ことについては、とてもよかったと思っており

ます。

ただし、来年度の予算については、現在、国

会で審議中でございますし、また、具体的な事

業箇所の予算については、本省港湾局で検討作

業中でありますことから、最終的な新規事業箇

所については、現時点では決定されていない状

況でございます。

長崎県といたしましては、2バース化の早期
事業化に向けて、気を抜くことなく、引き続き

国へ要望してまいりたいと考えております。

【川崎委員】まさに、予算審査中でありますし、

当然のお話だと思います。今、お話があったよ

うに、引き続きしっかりと要望活動を行ってい

ただきたいと思います。

先の話ではありますが、この拡張がなされた

ことによって、さまざまな波及効果、このよう

なことを求めていくべきであり、一連の大臣に

対する要望につきましても、長崎港発着のクル

ーズ、今は発着のクルーズじゃなくて、立ち寄

るということでありますので、この発着のクル

ーズ、そして、長崎には三菱造船所もあること

から、停泊中のメンテナンス、そういった造船

業の活性化に資するといったところも期待がさ

れるところでありまして、細かいところは所管

が恐らく違うだろうと思いますので、これにと

どめさせていただきますが、このようなことも

期待がされるところですので、長崎の経済を浮

揚させるという意味では、この2バース化に向
け、しっかりと取り組んでいただきたいと思っ

ております。

そこで、この2バース化と併せて、後背地の
一体的整備ということも県の政策として上がっ

ており、質疑もさせていただいたところであり

ますが、現在の進捗状況についていかがか、お

尋ねいたします。

【植村都市政策課長】松が枝埠頭の拡張整備と

一体となったまちづくりということで、本年度、
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県、市の関係部局による検討会議と、その下部

組織でございます作業部会で議論を重ねてまい

りまして、当地区の開発コンセプトと、導入す

べき機能を整理いたしまして、11月に構想の素
案ということで取りまとめを行いました。

その後、この素案の内容を地元の地権者の

方々、それから地元自治会の役員の方、あるい

は長崎の経済界の皆さんにご説明を申し上げて、

導入施設等に関する具体的な意見がないかとい

うことを伺っているところでございます。

今後、これらの意見を反映しながら、構想の

取りまとめを行いたいと考えております。

【川崎委員】ということは、意見を少しまとめ

たといいますか、今、問いかけをされていると

いうことでしたので、ぜひ議会にも説明をいた

だければと思っております。

まちづくりの一環ということでありますが、

先ほどの大臣要望の中に、路面軌道の延伸とい

いますか、松が枝方向に延伸ということも考え

られると、このような計画も説明をされたよう

に思いますが、この実現への課題ということに

ついて、どうお考えかお尋ねいたします。

【植村都市政策課長】松が枝埠頭背後のまちづ

くりを行おうとしますと、路面電車の軌道の延

伸と長崎駅方面への直通運行、これを併せて実

現できないかということを考えておりまして、

本年度、運行事業者であります長崎電気軌道の

方と数回にわたって意見交換を行っております。

当然ながら、現時点では実現の可否を判断で

きる状況にはございませんけれども、再開発構

想の策定作業と並行して検討していきましょう

ということで一致をいたしております。

検討に当たっての課題といたしましては、ま

ず、安定した需要が常時見込めるのかというこ

と、それから、施設の整備費用や維持管理費用

をどうやって捻出し、誰が負担していくのかと

いうこと、さらには既存路線の運行とどのよう

に調整をしていくのかといったようなことが考

えられております。これらを一つひとつ考察し

ながら、電気軌道と協議を重ねまして、実現の

可能性を探っていきたいと考えております。

【川崎委員】ありがとうございました。安定的

な需要はもちろん、大量輸送ということで期待

をするところでありますが、毎日船が入ってき

ているわけではありませんし、先ほど今年は

208隻、1年のうちの3分の2ですから、多いと言
えば多いですが、じゃ、それ以外の日はどうす

るかということを、事業者としては当然のこと

ながら心配されるところかと思いますので、そ

の辺はしっかりと見出していただきたいと思い

ます。

ハード面で、私の間違いじゃなければ、この

課題はあるんじゃないかと思うんですが、今、

北部から南部に路面電車が延びていって、税関

の前を左に曲がって、新地中華街の方に入って

いきます。そして、それから南の方に行くには、

新地中華街という電停で乗り換えということが

今、必ず発生をすると。このことから、大量輸

送ということを考えると、もうあそこが、今で

も修学旅行生であふれんばかりの待ちのお客様

がいらっしゃって大変な状況にあります。これ

をこのままの状況で進めていくと、これは果た

して現実的なのかなということがあります。

そういった中において、税関からそのまま南

に、今ないところに、市民病院前のところまで

ストレートに行く延伸といいますか、そういっ

たことが実現をしないと現実的じゃないのかな

と。

もう一点は、石橋の方に曲がっていく単線の

ところをどういうふうに判断するかと。あそこ
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は単線ですから、時間調整して、いわゆる国道

の真ん中で待つということはダイヤ上ないのか

もわかりませんが、要するに道路事情で石橋に

電車が入っていって、そこに曲がろうとした時

に電車がおった場合は、出てくるまで待たない

といけないということになります。待つという

ことは、そのままの状態だったら、当然松が枝

の方向に行く電車も待たなきゃいけないという

状況になる、こういった問題も出てこようかと

思います。

かなり大きなテーマが幾つもあるのかなと思

いますが、観光県長崎として、大きなまちづく

りを今から進めるとすれば、大胆な発想でもっ

て取り組む価値は十分にあろうかと思いますの

で、真摯に議論いただきたいと思っております。

松が枝については以上です。

県営住宅のことについてお尋ねいたします。

連帯保証人の問題です。いわゆる抽せんに当た

って入居ができる権利を得たにもかかわらず、

保証人を確保できないために入居を辞退せざる

を得ないということが報道でも発表されており

ますが、本県においてこのような辞退をされて

しまった方がいらっしゃるんでしょうか。

【﨑野住宅課企画監】本県におきましても、連

帯保証人が確保できなかったために入居を辞退

した件数は、平成29年度で6件ございます。
【川崎委員】実際いらっしゃるわけですね。そ

ういった中において、今、連帯保証人2名とい
うところを撤廃するということについても2度
ほど議論をさせていただいたところであります

が、昨年の9月の議会では2人を1人にする改正
を検討するというところまでご答弁があったわ

けです。これに関する条例や規則、そういった

改正というのは今次行われているんでしょうか。

【﨑野住宅課企画監】 まず、これは平成32年

施行の改正民法で連帯保証人制度が改正される

ということと、また、委員がおっしゃっている

のは高齢単身の方が非常に入りにくくなってい

るということで、そういう事態があるという前

提でお話があって、9月議会で全国のものを調
査して、その上で1名にすることを検討すると
いうことを回答しております。

それで、全国の動向でございますが、47都道
府県中、30都道府県が実際に連帯保証人を1名
にしております。

そして、今度、見直しはどうかということで、

それにつきましても調査をしましたが、2名の
県が17県ということで、本県は2名の方に該当
するんですけれども、それについて対応をどう

するかということで調べまして、まず、連帯保

証人について、本県の現状がどういう形になっ

ているかということをご説明したいと思うんで

すけれども、本県の連帯保証人につきましては、

今、退去者の約2割の方の連帯保証人の方に滞
納家賃のお支払いをいただいております。連帯

保証人が支払いをするというものにつきまして

は、本人が行方不明、死亡、また破産、生活保

護になった時に、本人ではなく、連帯保証人の

方に請求する形になり、大体2割の方が納めて
いただいているということです。

また、入居者につきましても、昨年度ですけ

れども、大口の連帯保証人が何らかの事情で払

えない方につきまして支払っていただいている

ということで、本県につきましては、連帯保証

人については滞納家賃を回収するという意味合

いで非常に効力を上げております。

それで、先ほどのお話に戻りますが、1名の
検討をしているというのはどこかと申しますと、

これは入居するに当たって、それについて何ら

かの改善ができないかということになっており
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ますので、1名への要件緩和と併せて、高齢単
身の方が入居条件で拒絶されることがないよう

な対応という形で何らかできなかということを

検討しているかと思います。それにつきまして、

今現在、改正については、実際問題まだ行って

おりませんが、先ほどの民法の改正のところと

入居条件を緩和して、高齢単身の入居しづらい

方に対して、入居できるように改正できないか

ということを併せて、現在、検討している最中

でございます。

【川崎委員】 平成32年の民法改正のタイミン
グと、先ほどご説明があったようなところを鑑

みて、現在、検討をしているというところです

ね。まだ結論には至っていないと。

ということは、タイミング的に平成32年のタ
イミングで結論を出すということでいいんです

か。再度そこだけ、タイミングだけ教えてくだ

さい。

【﨑野住宅課企画監】 平成32年4月施行になり
ますと、遅くとも平成32年の2月議会までには
条例等々の見直しがございますので、それをめ

どに検討を行っているところでございます。

【川崎委員】 最後に、全然別のテーマです。五

島の福江港のことについてお尋ねいたします。

福江港は、世界遺産を持つ島の交流の玄関口

で、住民の誇りだと思っているんですが、なん

とトイレが全て和式のままであるという指摘が

ありまして、これについてはいかがなものかと。

これは早急に洋式化を図って観光客に、そして

インバウントのおもてなしの一環だと思います

が、しっかりと推進をしていただきたいと考え

ますが、いかがでしょうか。

【近藤港湾課長】委員ご指摘の福江港のターミ

ナルにつきましては、おっしゃるとおり離島航

路の発着港でありながら、世界遺産登録の決定

によって交流人口の拡大がございます。これに

よってターミナルの旅客機能の利用はますます

増えておりまして、利用者の方々の快適性を図

っていくことは大変重要なことだと考えており

ます。

ただ、今、福江港のターミナルにつきまして

は、市の方が指定管理者でございまして、使用

料収入も入っておりますことから、今後のトイ

レの洋式化につきましては、管理者である五島

市も含めて予算の確保等々も含めながら、市と

しっかり協議をしてまいりたいと考えておりま

す。

【川崎委員】協議をしていただいて、後回しに

するんじゃなくて、ぜひ前倒しで整備をしてい

ただきたい。本当に世界遺産の島ですから、多

くの方が世界各国から来ていただいているわけ

ですので、これはもう何としても早期に整備を

よろしくお願いいたします。

【八江委員】 国道34号の諫早北バイパスの4車
線化についてのお尋ねと確認をしておきたいと

思います。

今日、ある新聞に、諫早市議会の一般質問で

出ておりました件ですが、私も12月には質問さ
せていただいておりましたし、前向きな答弁ら

しいものをいただいておったかと思います。

そこで、地元の要望活動、自治会連合会等が

お願いをするということをしておりまして、そ

の要望を踏まえて一般質問がなされたと思いま

す。そこで、諫早市長の方も、努力していきた

いということでありました。

34号の本野交差点から大村の与崎までの区
間の拡幅計画もなされているということは前か

ら報告もあっておりましたし、我々も要望して

いたとおりであります。私もこれまで長く議員

をさせていただいた関係から、長崎バイパスの
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市布交差点の立体交差の問題もさせていただき

ました。そしてまた、国道57号の諫早小船越の
交差点のアンダーの問題、これも北バイパスと

いいますか、市布交差点と同じ時期に要望し、

着工するようになりまして、それもでき上がっ

ております。北バイパスのみが残っているとい

うことであります。

今、高速道路の多良見、芒塚、あるいは出島

インターのところまで用地買収は済みながら、

ある時期に、このある時期というのは民主党時

代に決まっているのを凍結されました。凍結さ

れましたのをここ数年前に、ようやく自民党政

権になってから取り戻して今の事業化が進んで、

もう開通も間近ということであります。

そういうことで用地は取得しながらも事業が

できてない部分が今の北バイパスでもあります

し、高速道路の用地、今進めておられるところ

であります。今後、速やかに進めていただくよ

うなことにならないと、またまた遅れるという

ことになってくると、大村・諫早間、都市間交

通の中での時間短縮、大村空港への短縮効果が

出ませんので、それを速やかに県と市が一緒に

なって、あるいは県がリーダーシップをとって、

県が中心に進めていただきたいと、このように

思いますけれども、いかがでしょうか。

【大塚道路建設課長】 国道34号線の諫早北バ
イパスの4車線化に関するご質問でございます
けれども、この件に関しましては、先ほど委員

の方からお話がございましたとおり、11月議会
においてご答弁させていただきました。

その後、諫早市の方から、地元の方で、今委

員がご紹介されたような動きがあるというお話

は私どももお聞きしておりましたが、一般質問

で質問がなされたことは、すみません、今朝の

新聞を開いて初めて知りました。

その中において、諫早市長のご見解というこ

とで、「4車線化に向けては過去の経緯や現在
の状況を踏まえながら、地元の皆様や市民の皆

様、また、議会のご協力をいただきながら慎重

に取り組んでまいりたい」というご答弁をされ

たと聞いております。

県といたしましては、先ほど委員からもお話

がありましたとおり、国道34号線においては、
まだ大村市内の大村拡幅が完成が近い状態で、

500メートルほどまだ残っている状況でござい
ます。

それから、大村～諫早間につきましては、今

年度から国の方で新規事業化をしていただきま

した。こういった懸案事項もまだ残っておりま

す。これをどういった形で進めていくのがいい

のかということにつきましては、これまでの経

緯、紆余曲折等もございますので、まずは諫早

市のご意向を確認させていただいた上で、国な

どにどういった形で話をもっていくのがいいの

かということについて、まずはご検討させてい

ただいた上で、相談させていただきたいと考え

ております。

【八江委員】今の答弁に不足はないんですけれ

ども、せっかくの機会ですから、土木部長も国

の出身者でもありますから、最後にお願いをし

ておきたいと思います。

そういう状況の中にあるというのは今申し上

げたとおり、用地も取得して、あと予算をつけ

ればいいということですけれども、先のところ

というか、手前のところと問題もありますけれ

ども、幾ら遅くても同時開通はできるようにす

るためにはちゃんと手前からやっておかなきゃ

ならないと思います。後でばたばたしたって、

予算が確保できなかったということがあります

ので、その点を先ほど申し上げるように県がリ
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ーダーシップをとりながら、市と連携をして、

国に強く求めていただきたいと思いますけれど

も、土木部長の答弁をお聞きして終わりたいと

思います。

【岩見土木部長】用地は既にあるわけでござい

ます。それで、現在は2車線になっております
ので、かえって渋滞していると。そういったこ

とはかえって地元の環境を悪化させているとこ

ろもございますので、先ほど課長から答弁もあ

りましたけれども、諫早市とよく密に連携しな

がら、個々について、34号、事業をしている区
間もありますけれども、そこと一体となって道

路がスムーズに走れるように、今後もいろいろ

検討していきたいと思っております。

【里脇委員長】 ほかにありませんか。

【渡辺委員】 部長説明資料の2ページ、「和解
及び損害倍賠償の額の決定について」、2件の
事件が入っております。これは、具体的にはど

ういった中身なのか説明していただけますか。

【馬場道路維持課長】 平成30年に発生した県
の管理瑕疵による道路事故の和解ということで

2件あるということでございますけれども、1件
目につきましては主要地方道の柚木三川内線に

おきまして、佐世保市の心野町で発生した事故

でございます。法面から30センチほどの落石が
ございまして、それに車が当たりまして損傷を

したということでございます。

発生時間が午後10時ということで夜間でご
ざいまして、被害者の方の前方不注意といった

ところも当然あるわけでございますけれども、

なかなか避けきれなかったということで、県の

方も一部を補償するということでございます。

もう一件につきましては、主要地方道の長崎

畝刈線の長崎市鳴見町にあります滑石トンネル

内で発生した道路事故でございます。狭い歩道

でございますけれども、歩行者が歩けるところ

がございまして、そこにガードパイプを設置し

ております。そこの根元が損傷していたという

ことで、車が通行した際にガードパイプが倒れ

て車に損傷を与えたということでございます。

これにつきましては避けようがなかったという

ことで、県の方で賠償するということになって

おります。

【渡辺委員】 2件とも車の破損の修理代という
ことで理解しておいていいですか。

【馬場道路維持課長】そのとおりでございます。

【渡辺委員】 わかりました。

海砂採取の限度量に関する県の基本方針の関

係でお尋ねしますが、この検討委員会のメンバ

ーの中に自然環境の関係者が入っていますか。

例えば、海砂を取ることによって海洋にどうい

う影響があるかということ、委員の中にそうい

う立場の人が入っていますか。

【井上監理課長】長崎大学大学院の水産環境科

学総合研究科の教授が2名入っていただいてお
ります。

【渡辺委員】 トータル何名の委員会ですか。

【井上監理課長】 会長を含めまして7名でござ
います。

【渡辺委員】 今回は、5年間で250万立方メー
トルということで決定したわけですよね、検討

委員会の方針としてはそういうことでしょう。

（「提言をいただいた」と呼ぶ者あり）

これは、最終的に、県としていつ決定される

予定になっているんですか。

【井上監理課長】 今回、県の基本方針（案）と

してお示しさせていただいたところでございま

す。今回の議会からのご意見を踏まえた上で、

今年度中に決定をし、告示をする予定にしてお

ります。
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【渡辺委員】 この250万立方メートルのうちに、
県内で使う分と県外に売っている分とあると思

うんですけれども、その割合はどれくらいです

か。

【井上監理課長】県外への搬出に関してですけ

れども、平成29年度確定した分で申し上げます
と、限度量が250万立方メートルですが、その
うち236万立方メートルを採取しております。
このうち県内が103万立方メートルということ
で、県内の比率が43.7％ということになってお
ります。

【渡辺委員】そうしたら、県外に半分以上は出

しているということですか。そういうこと。

私は前から言っているんですけれども、この

海砂の関係は、採取料を県がもらって、要する

に壱岐の漁協の方に業者が迷惑料を払っている

わけでしょう。それは今までも変わってないん

でしょう。要するに、採取料分を払っていると

いうことしか返事はなかったですもんね、前回

も。ここが私はおかしいと思うんです。そうし

ないと、壱岐の漁協に迷惑料が幾ら入っている

かというのはチェックできないわけでしょう。

そうしたら、採取料分を迷惑料として払ってい

るという答弁しか私は聞いていないんですけれ

ども、2倍ぐらいの採取料を県が取って、迷惑
料として県が漁協にやれば、漁協に幾ら迷惑料

が入っているかというのはぴしっとわかるわけ

です。そういう方式に切り替えないんですか。

壱岐の漁協の人たちは、漁協のメンバーは迷

惑料が幾ら入ってきているかというのは、みん

な知っているんですか、漁民の人は。そこが曖

昧になっているからいかんと思うんですよ。県

が2倍取って、その半分を迷惑料として漁協に
ぴしっと払うと、こういうシステムに変えない

といかんと私は思っているんですが、県の方針

はいかがなんですか。

【井上監理課長】壱岐の漁民の方がどの程度と

いう話については、壱岐の漁協内の話ですので

私どもは承知をしておりませんけれども、海砂

の場合、いわゆる迷惑料という言い方をしてお

りますが、これにつきましては海砂の採取業者

と漁協との間で交わされているものでございま

して、これに関しまして行政としては、行政の

民事不介入の原則というのがございますので、

法的な制限をかけることはちょっと難しいので

はないかと考えております。やはり民間同士で

解決をしていただくべき事柄であって、県とし

ては、いわゆる迷惑料についての判断というの

は差し控えさせていただければと考えておりま

す。

【渡辺委員】そうしたら、県の水産部が稚魚等

を放流したりしているわけでしょう、魚の資源

の確保のために。要するに、ほかの人たちが言

うには、やっぱり砂地の産卵場所がなくなって

きているというのは、何年これくらいの量を取

ってきていますか。民事不介入と言うけれども、

県民の財産を取っているんですよ。個人の財産

じゃないんだから、県民の財産を取って売って

いるんだから、そこは民事不介入ってあるもん

ですか。県の財産だから、その分を2倍取って、
半分をあなたたちに、漁業に迷惑をかけるから

ということで迷惑料を払うならまだわかるんで

すけれども。

ちなみに、よその県はどうしているんですか、

こういう砂を取っているところについて。

【井上監理課長】他県でこのような迷惑料につ

いてどんな取扱いになっているのか把握はして

おりませんけれども、基本的にやはり民・民の

間でのお話になっているのではないかと考えて

おります。
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【渡辺委員】 250万立方メートルのうちに壱岐
の方が175万5,000立方メートルを上限とする
ということになっていますね。残りの分は大瀬

戸沖とか、五島とか、どこか知らないけれども、

取っているわけでしょう。そこは迷惑料はどう

しているんですか。

【井上監理課長】各個別の状況については、把

握しておりません。

【渡辺委員】壱岐は迷惑料というのを払ってい

るということは、前、私も指摘した時に聞いた

が、億の単位が漁協の方に入っているんですよ

ね。壱岐の海砂はちゃんと迷惑料を払っている

というのは県としてつかんでいるわけでしょう。

これは県民の自然の財産だから、私は民事不

介入ということに当てはまらないと思うんです

よ。海砂は漁協の持ち物ですか、そこを確認さ

せてくれませんか。

【井上監理課長】海砂が漁協の物なのかという

ことについては、そういうことではないと考え

ます。

【天野土木部次長】まず、海砂につきましては

国有財産ということになっております。

それから、採取料と迷惑料の関係でございま

すが、現在、採取料が1立方メートル当たり94
円、消費税込みで101円となっておりまして、
この辺の金額につきましては当然他県との均衡

等も考えて、その水準が適正ということで判断

した金額でございます。

それから、迷惑料についてでございますが、

私どももはっきりしたところはつかんでおりま

せんが、この性格としましては、私どもが海砂

採取業者の採取に対して採取許可を出す時に、

関係漁協の同意書をいただくようにしておりま

す。その同意書を採取業者が漁協からいただく

時にそういったものをどうも払っているようだ

ということで話を聞いておりまして、これ自体

は私どもが介入すべきものではございませんで、

また、その分を海砂採取料、これは県の財産収

入でございますが、そこに転嫁するといったこ

とも、そこは他県との均衡も考え合わせまして

適切ではないと考えております。

【渡辺委員】漁協の漁民の人は、うちの漁協は

迷惑料が幾ら入っているというのはつかんでい

ると、それは知っているということですか。そ

こもつかんでいないんですか。漁業協同組合の

役員の人は、業者から幾らもらっているという

のは知っているわけですか。

漁協の収支報告の中にそれがぴしっと入って

いるんですか、入っていないんですか。そこは

水産部じゃないとわからんのですか。

【井上監理課長】 漁協の収支計算書の中には、

たしか雑入ということで、具体的にこの分が幾

らというのは、たしか明示されてなかったので

はないかと聞いております。

また、漁協の中でこの件についてどういう情

報共有がされているのかということに関しまし

ては、承知いたしておりません。

【渡辺委員】国有財産である海砂採取の許可を

県が与えて取らせるわけですね。これはもちろ

ん県内の建設骨材として使わないといかんもの

ですから許可はしないといかんですけど。しか

し、そこの漁協から同意書をもらうために、こ

の業者が漁協の方に許可をもらうための迷惑料

を払っているということは、私はおかしいと前

から指摘しているんです。そこの金銭のやりと

りというのは、不明確でしょう。聞いてもわか

らんわけでしょうが、幾らもらっているのか。

大体これくらいだろうしかわからんのでしょう。

それも億の単位のお金が動いているわけですか

ら、そこはおかしいんじゃないかと。県が許可
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する時におかしいんじゃないかということを、

これ以上論議したって話は進まないと思うけれ

ども、指摘をしておきますので、よその県のこ

とも含めまして調査をしていただいて、国有財

産を、悪いけれども、漁協の人は同意書をやる

だけで億の単位のお金が入ってくるというのは

おかしいと思わないですか。私はおかしいと思

っているよ。漁業をする上で迷惑をかけるなら

ば、このエリアの中で海砂を取るのに迷惑をか

けているんだから、その分、県から迷惑をかけ

ておりますと、県の骨材提供のために迷惑をか

けておりますということで採取料を引き上げて

取って、それを漁協にやるならまだわかります

よ。そういう方法にならないのかということを

指摘して終わります。

【里脇委員長】 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】ほかに質問がないようですので、

土木部関係の審査について整理したいと思いま

す。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時３３分 休憩 ―

― 午後 ４時３３分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、土木部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時から委員会を再開し、環境部関係の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時３４分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  平成３１年３月６日

自   午前１０時 ０分

至   午後 ４時１２分

於   委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 里脇 清隆 君

副委員長(副会長) 山本 由夫 君

委 員 八江 利春 君

〃 田中 愛国 君

〃 渡辺 敏勝 君

〃 瀬川 光之 君

〃 徳永 達也 君

〃 外間 雅広 君

〃 川崎 祥司 君

〃 坂本 浩 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

県民 生活部 長 木村伸次郎 君

次長兼県民協働課長 松尾 和子 君

男女参画・女性

活躍 推進室 長
有吉佳代子 君

人権・同和対策課長 宮崎  誠 君

交通・地域安全課長 宮﨑 秀樹 君

統 計 課 長 笠山 浩昭 君

生活 衛生課 長 加藤 佳寛 君

食品安全・消費生活課長 松尾 康弘 君

環 境 部 長 宮﨑 浩善 君

環 境 部 次 長
兼環境政策課長

山口 正広 君

地域 環境課 長 吉原 直樹 君

水環境対策課長 田口 陽一 君

廃棄物対策課長 重野  哲 君

自然 環境課 長 田中 荘一 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【里脇委員長】 おはようございます。

環境生活委員会及び予算決算委員会環境生活

分科会を再開いたします。

これより、環境部関係の審査を行います。

【里脇分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

環境部長より、予算議案について説明をお願

いいたします。

【宮﨑環境部長】 おはようございます。

平成31年2月定例県議会予算決算委員会環境
生活分科会関係議案説明資料、環境部の1ペー
ジをお開きください。

環境部関係の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第1号議案「平成31年度長崎県一般会計予
算」のうち関係部分、第12号議案「平成31年度
長崎県流域下水道特別会計予算」、第57号議案
「平成30年度長崎県一般会計補正予算（第5
号）」のうち関係部分、第67号議案「平成30年
度長崎県流域下水道特別会計補正予算（第3
号）」の4件であります。
はじめに、第1号議案「平成31年度長崎県一

般会計予算」についてご説明いたします。
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平成31年度は、長崎県総合計画チャレンジ
2020の基本理念のもと、未来につながる環境に
やさしい長崎県を目指して、長崎県環境基本計

画に掲げる環境保全対策等に引き続き取り組む

とともに、新たな施策の柱として、脱炭素ビジ

ネスや滞在型観光の推進など環境と経済の好循

環につながる施策を展開してまいります。

歳入予算は合計で20億1,748万9,000円、歳出
予算は合計で35億9,360万5,000円を計上いた
しております。

当初予算の主な内容は、2ページから6ページ
に記載のとおりでございますが、このうち新

規・拡充事業を中心にご説明いたします。

まず、2ページ下段の地球温暖化対策の推進
について。

県民一体となった地球温暖化対策を進めるた

め、子どもと一緒になって家庭で取り組む省エ

ネ活動の推進や、事業者の省エネ改修への理解

を深めるセミナー等の実施に加え、持続可能な

低炭素社会づくりを推進するため、環境と経済

成長の好循環を生み出す低炭素ビジネス振興に

向けた実現可能性調査等を実施することとして

おり、これらに要する経費といたしまして3,152
万9,000円を計上しております。
続きまして、3ページ中ほどの諫早湾干拓調

整池の環境保全対策について。

諫早湾干拓調整池の水質改善対策や水辺空間

づくりを推進するため、中央干陸地におけるヨ

シの利活用や環境学習の取組を継続して進める

ほか、調整池での再生可能エネルギーの導入を

推進することとしており、これらに要する経費

といたしまして613万1,000円を計上しており
ます。

続きまして、3ページ下段の大村湾の環境保
全及び活性化について。

大村湾の水質改善を図るための調査や沿岸市

町、漁業者などと連携した浮遊ゴミ除去などの

取組を実施するとともに、大村湾沿岸での取組

の情報発信や環境教育の強化などによる「みん

なで取り組む賑わいのある里海づくり」を推進

することとしており、これらに要する経費とい

たしまして931万5,000円を計上しております。
続きまして、5ページ下段の自然環境を活か

した地域づくりの推進について。

県内の国立・国定公園等の豊かな自然観光資

源を活用したインバウンド対策を促進するため、

トイレの洋式化による受入環境整備を実施する

とともに、西海国立公園をはじめとした自然公

園の快適な利用促進を図るため、施設のリニュ

ーアルや維持補修等を行うこととしており、こ

れらに要する経費といたしまして1億4,073万
2,000円を計上いたしております。
このほか、長崎発東アジアの環境技術発信事

業について、環境保健研究の推進について、島

原半島におけるバイオマスの利用について、環

境の監視等について、水道の普及促進について、

汚水処理施設の整備について、資源循環型社会

の推進について、廃棄物対策の推進について、

野生生物の保全及び管理について、記載をいた

しております。

続きまして、6ページをご覧ください。ペー
ジの中ほどになりますが、債務負担行為の計上

について記載をいたしております。

次に、6ページ下段の第12号議案「平成31年
度長崎県流域下水道特別会計予算」につきまし

て説明いたします。

歳入予算合計、歳出予算合計ともに11億
9,313万2,000円を計上しており、予算の内容及
び債務負担行為については、7ページから8ペー
ジに記載のとおりであります。
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次に、8ページ中ほどの第57号議案「平成30
年度長崎県一般会計補正予算（第5号）」のう
ち関係部分につきましてご説明いたします。

歳入予算は合計で3億6,068万7,000円の減、
歳出予算は合計で3億3,848万円の減をそれぞ
れ計上しており、これは予算年間所要見込み額

等に基づく補正であり、主な内容は9ページか
ら10ページに記載のとおりであります。
また、債務負担行為の計上及び繰越明許費の

設定につきましては、10ページに記載しており
ます。

次に、10ページ下段の第67号議案「平成30
年度長崎県流域下水道特別補正予算（第3号）」
につきましてご説明いたします。

歳入・歳出予算ともに4億7,506万7,000円の
減を計上しており、補正予算の内容は記載のと

おりであります。

また、繰越明許費として2億8,424万8,000円
を設定しておりますが、内容は11ページ中ほど
に記載のとおりであります。

最後に、平成30年度予算につきましては、本
会議において補正をお願いいたしておりますが、

今後、年間の執行額の確定に伴い、調整・整理

を行う必要が生じてまいりますので、3月末を
もって平成30年度予算の補正について専決処
分により措置させていただきたいというふうに

考えておりますので、ご了承を賜りますようお

願いいたします。

以上をもちまして、環境部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【里脇分科会長】次に、提出のあった政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料、政

策的新規事業の計上状況について、説明を求め

ます。

【山口次長兼環境政策課長】 私から、「政策等

決定過程の透明性等の確保及び県議会・議員と

の協議等の拡充に関する決議」に基づき、本分

科会に提出いたしました資料についてご説明い

たします。

資料1ページをお開きください。
これは県民生活部・環境部・土木部における

政策的新規事業の計上状況ですが、環境部関係

は1ページ下の方で、みらいにつなぐ大村湾事
業費、「いさかん」水辺の保全と活用加速化プ

ロジェクト事業費、それから1ページの上に自
然公園等インバウンド受入環境整備事業費、生

物多様性情報見える化事業費の4件を計上して
おり、その内容につきましては記載のとおりで

ございます。

以上で説明を終わらせていただきます。

ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。

【里脇分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【川崎委員】予算議案についてお尋ねいたしま

す。地球温暖化対策費に3,152万9,000円を計上
されています。前年が2,708万9,000円で、444
万円の増となっております。

まず、今年度の約2,700万円でどういう事業に
取り組み、成果を生んだのか。それを踏まえて

来年度、どう取り組もうとされているのか、よ

り具体的にお尋ねをいたしたいと思います。

【山口次長兼環境政策課長】今年度につきまし

ては、主には新しい事業として、先ほど説明が

ありました、子どもと一緒になって家庭で取り

組む省エネ活動の推進事業ということで、我が

家の省エネ日記というものを実施しております。

これの実績といたしましては、県内の小学校
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4年生から6年生を対象としておりまして、記録
のシートを、夏休み期間中に省エネに取り組ん

でいただいた結果として、学校を通じて891人
の方から提出をいただいております。

そのほか、事業者の省エネ改修事業の理解を

求めるセミナーということで、1つは事業者向
けの省エネセミナーを開催いたしておりまして、

実績としては3回で42名の参加をいただいてお
り、この後に、省エネルギー相談地域プラット

フォーム事業という、いろいろなアドバイスを

受ける国の事業がございますが、これには10社
ほどがアドバイスを受けて取組が進められてお

ります。

それと、中小工務店に向けた住宅の省エネ向

上のための補助金のセミナーを開催いたしてお

りまして、3回開催して74名の参加者があった
ということでございます。そのほか従前から取

り組んでいる事業もございますが、平成30年度
に新たに取り組んだ事業としては、こういうも

のがございます。

来年度につきましては、これに併せて、先ほ

どございました低炭素ビジネス振興に向けた実

現可能性調査ということで、スマートコミュニ

ティの構築を検討しておりまして、このための

調査を進めることとしております。

また、私どもの温暖化の実行計画がございま

すが、終期が2020年度までとなっておりますの
で、これにつきましても来年度から取組を進め

ていこうということでございます。

【川崎委員】今年度の事業については啓発とい

うところ、子どもさんも含めてということで理

解をいたしました。

あと一つ、低炭素ビジネスの振興ということ

が来年度の目玉と思いますが、スマートコミュ

ニティについて、もう少し掘り下げてご説明い

ただきたい。

低炭素ビジネスの振興だから、新たな産業を

生んで、そこでまた雇用を拡大していく、こう

いったビジョンがあってしかるべきと思います。

その2点、スマートコミュニティの件と今の
ビジネス振興、まさに新規事業を立ち上げてい

くという角度の環境部のお考えをお示しいただ

きたいと思います。

【山口次長兼環境政策課長】まず、スマートコ

ミュニティでございますが、本県におきまして

も地球温暖化対策を進めております。これは、

先ほど委員がおっしゃいましたように啓発事業

が中心になっておりますけれども、さらに推進

していく必要があるということで、対策といた

しまして再生可能エネルギーの確保と活用、エ

ネルギーの調整・制御による低炭素化、それと

省エネ化の推進、この3つを柱といたしまして
スマートコミュニティを構築することで、低炭

素社会を実現したいと考えております。

これにつきましては、さまざまなエネルギー

の利用形態の施設とか、再生可能エネルギーを

整備可能なさまざまな用途施設とか土地、これ

らがコンパクトにまとまったエリアを一定想定

をいたしまして、エネルギーの調整、制御とか、

再生可能エネルギーの利用促進とか、そういう

ものの検討を進めていきたいというふうに思っ

ております。

これが経済的にどういうふうな効果が出てく

るのかということになりますと、この検討を受

けまして、産業労働部がやっております事業に

結びつけていきたいと思っておりますが、スマ

ートコミュニティをつくる中で、中小企業の方

がどこかのところで役割を果たしていただける

のではないかということで、産業労働部で研究

会を開催いたしておりますので、その研究会の
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中に、この検討結果を盛り込みたいといいます

か、つなげていきたいというふうに考えており

ます。

【川崎委員】具体的なビジネスの展開、支援と

なると産業労働部の役割になっていくんでしょ

うね。そうすると、なかなか突っ込んだ質疑は

難しいのかもわかりませんが、新たなエネルギ

ー政策という件ではよく連携をしていただいて、

可能性を探って、長崎から新たなビジネス展開

ということで、具体的に事業が立ち上がって成

長していくというところまで、単年度ではなか

なか難しいと思うので、もう少し長期的な視点

で連携をとりながらやっていただきたいと思う

んです。

来年度の審査をしているのに、再来年の話を

するというのも難しいと思いますが、その辺の

ところは指摘というか、要望をさせていただき

たいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

それと廃棄物の対策、廃プラの問題ですけど、

何度か質疑をさせていただいておりました。平

成31年度に、この対策として予算を計上し取り
組まれる事業がございますでしょうか。

【重野廃棄物対策課長】委員ご質問の件ですけ

れども、廃プラ対策につきましては、国の方で

プラスチックの戦略を今、策定中でございます

ので、その結果を受けて県の取り組みの方向性

を決めた中でやっていきたいと思っております。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

【坂本(浩)委員】 水道の普及促進について、何
点かお尋ねさせていただきます。

一般会計予算で9億5,637万1,000円、水道普
及費ということで計上されております。そのう

ち、市町が行う水道施設の耐震化・老朽化対策

への取組を支援ということで、市町に対して交

付をする生活基盤施設耐震化等交付金事業費が

来年度は9億4,639万9,000円計上されています。
平成30年度に比べて2億円ぐらい増えているわ
けです。

さらに、補正の分でも5,600万円ぐらい繰越明
許費で計上されていますから、10億円近い予算
になるんじゃないかと思います。そこら辺はそ

ういう認識でよろしいでしょうか。

【田口水環境対策課長】委員がおっしゃいまし

たとおり、昨年度に比べまして約2億円の予算
が増額になっております。これに基づきまして、

県内におきまして7つの市町で耐震化工事の推
進を考えているところでございます。

【坂本(浩)委員】 それを行う金額的には、今年
度の補正予算が繰越明許になっていますから、

総額約10億円をそれに充てるということでい
いんですね。

【田口水環境対策課長】水道事業につきまして

は補正予算はついておりません。平成30年度予
算を、不測の事態によりまして繰越しを行った

ということでございます。

【坂本(浩)委員】 繰越明許費は今年度の補正で
すよね。繰り越したということは、来年度に使

うということじゃなかったですか。違いますか。

【田口水環境対策課長】 説明資料の10ページ
に繰越明許費として生活基盤施設耐震化等交付

金事業費として約5,600万円計上しております
が、これは平成30年度の当初予算分の繰越しで
ございまして、補正予算に基づくものではござ

いません。

【坂本(浩)委員】 そういうことですね。わかり
ました。

この9億4,639万9,000円で、7つの市町で事業
を取り組むということであります。前年が約7
億5,500万円組んでいまして、今回9億4,639万
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9,000円ということでありますので、今年度にど
れぐらい交付をしたのか。来年度は7つの市町
ということでありますので、その事業の進捗状

況というんですかね。

今、水道管の老朽化とか耐震化は全国的にも

大きな課題と言われていて、各市町の水道事業

者がずっとやっているんだろうと思います。か

なりの経費がかかるということで、去年、水道

法が改正されて、いわゆるコンセッション方式

を自治体の規模によっては導入してもいいと、

民営化ですね。そういう中で、100％やる場合
にどれぐらいの経費が見込まれて、それに対す

る支援ということでしょうから、来年度は7つ
の市町で、県内21市町ありますから、今年度は
どれぐらいやって、来年度で全体的にどういう

ふうな進捗状況なのか、そこら辺が大枠わかれ

ば教えていただきたいんです。

【田口水環境対策課長】生活基盤施設耐震化等

交付金につきましては、平成27年度から始まっ
た事業でございます。平成27年度から平成29年
度までに、この交付金により改良された延長が

約42キロメートルになっております。
平成31年度の予算におきましては、予定では

ございますが、15キロメートルの耐震化を促進
したいと考えております。主要管路としまして

は県全体で7,400キロメートルございまして、毎
年の更新率が1％弱ということでございますの
で、まだまだやっていかないといけない部分が

ございますが、こういった予算を活用しながら

計画的に推進したいと考えております

【坂本(浩)委員】 市町はわかりますか。平成27
年度から始めて平成29年度までで42キロメー
トル、平成31年度の予算で15キロメートルとい
うことですけど、平成30年度が何キロメートル
なのか。この年度で何市町に対して補助事業を

行っているのかを教えてください。

【田口水環境対策課長】 平成30年度におきま
して、各市町の延長につきましては、現在まで

把握はいたしておりません。

昨年度につきましては、6つの市町で耐震化
交付金を活用しまして耐震化工事を進めており

ます。今年はそれに1町増えて7市町ということ
で、平成31年度は7市町でやるというふうな計
画でございます。

【坂本(浩)委員】 今年度と来年度も聞こうと思
ったんですけど、平成27年度から平成29年度ま
でに42キロメートルということでありますの
で、これは何市町で実施されたんでしょうか。

【田口水環境対策課長】 12市町が、これまで
にこの予算を活用して整備いたしました延長で

ございます。

【坂本(浩)委員】 わかりました。
県全体で7,400キロメートルの管路があって、
毎年の更新率が1％ぐらいということで、まだ
大分先の話みたいなことで本当に大変だと思い

ます。

先ほど言いましたように相当な経費負担が自

治体にかかってくるということで、現在、年間

で15キロメートルとか20キロメートルぐらい
ずつ工事が進んでいるということですけれども、

まだまだ遠く及ばないというような状況で、水

道法も改正されたこともあって、もちろんそれ

ぞれの水道事業者が考えることでしょうけれど

も、そこら辺で各市町との意見交換があってい

るのかわかりませんが、県として、今後これを

ずっと繰り返し、こんな形でやっていくのかど

うかも含めて、少し認識をお伺いいたします。

【田口水環境対策課長】改正水道法の中にもあ

りましたとおり、水道施設の基盤強化は、将来

にわたるサービスの持続という観点からは非常
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に重要だと考えております。

特に、こういった老朽化に対する取組は計画

的に行うのが非常に重要でございまして、その

ためには、整備計画であるアセットマネジメン

トの作成が不可欠でございます。

現時点におきましては、上水道事業者全てに

おいてアセットマネジメントを作成していただ

きまして、そこの中で毎年、毎年、計画的に耐

震化等を進めていくという形の計画を進めてい

ただいているところでございます。

併せて、その財源につきましては、やはり国

の補助事業を活用しながらやっていかなければ、

なかなか促進できないという観点もありますこ

とから、計画的な実施と国の予算の確保という

点につきまして、県としても、今後とも引き続

き取り組んでいきたいというふうに考えており

ます。

【田中委員】今の質疑内容の件だけれども、国

から100％もらうような形になっている。この
予算書は国支出金が100％だ。だから、資料を
出してくださいよ。どういう方程式で事業に取

り組むのか、市町がやればどのくらい入ってく

るかとか、生活基盤施設耐震化交付金事業の資

料を出してください。何か回りくどい。平成27
年度からやっている事業だけれども、私は、ご

めんなさい、知らなかったので資料をお願いし

ます。

【里脇分科会長】 資料を出せますか、後でも。

（発言する者あり）じゃあ、後で資料の提出を

お願いします。

【田中委員】 予算的には、国100％だ、事業費
そのものがね。これは国支出金が全てなんだか

ら、予算的には。書いてあるよ、15ページ。（発
言する者あり）だから、あるならあるでいいか

ら、内容を出しなさいと。どこの市町がやって

いるかもわからない。もう少し丁寧な説明をし

ないと。それはお願いします。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

【八江委員】諫早湾干拓調整池の環境保全とい

うことでですね。

中央干陸地のヨシの利活用や環境学習の取組

を継続するということですけど、干陸地のヨシ

の問題は、以前からずっとありましてですね。

広大な面積にヨシ、あるいは雑草が生えており

まして、早く伐採をするか、環境保全のために

はもう少し整理をした方がいいんじゃないかと、

長い間我々も訴えてきておりましたが、自然保

護団体をはじめ、ヨシ等々については、伐採そ

の他はあまり好ましくないということで、現在

そのままの状態であったかと思います。

それを、ヨシを切って何らかの形で活用する

というようなことでありますけど、現在、どの

ような状況にあるのか、報告をいただきたいと

思います。

【吉原地域環境課長】委員ご質問の中央干陸地

のヨシにつきましては、2年前に、中央干陸地
の利活用に関する調査を行いました。自然を保

護する地域と活用できるゾーンの仕分けをしま

して、ヨシの刈取りにつきましても、過去3年、
試験的に3ヘクタール程度刈取りをしまして、
刈り取ったヨシについては、たばこ耕作組合で

たい肥に活用していただくという事業を実施し

てまいりました。

平成31年度は、近辺の農業者の方が、中央干
陸地の土地を使いまして飼料作ができないかと

いうことで昨年から当たっておりましたので、

今後、その試験的な刈取りと飼料作の栽培を進

めていきたいというふうに考えているものでご

ざいます。

【八江委員】必要なものというよりも、我々が
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見た感じでは、もう少し干陸地はきれいにした

方が水質保全のためにいいのかなと思って、こ

れまでも何回となくお願いした経緯があります。

ただ、野鳥の問題とか小動物等の生息の問題

とか、いろいろあってそういう問題が出ておっ

たかと思います。そういった問題については既

に話し合いができ、小規模であればとか、もの

によっては伐採ができるというか利活用できる

と、今のような話で進めていくことは理解を求

めているというか、そのような判断をしていい

のか。

そして、利活用の活用の方はどういうものに

使うのか。たばこ耕作組合とか周辺農家という

ことでありましたけど、もうちょっと詳しく説

明できませんか。

【吉原地域環境課長】中央干陸地の利活用につ

きましては、まだ試験的なものでございますけ

れども、一定の農家という話だけではなくて全

体的に広げていきたいということも考えており

ますし、環境学習の場としても地元の住民の方

に来ていただけるような活用の方策を考えてい

きたいと思っております。

【八江委員】広大な面積でありますから、もう

少し地域住民、あるいは県民等が活用できるよ

うに、散策のためのやぐらというか道路もつく

ってありますけど、あれがどの程度活用されて

いるのか、もう少し広範囲に設置すべきなのか、

そういった問題については検討なされているの

かどうか。

そしてまた、干陸地も広大な面積ということ

で、陸地であるものと半分水没をしているよう

なところ、ヨシ、アシが生えている部分があり

ますけど、そういったものについての区分けと

いいますか、分離といいますか、そういったも

のも含めて調査されているんですか。

【宮﨑環境部長】中央干陸地の取扱いでござい

ますが、国の考えといたしましては、あそこを

つくった段階で自然の遷移に任せると、基本的

に手を入れないというふうなことでございます。

ただ、一方で私ども県といたしましては、あ

の広大な土地について何とか利活用できないか、

もう一つは、ヨシを刈り取ることによって水質

改善効果があるのではないかということで、国

の考え方はそういうふうな形であるんですけれ

ども、国と協議をいたしまして、3年前から一
定の範囲で刈取り等を行わせていただいている

状況でございます。

今後につきましては、自然に配慮した中で、

いかにあそこを活用できるかということを考え

ていきたいということで、引き続き、国と協議

をやっているような状況でございます。

【八江委員】調整池の中でも、国土交通省が所

管する区域と農林水産省が所管する区域と違う

と思いますけど、今のところは農林水産省所管

の干陸地が中心ではないかと思うんです。そう

いう意味で利活用の方法だって、捉え方も全然

違ってくると思います。

我々にとってみれば、今、水質の保全を盛ん

に佐賀の方から言われることもあるものですか

ら、今のままの状態で、あそこが腐食して水没

することによって水質の保全をおかしていると

いうことであれば、浚渫あるいは除去などが必

要だと、常にそれがつきまとってくるものでは

ないかと思いますから、干陸地になっている部

分と水没をしている植物との区分けといいます

か、区域が違えば干陸地になっている部分はも

う少し処理の方法があるんじゃないかと思った

りするものですから、その点の区分けについて

はどうなっているのかと、先ほどお尋ねを兼ね

て私が申し上げました。説明が悪かったかどう
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かわかりませんけど、そのことはどのようにな

っているんですか。

【宮﨑環境部長】干陸地のヨシに起因します水

質への影響につきましては、私どもは、先ほど

言いましたようにヨシを刈り取って調整池の外

に持っていけば水質改善効果があるというふう

に考えているわけでございますけれども、国と、

そこの解釈が若干違っているところがございま

す。そこについて今、協議を行っているところ

でございます。

それと、調整池全体の水質に関しましては、

今後また議会に報告したいと思っているんです

けれども、次期行動計画を今、策定をしている

ところでございます。ですから、干陸地のヨシ

にとどまらず、調整池全体に流れ込む流域を見

た時に、言い方としては悪いんですけど、何が

調整池に悪さをしているかというのを全て調べ

上げまして、今後、水質目標値であります例え

ばＣＯＤ5.0㎎／Lの達成ということに関しま
して、総合的に水質改善対策を打とうと考えて

いるところでございます。

【八江委員】国土交通省が所管する本明川下流

の河川敷、小江の干拓地等については、その利

活用が盛んに進んできている。コスモス、ある

いは菜の花を植え、それからモトクロスなどの

競技場と、そういったものを盛んに進めて、今

まで土地を埋めてできなかったものも、土石を

運搬しながら、そういった競技用の施設ができ

つつある。

一方、ボート場の問題もあります。片方の干

陸地じゃなくて堤防敷ですかね、内部堤防敷に

ついては観覧席、あるいは道路、こういったも

のをしていく。これは農林水産省じゃなくて国

土交通省の話。

皆さん方が所管をしている部分は、農林水産

省の中央干拓地の調整池の中に出ている部分に

なるわけですけど、干陸地の利用の仕方が、同

じ干拓地の中でも農林水産省と国土交通省の考

え方が違うというか、そう見受けられる部分が

あるから、同じように干陸地は、使えるものは

使う。利活用というのはそこにあるんじゃない

かと思います。

干陸地、水が入らないところと水没している

ところの区分がはっきりしている部分は、もう

少し県民に開放できるのではないかなと思った

から、いろいろお尋ねしているんですけど、そ

の辺の考え方についてはいかがですか。

【宮﨑環境部長】中央干陸地の地耐力の話とい

たしましては農林部が、2年前になろうかと思
いますけれども、実際に重機を入れて、どこま

で入っていけるかというふうな調査は済んでい

るところでございます。ですから、実際に活用

をしようと思った時には、活用の範囲はもう既

に把握できていると考えております。

ただ、委員がおっしゃるように小江の干陸地

の方が、もう既に活用が促進されているような

状況でございますが、私どもとしても、中央干

陸地につきまして活用できるところは活用した

いという考え方を実は持っていますけれども、

先ほど言いましたように国の考え方としては、

あそこをつくったままにしておくと、自然の遷

移に任せると、人の手を入れないというふうな

基本的な考え方があるものですから、そこで若

干、国との協議がどうしても必要になってきて

いる状況でございます。基本的には、私どもも

活用したいと、そのような考え方はもっており

ます。

【八江委員】地元の要望でも、国が自然のまま

でということもわからんわけではないんですけ

ど、その影響がいい方向にいけばいいんですけ
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ど、水没その他、腐敗をして影響を与えるよう

であれば、その点は強く申し上げながら、干陸

地のところは、もう少し県民に開放できるよう

な地域があっていいんじゃないかと。

先ほどお話がありました、たばこ耕作組合が

どのようなものをどうしようかということもよ

くわかりませんけど、小江干拓地の方は酪農関

係者の皆さん方が、畜産業者の皆さん方が牧草

の栽培をし、牧草の収穫をして利活用につなが

っているということであります。

だから、中央干拓地の地先の方は、もっとも

っと広大な面積が、肥沃な土地が膨大にあるわ

けですから、そういったものを有効に活用する

べきじゃないかという思いは強いです。

利益を求めるだけの問題じゃないけど、ただ

自然の環境をというだけで、景観とか、いろん

なものを考えれば、もう少し活用を積極的に進

めていただきたいと思っている者の一人であり

ますから申し上げているわけで、中身の利用の

仕方をもう少し、国から認められるような方法

も含めて検討いただきたいと思いますけど、そ

のことはやっていただけますか。

【宮﨑環境部長】先ほども答弁いたしましたけ

れども、中央干陸地について積極的な活用、県

民に開放できるような活用ができるように、引

き続き国と協議をしていきたいと考えておりま

す。

【八江委員】そうなりますと、あそこから降り

る場所が、今、散策路をつくっているところぐ

らいしかないんですよ。だから、もう少し現地

に入りやすいような箇所も増やし、散策、ある

いはまたいろんなものができるようにすること

も提案をしていって、利活用ができるようにす

べきじゃないかということで、それは私の提案

としておきたいと思います。

もう一つ、調整池に再生可能エネルギーの導

入を推進すると。再生可能エネルギーとは、ど

ういうことをもってここに記してあるのか確認

したいと思うんですけど、いかがですか。

【吉原地域環境課長】ここで挙げております再

生可能エネルギーというのは、太陽光発電とか、

周辺にあります家畜糞尿を活用したバイオガス、

そういったものを考えております。

【八江委員】わかりました。干陸地のところに

太陽光発電を設置して導入したいと。

もともと堤防のところに、そういう予定があ

って進めるようなことになっておりましたが、

中断して今のような状況になっていると思うん

です。そこはせずに、今度は干陸地の方、調整

池の中の地先の方を活用するという意味と、調

整池と書いてあるから、そのように考えていい

んですか。

【宮﨑環境部長】先ほど担当課長が答弁いたし

ましたけれども、太陽光発電等を検討している

ということです。

先ほど委員がおっしゃいましたとおり、太陽

光は以前、堤防の斜面に計画といいますか、検

討されたんですけれども、どうしても反射光の

問題があって、あそこには設置できないという

ふうに私は理解したんですけれども。

今後は、中央干陸地のみならず、調整池その

ものも含めて、あの周辺全体含めて何かできな

いかというふうなことを今、考えているところ

でございます。

【八江委員】今のところ導入する計画というこ

とでありますけど、今の時点で面積とか、やり

方とか、ただ漠然と導入したらというだけの問

題じゃなくて、こういう形でこうすれば、この

ぐらいの電力が発生できるということまでは検

討していないんですか。それがわかったら発表



平成３１年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月６日）

- 75 -

していただきたい。

【宮﨑環境部長】調整池は広大な面積がありま

す。2,600ヘクタールございます。干陸地も含め
れば3,000ヘクタールぐらいになるのかなと思
っています。そこで太陽光発電をやるとしたら、

膨大なボリュームを当然つくることができると

思ってはいるんですけれども、一方で、実は太

陽光発電をしたとして、国の買い取り価格とい

うものがあります。ＦＩＴというんですけれど

も、それが創出された時には42円ぐらいで買い
取ってくれた電力が、今年の入札を見ますと13
円か14円というふうな形で、どうしてももう採
算が合わないんじゃないかというふうな検討も

なされているところでございます。

ですので、規模もさることながら、採算性が

とれるかどうかというところが一番問題になり

ますので、今、そういうところを含めて検討し

ているところでございます。

【八江委員】再生可能エネルギーについても重

要な問題だと思うし、そこにもってきた時の景

観上の問題とか、干拓の場所にそういったもの

を導入していいのかどうかという別の角度から

の検討も十分していただきながら、部分的にこ

ういうことでこうするというものがいいのか、

全面的にしたがいいのか、その辺は早急に検討

しながら、買取りの問題はもちろんありましょ

うから、活動、再生、そしてまた利活用に寄与

できるようなことがあれば、一つの大きな拠点

にもなると思いますので、よく検討いただきた

いと、このようにお願いしておきたいと思いま

す。

【里脇分科会長】 ほかにありませんか。

【渡辺委員】 何点かお尋ねします。

まず、川崎委員が質問した地球温暖化対策の

推進の関係で、低炭素ビジネス振興に向けた実

現可能性調査等を実施するということになって

いるんですけど、具体的にどういう調査をする

ようにしているんですか。

【山口次長兼環境政策課長】調査につきまして

今想定いたしておりますところが、例えば再生

可能エネルギーの確保と利用につきまして、そ

のエリアにおける再生可能エネルギーの確保の

可能性調査とか、エリア内のエネルギーの需要

調査あたりも考えております。

また、エネルギーの調整・制御による低炭素

化につきましては、エリア内施設の種別とエネ

ルギーの利用状況の調査とか、エネルギーの調

整手法の検討、このあたりを考えております。

また、省エネ化の推進につきましては、エリ

ア内の施設の省エネ設備、省エネ住宅整備にか

かる各種補助制度あたりの調査も考えておりま

す。

【渡辺委員】具体的に、低炭素ビジネス振興に

向けた、スマートコミュニティというんですか、

その中におけるいろんな関係先の調査を来年度

はしていくと理解していいですか。

【山口次長兼環境政策課長】今のところにつき

ましては、ある程度エリアを想定して、そのエ

リア内での施設の需要調査とか、そういうとこ

ろを進めていきたいというふうに考えておりま

す。

【渡辺委員】スマートコミュニティのエリアと

いうのは、具体的に県下のどこを指しているの

か。

【山口次長兼環境政策課長】エリアにつきまし

ては今からの検討になります。

調整となりますと、学校があったり病院があ

ったりと、要はエネルギーや電気の使用が日中

だけ使うところとか、ホテルあたりだと夜間に

使いますとか、病院だとずっと24時間使います
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というようなものがあろうかと思います。要は、

そういうセットでエネルギーの使用の調整をし

ていくという形になってこようかと思いますの

で、そういうエリアがどこなのかというところ

を、ある程度進めながら選定をしていきたいと

いうふうに考えております。

【渡辺委員】具体的に、この場所を中心にとい

うことは、まだ決めていないというわけか。

【山口次長兼環境政策課長】エリアにつきまし

ては、今後検討する中で、このエリアが想定と

していいんじゃないかというところが出てくる

と思いますので、そこを検討の過程の中で見つ

けて、そこをターゲットにして検討を進めてい

きたいというふうに考えております。

【渡辺委員】 わかりました。今後、そういう調

査をしながら、ぜひ頑張ってください。

環境保健研究センターの推進の関係で、新た

に国際感染症対策としての技術交流モデルの構

築となっているんです。

今、長崎大学病院が感染症のレベル4の施設
をつくるようにしていますね。こことのすみ分

けは考えているんですか。

【山口次長兼環境政策課長】 長崎大学が検討、

設置を進めておられますレベル4との関連は、
これはございません。既に環境保健研究センタ

ーはレベル3の施設を持っておりまして、その
中で研究等を進めております。

国際感染症対策につきましては、環境保健研

究センターと福建省の疾病予防管理センターと

が研究に関する協定等を結んでおりますので、

これに基づきまして今後、国際感染症とか公衆

衛生分野における技術交流モデルを構築してい

くというものでございます。

【渡辺委員】わかりました。これもぜひ頑張っ

てください。

島原半島におけるバイオマスの利用の関係で、

家畜糞尿等を資源とした本県独自の再生可能エ

ネルギー循環システムとなっていますね、本県

独自のと。これは、今まであるバイオマス発電

と違った、別の新たな視点での本県独自の研究

をしているんですか。

【吉原地域環境課長】委員ご質問の本県独自の

というものにつきましては、バイオガス発電の

原料となります家畜糞尿、それから食品残渣、

そしてまたバイオガス発電施設から出てくる消

化液の活用、そこの部分につきまして県で排出

事業者と話をしまして、その原料の確保、出て

きた副産物の消化液の活用というところを組み

立てましてシステムとすると。そのシステムを

用いまして事業者がバイオガス発電事業を実際

にやっていただいて、それを県内に普及させる

というふうにしているものでございます。

【渡辺委員】だから、今、よその県かどこかで、

家畜糞尿を使ったバイオマス発電をしていると

ころがあるでしょう。そことまた違ったシステ

ムを開発していると理解していいですか。

【吉原地域環境課長】委員ご質問にありますよ

うに、本県独自のシステムということで考えて

おります。ただ、他県のものについて行政がど

こまで関与しているかというところについては

調べておりませんので、その部分については調

査を進めたいと思います。

【渡辺委員】これは非常に重要な取組だと私は

思っているんですよ。硝酸性窒素の地下水汚染

の関係もありますから。

やっぱり導入しやすいようなシステムをね。

それぞれの農家が導入しやすいようなシステム

をぜひ、研究して開発してもらいたいと思って

いますので、要望しておきたいと思います。

それと、4ページの水道の普及促進の関係で、
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ちょっとお尋ねしたいんです。

7つの市町が実施する水道施設の耐震化、老
朽化への支援を行うということになっているん

ですけど、実質的には水道事業は市町が管理し

ているわけですよね。県の費用がここに出てく

るということは、県の一定の負担割合があるん

ですか。何パーセントを県が負担しているんで

しょうか。

【田口水環境対策課長】国の交付制度上、国か

ら一旦受けて、それを交付する間接補助金とい

う形になっておりますので、県の予算書に計上

しております。県の負担金はございません。

【渡辺委員】 国から、どれぐらいくるのか。要

するに1億円かかるとしたら、間接補助金が国
から県に一旦入って、市町にやるわけだろう。

市町の負担はないのか。あるとでしょう。その

割合がどうなっているのかと聞きよるとさ。

【田口水環境対策課長】負担率の割合につきま

しては、4分の1から2分の1の間でございます。
【渡辺委員】 国から、2分の1から4分の1の負
担割合でくる。その区別はどうなっているのか。

2分の1から4分の1と差があるわけでしょう。
【田口水環境対策課長】例えば離島につきまし

ては、補助率は2分の1でございます。それ以外
の地区につきましては、資本単価とか単管延長

とか、そういった補助基準によりまして、4分
の1の場合と3分の1の場合がございます。
【渡辺委員】水道法が改正になって、民間でも

受けられるごとなったよね。それに向けて、こ

ういう制度ができたのか。それとも、前からこ

ういう制度があったのか。

【田口水環境対策課長】 この制度は、平成27
年度から始まった制度でございます。

【渡辺委員】県は、こういう老朽化とか耐震化

の今後の経費がどれぐらいかかるか、つかんで

いませんか。各市町が運営している水道管が老

朽化していたり、耐震化が必要で交換せんばい

かん管渠があるわけでしょう。その部分の全体

の把握はされていますか。

【田口水環境対策課長】全ての更新費用の把握

はしておりません。

【渡辺委員】これは、市町が申請してきた分を

それぞれ国に上げて、国から許可をもらって、

補助金をもらってしているわけか。具体的にそ

の辺のシステムを教えてください。

【田口水環境対策課長】こちらの交付金を使う

に当たりましては、水道事業者が耐震化等事業

計画を策定する必要があります。これは、5カ
年でどの程度の整備をするかということでござ

いまして、現在、平成27年度から平成31年度ま
での5カ年の計画がございます。その総額とい
たしましては34億円でございます。これをもと
にしまして、各水道事業者は毎年の予算要求を

行うという仕組みになっております。

【渡辺委員】 そういう計画に基づいて今回は、

来年度の予算は約9億5,000万円でするという
ことになっているわけか。わかりました。そう

したら、県は持ち出しはしていないということ

で理解しておきます。

次に、資源循環型社会の推進について、5ペ
ージに産業廃棄物税の基金への積立てをすると

いうことになっておりますけれども、産業廃棄

物税収の基金は今現在、幾らあるんですか。

【重野廃棄物対策課長】 平成29年度の税収に
つきましては7,579万4,000円で、事業費の取崩
し額が5,958万9,000円、その結果、基金残高と
しては2億397万6,000円となっております。
【渡辺委員】産業廃棄物税をとっている県とし

ては、この基金は、今の上がったものに対して

支出をして、残金を積み立てて、それが2億397
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万6,000円あるわけね。これは今後も続けるのか。
【重野廃棄物対策課長】産廃税の制度につきま

しては、5年ごとに見直しを行うことになって
おりますので、来年度、今のリサイクル率とか

産業廃棄物の状況などを見てから検討していき

たいと考えております。

【渡辺委員】 今後は、食品ロス対策の関係も、

この基金を活用していくと理解しておっていい

のか。

【重野廃棄物対策課長】産廃税につきましては、

産業廃棄物の排出抑制とかリサイクルの促進、

適正処理の推進と使用の目的が決まっておりま

すので、食品ロスについては別の財源を使って

実施しているところでございます。

【渡辺委員】わかりました。資源循環型社会の

推進につきましても、ぜひ前向きに進めていた

だきたいと思います。

今度は廃棄物対策の推進の関係でお尋ねしま

すが、ＰＣＢの安定器の掘起し調査などを実施

することにしておりますとなっていますけど、

掘起し調査とはどういう調査なんですか。

【重野廃棄物対策課長】安定器につきましては、

事業者の皆様方がなかなか理解されていないと

ころがございますので、安定器とはこういうも

のですよというところを説明した中で、1万
2,879事業者に対して調査を行っております。今
年度、一次調査を行いましたので、そのフォロ

ーアップ調査を平成31年度に行う予定で考え
ております。

【渡辺委員】そうしたら、ＰＣＢを含んだ安定

器を、事業者が本当によくわかっとるとかと、

理解しておらんとじゃなかとかという形で再調

査をするという意味か、この掘起し調査とは。

一遍、事業者に投げかけているわけだろう、

こういうのがありませんかと。おたくの事業所

の中にＰＣＢを含んだ安定器がありませんかと

いうことを一度、投げかけておるとやろう。そ

れはもう返事はきているわけか。（「はい」と

呼ぶ者あり）それを踏まえて、今度、もう一遍

調査をするという意味か。

【重野廃棄物対策課長】 本年度、1万2,879事
業所にアンケート調査を行ったところ、ＰＣＢ

がありますよという形で回答があったのが44
件、ＰＣＢがありませんというのが3,897件、そ
れと不明というのが269件ありまして、回答率
としては32.7％だったので、そのほかの部分と
不明の部分について、来年度に調査を行いたい

と考えております。

【渡辺委員】 わかりました。要するに、呼びか

けて30％台の回答しかなかったものだから、残
りの70％近くをもう一遍調査せんと、ＰＣＢが
入っている安定器が放置されている可能性があ

るということなんですね。それは十分調査をし

ていただきたいと思います。

それと、漂着ごみの回収の関係で、市町の漂

着ごみ回収事業者への支援となっているんです

けど、国の事業を活用しているんですが、具体

的にどこの市町に、何市町にするようにしてい

るんですか。

【重野廃棄物対策課長】市町に要望の確認をし

たところ、15市町が、この海岸漂着物の補助金
を使って回収処理、発生抑制対策をしたいと要

望があっておりますので、15市町に対して補助
金を交付したいと考えております。

【渡辺委員】今問題になっている海洋プラスチ

ックというのか、漂流物があるでしょう。そう

いう調査も一緒にするんですか。海洋漂流プラ

スチックごみの調査はどうなっていますか。

【重野廃棄物対策課長】委員ご質問の件はマイ

クロプラスチックの話かと思いますけれども、
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マイクロプラスチックにつきましては国の方で

調査を進めておりますので、そちらの動向を見

ながら確認していきたいと考えております。

また、別に民間の事業者でマイクロプラスチ

ックの調査をしておりますので、そちらの方に

も協力しながら、離島の部分については把握を

していきたいと考えております。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

【外間委員】 1点、お尋ねをいたします。
政策等決定過程の透明性の確保などに関する、

県民生活部、環境部、土木部の提出資料のうち、

政策的新規事業の計上状況の中の環境部の自然

環境課、事業名が自然公園等インバウンド受入

環境整備事業費ということで、トイレの洋式化

による受け入れの環境整備を実施するんだとい

うことで上がっております。

この中身についてのご説明を、まずお願いい

たします。

【田中自然環境課長】委員お尋ねがございまし

た自然公園等インバウンド受入環境整備事業と

いうことで、平成31年度の新規事業として予算
を計上しております。

内容といたしましては、自然公園における外

国人の受入態勢を強化するということで、外国

人が訪れる場所においてトイレの洋式化を行い

まして外国人へのサービスを充実させていくと

いう目的で、来年度、3地区で洋式化を行う予
定にしております。

【外間委員】自然環境課が所管をする公園への

受入態勢をつくるという意味ですか。

であれば、その3地区はどこかをお教えくだ
さい。

【田中自然環境課長】来年度予定しております

3地区につきましては、西海国立公園の五島市
で2地区、壱岐・対馬国定公園の対馬地区で1地

区という予定にしております。

【外間委員】 要求額に対する計上額365万円は、
今おっしゃった西海国立公園の五島と対馬の3
地区で、この金額を計上しているということで

すね。

要求額全体の2,600万円というのは、自然環境
課で管理している公園があると、そのトイレの

状況はまだ和式なのでしょうか。今回の計上額

については理解しましたけれども、自然環境課

で管理しているトイレの状況のご説明をお願い

いたします。

【田中自然環境課長】自然環境課で管理をして

おります自然公園内のトイレにつきましては、

トイレの洋式化、それから身障者対応というこ

とで多目的トイレ等を整備してきております。

その中でまだトイレの洋式化が進んでいなかっ

たところとして、来年度、この3地区を挙げて
おりまして、その他については、おおよその対

応はできている状況です。

また、先ほど委員ご質問がありました要求額

と実際の予算の計上額との差は、洋式化が進ん

でいないトイレがまだあるということではなく、

このほかに標識等を整備するということで要求

を行っておったのですが、その部分が予算計上

できなかったということになっております。

【外間委員】 わかりました。

昨日も土木部所管で、公衆トイレを洋式化し

ていこうと、所管を越えて全庁的に観光客をイ

ンバウンドも含めて対応していくということで

すね。本来環境部はトイレを設置するセクショ

ンではなくて、規制したり環境を守ったりする

セクションにあって、あえてトイレも含めてイ

ンバウンド対策を行っていくという全庁的な考

え方での対応というふうに私は理解をしており

まして、セクションを越えて環境問題について
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やっていこうという大変意義ある事業であると

いうふうに理解をしているものですから、あえ

てお尋ねをいたしました。どうぞ積極的に、環

境部も所管を越えてですね。環境整備は、廃棄

物対策も含めたこういったことは非常に大切な

ことでありますので、積極的に行っていただけ

ればというふうに思います。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

【田中委員】この資料、当初予算の説明資料の

31ページで、流域下水道特別会計でちょっと聞
きたいと思う。

3億円ほどの減額にはなっているんだけれど
も、もう維持費の段階に入っているんですね。

全てが維持していく段階に入っているわけね。

ちょっとお聞かせください。

【田口水環境対策課長】流域下水道につきまし

ては、平成11年度から供用を開始いたしました。
現時点におきましては、大村湾の水質改善をよ

り促進しようということで、高度処理化の工事

を進めております。基本的には、高度処理化の

工事を進めながらも維持管理を重点に置いた業

務を主体として行っているところでございます。

【田中委員】流域、地域の人口が大体どのくら

いになっているのか。

もう一つは、財源は国の支出金と地方債が出

ているから、県も負担しているわけね。その他

が大きな比重になる。これは該当する市からの

お金が入ってきて、それを充てるという理屈は

わかっている。だから、流域と人口、対象はど

のくらいのものが現実に今動いているのか、聞

かせてください。（「ちょっと休憩を」と呼ぶ

者あり）

【里脇分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時１４分 休憩 ―

― 午前１１時１８分 再開 ―

【里脇分科会長】 分科会を再開いたします。

【田口水環境対策課長】流域下水道におきます

普及率は、全体といたしまして約4万9,000人の
人口に対しまして、現在、約3万9,000人の普及
が進んでいるところでございます。

内訳としましては、諫早市と大村市について

汚水処理をしておりますが、大村市につきまし

てはほぼ完了しているのに対しまして、諫早地

区につきましては全体の8割程度の普及率とな
っております。

また、財源につきましては、建設費用につき

ましては補助金を活用しながら、また、県の分

につきましては県債を発行し、2市から負担金
をいただきながら行っております。

維持管理につきましては、2市から負担金を
いただきながら維持管理を進めているところで

ございます。

【田中委員】大村と諫早なんだね。別に小さな

町だからということではないんだね、大村市と

諫早市が該当しているわけね。

一番の目的は大村湾の浄化だと我々も理解し

てきたんだけれども、ならば大村湾の一番の窓

口にあるのは針尾島なのよ。あそこは大村湾の

出口、両方持っているわけだから、西海橋と早

岐瀬戸と持っているわけだから。

そこで、ぜひ研究してほしいのは、今でも針

尾島の人口は1万人弱だ。ハウステンボスが1万
人ということになると2万人弱なんだよ。それ
から、ＩＲがうまくいくと4万人になると想定
される。そうすると、現状の諫早市、大村市の

3万9,000人を上回るぐらい。
ここをやってほしいんだよね。佐世保市に、

ぜひ私も推薦したいと思うので。県のこの流域
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下水道特別会計が大きくなっていかないから、

仕事がなくなると困るので、改めてまた佐世保

市の針尾島を加えてやっていくことができるか

どうか、研究してほしいというのが目的で、い

ろいろ数字を聞かせてもらった。終わります。

もういいです。

【里脇分科会長】 ほかにありませんか。

【渡辺委員】 部長説明資料の10ページ、第67
号議案、補正予算の関係で、大村湾南部下水道

の高度処理化に関わる事業実施計画の変更等に

伴い補正を行うとなっているんですけど、事業

実施計画のどういう変更があったのですか。

【田口水環境対策課長】当初、建設事業で予定

しておりました予算が、国の内示が低かったも

のですから、事業計画の変更を行いまして減額

したものでございます。

【渡辺委員】国からの内示が少なかったからと

いうことか。中身の変更ということではないの

か。（発言する者あり）高度処理化の変更では

ないのか。この文章を読んだら、中身の変更が

あったのかなと思ったものやけんが、確認した

い。

【田口水環境対策課長】 平成30年度に予定を
しておりました工事のうち、国土交通省からの

内示減によりまして、一部の見直しを行ってお

ります。

高度処理化につきましては、予定どおり平成

31年度の供用開始を目指して進めているとこ
ろでございます。

【渡辺委員】 もう1点よかですか。
11ページの大村湾南部浄化センターの繰越

明許費の中で、危険物である薬品を取り扱うこ

とから、消防との協議を行った結果、設備の材

質等々で日数を要したということですけど、危

険物の薬品というのはどういう薬品か。

【田口水環境対策課長】メタノールでございま

す。

【渡辺委員】メタノールを扱うことは事前にわ

かっていたわけやろう。メタノールを取り扱わ

んばいかんと、消防との協議を事前にできなか

ったのか。メタノールをどういうところに使う

のかわからんけど、メタノールという薬品はあ

ったわけやろう。事前に消防との協議はできな

かったのか。

【田口水環境対策課長】メタノールは、高度処

理化の際に投入して、汚水処理の効率を上げる

ために使用する薬品でございます。

今回の薬品につきましては、高度処理化に伴

うものでございます。現在、高度処理化に必要

な機械設備、電気設備、制御装置等を発注して

おりまして、この時期にしか調整ができなかっ

たということで、消防との協議をする中で不測

の日数を要して繰越しに至ったものでございま

す。

【渡辺委員】事前に、こういうことがなかごと、

今後注意していただければと思います。よろし

くお願いします。

【八江委員】野生生物の保全及び管理等につい

てということでありますけど、長崎県の中には

希少動植物、たくさんあるようですし、その中

でもツシマヤマネコの問題は、よく新聞、テレ

ビ等で、生息のことについて、あるいはまた交

通事故等について、あるいは動物園での飼育状

況とか出ておりますけど、実態としてツシマヤ

マネコが何頭生息し、そしてまた動植物園等に

展示というか、飼育されているものがあるんじ

ゃないかと思います。

まず、動物の関係で、希少動物というものは

どういう種類があるのか、ツシマヤマネコの問

題も併せて確認してみたいと思いますが、いか
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がですか。

【田中自然環境課長】委員からご質問がござい

ましたツシマヤマネコについては、絶滅のおそ

れのある希少な動物ということで、環境省の方

でそういった対策を十分に練られているところ

でございまして、県においても、国の対策に協

力をして、ツシマヤマネコの展示施設の整備を

行ったり、あるいは環境省から委託を受けまし

てツシマヤマネコの生息状況調査を、調査員を

雇いまして進めているところでございます。

ツシマヤマネコにつきましては、今まで上島

の方を中心に生息していることがわかっており

ましたが、最近では下島の方でも発見が相次い

でおりまして、その範囲が広がっていると見受

けられます。

また、委員ご指摘のとおり交通事故によりま

す死亡事故も、今のところまだゼロにはなかな

かならないということで、年間数頭の死亡事故

が発生しております。そういったものを含めま

して、島民の協力も得ながらツシマヤマネコの

存続をしっかりとやっていくことが重要である

というふうに思っております。

【八江委員】展示されているといいますか、動

植物園で飼育されているものがどのくらいある

のか、どこにあるのか、そしてまた対馬には何

頭ぐらいが生息しているのか。今わかっている

範囲内で結構ですけど、何頭ぐらいいるのか、

どこで見られるのかということも含めてお知ら

せいただきたいと思います。

【田中自然環境課長】今現在、飼育をしている

ツシマヤマネコは34頭となっております。これ
は、対馬野生生物保護センターをはじめ、全国

10カ所の動物園の協力を得ながら飼育をして
いる状況です。それぞれの動物園で、飼育して

いるツシマヤマネコの生育状況等を見て、展示

に耐えられる固体であるかどうかを判断して、

それぞれで展示をされているという状況でござ

います。

対馬野生生物保護センターでは、これまで展

示を行っておりましたツシマヤマネコがかなり

高齢化したということで、現在は一時中止をし

ている状況でございます。そういったことで、

ほかの動物園でも状況を見ながら展示を行って

いるというふうに聞いております。

【八江委員】貴重な動物だろうと思いますので、

もちろん国の環境省、もしくは県の自然環境課

からもしっかり管理をいただきながら、一つの

財産ということだろうと思いますので、お願い

をしておきたいと思います。

ツシマヤマネコのことを申し上げましたけど、

それ以外に希少動物というのが長崎県にいるの

か、いないのか、いかがですか。

【田中自然環境課長】 哺乳類につきましては、

ツシマヤマネコを筆頭に、対馬ではツシマテン

が生息していると聞いております。

また、一昨年、映像で確認されましたカワウ

ソも対馬で生息しているということでございま

すので、そういった非常に希少な動植物が県内

各地にあるということですので、その保全をし

っかりと行っていきたいというふうに思ってお

ります。

【八江委員】対馬には対州馬という馬もいます。

それが希少動物になるのかどうか。そんなもの

を含めて、カワウソの問題もありましたし、ほ

かにもいろいろあるんじゃないかなと興味ある

ところでありまして。

それからもう一つは植物の問題です。例えば

ヒトツバタゴは、旧県庁の前にある「ナンジャ

モンジャ」の木です。それとか、玉之浦の「玉

之浦」という椿だとか、諫早のヒゼンマユミと
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か、オガタマノキとか、ツクシシャクナゲなど、

いろいろあると思うんです。そういったものの

種類等が記載されている、県で何か発行してい

るもの、データ等はありますか。

【田中自然環境課長】委員のご質問にございま

した長崎県内の希少な野生動植物につきまして

は、長崎県のレッドリストというリストをつく

っておりまして、現在、1,400種ぐらいを掲載し
ております。

また、レッドリストをもとにつくっておりま

すレッドデータブックというものを発行してお

りまして、県民の皆さんに、こういったものが

どういった種類で、どういった内容のものなの

かということを広くお伝えすることを行ってお

ります。

【八江委員】記載する本にはたくさんのものが

あると思いますけど、その中でも県が守らない

といかんとか、県民が知っておかなきゃならな

いとか、そういったものが抜粋されているもの

があればコピーしていただければ。

本を丸々もらってもいいですけど、高いもの

でしょうから、買うのはどうかと思いまして、

何かそういったものがあればと思ってお尋ねし

た。そんなに多くあるとわからなかったからで

すね。

これは長崎県として大事なことだと思ってで

すね。動物と植物については、お互い理解を示

して、環境を守る意味と希少な動植物を守ると

いう意味で、そういったものも必要ではないか

と思いますので、これは特別ですよというもの

があるのかないのか知らないけど、こういうも

のは絶対、長崎県のものとして登録すべき、国

に登録とか、何とか登録とかあると思いますけ

ど、そういったものの区別はしていないんです

か。

【田中自然環境課長】先ほど申しましたレッド

リストには1,400を超える種を掲載しておりま
すが、その1,400種の中にもそれぞれ、絶滅のお
それの程度でランク付けをしております。一番

危険性が高いところから危険性が低い種に色分

けをしていますので、そのランク付けに合った、

それぞれの保全対策を行っていくということで

考えております。

【里脇分科会長】後で、レッドリストを持って

きて。予算から少し外れよるけんが、レッドリ

ストを見て、レッドリストに基づいたものの調

査をやるのが今回の予算なので、調査モニタリ

ングをやるということだから、レッドリストを

持ってきて見ていただいてください。少し外れ

てきていますので。

【八江委員】別に外れている質問じゃない。レ

ッドリストの記載種のモニタリング調査だろう

と思うから、どういうものがあるのかと確認で

きてないものだから、こういう本がありますよ

と紹介がありましたけど、その中でも長崎県の

大事なものがどうなのかというのはレッドリス

トの中の大事なものだと思いますので、その点

は、二重丸なり花丸でも付けて後で教えてくだ

さい。

そして、大事な役割だと思いますが、だから

といって、あまりにそれを守るために、いろん

な弊害が起きている部分があるんです。ここに

木が1本生えているために道路が拡張できない
とか、いろんなことがありますので、そういっ

たものの処理の仕方があると思います。よろし

くお願いをしておきたいと思います。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

【山本(由)副会長】 1項目だけ、説明資料の3ペ
ージ、先ほど話のありました島原半島における

バイオマスの利用です。
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家畜糞尿を資源とするバイオガス発電につき

ましては、いろんなメリットが出ていると聞い

ておりますけれども、バイオガス発電を行うこ

とによる経済的な効果と環境的な効果、そして、

これを進めるに当たっての課題とその対応策と

いう点で、整理してお答えをいただきたいんで

すが。

【里脇分科会長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３７分 休憩 ―

― 午前１１時３８分 再開 ―

【里脇分科会長】 分科会を再開いたします。

【吉原地域環境課長】委員ご質問の本バイオガ

ス発電事業については、県や発電事業者等によ

るコンソーシアムを立ち上げ、家畜糞尿等を活

用したバイオガス発電事業による資源循環シス

テムの構築に向けた検討を今年度から始めてお

ります。

課題としましては、島原半島におきまして、

硝酸性窒素等による地下水汚染の改善を図ると

いうことで窒素負荷低減を進めているところで

す。

また、家畜糞尿や食品残渣の保存量、家畜農

家へのアンケート調査、消化液の液肥実証試験

等も行っているところですけれども、実際に家

畜糞尿をどうやって集めるのか、また、食品残

渣をどうやって集めるのか、その流れですね、

収集運搬体制も含めまして課題となっておりま

すし、また、発生して出てくる副産物の消化液

の肥料としての活用についても検討していかな

ければならない課題というふうになっておりま

す。

また、この事業が実際に動き出して展開され

た場合の効果につきましては、地下水汚染の改

善につながりますし、畜産農家の家畜糞尿の処

理の負担軽減にもつながると考えているもので

す。

それと、経済的にも、バイオガス発電事業の

施設ができましたら、その施設運用のための雇

用も創出されますし、また、再生可能エネルギ

ーも創出され、地球温暖化の防止にもつながる

というふうに考えております。

【山本(由)副会長】 このシステムを構築される
までのタイムスケジュール、何年までにこれを

して、何年から、この結果を踏まえて他市の方

に普及させていくのかというスケジュールがわ

かりましたら教えてください。

【吉原地域環境課長】今年度、そのスキームを

つくりまして、システムとして事業者の方に提

示したいと考えております。発電事業者がバイ

オガス発電施設を設置しようと考えておられる

のが来年度という話になっておりますので、今

年度中に策定をしたいと考えております。

【山本(由)副会長】 今年度とか来年度とかとい
う話ですけど、最終的にこの年度が目標であっ

て、この年度までにある程度のシステムが構築

されてという中期のスケジュールはないんでし

ょうか。

【里脇分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時４２分 休憩 ―

― 午前１１時４２分 再開 ―

【里脇分科会長】 分科会を再開します。

【宮﨑環境部長】副会長お尋ねのタイムスケジ

ュールでございますが、先ほど言いましたコン

ソーシアム等での協議を来年度に終えたいとい

うふうに考えております。

その内容を踏まえまして、発電事業者の方で

具体的にプラントの設置をやられるということ

で、最終的には平成33年度に施設の設置を検討



平成３１年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月６日）

- 85 -

されていると、今はそういうふうな状況でござ

います。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。（発

言する者あり）

次に、予算議案に対する討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、第12号議案、第
57号議案のうち関係部分及び第67号議案は、原
案のとおり、それぞれ可決することにご異議ご

ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定されました。

では、しばらく休憩いたします。午後は1時
30分から再開いたします。

― 午前１１時４４分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【里脇委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

次に、委員会による審査を行います。

議案を議題といたします。

環境部長より総括説明をお願いいたします。

【宮﨑環境部長】環境生活委員会関係議案説明

資料、環境部の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いしておりますのは、第

35号議案「長崎県環境保健研究センター条例の
一部を改正する条例」、第36号議案「雲仙公園
使用条例の一部を改正する条例」の2件であり
ます。

第35号議案「長崎県環境保健研究センター条
例の一部を改正する条例」につきましては、長

崎県環境保健研究センター関係手数料について、

人件費の見直し及び消費税率の改定等に伴い、

所要の改正をしようとするものであります。

第36号議案「雲仙公園使用条例の一部を改正
する条例」につきましては、雲仙公園内の県有

地の土地使用料及び源泉使用料について、消費

税率の改定に伴い、所要の改正をしようとする

もであります。

以上をもちまして、議案関係の説明を終わり

ます。

次に、議案以外の主な所管事項についてご説

明いたします。

資料の2ページをお開きください。
地球温暖化対策の推進について。

本県では、平成25年4月に策定した「長崎県
地球温暖化対策実行計画」に基づき、県民や事

業者等と一体となって温室効果ガスの排出抑制

対策等に取り組んでおり、九州7県と経済団体
等が、家庭での二酸化炭素排出削減を促進する

ため共同で行っている九州エコライフポイント

の冬季の取組につていては、目標を上回る1,542
世帯の参加申し込みをいただき、12月から2月
までの3カ月間、家庭における節電活動に取り
組んでいただいたところであります。

また、去る12月12日から18日までの1週間、
長崎環境県民会議等の協力により実施した「県

下一斉ノーマイカー・アンド・エコドライブウ

ィーク」においては、昨年度を上回る3万7,997
名の参加があり、約69トンの二酸化炭素の排出
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削減につながりました。

一方、県自らも事業者として二酸化炭素の排

出削減を図るため、県庁エコオフィスプランに

基づき、クールビスやウォームビズの実践をは

じめとする節電活動等を推進しているところで

あり、その結果、平成29年度は、基準年度であ
る平成25年度に比べ19.2％、ＣＯ2換算で1万
3,049トンを削減できたところであります。
今後も、県民、事業者、関係機関等と連携し

て、環境に配慮したライフスタイルや事業活動

を推進し、地球温暖化対策に取り組んでまいり

ます。

このほか、ご報告いたしますのは、長崎県環

境教育等行動計画の策定について、大村湾環境

保全・活性化行動計画等の策定について、ＰＭ

2.5の状況について、大村湾南部流域下水道につ
いて、ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進について、

産業廃棄物最終処分場における住民説明会の開

催について、生物多様性保全の推進について、

島原半島におけるインバウンド対策についてで

あり、内容は記載のとおりであります。

以上をもちまして、環境部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【里脇委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりました。

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【渡辺委員】 第36号議案は雲仙公園内の県有
地の土地の使用料及び源泉使用料についてとい

うことですが、具体的にどういうところなんで

すか。

【田中自然環境課長】雲仙温泉の中に県有地を

所有しておりまして、その中で源泉として使用

しているところが9カ所ございます。そこに対
する土地使用料ということで、現在、2万1,703
円を徴収しておりまして、これを消費税のアッ

プに伴いまして2万2,100円に改定することに
しております。

一方、土地使用料につきましては、消費税の

課税対象となりますのは駐車場として営業活動

を行っているところだけでありまして、一般の

ホテルや旅館の建物敷として貸している部分に

ついては対象となっておりません。対象となる

のは、一般財団法人自然公園財団の駐車場だけ

ということになっております。

【渡辺委員】雲仙の一帯のホテルの土地も県有

地になっているのか、どうなんですか。

【田中自然環境課長】雲仙温泉街の土地につき

ましては、環境省の所管地、林野庁の国有林、

それから県有地、また民有地が一部ございます。

そういった形で土地所有が分かれております。

県有地は、そのうちの一部分ということになっ

ております。

【渡辺委員】県有地の一部分というのは、駐車

場のことか。（発言する者あり）どれくらいか、

教えてください。

【田中自然環境課長】雲仙温泉街で県有地の使

用許可を行っておりますのは、ホテル、旅館を

はじめＮＴＴ、九州電力等の電柱、そういった

ものが主なものとなっております。合わせて25
件が土地使用料を徴収している物件となってお

ります。

【里脇委員長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第35号議案及び第36号議案は、原案のとおり
それぞれ可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおりそれぞれ可

決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料について、説明を求

めます。

【山口次長兼環境政策課長】「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議」に基づき、本委員会に提

出いたしました環境部関係の資料について、ご

説明いたします。

なお、今回の報告対象期間は、昨年11月から
本年1月までに実施したものとなっております。
はじめに、資料1ページをご覧ください。
県が箇所付けを行って実施する個別事業に関

し、市町等に対し内示を行った補助金でありま

す。

間接補助金の実績については、資料1ページ
記載のとおり長崎県浄化槽設置整備事業補助金

の11件であり、直接補助金については、今回該
当はございません。

次に、資料2ページをご覧ください。
1,000万円以上の契約状況についてでありま

すが、2ページに記載のとおり3件となっており
ます。

また、3ページから5ページに入札結果一覧表
及び総合評価落札方式評価表を添付しておりま

す。

次に、資料6ページをご覧ください。
知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

につきましては、島原半島振興対策協議会ほか

からの要望など3件であり、それに対する県の
取り扱いは、資料6ページから8ページに記載の
とおりであります。

次に、資料9ページをご覧ください。
附属機関等会議結果報告については、附属機

関が長崎県環境影響評価審査会など6回開催し
ており、知的諮問機関等が長崎県廃棄物処理施

設専門委員会を1回開催しております。その内
容につきましては、資料10ページ以降に記載の
とおりであります。

説明は以上でございます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

【里脇委員長】次に、環境政策課長より補足説

明の申し出があっておりますので、これを受け

ることといたします。

【山口次長兼環境政策課長】引き続きまして私

の方から、第2次長崎県環境教育等行動計画策
定について、ご説明させていただきます。

第2次長崎県環境教育等行動計画の素案につ
きしては、昨年11月定例県議会の本委員会にお
いてご説明した後、去る12月19日から1月18日
までの1カ月間、パブリックコメントを実施し、
13件の意見をいただきました。
ご提案がありましたご意見等を踏まえ、必要

な修正等を行っており、補足説明資料1－1は、
修正を行った計画の概要とパブリックコメント

対応の概要を、また、補足説明資料1－2はパブ
リックコメントへの対応案を、補足説明資料1
－3は修正を行った計画案全体をお示ししてお
ります。
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それでは、主に補足説明資料1－1に基づきま
してご説明させていただきます。

まず、策定の趣旨といたしましては、現在の

計画が平成30年度末で終期を迎えることなど
を受けまして、ＥＳＤやＳＤＧｓなどの新しい

考え方を踏まえながら次期行動計画を策定する

ものです。

次に、計画の概要ですが、パブリックコメン

ト案と大きな変更はなく、第2次行動計画の基
本的事項の1、行動計画の位置づけといたしま
しては、環境教育等促進法第8条の規定に基づ
き県が策定する行動計画であり、目指す目標と

しては、持続可能な社会づくりのために、一人

ひとりが自ら自主的に環境保全に取り組むこと

としております。

また、計画期間につきましては、ＳＤＧｓが

2030年までの目標であることを踏まえ、2019
年度から2030年度までの12年間といたしてお
ります。なお、県の総合計画や環境基本計画の

見直し年度である2025年度を中間年度として、
検証及び見直しを行うこととしております。

数値目標については、詰替え商品の購入や節

電、節水の取組など身近な環境保全活動に取り

組んでいる人の割合について指標を設定してお

ります。

施策と体系といたしましては、施策1、環境
保全活動、体験活動及び環境教育の推進、施策

2、協働取組の推進、施策3、人材の育成、施策
4、拠点機能と情報発信の充実の4つの施策を設
定し取組を進めることとしており、これらの施

策を推進することによりまして、持続可能な社

会づくりのために一人ひとりが自ら自主的に環

境保全に取り組むことを目指すこととしており

ます。

2ページをお開きください。

施策の展開といたしましては、2ページに記
載のとおりであり、施策ごとの全取組数と、そ

の内訳といたしまして継続取組数、拡充取組数、

新規取組数を記載しております。

なお、11月の本委員会におきましてご説明い
たしましたパブリックコメント案と比べますと、

パブリックコメントのご意見を踏まえ、施策1
の新規取組数が3つの取組から7つの取組に増
え、施策2の新規取組数が2つの取組から3つの
取組に増えております。

次に、進捗管理といたしましては、パブリッ

クコメント案と大きな変更はなく、2ページに
記載のとおり、毎年度、計画目標の達成状況及

び施策の取組状況について結果を取りまとめ、

庁内の会議組織において点検・評価を行うとと

もに、県環境審議会に報告し意見、提案をいた

だくことで進捗管理を行うこととしております。

次に、11月定例県議会以降の取組といたしま
して、パブリックコメントの実施結果について、

概要をご説明いたします。

パブリックコメントは、12月19日から1月18
日まで実施し、13件のご意見をいただいており、
素案に修正を加え反映させたものが6件、素案
に既に盛り込まれているもの等が3件、反映す
ることが困難なものが3件、その他が1件であり、
個別の意見に対する対応案は、補足説明資料1
－2に記載のとおりでございます。

3ページをお開きください。
主な意見と、それに対する対応といたしまし

ては、「グローバルな視点に立って環境問題を

考えることができる学生を育てることは重要」

との意見に対しましては、学校等の役割に記述

を追加、修正するとともに、外国人労働者など

に対する環境教育の観点から、事業者や行政の

役割についても記述を追加しており、併せて該
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当する施策の取組についても追加しております。

ビジターセンターなどの自然体験施設に関す

る意見については、行政の役割の中に記述を追

加するとともに、該当する施策の取組について

加筆修正を行っております。

また、ＩＳＯ14001やエコアクション21等に
関する意見については、認証取得件数増加が目

的であるとの誤解を招くおそれがあることから、

事業者の役割に関する記述を修正するとともに、

該当する施策の取組について修正を行っており

ます。

なお、主な意見と対応の説明記述の末尾にペ

ージ番号を記載しておりますが、これは、提案

がありました意見に基づき加筆修正を行った補

足説明資料1－3のページ番号をお示ししてお
ります。

最後に、今後の予定でございますが、本委員

会の説明及びご意見を伺った後、必要な修正を

行い、環境審議会への審議、答申を経まして、

年度内に本行動計画を策定、公表することとし

ております。

以上で、補足説明を終わらせていただきます。

ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。

【里脇委員長】次に、地域環境課長より補足説

明を求めます。

【吉原地域環境課長】 第4期大村湾環境保全・
活性化行動計画の策定について、ご説明させて

いただきます。

第4期大村湾環境保全・活性化行動計画の素
案につきましては、昨年11月の定例県議会の本
委員会においてご説明した後、去る12月19日か
ら1月18日までの1カ月間、パブリックコメント
を実施し、16件の意見をいただきました。
ご提案がありました意見等を踏まえ必要な修

正を行っており、補足説明資料2－1は修正を行

った計画の概要とパブリックコメント対応の概

要、補足説明資料2－2はパブリックコメントへ
の対応案、補足説明資料2－3は修正した計画案
全体をお示ししております。

それでは、補足説明資料2－1に基づきまして
ご説明します。

まず、1の策定趣旨ですが、この計画は、平
成30年度末で終期を迎えることから、大村湾を
含む海を取り巻く現状の変化やＳＤＧｓなどの

新しい考え方を踏まえながら、第4期大村湾環
境保全・活性化行動計画として改定するもので

す。

次に2、計画の概要ですが、パブリックコメ
ント案との変更はなく、（1）の計画の基本的
事項の計画目標は「みらいにつなぐ“宝の海”

大村湾」、計画期間は2019年（平成31年）度か
ら2025年度までの7年間としております。
計画の指標については、（2）の計画の体系

にあります水質保全にかかわる事業を中心とし

た「森里川海が一体となった里海づくり」と、

主に活性化に関連する「みんなで取り組む賑わ

いのある里海づくり」に設定、また、生活排水

対策や海と触れ合う体験活動の実施など17の
事業についても指標を設定し、取り組むことと

しております。

次のページをご覧ください。

（3）進捗管理につきましては、パブリック
コメント案と変更はなく、庁内組織である大村

湾環境保全・活性化推進本部幹事会において毎

年度、取組状況を把握するほか、外部有識者か

ら成る大村湾環境保全・活性化会議に進捗状況

を報告し、会議の意見を踏まえながら実行して

いくこととしております。

次に、11月定例県議会以降の取組としまして、
パブリックコメントの実施結果について、概要
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を説明します。

昨年12月19日から1月18日にかけてパブリッ
クコメントを実施し、16件のご意見をいただき、
素案に修正を加え反映させたものが5件、素案
に既に盛り込まれているもの等が3件、今後検
討していくものが2件、反映が困難なもの1件、
その他3件で、主な意見は記載のとおり、環境
基準未達成地点への対応を求めるものや、海の

イベントや人材発掘などの取組を求めるもので

した。

補足説明資料2－2は、パブリックコメントへ
の対応案と計画案の該当のページを記載してお

ります。

最後に今後の予定ですが、本委員会のご意見

を伺った後、必要な修正を行い、年度内に策定、

公表をしたいと考えております。

以上で補足説明を終わらせていただきます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

【里脇委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより、

議案外の所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】次に、議案外所管事務一般につ

いて、ご質問はありませんか。

【坂本(浩)委員】 補足説明がありました第2次
長崎県環境教育等行動計画の策定について、今

日、午前中に決定をされました平成31年度の一
般会計予算案の中にある事業との関連について

質問をいたします。

今日午前中に、新年度予算の中で環境政策課

が新年度の事業として地球温暖化対策推進事業

費を約3,100万円計上されて、決定をされました

けれども、この事業の概要の中にノーマイカー、

エコドライブ及びスマートムーブの取組を推進

とあります。

スマートムーブという言葉を私は初めて伺い

まして、その中身がどういう感じかなと思って

いるんですが、補足説明があった第2次行動計
画の中に、そうした言葉なり趣旨が入っている

のかなと思いまして、いろいろ見たんですけれ

ども、そういう文言が見当たりませんでした。

せっかくこういう行動計画が新年度に策定さ

れて、それに関連する地球温暖化対策推進事業

費が決定をされておりますので、スマートムー

ブの中身といいますか、どういうものなのかと

いうことと、行動計画への反映というか、そこ

ら辺がどうなっているのかお尋ねいたします。

【山口次長兼環境政策課長】まず、スマートム

ーブの内容、中身ということですけれども、ス

マートムーブにつきましては、最近、環境省あ

たりで出てきた言葉でございます。

内容的には、従前からやっているノーマイカ

ーとかエコドライブのことも含まれますが、そ

のほかにエコカーを購入して使うとか、公共機

関を使うとか、移動に関する総合的な部分をス

マートに、要はエコに配慮した形でやっていこ

うという行動をスマートムーブと、最近、言葉

が出てきたものでございます。

委員ご指摘のように、この新しい行動計画案

にはスマートムーブという言葉がないというこ

とでございます。まさしくなかったということ

で、来年度から環境県民会議を中心にスマート

ムーブも進めていこうというふうな話になって

おりますので、今、委員からご指摘がありまし

たご意見も踏まえまして、この内容にスマート

ムーブを取組の具体例みたいな形でも、何らか

の形で盛り込んでいければと考えております。
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そういう方向で検討させていただければと思っ

ております。

【坂本(浩)委員】 ありがとうございました。ぜ
ひ、この新しい計画の中に取り入れていただき

たいと思います。

私も昼休みに調べたんです。環境省のホーム

ページで、このスマートムーブというのは、非

常に柔らかな字体で、本当に地球にやさしいよ

うな雰囲気の説明がしてありました。スマート

ムーブの趣旨は、今、課長から言われたとおり

であります。

環境省のホームページの説明に、1人が1キロ
移動する時のＣＯ2の排出量は、移動手段によっ

てさまざまで、マイカーで145グラム、バスで
66グラム、鉄道で20グラム、自転車や徒歩はも
ちろん排出量ゼロということで、環境への負荷

を考慮して一人ひとりができる取組として、そ

れぞれ状況に応じて最適な移動方法を選択しま

しょうというふうな呼びかけがされております。

自転車、徒歩は排出量ゼログラムで、しかも、

長崎県が推進をする健康長寿にもつながるので

はないかなと、非常に健康的にもいいというふ

うなことでありますので、ぜひ、この新しい計

画の中に積極的に盛り込んで、計画を進めてい

ただきたいということを要望として申し上げま

す。

【里脇委員長】 ほかにございませんか。

【川崎委員】長崎県未来につながる環境を守り

育てる条例について、お尋ねいたします。条例

の中における健康増進に係る部分は福祉保健部

ということでございますが、それ以外の部分は

環境部ということですので、お尋ねをいたしま

す。

受動喫煙ややけどの危険性から、お子さんを

持つ親御さんや観光客の方からの指摘があった

のでお伝えいたしますが、愛煙家の人には大変

申し訳ございませんが、これだけマナーが向上

しているとはいえ、歩きたばことかが観光長崎

にもまだまだ見受けられるのは事実であると。

そういった中において、県はどのように強化を

しているのかと、そういったお問い合わせなん

です。

喫煙禁止地区といったものが制定されていま

すが、その制定の内容と、違反に対してはどの

ような措置を講じておられるのか、お尋ねいた

します。

【重野廃棄物対策課長】委員ご質問の件ですけ

れども、平成20年4月に、快適な生活環境の創
造と美しいふるさとづくりを目的とした「長崎

県未来につながる環境を守り育てる条例」を制

定しております。

条例施行当初においては、長崎の教会群とキ

リスト教関連遺産を構成する20市17地区及び
長崎県を代表する文化遺産5地区について、ご
みの散乱防止と喫煙禁止等の重点区域等に指定

して、パトロールの実施等、環境美化等の生活

環境の保全に取り組んでまいりました。

現在は、長崎市以外の26地区を重点地区に指
定しまして、昨年度は1,010回のパトロールを実
施、48件（ポイ捨て1件、喫煙47件）の指導を
行っております。近年、対馬地区において、韓

国人観光客への指導が特に多くなっていると聞

いております。

平成21年4月からは長崎市が、県条例の趣旨
に沿った市の条例を制定しておりまして、大浦

天主堂等の7地区に加え、平成21年10月に、観
光地域以外の浜町商店街等の7地区を追加指定
し、現在、14地区において、ごみの散乱防止等
に取り組んでいるところでございます。

長崎市におきましては、昨年度、426回のパ
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トロールを実施して、696件（ポイ捨て16件、
喫煙680件）の指導を行っております。近年は、
松が枝埠頭地区において外国人観光客への指導

が多い状況にあると聞いております。

パトロールの状況から総体的に見てみると、

条例の存在を知らずに禁止区域で喫煙している

ケースが多く見受けられておりますので、今後、

制度の普及・啓発に力を入れる必要があるもの

と考えております。

【川崎委員】重点地域と長崎市の取組をご紹介

いただきました。

違反者に対しては取締りをし、2,000円の科料
ということが条例の中に書いてありますが、実

際に徴収をした実績についてはいかがでしょう

か。

【重野廃棄物対策課長】 現在まで、2,000円の
科料を徴取したことはございません。

【川崎委員】 ということは、指摘、注意にとど

まっているということですね。

先ほど、周知徹底という課題を述べられまし

た。周知徹底ということは、例えば立て看板を

置いたり、あとは監視員なり人が対応すること

が想定されるんでしょうが、当然のことながら、

そこはコストがかかっていくわけですよね。そ

こに対する予算措置は実際どうなのか。

こういう発想はどうなのかわかりませんが、

違反して科料を徴収されれば、それを対策に充

てることも一つの考え方としてあるんじゃない

かと思いますが、強化をするという意味から、

今後どういうふうな対策を講じていかれるのか、

お尋ねをいたします。

【重野廃棄物対策課長】先ほども説明いたしま

したとおり、条例の存在を知らずに禁止区域で

喫煙するケースが多いということでございます

ので、引き続き、条例制定に関する県民への情

報発信と監視パトロールを継続しながら、条例

の趣旨の徹底を図ってまいりたいと思っており

ます。

特に監視につきましては、監視の時間帯とか

方法等の状況を分析しながら、効果的な運用に

ついて、長崎市も条例を制定しておりますので、

足並みをそろえて研究したいと考えております。

【川崎委員】研究をしていって、観光長崎らし

いまちづくりをぜひ行っていただきたいと思い

ます。

一方で、愛煙家の方がおられるのも事実かと

思います。そういった意味で一定の配慮も必要

かなと思いますので、いわゆる喫煙所について

もしっかりと整備をしていくこと、これが両方

バランスよくなって初めて両立していくのでは

ないかなと思いますが、そういった方向性とし

てはどのようなお考えか。

【重野廃棄物対策課長】この条例では、喫煙禁

止区域の指定につきましては、公共の場所の管

理者が喫煙場所として指定する場所を除くとい

うふうになっておりますので、きちっとした喫

煙場所を設けて、そこの周知も併せて徹底した

いと思っております。

【里脇委員長】 ほかにございませんか。

【渡辺委員】 部長説明資料2ページの地球温暖
化対策の推進の関係についてお尋ねいたします。

先ほど、第2次長崎県環境教育等行動計画の
関係もありましたけれども、長崎県として、

ＣＯ2削減についての啓蒙はずっとしてきてい

ると思っているんですけど、具体的にこういう

事例を聞きました。

五島は、ＥＶ自動車の充電器がたくさんあっ

て、電気自動車のしまにしようということで県

も取り入れたわけでしょう。

五島振興局が、自動車を補てんするのに、電
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気自動車じゃなくて普通のガソリン車を入れて

いるわけよ。五島こそ充電設備があちこちにあ

るのに、なんで県のこういったことが浸透でき

ておらんのかと、非常に残念でならんとです。

五島こそ電気自動車を購入するのが当たり前で

しょうが。それがなっていないというのが、私

は非常に残念でならん。行動計画をいろいろし

ているけれども、申請を出した時に、誰か、や

っぱりこれは電気自動車にすべきじゃないかと

言う人のおらんやったというのが非常に残念で

ならんとですよ。

この辺の事実関係について、私は、聞いた範

囲で本当に残念でたまらんのですけれども、環

境部長、部長会議あたりでもう一遍言うてもろ

うて。

本土だったら、充電設備がなかなかないから、

しようないかもわからんけれども、できるだけ

エコ、ＣＯ2削減に向けてみんなでやっていこう

という気運をつくり上げるためには、十分、部

長会議あたりでもそういう意識をもって取り組

んでもらいたかとです。

この辺について、見解があったら言うてくれ

んですか。

【山口次長兼環境政策課長】私からご説明いた

します。

県における車の調達につきましては、グリー

ン購入法というものがございまして、県におい

ても環境物品調達方針を立てて調達をしている

ところでございます。その中で、渡辺委員がお

っしゃいました電気自動車に限ったものではな

くて、ある一定、環境配慮に適した車の購入を

求めているところでございます。

私どもも、環境物品調達方針の徹底をまた今

後図っていきたいと思いますので、その中で、

車の購入につきましては環境に配慮したものの

購入を、全般的な物品も一緒なんでしょうけれ

ども、求めていきたいというふうに考えており

ます。

【渡辺委員】 私が言いたいのは、五島に、これ

だけ充電設備が整ったしまに、なぜガソリン車

を入れねばいかんのかと、その感覚がさ。今、

課長が言ったのは、全庁的な方針としてわかり

ますよ。しかし、五島のあれだけ充電設備が整

ったところに。ＥＶのしまにしましょうと旗揚

げしてやってきたじゃないですか。その五島で

導入する自動車を、なんでガソリン車を入れん

ばいかんのかというのがわからんわけですよ。

今、課長が言った、全庁的な本土も含めての

方針はわかりますよ。しかし、五島で導入する

のに、なんで電気自動車を導入せんのかという

のがわからんとですたい。そういう意識がなか

とじゃないか、全庁的なものの一員として捉え

ているんじゃないか。

五島は、ガソリン代が高いから、ＥＶのしま

にしていこうという基本方針は出ておったでし

ょうが。今まで取り組み、いっぱいつけている

でしょうが、電気自動車のための充電設備を。

そこを指摘しよるとですたい、私は。そういう

認識になっていないんじゃないのかということ

なんです。

【宮﨑環境部長】まずは、電気自動車の導入に

関する事実関係を調べたいと考えております。

委員おっしゃるとおり、五島地区でのＥＶの

推進というのは、確かに県の施策でございまし

た。ですから、五島に限らず他の地区における

ＥＶの普及等を含めまして、今後のあり方につ

いて関係部局と協議をしてまいりたいというふ

うに考えております。

【渡辺委員】じゃあ、よろしくお願いいたしま

す。改めて部長会議あたりで、その辺のことも
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取組も含めて、行動計画を立てているわけです

から、よろしくお願いしたいと思います。

それと、大村湾南部流域下水道事業について

お尋ねしたいと思います。

部長説明資料の3ページによりますと、総務
省からの要請に基づいて地方公営企業法の適用

に向けた準備を進めていて、2020年4月から実
施する方向なんですね。

そうした時に、流域関連市である諫早市、大

村市の了解は得ているんですか。

【田口水環境対策課長】 平成32年4月からの企
業会計の適用については、両市の了解をいただ

いております。

【渡辺委員】 わかりました。

地方公営企業法になりますと、収入と支出の

関係の独立採算性みたいになってくるわけでし

ょう。現状で、下水道事業に県の資金というか、

税金は幾ら投入しているんですか。

【田口水環境対策課長】県の実質的な資金の投

入はございません。2市の負担金で運営をして
おります。

【渡辺委員】 そうしたら、現状のままで、公営

企業法になっても、一般の人たちには料金の変

更はないと理解しておっていいですか。

【田口水環境対策課長】流域下水道について企

業会計の適用ということを目指しております。

一方で料金自体につきましては、流域下水道

だけではなく、他の公共下水道も併せて決定さ

れております。今回の流域下水道の企業会計が

原因となって料金の見直しがあるというふうに

は聞いておりません。

【渡辺委員】要するに、公営企業法になっても、

市民にとっては影響はないと理解しておってい

いですか。わかりました。

それと、5ページの産業廃棄物最終処分場に

おける住民説明会の開催についてということで、

ここは問題になっている大村の関係でしょう。

もう大分たつ。対策工事終了後、5年経過して
いるわけです。

現状は、環境に影響はないんですか。例えば

水漏れとか、シートをしているんでしょうけど、

住民の皆さんに対する環境の影響はないんです

か、現状で。

【重野廃棄物対策課長】今、委員からご質問が

あった件は、浸透水が出ていたことと硫化水素

のガスが出ていたということで対策工事をして

おります。

硫化水素については、一定もう問題がないと

いう形で、におい等もほぼ消えているという状

況にあります。

ただ、浸透水につきましては、平成30年、今
年になってもまだＣＯＤ平均値が70というこ
とで、基準の40よりもオーバーしている状況に
あります。浸透水につきましては、大雨等が降

った時に流出してくるという形で、その流出し

た部分については、溜桝みたいなもので浸透水

が下流に流れないようとめておりますので、そ

こを汲み出して代執行で処理をしている状況で、

地域の住民に対して何か問題があっているかど

うかというところは、ないということで説明を

しております。

【渡辺委員】 それは、要するに溜桝にためて、

それを処理しているから、一般的には影響はあ

りませんと理解しておっていいですね。わかり

ました。

生物多様性の保全の推進の関係で、セアカゴ

ケグモ、これがよそから貨物に載って入ってく

ると思うんですけれども、この調査をしたこと

はありますか。例えば、柳埠頭のコンテナヤー

ドあたりに海外からの荷物がくるんですけど、
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その辺の調査をしたことはありますか。

【田中自然環境課長】セアカゴケグモにつきま

しては、大村市の自衛隊駐屯地で平成28年に発
見されまして、それ以降、長崎市でも建設資材

に伴って入ってきたケースがございます。また、

昨年10月には、雲仙市小浜町の建設工事現場で
セアカゴケグモが確認されております。

また、港湾についてはヒアリという別の外来

生物がおりまして、外国からの輸入等で可能性

があるところにつきましては調査を行っており

ます。現在、長崎県内にはヒアリの流入は確認

されておりません。この調査につきましては、

国をはじめとして、関係する県とか市町と協力

して実施しているところでございます。

【渡辺委員】私の認識不足だったのかな、海外

からくるのはヒアリだったのかな。セアカゴケ

グモではなかったのかな。ヒアリの方ね。それ

は今から、市町と連携をとって、（「継続して

調査しております」と呼ぶ者あり）調査してい

ると理解しておっていいですか。調査はしてい

ると、調べよるということでね。わかりました。

【山本(由)副委員長】 先ほどの分科会の説明資
料の記載事項なんですけれども、環境部の平成

31年度の施策の展開の中で、新たな施策の柱と
して環境と経済の好循環という考え方が示され

ていまして、脱炭素ビジネスや滞在型観光とい

うことですから、環境とビジネスだったり、環

境と観光であったりということで、従来の環境

保全という意味でいうと、状況によってはバッ

ティング、相反するような内容になってくるん

だろうと。

これは文化財といったものに関しても、保全

だけではなくて、それを経済とか観光に活用し

ようというふうな流れが国においてもなってき

ているんですが、環境部として、これに対して

は守っていかないといけない、一方では経済と

か観光に対して規制の緩和も含めて考えていか

なければいけないということになってくるんだ

ろうと思うんですけれども、そういったものに

対する基本的な環境部としての考え方を、部長

もしくは環境政策課長にお聞きしたい。

【山口次長兼環境政策課長】環境部におきまし

ては、従前は規制行政が中心になっていたとこ

ろでございます。今、山本(由)副委員長がおっ
しゃいましたように、自然分野においては自然

保護という観点あたりが色濃くあったと思いま

す。

ただ、昨今、インバウンド等の話もあります

けれども、そういう自然もしくは環境をいかに

して活用するか、もしくは皆さんに知っていた

だくかということが次の環境保全にもつながっ

ていくのではないかという視点もまた一方では

あろうかと思います。

したがいまして、従前の規制等は継続してい

くわけですけれども、それだけではなくて、低

炭素ビジネスとか滞在型観光という観光面あた

りも着目しながら、今後、環境部として事業を

進めていきたいというふうに思っています。

ただ、環境と経済の好循環を進めることによ

って環境が悪化することはあってはならないと

いうふうには私どもも思っておりますので、そ

れが両立しながら、さらなる好循環を生み出す

ことにつなげていきたいというふうには思って

おります。

【里脇委員長】 ほかにご質問はありませんか。

では、次に、今回、公明党より、食品ロス削

減に向けてのさらなる取り組みを進める意見書

提出の提案があっておりますので、配付してお

ります意見書案をご覧願います。

それでは、川崎委員より、意見書提出につい
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ての趣旨説明等をお願いいたします。

【川崎委員】このたび、食品ロス削減に向けて

のさらなる取り組みを進める意見書提出を提案

させていただいております。お時間をいただき

まして、ありがとうございます。趣旨につきま

して、抜粋してご紹介をさせていただきます。

まだ食べることができる食品が生産、製造、

販売、消費の各段階で廃棄されている、いわゆ

る食品ロスの削減は、我が国において喫緊の課

題であり、国内に発生するその量は年間646万
トンと推計をされております。先ほど、長崎県

環境教育等行動計画策定に当たっては、一部そ

ういった説明もありました。

この食品ロスを削減していくために、国民一

人ひとりが、おのおのの立場において主体的に

この課題に取り組み、社会全体として対応して

いくよう、食べ物を無駄にしない意識の醸成と

その定着を図っていくことが重要であると考え

ております。

まだ食べることができる食品については、廃

棄することなく、貧困、災害等により必要な食

べ物を十分に入手することができない人に提供

するなど、できるだけ食品として活用していく

ことが重要であると考えております。地域にお

きましては、こども食堂あたりにご提供いただ

く企業も出てまいりました。

このようなことから、以下3点を国に対して
要望していきたいと考えております。

1、国、地方公共団体、事業者、消費者など
の多様な主体が連携し、食品ロスの削減を総合

的に推進するため、法律の制定を含めた、より

一層の取り組みを実施すること。

2、商慣習の見直しなどによる食品事業者の
廃棄抑制や消費者への普及啓発、学校等におけ

る食育、環境教育の実施など食品ロス削減に向

けての国民運動をこれまで以上に強化をするこ

と。

3、賞味期限内の未利用食品や備蓄品等を必
要とする人に届けるフードバンクなどの取組を

さらに支援すること、を国に求めたいと考えて

おります。

委員の皆様のご賛同を賜りますよう、よろし

くお願いいたします。

【里脇委員長】ただいま川崎委員から説明があ

りました食品ロス削減に向けてのさらなる取り

組みを進める意見書案について、ご質問、ご意

見はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】 よろしいですか。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時２２分 休憩 ―

― 午後 ２時２２分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

ほかにご質問等もないようですので、意見書

の提出について、採決を行います。

本提案のとおり意見書を提出することにご異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、食品ロス削減に向けてのさらなる取

り組みを進める意見書については、提出するこ

とに決定されました。

なお、文案の作成等については、いかがいた

しましょうか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】それでは、正副委員長にご一任

願います。

それでは、環境部関係の審査結果について整

理したいと思います。
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しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時２３分 休憩 ―

― 午後 ２時２３分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、環境部関係の審査を終了

いたします。

これより、理事者入れ替えのため、しばらく

休憩いたします。

― 午後 ２時２４分 休憩 ―

― 午後 ２時４６分 再開 ―

【里脇委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより、県民生活部関係の審査を行います。

【里脇分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

県民生活部長より、予算議案について説明を

お願いいたします。

【木村県民生活部長】県民生活部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

予算決算委員会環境生活分科会関係議案説明

資料をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「平成31年度長崎県一般会計予算」
のうち関係部分、第57号議案「平成30年度長崎
県一般会計補正予算（第5号）」のうち関係部
分の2件であります。
はじめに、第1号議案「平成31年度長崎県一

般会計予算」のうち県民生活部関係部分につい

て、ご説明をいたします。

歳入予算につきまして、総額6億1,223万
3,000円、歳出予算につきましては総額18億
1,865万2,000円を計上いたしております。

歳出予算の主な内容につきましては、県民協

働の推進について637万6,000円、男女共同参画
の推進について2,326万3,000円、女性の活躍推
進について2,919万6,000円、人権尊重社会づく
りの推進について3,862万3,000円、犯罪のない
安全・安心まちづくりの推進について1,307万
2,000円、交通安全対策の推進について8,354万
5,000円、統計調査について2億7,928万4,000円、
食品衛生の確保について7,505万3,000円、カネ
ミ油被害者対策について1億2,053万7,000円、
動物の愛護と狂犬病予防について6,310万
2,000円、消費者行政の推進について4,426万
9,000円、食品の安全・安心確保について677万
5,000円を計上いたしております。
それぞれの内容につきましては、記載のとお

りでございます。

また、債務負担行為につきましては記載のと

おりでございます。

9ページをお開きください。
第57号議案「平成30年度長崎県一般会計補正
予算（第5号）」のうち県民生活部関係部分に
ついてでありますが、歳入予算総額2,382万
9,000円の減、歳出予算総額4,901万7,000円の
減を計上いたしております。

補正予算の主な内容につきましては、9ペー
ジ以降に記載のとおりでございます。

最後に、平成30年度の予算につきまして、今
議会に補正をお願いいたしておりますが、今後、

国庫支出金や年間の執行額の確定に伴いまして

調整・整理を行う必要が生じてまいりますこと

から、3月末をもって平成30年度の予算の補正
について専決処分により措置をさせていただき

たいと考えておりますので、ご了承を賜ります

ようお願いいたします。

以上をもちまして県民生活部関係の説明を終
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わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【里脇分科会長】次に、提出のあった政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料、政

策的新規事業の計上状況について、説明を求め

ます。

【松尾次長兼県民協働課長】「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議」に基づき、本分科会に提

出いたしました資料についてご説明いたします。

資料の1ページをお開き願います。
こちらは、県民生活部・環境部・土木部にお

ける政策的新規事業の計上状況でございます。

そのうち県民生活部では、地域課題解決の担

い手となるＮＰＯ育成事業費、男性の家事・育

児等参画促進事業費、幸せ家族ライフデザイン

応援事業費、犯罪をなくす意識づくり事業費、

高齢者交通安全チャレンジ総合対策事業費、食

中毒発生防止対策事業費、学校での消費者教育

強化事業費及び食品安全・安心推進事業費の8
件を計上しておりまして、その内容については

記載のとおりでございます。

以上で説明を終わらせていただきます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

【里脇分科会長】 以上で説明が終わりました。

これより、予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【川崎委員】 女性活躍推進について1点。新た
にＩＣＴを活用した相談環境を整えるというこ

とで、それを含む予算2,919万6,000円を計上さ
れていますが、とりわけＩＣＴを活用した新た

な展開については、どういった需要から応えよ

うとされているのか、お尋ねいたします。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】ＩＣＴを

活用した相談環境を整えるということで、巡回

相談を大きく見直そうとするものでございます。

巡回相談の利用者数の低迷が背景にございま

して、限られた日に指定された場所に行くこと

になるため、どうしても利便性がよくないとい

う背景がございます。再就職を希望される女性

の方の利便性の向上を図ることを目的として、

巡回相談を大きく見直し、スカイプを活用した

相談環境を整えるように準備を進めております。

平成31年度の前半は予約制となりますけれ
ども、引き続き巡回相談を実施するとともに、

ＩＣＴを活用した相談についても準備を進め、

年度の後半からの本格実施に向けて、現在、検

討を進めているところでございます。

【川崎委員】 早く取り組めばよかったですね。

より一層、就労支援を頑張っていただいて、雇

用拡大につなげていただきたいと思います。

人権尊重社会づくりの推進についてお尋ねい

たします。毎度性的少数者の方への理解促進と

いうことで質疑をさせていただきまして、啓発

ハンドブックを作成するまで踏み込んでいただ

いたことは感謝を申し上げます。

具体的にどのように推進され、予算はどうい

う内訳になっているのか、お尋ねいたします。

【宮崎人権・同和対策課長】性的少数者に関す

る理解促進事業を来年度も引き続き推進するこ

とといたしまして、啓発ハンドブックの作成と

いうことで、新規に66万3,000円を計上させて
いただいております。

内容につきましては、性の多様性についての

正しい知識、対応といったものについてわかり

やすく解説し、手元に置いてさまざまな場面で

活用できる、県独自の小冊子を作成したいと考

えております。

作成に当たりましては、専門家、関係者等か
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ら成る作成委員会も設けまして、さまざまな視

点を盛り込んだ中での検討を進めて、内容の充

実を図ってまいりたいと考えております。

【川崎委員】前進しました。先ほどは性的少数

者と表現しましたが、性の多様性に対する理解

促進ということに置き換えさせていただきたい

と思います。7~8％といわれる方は、もう決し
て少数者とは言えないんじゃないかと思ってお

りますので、ぜひ具現化を、ここまできました

ので、効果的なハンドブックを作成していただ

いて、理解促進に努めていただきたいと思いま

す。

一方、この全体予算3,862万3,000円の中に、
実態調査については盛り込まれてあるんでしょ

うか。

【宮崎人権・同和対策課長】 3,862万3,000円
の中で、実態調査も執行したいと考えておりま

す。

【川崎委員】どのような形で臨まれるのか、ご

説明をいただきたいと思います。

【宮崎人権・同和対策課長】実態調査の進め方、

内容についてのお尋ねでございます。

実態調査につきましては、まずは県内の当事

者団体が定期的に開催しております交流会に参

加されている方、あるいは理解を示されている

方を対象といたしまして、日常生活の中で困難

と感じておられること、また、地域社会に対し

望んでおられることなどについてアンケートを、

ウエブを使いますが、調査票をつくりましてお

尋ねをして把握をしてまいりたいと考えており

まして、関係団体とも今、十分協議を進めてい

るところでございます。

【坂本(浩)委員】 2つ、お尋ねいたします。
1つは県民協働課です。新規事業の地域課題

解決の担い手となるＮＰＯ育成事業費、2つ目

が男女共同参画の、これも新規事業で家庭と社

会生活の両立促進事業費です。2つとも、いい
内容なんじゃないかなと、ふわっとはわかるん

ですけど、もう少し具体例が欲しいかなという

ことがあったものですから、質問させていただ

きます。

地域課題解決のＮＰＯの育成事業費で、事業

の目的が、当初予算の主な事業の概要版という

横開きの資料にあります。地域住民主体による

コミュニティの維持活性化を促進するため、地

域の課題解決の担い手となり得るＮＰＯ等と地

域運営組織とのマッチングを実施ということで、

前後を見ますと集落の維持の一環というふうな

ことが読み取れるんです。

例えば、小さな拠点づくりを進めている部分

については従来からやっていたはずですけれど

も、それを福祉保健部の生活支援、県民協働課

のＮＰＯ育成、あるいは農林部の中山間地域対

策というふうに部局横断的に実施をするという

ふうなことが書かれてあるんです。

このＮＰＯ育成事業の概要で、ステップ1、
ステップ2、ステップ3とありまして、その中で
地域運営組織だとか、あるいは中間支援組織と

いう言葉が出てくるんですけれども、もうちょ

っと具体例というか、言葉としては説明が書い

てあるんですが、どういう組織なのかなと、イ

メージがいまいちつかめないものですから、代

表例で、例えば南島原市の何とか協議会とか、

そういうものがあるのかどうか、あるいは今か

らそういうものをつくっていくということなの

か、そこら辺を教えください。

【松尾次長兼県民協働課長】委員お尋ねの地域

運営組織でございますが、具体例として平戸市

の事例があるかと思います。

平戸市につきましては、それぞれの地区にあ
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りました自治会などをもう少し広げて、小・中

学校単位で地域運営組織というものを立ち上げ、

その中で自治会、商工会、それから学校のＰＴ

Ａとか、そういう方々が一堂に会して、地域の

課題解決を地域で行おうというような組織です。

従来の自治会とは違い、自分たちの課題はどこ

にあるのかということを自分たちで明確にした

ところで、こういう形で課題解決を図っていこ

うという道筋を立てていくような団体で地域課

題である過疎化や生活維持の対策というものを

図っていこうとするものでございます。

ＮＰＯに関しましては、地域課題解決を図る

ためのメンバーの一員という形で考えておりま

して、例えば、そこの地域の中で買い物弱者が

いるんだけど、送迎を手助けしてくれる団体が

欲しい、ＮＰＯでこういうところがいないだろ

うかというような要請がございましたら、私ど

もでお探しして、こういう団体がいるけど、ど

うだろうかと。ただ、この団体に関してはまだ

ちょっと、人材育成しないことには、単独で回

すにはなかなか難しいということであれば、そ

のＮＰＯを支援していって、ちょっと体力をつ

けようかということで、一緒に地域課題の解決

に向かって頑張っていこう。そういうような団

体をどんどん増やしていくというイメージで考

えております。

【坂本(浩)委員】 何となくイメージがつかめた
ような感じがいたしますけれども、今のは地域

運営組織で、中間支援組織というのはどういう

ものでしょうか。

【松尾次長兼県民協働課長】例えば、こういう

手助けをしてほしいというＮＰＯが見つかって

も、県内のＮＰＯだと、なかなかまだ体力がつ

いていないかもしれません。そういう時に、Ｎ

ＰＯを支援してくれるＮＰＯというものがござ

います。それを中間支援組織というふうに呼ん

でおります。

残念ながら長崎県内では、まだＮＰＯを支援

できるＮＰＯというものの体制がなかなか整っ

ていませんので、最初は福岡の団体から手助け

をしていただきまして、現在、中間支援組織の

担い手となる人材を育成しているところで、県

内でも大体10名から20名程度、ほぼ育ってきて
いる途上にあります。そういう人たちを派遣し

て、地元のＮＰＯを伴走型で支援していくとい

うふうな考えを持っているのが中間支援組織で

ございます。

【坂本(浩)委員】 平戸の事例が地域運営組織で
は出されました。既にあるところ、それから中

間支援組織は今からだというふうなことであり

ますので、ＮＰＯとのマッチングがステップ2
ということです。その前にステップ1というこ
とで住民の意識醸成、これは市町が主催をして、

地域活性化のキックオフ会議等で、この事業を

やっていくと周知をするということです。

そうすると、今の地域運営組織、あるいは中

間支援組織とかＮＰＯとか、既にあるところの

活用、今からまた人材育成してということにな

りますと、最初のステップ1で、この事業を周
知する時には市町が主催して呼びかけるという

ことで、県のＮＰＯ育成事業費が、具体的にど

の部分に使われていくのか。

例えばステップ1でいうと、市町が主催して
ということになりますから、これは当然、例え

ば平戸市が主催をして平戸市の事業ということ

になるんでしょうが、その次のステップ2の時
に、今言われたいろんな組織とのマッチングを

していく中で、額的には200万円。要求額と計
上額が、半分ぐらいですかね、差が随分とある

みたいで、本来はもっと予算化したかったとい
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うところでしょうけれども、予算額約200万円
の事業費は、このステップ2のところで支援を
していくということになるんでしょうか。

【松尾次長兼県民協働課長】委員おっしゃると

おり、ステップ1につきましては、基本的にこ
の事業は市町に手を挙げていただくという方式

で、それを県がバックアップするという形をと

っておりますので、1回目の住民の意識醸成に
関するキックオフ事業につきましては、市町の

方で開催していただくということになっており

ます。

ただ、これにつきましては、人口減少対策の

集落維持・活性化対策ということで、地域づく

り推進課の方で市町に対する補助金がございま

すので、例えば講師の方を呼ばれるとか、そう

いうことに関しては、その補助金を使っていた

だくと。

委員がおっしゃいましたとおり、ＮＰＯとの

マッチング事業のステップ2につきまして、県
民協働課に予算措置されました事業費で事業を

展開していくということを考えております。

【坂本(浩)委員】 わかりました。ありがとうご
ざいます。

そうすると、もちろん県の担当課、部局横断

でやって、各市町と連携をとりながらというこ

とになるんでしょうけれども、具体的に予算が

200万円でありますので、手を挙げたところと
いうことになると、新年度からそういう呼びか

けをやるのか。もう既に今の段階で、平成31年
度については、この200万円はここのこの事業
に使いますというふうなことが確定しているん

でしょうか。

【松尾次長兼県民協働課長】そちらにつきまし

ては、まだ決定しておらず協議中で、3月15日
に部局横断のプロジェクトの会合を開きました

ところで市町の内示という形になるかと思いま

す。

【坂本(浩)委員】 わかりました。ぜひ積極的に
進めていただきたいと思います。

特に、人口減少対策に当たって、平成31年度
の予算が、重点プロジェクトと人口減少対策を

位置づけておりまして、その中の集落維持活性

化という取組でありますので、ぜひお願いいた

します。

次に、家庭と社会生活の両立促進事業費、こ

れも人口減少対策、重点プロジェクトの中の結

婚、出産、子育てということになろうかと思い

ます。この事業の目的は、職場の理解、家事・

育児等の家庭内役割分担を促進すると、男女が

ともに家庭と社会生活を両立できる環境を整え

るということです。

この中で、例えば啓発動画だとか、あるいは

イクボス川柳の実施だとか、子育て情報誌への

啓発記事の掲載だとか、そういうのがあります

けれども、啓発動画をつくったとして、具体的

にどういうふうに広げていく方法、方策を考え

られているのか、そこら辺について教えてくだ

さい。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】第一生命

とタイアップした展開を考えております。保険

の外交員さんが各企業を回った時に、自己診断

ツールを、直接、働く男性のもとに届けていた

だき、自己診断ツールに印刷しているＱＲコー

ドで動画へ誘導するというものです。

また、イクボス川柳も第一生命とタイアップ

して行うものです。作品が発表される時にＱＲ

コードも付けていただき、動画に誘導して、男

性の家事・育児参画につながる意識の醸成を図

ることで進めていくということを考えておりま

す。
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補足ですが、第一生命とは、昨年度に「女性

の活躍推進に関する」協定を結びまして、連携

して事業を進めているところでございます。

【坂本(浩)委員】 第一生命とそういう協定を結
んでと、たしか去年の委員会でも聞いたような

記憶があります。

第一生命の外交員を通じて、各会社に直接入

っていって男性社員にそういうツールを届けて

いくと、それは直接面接してということでしょ

うから、それなりの効果があるんじゃないかと

思いますけれども、それ以外に広げていくこと

はどうなんでしょうか。第一生命だけだと限定

されているんじゃないかなという気が少しする

んですけど。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】第一生命

との協定を中心に進めていきますが、県の方で

もホームページ等を活用して、広く動画の紹介

を行っていくように考えております。

【坂本(浩)委員】 ホームページももちろん、そ
ういう宣伝をする、広げていくツールとしては

必要だと思いますけれども、それだけじゃなく

てですね。もちろん第一生命を通じた直接訪問

というのが、フェース・トゥ・フェースが一番

効果があると思うんですけれども、全ては無理

だと思います。

今のところはホームページだけみたいですの

で、例えば県の出先とか各市町はもちろん、あ

るいは国の出先、労働局といったところも含め

て、何かカードみたいな、人がぱっと見られる、

よくあるじゃないですか、例えば県庁のロビー

にもいろんなチラシとかが置いてありますね、

そういうのをぜひ活用して広げていかないと、

第一生命とホームページだけじゃあ、なかなか

新規事業としてはですね。

しかも重点プロジェクトの中の結婚、出産、

子育ての部分の事業費でありますので、ぜひ、

そういったことも含めて、宣伝ツールをさらに

充実していただくことを要望として申し上げさ

せていただきますので、見解があれば、よろし

くお願いいたします。

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】啓発のや

り方につきましてはさまざまな手法がございま

すので、幅広く県民の方々に届くように、やり

方を考えながら工夫して進めていきたいと思っ

ております。

【里脇委員長】 ほかにございませんか。

【渡辺委員】県民協働の推進についてお尋ねし

ます。

県民協働については、私も非常に重要な取組

だと思います。今、ＮＰＯ法人は何団体ぐらい

あって、実際に何事業ぐらいに協働体制をとれ

ているのか、その辺の実態を示していただけま

せんか。

【松尾次長兼県民協働課長】ＮＰＯ法人として

の数は、ほぼ500です。
それから協働ということでございますが、県

との協働ということで整理をさせていただきま

して、毎年実績などを調査しているところです

が、平成29年度は約90事業ほどです。
もちろん市町で、例えば公園などの指定管理

をＮＰＯに依頼するということもやられている

かと思います。

【渡辺委員】これは、どんどん増えている環境

ですか。

今回、一堂に会して交流をする「つながるフ

ェスタ」が予定されています。各行政と一緒に

なって、きっかけづくりというか、そういうこ

とをすると思っているんですけど、年々、協働

の事業は増えてきているのか。

【松尾次長兼県民協働課長】協働の事業そのも
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のは増えてきていると思っておりますが、法人

の数につきましては、高齢化とか、資金調達の

めどが立たずに事業を廃止されるところもござ

います。

もう一つは、ＮＰＯ法人ではなくて一般社団

法人、いわゆる公的な法人の設立が容易になり

ましたので、むしろそちらの方にいかれる団体

もございまして、そちらも、ちょっとざっとし

た数字で申し訳ありませんけれども、登記自体

は県内で大体500ぐらいあるんだろうというふ
うに把握しております。

【渡辺委員】 そうしたら、一般社団法人の500
団体に対しても、このつながるフェスタで一緒

にやりましょうという形になるわけか。つなが

るフェスタの規模はどういう感じですか。

【松尾次長兼県民協働課長】つながるフェスタ

は、本年度10月にも開催いたしまして呼びかけ
を行っております。その時は、参加者について

は延べ1,000人、ＮＰＯ法人に関しては30団体、
男女参画・女性活躍推進室や人権・同和対策課

とも協働して行いましたので、女性団体も非常

にたくさん出ていただきました。女性団体につ

きましては、任意団体のところもありますし、

起業してソーシャルビジネスを展開している方

もおられます。

私どもは、そういったものを大きく捉えてＮ

ＰＯという呼び方をしておりますので、そうい

う形で広く呼びかけをして、たくさんの方に参

加していただいて協働を進めていきたいと思っ

ております。

【渡辺委員】一部新聞報道で、暴力団がＮＰＯ

団体の名義を借りたりしているという報道もあ

っているので、ＮＰＯ法人のチェックを十分に

して、そういうことがないようにしていただき

たいと思っています。

次に、部長説明資料の4ページ、犯罪のない
安全・安心まちづくりの推進で確認したいんで

すが、犯罪被害者の支援計画について、条例を

制定するという新聞報道があったようですけど、

これはいつ制定する予定にしているんですか。

【宮﨑交通・地域安全課長】条例の制定につき

ましては、今回、この委員会におきまして条例

の素案をご説明いたしまして、その後、パブリ

ックコメントをさせていただきたいと思ってお

ります。

その後、速やかに制定に向けて取り組んでま

いりたいと考えております。

【渡辺委員】だから、いつごろをめどにするん

ですかとお尋ねしているんですけど、わかりま

せんか。

【宮﨑交通・地域安全課長】できれば新年度内

を目指しております。

【渡辺委員】 わかりました。

次に、5ページの統計調査の関係について、
今、国会でも大分問題になっております統計の

関係ですよ。やっぱり信ぴょう性というのが一

番大事だと思うので、県は大丈夫だと、課長が

自信をもって言いよったもんですけん。

ただ、今度、基礎統計調査の18調査を行いま
すね。今、国会で出ている毎月勤労統計もこの

18の中に入っているのか、そこを確認させてい
ただけませんか。

【笠山統計課長】委員ご指摘の毎月勤労統計調

査は、この18統計調査の中の一つに入っていま
す。

【渡辺委員】 対象企業数、対象者数は、長崎県

内でどれぐらいになるんですか。

【笠山統計課長】毎月勤労統計調査についての

本県内の対象事業所数は、12月現在で550事業
所となっています。
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【渡辺委員】 具体的に、550事業所に対して訪
問調査、それともアンケート調査、どういう調

査をしているのか。

【笠山統計課長】 550事業所は、調査の方法が
大きく2つに分かれております。1種、2種とい
う言い方をしているんですが、従業員規模に応

じて、30人以上のところと、5人以上29人未満
でございます。

30人以上のところにつきましては、基本的に
は郵送、またはオンライン調査でございます。

29人未満については、調査員調査でございます。
【渡辺委員】最近、耳が遠くなったものやけん、

もう少しゆっくり大きな声でしゃべってくれん

ですか。30人以上はどういう調査をして、29人
未満はどういう調査をしているのか、もう一遍

教えてください。

【里脇分科会長】 言葉の整理で、30人以上は
30人は入るんですけど、29人未満と言ったら29
人が抜けるんですけど、それでよかとですか。

【笠山統計課長】声が小さくて、大変失礼いた

しました。

従業員30人以上の事業所が第1種調査と申し
まして、基本は郵送、またはオンライン、イン

ターネットによる回答をいただくという調査を

しております。

それから30人未満、29人以下で5人以上の事
業所は第2種調査といっておりまして、こちら
については調査員調査です。それから若干、率

は低いんですけれども、オンライン調査も実施

しております。

【渡辺委員】 そうしたら、長崎県は550事業所
に対して毎月こういった調査をして、正確な数

値を出しておりますと、そういうことで理解し

ておっていいですね。

【笠山統計課長】 委員ご指摘のとおりです。

先般、厚生労働省の特別監察委員会の追加報

告書が出ました。こちらを見ましても、東京都

の問題でございます。一部、大都市の都府県が

入っておりますけれども、長崎県についての言

及は一切ございません。東京都と同様の問題は、

本県ではございません。

【渡辺委員】 自信をもって課長が言うたけん、

間違いないと思いますので、信頼される統計を

よろしくお願いいたします。

それと、7ページの消費者行政の推進の関係
ですが、消費者生活相談体制の整備について、

今、県内に何カ所で、今後広げていく計画はあ

るのかどうか、そこら辺を教えてください。

【松尾食品安全・消費生活課長】体制の整備に

つきましては、県内に13市ございますが、これ
は全て消費生活センターを設置しております。

そして、そのほかの8つの町につきましては、
全て相談窓口を設置しております。窓口に相談

員を置いて、住民からの相談に応じているとい

うような状況でございます。

【渡辺委員】そうしたら、21市町にあるから、
今後、広げる計画はもうないんですね。そこら

辺はどうなんですか。

【松尾食品安全・消費生活課長】体制としまし

ては、先ほど申しましたように21市町に全て相
談できる窓口が設置されているということです

ので、それを維持しながらですが、時津町は、

窓口はあるんですけど、専任の相談員が配置さ

れておらず正規職員が対応しているということ

でございますので、そちらには引き続き、相談

員の設置について働きかけをしていこうと思っ

ております。

【渡辺委員】 わかりました。ぜひ、充実をよろ

しくお願いします。

それと、7ページの一番下にあります債務負
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担行為の関係で、性暴力被害者支援業務委託で

863万3,000円の債務負担行為が出ているんで
すけど、性暴力被害者支援業務委託の相手先は

どこですか。

【宮﨑交通・地域安全課長】ご質問につきまし

ては、長崎犯罪被害者支援センターになります。

【渡辺委員】犯罪被害者支援センターというの

は、もう既にあるわけね。

次の8ページ、5番目はガスクロマトグラフ質
量分析となっているんですけど、この中身につ

いて、どういうものかわかりますか。

【加藤生活衛生課長】ガスクロマトグラフ質量

分析装置というのは、食品中の残留農薬の検査

をする特殊な機械でございます。

【渡辺委員】食品の中に残っている農薬の残留

検査ができる機械装置ということか。

【加藤生活衛生課長】そのとおりでございます。

食品中に残った農薬の残留検査をいたします。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分及び第57号議案の
うち関係部分は、原案のとおり、それぞれ可決

することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおりそれぞれ

可決すべきものと決定されました。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時２７分 休憩 ―

― 午後 ３時２８分 再開 ―

【里脇委員長】 再開いたします。

次に、委員会による審査を行います。

県民生活部は委員会付託議案がないことから、

所管事項についての説明及び提出資料に関する

説明を受けた後、所管事項についての質問を行

います。

まず、県民生活部長より所管事項説明をお願

いいたします。

【木村県民生活部長】環境生活委員会関係議案

説明資料をお開きください。

今回、県民生活部関係の議案はございません

ので、議案以外の主な所管事項についてご説明

をいたします。

1ページをお開きください。
安全・安心日本一の県づくりについて、県民

協働の推進について、男女共同参画・女性の活

躍の推進について、人権尊重の社会づくりの推

進について、交通安全対策の推進について、犯

罪のない安全・安心まちづくりの推進につきま

しては、それぞれ記載のとおりでございます。

犯罪被害者等支援につきましては、犯罪被害

者等支援に関係する有識者で構成されました長

崎県犯罪被害者等支援懇話会において、本県の

犯罪被害者等支援のさらなる充実に向けた施策、

取組等を推進していくためには犯罪被害者等支

援条例を制定する必要があるとの中間意見が取

りまとめられ、その後、同懇話会におきまして、

昨年12月と本年1月の2回にわたり、条例に盛り
込む内容について議論が行われました。

懇話会での議論を踏まえ、県といたしまして
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は、長崎県犯罪被害者等支援条例（仮称）の制

定に向け、条例素案を作成いたしました。

今後、条例案について、県民の皆様をはじめ

広くご意見を反映させるためパブリックコメン

トを実施し、最終的な条例案を取りまとめるこ

とといたしております。

統計利活用の推進について、長崎県動物愛護

管理推進計画について、食育の推進について、

消費者教育の推進につきましては、それぞれ記

載のとおりでございます。

次に、環境生活委員会関係議案説明資料追加

1をお開きください。
追加でご報告いたしております人権尊重の社

会づくりの推進につきましては、記載のとおり

でございます。

以上をもちまして、県民生活部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【里脇委員長】次に、県民協働課長より補足説

明を求めます。

【松尾次長兼県民協働課長】安全・安心日本一

の県づくりにつきまして、補足説明をさせてい

ただきます。

お手元にございます補足説明資料の1ページ、
安全・安心日本一の県づくりについての資料を

ご覧願います。

まず、資料左上、安全・安心日本一の県づく

りに取り組む目的であります。

我が国においては、近年、大規模な地震、集

中豪雨など自然災害が頻発しております。また、

高齢者や子どもなど社会的弱者と呼ばれる方々

が巻き込まれる事故、犯罪なども依然として多

く発生している状況でございます。

そのような中で、県民の皆様が将来にわたっ

て住みなれた地域で心穏やかに暮らし続けてい

くために、安全・安心に関する施策を一体的に

進め、地域において発生するさまざまなリスク

や不安要因といったものを取り除いて、安心し

て生活できるふるさとづくり、長崎で暮らして

よかったと実感していただけるような安全・安

心日本一の県づくりの実現に向け取り組んでい

くこととしております。

次に、資料右上に記載しております取組の期

間でございます。

長崎県総合計画チャレンジ2020及び関連す
る個別計画において、それぞれの目標達成に向

けて継続的に努力しつつ、併せて新たな施策に

も取り組みながら、次期総合計画へつなげてい

くこととしております。

そのすぐ下にはテーマの考え方を記載させて

いただいております。

社会を取り巻く安全・安心に係る政策分野は

多岐にわたっております。これらの中で、例え

ば社会保障制度の充実やテロ対策といった国が

直接取り組むべき分野を除いたところで、改め

まして、長崎県総合計画チャレンジ2020に掲げ
る戦略の中から、県民の命や暮らしの基盤を守

るための安全・安心に係る施策を選択し、また、

各部局とも協議を重ね、今回は資料中段に掲げ

ますとおり、主にソフト事業をテーマにし、防

災、防犯、交通安全、健康、高齢者の生活、食

品の安全といった6分野で取り組むこととした
ところでございます。

資料中段には、それぞれの分野のテーマごと

に、目指す姿、具体的な目標、新規拡充で取り

組む事業をご紹介させていただいております。

資料下段は、説明内容をフロー図でお示しし

たものでございます。

今後、各部局と連携しながら、市町や地域の



平成３１年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月６日）

- 107 -

方々と一体となって横断的に取り組みまして、

それぞれの分野の課題解決を図ることによって、

県民の皆様が長崎で暮らしてよかったと実感し

ていただけるような安全・安心日本一の県づく

りを目指して、各種施策に取り組んでまいりま

す。

以上で補足説明を終わります。

【里脇委員長】次に、生活衛生課長より補足説

明を求めます。

【加藤生活衛生課長】長崎県動物愛護管理推進

計画の推進目標見直し案につきまして、ご説明

いたします。

補足説明資料の2ページをご覧ください。
この計画は、動物の愛護及び管理に関する法

律に基づき、環境大臣が定める基本的な指針に

即して、本県施策の基本的な方向や推進目標、

施策を推進するための取組内容や関係団体等の

役割を盛り込んでおり、現計画では平成26年度
から平成35年度までの10年間を計画期間とし
ております。

今回見直しを行うのは、資料左上の四角囲み

の部分に記載しております推進目標の犬及び猫

の引取り頭数についてでございます。

計画策定前の平成18年度実績をベースに、平
成36年3月31日までに75％減、頭数で申します
と平成18年度実績1万2,512頭を平成35年度末
までに3,128頭までに減少させることを目指し
ておりましたが、真ん中の四角囲みの部分に記

載しておりますとおり、今年度中には現行目標

を達成し、80％減で2,396頭となる見込みであ
ります。したがいまして、右上の四角囲みのと

おり、平成35年度までに90％減の1,220頭を目
指すよう、目標の上方修正を行おうとするもの

でございます。

資料中段、右側の円グラフをご覧ください。

平成29年度の引取り頭数の状況をグラフに示
しております。

県内の引取り動物のうち、子猫が2,514頭、子
犬が395頭で、引取り頭数全体の85％が猫、特
に野良猫の引取り頭数が多く、その9割は子猫
という実態がございます。

さらに円グラフの緑色で示していますように、

子猫のうち71％、子犬のうち40％は幼若、疾病、
攻撃的な性格などにより譲渡が見込めないもの

でございます。

このような引取り動物を減少させるために、

これまでも、野良猫を減らし生活環境の悪化を

防止するため、地域猫活動の取り組みを行って

おりますが、まだその効果につきましてははっ

きりとあらわれておりません。また、譲渡の見

込めない動物はやむを得ず殺処分を行っている

現状もございます。

資料中段、取組の方向性をご覧ください。

今後、さらにこのような不幸な犬や猫を減ら

すために、2つの方向から取組を強化してまい
ります。

1つ目が、引き取られる動物を減らすために、
野良猫による生活環境被害が問題となっている

市町と協働し、地域猫活動の普及強化や不妊・

去勢手術の取組と、飼い主の適正飼養の啓発を

行ってまいります。

2つ目に、譲渡される動物を増やすために、
ボランティアに譲渡に適した時期まで飼養して

いただくなど、ボランティアとの協働により譲

渡を増やすとともに、これまで以上に「ながさ

き犬猫ネット」の周知に努め、新しい飼い主に

つなげていきたいと考えております。

これらの取組により犬及び猫の引取り頭数を

さらに減少させ、平成35年度末までに平成18年
度実績の90％減としたいと考えております。
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なお、国におきましては、動物の愛護及び管

理に関する法律の改正や関係指針の見直しに向

けた検討が行われておりますので、法改正等が

なされた際には、本計画も見直すこととしてお

ります。

以上でございます。

【里脇委員長】 次に、交通・地域安全課長より

補足説明を求めます。

【宮﨑交通・地域安全課長】長崎県犯罪被害者

等支援条例の素案について、ご説明をいたしま

す。資料につきましては、素案の概要と詳しい

内容を記載した素案の2種類がございますが、
素案の概要をご覧ください。

素案の構成につきましては、総則及び基本的

施策の2章、22項目で構成しており、この中か
ら主な項目についてご説明をいたします。

昨年3月に議会から意見書が提出されました
が、これを踏まえまして、アンダーラインを引

いた2番の「⑤二次被害」と14番の「経済的負
担の軽減」を設けております。

まず、二次被害についてです。

これは、周囲の偏見や無理解による心無い言

動、インターネットによる誹謗中傷等によって

犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛や名誉の毀

損等が二次被害であることを定義しております。

また、県民や事業者の責務において、二次被

害が生ずることのないように十分配慮すること

を努力義務とし、県は、基本的施策において、

二次被害の防止について理解を深めるための広

報、教育、研修等を実施することとしておりま

す。

次に、経済的負担の軽減についてです。

犯罪被害者等に対する制度としては、警察及

び県における医療費等の公費負担支出制度や国

の犯罪被害給付制度、民間支援団体の被害者緊

急支援金等があり、そのほか生活福祉資金貸付

制度や生活保護等の生活困窮に対する制度がご

ざいます。

県では、経済的負担の軽減のため、これら既

存の制度に関する漏れのない情報の提供及び迅

速な手続に努めてまいります。

次に、本県の特色となる項目については、7
番の市町の責務等と9番の総合的支援体制の整
備、20番の学校における教育と支援になります。
まず、市町の責務等についてです。

県では、これまで市町との協議会を開催し、

県と市町が一体となった支援の充実の重要性を

相互で認識しており、より一層の連携を図るた

めに、市町の責務を設けております。

①は、市町が地域の実情に応じて支援に関す

る施策を策定し実施すること、及び県が実施す

る施策に協力することを努力義務としておりま

す。

②は、市町が行う支援施策に対し、県が必要

な情報提供や助言等の協力を行うこととしてお

ります。

次に、総合的支援体制の整備についてです。

①は、二次被害の防止のためにも窓口の一本

化が重要でありますので、県における総合的対

応窓口と庁内連携の体制について規定しており

ます。

②は、国、市町、民間支援団体との相互連携

した支援体制の整備に関して規定しております。

③は、犯罪等により死傷者が多数に上る重大

な事案が発生した場合に、関係機関と連携して

支援体制を構築し、必要な支援を実施するもの

であります。

最後に、学校における教育と支援についてで

す。

①は、犯罪被害者等が置かれている現状、二
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次被害の防止の重要性等について子どものころ

から理解を深める教育が行われるよう、県から

学校に講師等の派遣を行うものであります。

②は、犯罪被害者等が児童・生徒の場合には、

その状況に応じた十分な配慮を行うよう努める

ものであります。

以上で、条例素案の補足説明を終わります。

【里脇委員長】次に、提出のあった政策等決定

過程の透明性等の確保などに関する資料につい

て、説明を求めます。

【松尾次長兼県民協働課長】「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議」に基づき、本委員会に提

出いたしました県民生活部関係の資料について

ご説明いたします。

1ページ目をご覧願います。
附属機関等会議結果についての昨年11月か

ら本年1月の実績は、長崎県製菓衛生師試験委
員会の1件となっており、その内容については
資料2ページに記載のとおりであります。
以上で説明を終わらせていただきます。

【里脇委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより、議案外の所管事務一般に対する質問

を行うことといたします。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】次に、議案外所管事務一般につ

いて、ご質問はありませんか。

【川崎委員】長崎県犯罪被害者等支援条例の制

定についてでございます。意見書にお応えをい

ただきまして、本条例の案を策定いただいたこ

とに感謝を申し上げます。

そこで、具体的な効果がどうなのかというこ

とについて、周囲にそう多くいらっしゃるわけ

じゃないので、なかなか実はぴんとこないとこ

ろがあるんです。どのような問題が具体的にあ

って、この条例によってこういうことで解決が

できるんですよと、寄り添う支援ができるんで

すよということを、少しわかりやすく説明いた

だきたいと思います。

【宮﨑交通・地域安全課長】被害者に対する効

果について、2点ご説明をさせていただきます。
まず1つ目ですが、被害者にとって二次被害

が課題でございます。詳しい内容を記載した素

案の2番の定義の（5）二次被害をご覧ください。
ここに挙げている内容は実際に被害者等が体験

したことでありまして、例えば、近隣者や行政

職員からの心無い言動によって精神的苦痛を受

け、体調不良となって、買い物に行けなくなっ

たり、子どもの運動会にも行けなくなったとい

うような事例もございます。

被害者に対する二次被害がどういうものであ

るかを明確にするとともに、県民に対する周知

や行政職員に対する研修等を繰り返すことによ

って、被害者の置かれている現状の理解や二次

被害に対する配慮が大きく変わってくるものと

考えております。

また、被害者にとって雇用の安定も課題でご

ざいます。実際に犯罪被害者等が体験した事例

といたしまして、被害者の家族が、会社の上司

から事件に関する心無い言動を繰り返され、精

神的な苦痛や上司に対する不信感から仕事を辞

めてしまったこともあっております。

素案の6番に事業者の責務を設けております
が、これは犯罪被害者等基本法にはない規定で

ございまして、事業主及び事業所において、犯

罪被害者等である従業員に対する二次被害への

配慮、通院や刑事手続等における休暇取得への

配慮、人に接する仕事から事務処理勤務への配
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置換えなど、雇用関係の改善などが期待できる

ものと考えております。

【川崎委員】 ご説明ありがとうございました。

実例に基づいて、条例制定で支援と理解をいた

しました。前回、請願もあっての取組と承知し

ております。

経済的負担の軽減ということについて説明も

いただいたところでありまして、さまざまな支

援の政策はありますけれども、その支給が、要

するにタイムラグが大きくて、その間、非常に

大変な生活状況に陥ると。

これについて、情報の提供、助言といったこ

とであっても、やはりつないでいかなきゃいけ

ない部分が多分にあろうかと思うんです。例え

ば、そういったところを一時的に支援していく

県の事業は考えておられないものか、お尋ねい

たします。

【宮﨑交通・地域安全課長】資料を配付したい

と思いますので、休憩をお願いいたします。

【里脇委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ３時４８分 休憩 ―

― 午後 ３時４９分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開します。

【宮﨑交通・地域安全課長】 今、お手元に経済

的負担の軽減という資料を配らせていただきま

した。

その中を見ていただければわかりますとおり、

犯罪被害者等に対する経済的負担の軽減につき

ましては、主な制度としまして国の犯罪被害者

給付制度のほか、県警や県が行う被害直後の医

療費、カウンセリング等の公費負担制度、犯罪

被害者支援ネットワークが行う緊急支援金制度、

県や市町が行う公営住宅への優先入居制度など

がございまして、そのほかにも、生活困窮に対

する主な制度としまして生活保護、生活福祉資

金貸付制度などがございます。

このほか、暴力団の不当な行為により被害を

受けた場合には、長崎県暴力追放推進センター

から、治療費に応じた見舞金と入院費用の貸付

等がございますので、県といたしましては、こ

れらの既存の制度に関する漏れのない提供と迅

速な手続に努めてまいりたいというふうに考え

ております。

【川崎委員】ありがとうございました。真摯に

ご相談にのっていただくようお願いをしたいと

思います。

今、時を同じくして各市町でも、この条例制

定の議論があっていて、先般、長崎市も検討し

ていくということが議会の中であって、拝見を

いたしました。

こういった中において、先ほど、市町の責務

にも触れられていましたが、市町で制定されよ

うとしている条例と今回県が制定されようとす

る条例は、こういった責務については当然のこ

とながら協議の上、連携をし進めていこうとさ

れていると思いますが、いま一度確認で、いわ

ゆる整合性もとれているのか、お尋ねをいたし

ます。

【宮﨑交通・地域安全課長】 今回、条例素案の

説明をこの委員会でさせていただいた後、パブ

リックコメントを実施いたします。

その後、私が各市町をそれぞれ個別に訪問さ

せていただきまして、条例素案の説明も含めま

して実施していきたいと考えております。

【川崎委員】 ありがとうございました。

最後に動物愛護についてお尋ねいたします。

先ほど生活衛生課長から、長崎県動物愛護管

理推進計画の推進目標の見直し案についてご説

明がありました。資料も頂戴しておりまして、
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本当に努力が実って成果が出ているというふう

に評価をいたしますが、一方、殺処分ゼロとい

うことについては、まだまだ努力をしないとい

けないのかなというふうに思っているところで

す。

殺処分ゼロに向けて、最大の課題はどうなの

か、それにどう向き合っていこうとされている

のか、そこだけお尋ねをいたします。

【加藤生活衛生課長】今、質問のございました

最大の課題ということでございますが、生活衛

生課で考えております最大の課題は、やはり無

責任な餌やりさんによる野良猫に対する餌やり

がどうしてもやまない。そうしたことにより生

まれてくる子猫が多いことが一番の問題点だと

考えております。

このような野良猫から生まれてくる子猫につ

きましては、現実には周囲に住まわれている方

が生活環境被害の悪化を理由に引き取りを保健

所に求めてきます。これらの子猫は、ほとんど

が生まれたばかりで、その後の譲渡が難しい状

況にあります。それが殺処分ゼロに向けての課

題だというふうに考えております。

そのため、今後も地域猫活動を推進するため

に、各市町にも働きかけまして、野良猫が多い

ところに重点的に地域猫活動などを推進してい

くよう進めていきたいと考えております。

【川崎委員】 ありがとうございました。ぜひ、

意識の醸成に向けて努力をお願いしたいと思い

ます。

最後に、要望にかえさせていただいて終わり

にしますが、安全・安心日本一の県づくりにつ

いて、先ほどご説明をいただきました。防災、

防犯等と6項目について、それぞれ目指すべき
姿云々ということでご説明をいただいたところ

で、自然災害、防犯も含めてリスクや不安を取

り除く取組ということでありました。

今、地域の方からご要望がある中で多いのが

イノシシの話でありましてですね。農作物の被

害では農林部が対策を講じておられるんですが、

そこからちょっと違う話になってきまして、要

するに生活を脅かす、斜面をほじくり返して岩

が落ちてくる、こういったことですね。

雨が降って土砂が崩れるのもそうですけど、

イノシシが掘って岩が落ちてくることも自然災

害の一つじゃないかなと思ったりもしまして、

県民のリスク、不安を取り除くという意味では、

こういったことも中に入れて、今後の新たな総

合計画を立てる時にでもご検討いただきたいと

いうふうに思うんです。

県民の生活の安心・安全を獲得していく、守

っていただく部署として、ぜひご検討いただき

たいと思うんですが、最後に部長にコメントを

よろしくお願いします。

【木村県民生活部長】委員ご指摘のとおり、県

民の生活を脅かすファクターとしては、本当に

多様なものがございます。

まさにイノシシの被害というのはその一つで

ありまして、昔は農作物に対する被害というこ

とで、有害鳥獣駆除あたりの施策をしっかりや

っていた。それでは足りなくなって、野生生物

と人間の住む場所を仕切ると申しますか、ワイ

ヤーメッシュとか、いろんな施策の方に対策の

軸足が少し移ってきたのかなと思っています。

ただ、委員ご指摘のような野生動物による人

間に対する被害というのも全国的にはニュース

になってきている事態もありますので、現在、

イノシシ対策を所管いたしておりますのは農林

部でございますけれども、関係部局と一体とな

って、対応について検討してまいりたいと考え

ております。
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【八江委員】今の関連になりますけど、「安全・

安心日本一の県づくりについて」と立派なタイ

トルで感心もいたしておりますが、県民の皆様

が長崎県に暮らしてよかったと実感できる安

全・安心日本一の県づくりということでありま

す。先ほど説明の中には、犯罪や交通事故のな

い安全・安心なまちづくりに取り組んできたた

めに、全国トップクラスの良好な治安水準を保

ってきたということで、我々も、非常に県警も

頑張っていただいているから、特に犯罪の検挙

率などもいいのかなと思っております。

ただ、日本一を目指すというタイトルが、ど

のような形で日本一を目指すのかと、ただ名前

だけで日本一ということになれば絵に描いた餅

に終わってしまうんじゃないかと思います。こ

の6項目の中で確かにいろいろ書いてあります
から、立派なことだとは思います。

私が12月に健康長寿日本一の長崎県づくり
の推進についてということで質問をさせていた

だいた折に、健康長寿日本一を目指すというの

はどういうことなのかとお尋ねした。運動せよ

とか、食事制限とかなんとかあったりします。

じゃあ、今現在、日本一を目指す長崎県は何位

ぐらいですかとお尋ねしたら、長崎県の男性は

30位、女性は29位と発表をいただきました。
それでは、日本一を目指す皆さん方は、現在、

何位のところにあって、日本一を標榜しながら

していくのか、そのことをお尋ねしたいと思い

ます。いかがですか。

【松尾次長兼県民協働課長】委員がおっしゃい

ますように、心構えだけでは、その事業の成果

は見えないというのはもちろんのことでござい

ます。総合計画チャレンジ2020にも平成何年ま
でには何パーセント達成とか、何位になるとい

うような個別の目標を掲げているところでござ

いますので、6分野につきましてもそれぞれの
指標を策定いたしまして、そのトータルの成績

で日本一の順位を目指していくという形をとり

たいと考えております。

ちなみに、現在までのところ15位ということ
でございます。それを、個別の施策を打つこと

によって上位に上げていき、日本一を目指した

いと考えております。

【八江委員】 それは立派なことだと思います、

15位ですからね。健康長寿日本一は30位ぐらい
からトップクラスを目指す。トップになれとい

う意味ではないかもしれないけど、トップクラ

スを目指すという非常に大きな目標でありまし

て、誰でも日本一を目指すことは大事なことだ

と思います。

ところで、長崎県総合計画チャレンジ2020と
いうことになりますと、2020年というのはもう
来年ではないかと思います。この中に書いてあ

る取組期間は、チャレンジ2020の目標を達成で
きるよう推進し、次期総合計画につなげていく

と。つなげていくということですから、あと1
年で15位を10位とかなんとかということはな
いかと思いますけど、しかし、何かの目標がな

ければならないと思います。健康長寿日本一の

答弁は、平成35年にはトップクラスに導くんだ
という期限を切っての答弁でした。

皆さん方は、どのくらいを目指してやられる

のか、その点はいかがですか。

【松尾次長兼県民協働課長】委員がおっしゃる

のは、チャレンジ2020がもうあと2年だという
ことで、2年間一生懸命に取り組んでいって、
果たしてどの程度になるのかというお尋ねかと

思います。

もちろん個別にそれぞれ指標を設けておりま

すので、その達成年度が必ずしも平成32年にな
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っていないものもございますが、それぞれの項

目で達成をしましたら、平成34年ぐらいには上
位5位ぐらいまでにはなれるのかなと思ってお
ります。

もちろん、他の都道府県も頑張りますので、

長崎県だけを置き換えたところの数字というこ

とでご理解いただきたいと思います。

【八江委員】もちろんそうだと思います。健康

長寿も、毎年毎年平均年齢は延びておりますの

で、そういったことを考えれば、長崎県の人だ

けが健康を維持できるということではないと思

います。しかし、目標を達成するためには、必

要以上のことを想定しながら6項目の中のこと
をやっていかなければならないんじゃないかと。

こういうことでいけば全国平均の順位は保たれ

るけど、それを一つ越えれば1位、2位上がって
いくと、階段を上がっていくだけが目標ではな

いと私も思っておりますけど、活動していただ

く目標がなければできないと。

例えば農業の関係でいえば園芸1,000億円と
いうのがあります。あるいは花100億円とかあ
ります。それも目標があってこそできるわけで

すから、日本一を目指す目標はあって当然だと

思いますが、ただ、絵に描いた餅にはならない

ように、しっかりやってほしいという気持ちで

今、質問をさせていただいております。

いいことですから、県民が喜んでいただく、

協働して参加できるための大きな目標ですので、

しっかりやってほしいとエールを送るつもりで

質問させていただきました。ひとつしっかりや

っていただきたいと思います。掲げた以上は県

民生活部長も、担当の次長が今言われたことと

同じだと思いますけど、心構えを改めて確認を

し、私の質問を終わりたいと思います。いかが

ですか。

【木村県民生活部長】 委員おっしゃるとおり、

現在、県がしっかり取り組んでおります人口減

少対策、あるいは県民所得向上対策、これは構

造的課題として捉えて本当に県庁挙げて取り組

んでいるわけでございますが、実は、これらの

施策の全てのベースになるものが安全・安心だ

というふうに私は考えております。

安全・安心な長崎県をつくることで、その上

で初めて県内に定着してくれる人材が増える、

県外から移住してくれる人が増える、優秀な企

業、優良な企業が県外から移ってきてくれる、

そういう前提となるものだというふうに認識を

いたしております。この目標についてはできる

限り早く達成できるように、関係各部・各課と

連携をとりながら、しっかりと取り組んでまい

りたいと考えております。

【八江委員】最後にしたかったんですけど、こ

こに書いてありますように、安全・安心日本一

を実感できる長崎県の実現に向け、次期総合計

画へ取組を継続したいということですから、当

然2020には届かないことはわかっております。
どうぞ継続しながら、次の方々に申し送りしつ

つしっかりやっていただきたいし、我々県議と

しても、そういう長崎県を目指すようにお互い

努力していかなきゃなりません。だから我々も、

次の改選期を迎えて一生懸命に頑張っておりま

すので、次の議会で、5位、10位上がるように
期待をしながら、皆さんのご活躍をお祈りして

おきたいと思います。よろしくお願いします。

【里脇委員長】 ほかにございませんか。

【山本(由)副委員長】 すみません、1点だけ、
先ほどの川崎委員の続きで、犯罪被害者等支援

ですけれども、昨年の意見書提出から10カ月ぐ
らいの間に、全市町とか警察を交えた協議会を

3回、そして有識者による懇話会を4回という形
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で、非常に迅速な対応をしていただいたことに

関して、本当にありがたく思っております。

条例がいよいよ近づいてきたと感じているん

ですけれども、そうすると今後、その周知と実

効性のある運用、結局これが目的になってくる

んですけれども、その中でも市町の責務という

ことをうたっておられます。協議会の中に市町

は入っていて、市町に条例を徹底すること、そ

れから、特に二次被害という意味で報道機関も

含む事業者、それから県民の皆様にこれを周知

して徹底をしてもらうという取組が必要だと思

います。その具体的な取組について、ご説明を

お願いします。

【宮﨑交通・地域安全課長】 まず、市町との取

組につきましては、今後また市町との協議会を

定期的に開催させていただきまして、市町との

連携を図りたいと考えております。

あとは、県職員及び市町の職員、窓口職員の

方々に対する研修等も実施して、犯罪被害者の

置かれている立場や二次被害がどういうものか

というところを理解して対応していただきたい。

それと窓口のワンストップということで、被害

者の方がそれ以上、傷つかないようにしていき

たいと考えております。

また、県民、事業者への周知につきまして、

当然ここが一番重要なところになってまいりま

す。今後、条例制定後には、各種イベントや講

演会等を開催するとともに、事業者の方につい

ては事業者団体等がございますので、そういう

ところを含めましてご理解とお願い、周知とい

うところで進めさせていただきたいと考えてお

ります。

【山本(由)副委員長】 この条例は、法的な根拠
という部分と、犯罪被害者とそのご家族の方に

安心感を与えることが大きな目的でもあります

ので、まず犯罪被害者等、そのご家族の方に、

こういう条例ができたんですよということをき

ちっと周知ができるように。

それから市町については、今回の市町を交え

た協議会の中で、県の条例制定を待って、市の

方でやろうとする動き、それから、まだそこま

でいっていないところもあるかと思いますけれ

ども、市町の条例化の動きは、先ほど川崎委員

からも少し説明がありましたけれども、現時点

で把握されているのはどういう状態でしょうか。

【宮﨑交通・地域安全課長】先ほどの委員のご

指摘につきましては、壱岐市が今年、平成31年
3月の議会に条例案の上程をしているというこ
とでございます。

そのほか、先ほど川崎委員からもお話がござ

いました長崎市、島原市、南島原市、対馬市の

4市で、議会の一般質問があっております。今
後、市町における支援の輪は広がっていくもの

と考えております。

【里脇委員長】ほかに質問がないようですので、

県民生活部関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ４時１１分 休憩 ―

― 午後 ４時１１分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、県民生活部関係の審査を

終了いたします。

明日は、午前10時から委員会を再開し、交通
局関係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時１２分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  平成３１年３月７日

自  午前１０時 ２分

至  午後 零時１９分

於  委 員 会 室 ３

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 里脇 清隆 君

副委員長(副会長) 山本 由夫 君

委   員 八江 利春 君

〃 田中 愛国 君

〃 渡辺 敏勝 君

〃 瀬川 光之 君

〃 徳永 達也 君

〃 外間 雅広 君

〃 川崎 祥司 君

〃 坂本  浩 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

交 通 局 長 太田 彰幸 君

管 理 部 長 小畑 英二 君

営 業 部 長 小川 雅純 君

貸 切 部 長 濵口  清 君

県民 生活部 長 木村伸次郎 君

環 境 部 長 宮﨑 浩善 君

土 木 部 長 岩見 洋一 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ２分 開議 ―

【里脇委員長】 おはようございます。

委員会及び分科会を再開いたします。

これより、交通局関係の審査を行います。

【里脇分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案を議題といたします。

交通局長より、予算議案について説明をお願

いいたします。

【太田交通局長】 おはようございます。

今回、ご審議をいただきます2つの予算議案
につきましては、今年度の収支見込み、並びに

今後の効率化策を講じた来年度予算となってお

ります。これは議案外所管事項としてご説明す

ることとしております「中期経営計画の一部見

直しについて」と関連いたしますので、お手元

に配付させていただいております補足説明資料

の1枚紙をまずご覧いただきながらご説明させ
ていただきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。

今後の収支見通しと中期経営計画の一部見直

しについて。

今年度の経営状況につきましては、昨年9月
の常任委員会においてご説明しておりましたが、

貸切事業において、県外修学旅行やクルーズ団

体等からの受注減が重なったことや、軽油価格

の高止まりの状態が長く続いたことなどから、

大幅な減収並びに費用増となり、乗合事業にお

いて運賃改定の効果が徐々に出始めているもの

の、2～3億円程度の赤字が見込まれます。
交通局におきましては、今年度から新たな中
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期経営計画に基づき、経営効率化等に取り組ん

でおりますが、さらなる対応を行うこととし、

計画における今後の収支見通しの修正を行うこ

ととしております。

乗合事業につきましては、昨年12月に実施し
た運賃改定の効果が、来年度、平年ベースで得

られることや、乗客増が見込める高速シャトル

の経路延伸、需要の動向を踏まえたダイヤ見直

し等を行うこととしております。

貸切事業につきましては、関係エージェント

等への営業強化、修学旅行の誘致活動などを行

っており、また、他の貸切事業者との関係強化

を図ることとしております。

また、職員体制も見直しを図りながら、今後、

さらなる経営の安定化を図り、中期経営計画の

着実な推進を図ってまいります。

それでは、「予算決算委員会環境生活分科会

関係議案説明資料」の1ページをご覧ください。
交通局関係の議案につきましてご説明いたし

ます。

今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第16号議案「平成31年度長崎県交通事業会
計予算」、第71号議案「平成30年度長崎県交通
事業会計補正予算（第2号）」であります。
はじめに、第16号議案「平成31年度長崎県交

通事業会計予算」につきましてご説明いたしま

す。

交通事業を取り巻く経営環境は、少子高齢化

や人口減少など社会情勢の変化を背景に、依然

として厳しい状況が続いております。

平成31年度当初予算においては、県営交通事
業として、地域に必要な生活交通の確保及び本

県の観光振興への貢献を果たしていくこと、並

びに、公営企業としてその特性を発揮し、経営

の健全性を維持するとともに、安全性の一層の

確保と輸送品質のさらなる向上に努めることを

基本方針として編成いたしております。

業務の予定量につきましては、記載のとおり

でございます。

2ページをご覧ください。
事業収益につきましては、合計で61億241万

4,000円を計上いたしております。
事業収益の主なものにつきましては、記載の

とおりでございます。

2ページの下ほどでございますが、事業費用
につきましては、合計で60億717万9,000円を計
上いたしております。

3ページ、事業費用の主なものにつきまして
は記載のとおりでございます。中ほどにありま

すが、収益的収入及び支出の差引収支は、消費

税抜きで573万8,000円の黒字となっておりま
す。

資本的収入及び支出につきましては、記載の

とおりでございます。

資本的支出の主なものにつきましては、そこ

に記載のとおりでございます。

続きまして、債務負担行為についてでござい

ますが、平成32年4月1日から履行開始が必要な
業務及び年度を越えて契約を締結する業務につ

いて、平成31年度に入札・契約事務等を行うた
め、インタンク軽油購入等6件を計上いたして
おります。

それから、諫早ターミナル内装工事業務につ

いて、計上いたしております。

次に、第71号議案「平成30年度長崎県交通事
業会計補正予算（第2号）」について、ご説明
いたします。

収益的収入及び支出の補正、事業収益及び事

業費用につきましては、記載のとおりでござい

ます。
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5ページ中ほどでございますが、資本的収入
及び支出の補正でございます。資本的収入及び

資本的支出につきましては、記載のとおりでご

ざいます。

6ページをご覧ください。
最後に、平成30年度補正予算の専決処分につ

きまして、あかじめご了承を賜りたいと存じま

す。

平成30年度の予算については、年間の執行額
の確定に伴い、整理を要するものが予想されま

す。

したがいまして、これらの最終的な整理を行

うため、3月末をもって平成30年度予算の補正
を専決処分により措置させていただきたいと考

えておりますので、ご了承を賜りますようお願

いいたします。

以上をもちまして交通局関係の説明を終わり

ます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【里脇分科会長】 ありがとうございました。

次に、管理部長より補足説明を求めます。

【小畑管理部長】 それでは、私の方から平成

31年度当初予算案の補足説明をさせていただ
きます。お手元にお配りしております補足説明

資料のうち、「交通事業会計 平成31年度当初
予算（案）」をご覧いただきたいと思います。

表、裏1枚ものの資料でございます。
1ページ目が平成31年度当初予算案、2ページ

目が交通局が受けております補助金等の概要で

ございます。

まず、1ページをご覧ください。
平成31年度当初予算案、上段の事業収益（Ａ）

でございますが、61億200万円となっておりま
す。これに対しまして、表の中ほどの事業費用

（Ｂ）でございますが、60億700万円であり、
最下段にあります当年度純損益、消費税抜きの

収支でございますけれども、約600万円の黒字
を計上させていただいております。

次に、昨年度当初予算との比較の主な内容に

ついてご説明させていただきます。

まず、事業収益のうち、営業収益は52億1,100
万円、増減額がプラスの5,100万円で、1％の増
となっております。そのうち、運輸収入につき

ましては48億6,900万円でプラス5,900万円、
1.2％の増となっております。
運輸収入は、乗合事業、高速事業、貸切事業

の3つがあり、まず、乗合収入は33億5,100万円
で、プラス1億7,400万円、5.5％の増となってお
ります。

増減の主な理由でございますけれども、右側

に記載しておりますが、高速道路を使って諫早

市、大村市と長崎市を結ぶシャトルバスが、今

年度の増加傾向が続くと見込み、平成31年度は
プラス6,900万円といたしております。
また、空港リムジンにつきましても、12月に
実施いたしました運賃改定の効果等により、

6,500万円の増を見込んでおります。
続きまして、高速収入でございますが、平成

31年度は4億7,200万円で、対前年度比マイナス
2,900万円、5.8％の減と、こちらは九州内の高
速バスなどが乗り放題となります「ＳＵＮＱパ

ス」、こういった利用者の減少などにより減収

を見込んでおります。

続きまして貸切収入でございますが、熊本地

震の影響が続き、県外修学旅行が戻りきってい

ないことやクルーズ団体の受注減など、平成31
年度10億4,600万円、対前年度比マイナス8,600
万円、7.6％の減を見込んでおります。
続きまして、運輸雑入でございますけれども、
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3億4,200万円となっており、対前年度比800万
円の減となっております。こちらは先ほど申し

上げました貸切収入の減に伴うガイド料金の減

などが主な理由でございます。

次に、営業外収益は8億9,100万円で、補助金
及び繰入金は増加したものの、雑入等が減少し

たことにより、平成30年度に比べ横ばいという
形になっております。

続きまして、下段の費用についてご説明いた

します。

営業費用は58億3,900万円で、前年度に比べ
3,100万円の増となっております。
内容は、人件費、物件費、経費と分かれてお

りまして、まず、人件費でございますが、28億
6,800万円、前年度比1億1,200万円の減となっ
ております。主な内容としましては、運転士等

の給料が2,400万円の減、賃金が3,400万円の減、
退職給与費が4,300万円の減となっております。
次に、物件費でございますけれども、9億

5,200万円で5,600万円の増となっております。
主なものは軽油費の増で、プラス8,100万円、単
価につきましては1リットル当たり104.5円と
し、昨年度当初予算における単価に比べ約8円
ほどの増と見込んでおります。

続きまして、経費でございますが、20億1,800
万円で8,700万円の増となっております。減価償
却費の増やシャトルバスの増便に伴う県央バス

への委託料の増などを見込んでおります。

営業外費用につきましては、1億6,800万円で
3,300万円の減、主なものは支払消費税の減でご
ざいます。

続きまして、2ページをご覧いただきたいと
思います。交通事業会計補助金等の内容につい

てご説明いたします。

交通局が受けております補助金等につきまし

ては、上段の（1）としております国、県、市
の制度補助金と、下段の（2）一般会計からの
繰入金となっており、合計の金額では一番下の

欄に記載しておりますが、平成31年度は7億
7,500万円となっております。
まず、上段の制度補助金でございますが、31
年度当初予算（Ａ）の欄をご覧いただきますと、

バス運行対策費補助金2億4,500万円となって
おります。これは、生活バス路線の維持を目的

とした広域的・幹線的路線等の経常収支不足に

対する補助でございます。

次に、生活路線確保対策市単独補助金2億
7,300万円、これは、国や県の補助対象路線以外
の生活路線の収支不足に対し、地元自治体であ

ります諫早市及び大村市から補助を受けている

ものであります。

次に、運輸事業振興助成補助金400万円、こ
れはバス停留所の標柱整備や上屋補修等に対す

る補助でございます。

次に、車両減価償却費等補助金3,200万円、こ
れは、主として生活交通路線の運行の用に供す

る補助対象車両の減価償却費等に対する補助で

ございます。

続きまして、下段の一般会計からの繰入金で

ございますが、まず、基礎年金拠出金補助金

8,100万円となっております。これは基礎年金拠
出金のうち、公的負担部分に対する補助であり、

民間企業では国が負担しており、制度的に負担

が発生しないものでございます。

次に、共済追加費用補助金5,900万円、これは
共済年金制度発足前の期間に係る年金給付財源

である追加費用に対する補助でございます。こ

ちらは民間企業においては発生しない費用であ

り、均衡を図る観点から補助されるものであり

ます。
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次に、児童手当補助金1,900万円、これは中学
校修了までを対象とする児童手当支給に対する

補助であり、民間企業においては国等が負担し

ており、負担が生じないものでございますけれ

ども、これに見合う形で補助をいただいている

ものでございます。

次に、生活路線維持対策負担金6,200万円、こ
れは広域・幹線的なバス路線経費のうち国等の

補助を受けても、なお収支不足となる額につい

て、国からの交付税措置を前提とした負担金で

ございます。

以上が、国が定める基準に基づく繰入金とな

っており、国からの交付税措置がなされている

ものであります。

その下の④国の繰出基準に基づかない繰入金

については、平成27年度からゼロとなっており
ます。

以上で、私の方からの説明を終わらせていた

だきます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【里脇分科会長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりました。

これより、予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【坂本(浩)委員】 おはようございます。
2点ほど予算議案に対して質問させていただ

きます。

まず、業務の予定量ということで局長説明の

資料の1ページに車両数、それから年間走行粁、
年間輸送人員が記載されております。

これに関連して、定例会議案の第1号議案の
79ページの方に、乗合と貸切の内訳を書いてお
ります。これはトータルで説明資料には書かれ

ておりますけれども、例えば車両数ですと、乗

合が351両、貸切が55両ということになってい
ますし、年間走行粁も乗合、貸切、年間輸送人

員も乗合、貸切が書いてあります。

今年度の当初との比較をしたいのですが、そ

れはわかりますか。事前に言っておけばよかっ

たんですけれども、わかったら教えてください。

【小川営業部長】まず、車両数でございますが、

平成30年4月1日につきましては、総数416台、
乗合が355台、貸切が61台となっております。
続いて年間走行粁でございますが、トータル

が1,918万2,000キロメートルで、そのうち乗合
が1,707万3,000キロメートル、貸切が210万
9,000キロメートルでございます。
続きまして、年間輸送人員でございますが、

トータルが1,555万9,000人、そのうち乗合の方
が1,506万4,000人、貸切の方が49万5,000人と
いう状況、これが平成30年4月1日で掲げており
ました業務予定量でございます。

【坂本(浩)委員】 ありがとうございました。
今年度の当初予算と比べて、多分乗合の方が

若干増えているというイメージですかね。そう

でもないですね。走行距離にしてもトータルで

増えているんですね。ただ、車両が減っている

ということですけれども。

ここで聞きたいのは、年間の走行距離は多め

にしていて、車両が少ないということになって

います。その認識と、これは県営バスに限らず、

今、一般的に交通運輸事業で働く運転士の人手

不足というのがずっと言われておりまして、職

員数も、これはちょっと古い資料なんですけれ

ども、去年のこの委員会でもらった資料で平成

29年4月1日現在で453名というのが出ておりま
した。要するに、言いたいのは、多分職員の皆

さんも、ほかの民間バス事業者と同じように減

っているんじゃないかと。そういう中でこの業
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務予定量というのをどうやって確保するのか、

一人ひとりの運転士さんにしわ寄せがいったら、

またこれは安全問題とか、いろんなものがある

と思いますので、そこら辺についての認識をお

聞かせください。

【小川営業部長】まず、車両数につきましては、

予備車等を含めたところの調整でこの台数の実

績が出ているところでございます。

年間走行粁につきましては、実は平成31年度
というのはうるう年でございまして、通常の年、

今年度より1日多いので、当然その1日分の走行
距離、もしくは乗車人員というのが増加要因と

して乗ってまいります。

年間輸送人員につきましても、そのうるう年

の1日分と、今、高速シャトル便やリムジン便
が非常に好調な部分もございますので、そうい

うものを加味したところで輸送人員についても

出しているということです。

貸切につきましては、今年度の実績等々をも

とに、それぞれの走行粁や輸送人員を計上させ

ていただいているところでございます。

【小畑管理部長】人材の確保の面でございます

けれども、先ほど委員からご指摘があったよう

に、これは県営バスに限らず、他の事業者も同

様でございますが、人材確保には非常に苦労し

ている状況でございます。

ただ、交通局の場合につきましては、年間、

退職が一定見込まれますけれども、これまでの

採用試験にあわせまして、免許未取得者の方の

採用試験も実施しながら、何とか確保に努めて

いる状況でございまして、今年度の見込みでは

ございますけれども、だいたい退職に見合う数

については採用で確保できるという状況でござ

いまして、今後とも引き続き厳しい状況は見込

まれますけれども、採用については確保した上

で運行に支障がないような形で採用に努力をし

ていきたいと考えております。

【坂本(浩)委員】 定員は確保できているという
ことですね、確保できる見込みであると。

ちなみに、今説明がありました交通事業会計

補助金等の概要ということで、国、県、市の制

度補助金の説明がありました。その中で、いわ

ゆる地域創生人材育成事業補助金ということで、

バスの運転士確保、いわゆる大型免許を持たな

い人を、それを取得する費用も含めて支援をし

て県営バスに入ってもらうということだったろ

うと思うんですが、これが今年度で終わるとい

うことで、新年度はない。その上できちんと退

職分は確保できるという見通しのようでありま

すが、今年度のこの500万円を使った採用の実
績というのはいかがなものだったのでしょうか。

【小畑管理部長】委員ご指摘の国の人材育成事

業を活用した免許未取得者の採用でございます

けれども、平成30年度につきましては、交通局
で11名の採用、確保できております。
先ほどの質問に対する私の説明不足だったん

ですけれども、年間の退職に見合う採用という

のは確保できておりますが、そもそも欠員その

ものは以前から生じておりましたので、その分

の欠員の状態が次年度以降も続くという中で、

確保に努めていくという形になろうかと思って

おります。

今ご指摘があったように、人材育成事業自体

は今年度で終了いたしますので、次年度以降は、

以前から制度として導入いたしております免許

取得費用の貸与制度を活用いたしまして、引き

続き確保に努めてまいりたいと考えております。

【坂本(浩)委員】 そもそも欠員ということなん
ですね。ちなみに、欠員というのは、定員に対

して何人ぐらい欠員なんでしょうか。
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【小畑管理部長】 こちらは3月1日時点の状況
でございますけれども、交通局で9名の欠員と
いう状況になっております。

【坂本(浩)委員】 欠員があるということは、即
ち一人ひとりに負担がいっていると理解をしま

すので、この欠員の補充を含めて、人件費がマ

イナスで計上されておりますけれども、ぜひ確

保していただきたいと思います。

次に、燃料費、軽油費です。新年度は単価104.5
円ということで計上されておりますけれども、

この後に括弧書きである30というのは平成30
年度ですよね。今年度が多分1リットル当たり
96.8円で、約8円ぐらい上がっているということ
であります。軽油費が前年に比べてプラス8,100
万円ということですけれども、もうちょっと内

訳を、そもそも年間どれぐらいの量を使って、

経費は7億1,100万円と計上されておりますけ
れども、この数字でいいんですよね。そもそも

年間どれくらい使っているのか、そこを教えて

ください。

【小畑管理部長】年間の軽油の使用量でござい

ますが、平成31年当初予算におきましては
6,572キロリットルといった数字をもとに、先ほ
どの104.5円の単価で費用を見込んでおります。
【坂本(浩)委員】 わかりました。軽油費は、燃
料費が一般的に高止まりをしている状況ですけ

れども、この104.5円というのは年間通してこれ
以上上がらない、もちろん増減はあると思いま

すので、そこを見込んだ104.5円という理解でよ
ろしいんでしょうか。

【小畑管理部長】これまでの経過を申し上げま

すと、実は平成26年度に118円をピークとして
上昇した過去がございます。その後、一旦下落

して70円近くまで落ちたんですが、その後じり
じりと上がり続けまして、80円から90円、そし

て現在、年間平均で大体102円といったような
数字になっております。そういった過去の推移

と現状の為替相場等の各種予測値を前提に算定

した上で104.5円という形で一定設定させてい
ただいています。

実は、昨年度も平成30年度当初予算を立てる
に当たっては、過去10年ほどの軽油費の価格等
を参考にしながら設定させていただきましたが、

現状、それ以上にまた高騰しているという状況

が続きますので、それも踏まえた上で単価を設

定させていただいております。

【坂本(浩)委員】 県営バスをめぐる状況、引き
続き厳しい状況だと認識をしておりますけれど

も、高速シャトルバスの堅調な輸送増という好

条件もあろうかと思いますが、とりわけ貸切に

おける修学旅行、それからクルーズ団体の受注

減ということが、この予算の中にも随分と響い

ているような感じがいたしますので、安全運行

と、引き続きの営業努力を改めてお願いを申し

上げまして終わらせていただきます。

【里脇分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【川崎委員】まず、運輸収入についてお尋ねを

いたします。

定期運輸収入について、先ほども質疑があり

ましたので、大体のところは理解したものの、

33億5,100万円、対前年比プラス5.5％と、非常
に高い伸びと認識をしておりますが、運賃改定

とうるう年というご説明をいただきました。そ

れ以外にこの伸びの要因というのはございます

か。

【小川営業部長】 平成30年度の状況を見ます
と、先ほど申し上げましたように高速シャトル

バスが一定堅調な状況であるという部分と、空

港の利用者数が伸びておりまして、空港リムジ

ンの数字も一定伸びていると。それと、私ども
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と西肥自動車で長崎～佐世保線というのを1日
52便運行させていただいていますが、その分に
つきましても一定利用者が伸びてきていると。

そういう要素も含めまして、また先ほど委員か

らご指摘のあった運賃改定分等、当然のことな

がら毎年見込んでおります逸走分、ここまで含

めて定期運輸収入として見込みをさせていただ

いた結果として5.5％という形になってござい
ます。

【川崎委員】空港リムジンにつきましては、過

去最高の空港の利用客ということがそのまま反

映されているということ、佐世保線については

大変いい状況でしょうね。佐世保線については、

なかなか利用者が利用しにくいということもあ

ったので、供給をすることによって、また利用

者も増えていく傾向にあろうかと思いますので、

頑張っていただきたいと思います。

一方、臨時運輸収入につきましては、10億
4,600万円、対前年比7.6％の減という計画にな
っております。先ほどは修学旅行のこと、クル

ーズ団体からの受注減、これが主な要因ですよ

ということについてお話いただきました。

クルーズ船のことに特化してお尋ねしたいん

ですが、まずはそのクルーズ団体からの受注減、

今、どのような実態か、数字を教えていただけ

ませんか。要するに、どのような台数、そして、

金額がこのような減になっているのか。

【濵口貸切部長】委員ご質問の件でございます

けれども、まず7.6％の減といいますのが、クル
ーズが6,600万円の減でございます。一般団体の
減が2,400万円、そして、もう一つ修学旅行の減
が2,400万円でございます。大体主なものはその
3つでございます。
一般団体につきましては、これは年間契約を

平成29年度やっていたんですが、そちらの方が

経営の都合で、年間を通じて大体4台ぐらい運
行していたものが今年度1台になってしまった。
それだけで、もともと四千数百万円ございまし

たのが4分の1になったというのが主な要因で
ございます。ほかの一般団体につきましては落

ちてはいないと、横ばい程度ということでござ

います。それから、修学旅行は震災の影響で、

まだ戻り切っていないということでございます。

一番大きいクルーズにつきましては、県外か

らのバスが長崎港に入っていると。それから、

もう一つ、過大な手数料等の支払いによって、

より安いバス会社、トータルしてより安いバス

会社に受注、配車がいっているという状況でご

ざいます。

【川崎委員】 今、クルーズ船の6,600万円の減
が大変大きな要因というお話がありました。そ

のクルーズ船は、今ご説明いただきましたが、

県外からの車、そして手数料のこと、極めて深

刻な状況であります。

まず、営業区域ということがある中において、

県外の車が入ってくるということについては、

単純に法に触れるようなことなのかなという私

の認識と、手数料については、いわゆる貸切は

安全対策で、過去のさまざまな痛ましい事故を

踏まえて、いわゆる安い金額ということについ

ては一定縛りといいますか、下限をかけられて、

そんな安くで発注してはいけないということに

なっているという認識を持っていますが、一方、

それを手数料という形で支払いをしていくと、

また同じことになるわけで、こういったところ

は非常に歯がゆい思いもなさっているんだろう

と思いますが、まず実態として、今、さらっと

おっしゃいましたけれども、法に触れるような

県外の車が実際に来ているわけですか。

【濵口貸切部長】現在のクルーズ、県外のバス
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事業者が長崎港に来るということは、訪日外国

人の輸送に限って国の特例措置がございまして、

一定の手続を経れば合法的に許可がいただける

といったものがございます。基本、その手続を

経て県外から県内に来ていると、そういう認識

を持っておりまして、ほとんど合法的に来られ

ているのかなと思っております。

【川崎委員】 そうですね、合法的でしょうね。

合法的じゃないと大変なことなので、私の聞き

方もおかしかったかなと思いますが、減になっ

ている、もっと言えば、空車の状況があるのに、

県外の車両が来て、それを黙って見ているしか

ないということなんでしょうか。バス協会も存

在をすると思いますが、さまざまな実態をこれ

だけ長崎経済がという問題を抱えておきながら、

長崎に寄港している、観光消費額を高めていこ

うとしている中において、それを黙って見逃す

ということについては、あってはならない話だ

と思うんですね。あらゆる機関と連携をして、

この問題を解決すべきと思うんですが、どうい

ったアクションを起こされているんでしょうか。

【濵口貸切部長】県内のバス事業者も非常に問

題視はさせていただいていまして、昨年の5月
に長崎県バス協会から長崎運輸支局に対しまし

て、クルーズ船の入港に伴う貸切バス運行の適

正化について要望を行っております。

その結果、7月から8月にかけて、運輸支局の
方で長崎港と佐世保港に数回調査に入っており

ます。

その調査結果では、その時は県外事業者の割

合が2割から4割と伺っております。
その後、調査結果を受けて、通常は、何か問

題があればバス事業者に監査に入るのでござい

ますが、その後に関しては、我々が情報を得る

ことができませんで、得るとしたら、もし何か

行政処分とかがあった時に運輸局のホームペー

ジで公表されると。大体そういうことでござい

まして、実際にその調査結果がどういうふうに

なったのかというのは我々でははかり知れない

ところでございます。

それから、先ほどの手数料の件でございます

けれども、この手数料につきましては、まず、

運賃が適正に算出されていれば問題はないと。

ただし、その手数料等、名目は何であっても、

これは商取引上のことであって、道路運送法で

は取り締まれないということでございます。

ただ、国の方も非常にそこは問題視していま

して、過大な手数料につきましては、貸切バス

事業を管轄する国交省、それから旅行業を管轄

する観光庁、この両者で今協議がなされている

と伺っております。

一つは、道路運送法では運賃の割り戻しとい

うものがありまして、それは禁止されておりま

す。その運賃の割り戻しが、手数料とどういう

結びつきというか、どういうふうに整理して、

どう判断するかというのを議論して、何とか適

正な実質運賃が収受できるようなことがないか

ということで協議をされているということは聞

いております。

【川崎委員】 今、問題視をして、その手数料に

ついては調査をし、動かれているということで

あれば、それを注視していきたいと思います。

これだけ収支を圧迫しているという状況にお

いて、しかも、営業区域ということが一定守ら

れながらの事業でありつつ、そういったことに

手数料という部分でなってないとか、特例措置

でなってないとかということについては、もう

少し声を上げて、長崎県全体でもしっかりと横

の連携を図っていきながら対処していただきた

いと思います。
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クルーズ船も、今、もっと受け入れようとい

うことで岸壁を延ばして、後背地も整備して、

ここ10年ぐらいで大きく変貌しようとしてい
る中において、需要も高まってくるはずです。

需要も高まらせないといけないとも思います。

そういった中において、今、手を打っていただ

いて、今後、安定的に需要を獲得できるように

頑張っていただきたいと思います。

これは要望ですが、ぜひ経営努力として、需

要が高まれば、当然のことながら車両は足りな

いという状況にもなってこようかと思います。

設備投資、それに当然先ほども乗務員の不足と

いうお話がありましたが、バランスよくやって

いかないといけないとは思いつつ、ぜひこの長

崎経済を活性化させるという部分で交通局にお

いて努力をし、貸切部門において収益を上げら

れるように、今後、長期的な展望で検討してい

ただきたいと思います。

次に、もう一点、全国相互利用カード導入に

係る国庫補助金等2億5,375万2,000円について
お尋ねいたします。

まず、事業全体について、どのようなものか、

お知らせをいただきたいと思います。

【小川営業部長】全国相互利用カード導入に係

る部分でございますが、現在、長崎スマートカ

ードというのを利用してございますが、これに

つきまして、当然、車載器等々につきましては

15年ほど経過をしておりますので、いろんな故
障が出てきたりという状況が発生しております。

また、一部の車載器等は製造が中止されている

という状況もございまして、次期ＩＣカードを

どうするかという議論を長崎県バス協会におい

て数年前から始めております。

そういう中で、一方、利用者の方々からは、

今のスマートカードは長崎県内だけでしか使え

ないと、よそで使えないと。また、よそから来

られた観光客等からは、自分たちが持っている

suicaとか、pasmoとか、そういう全国カードが
使えないというお声をいただいていたところで

ございまして、そういうものも含めまして、長

崎県バス協会の中に「スマートカード委員会」

というのがございますが、ここの中で数年来協

議をいたしまして、平成29年5月に、長崎県バ
ス協会として全国相互利用カード、nimocaの導
入を決定し、平成29年6月に公表させていただ
いたところでございます。

現在、ここにあります、委員ご指摘の国庫補

助金等2億5,375万2,000円の分でございますが、
事業費の全体の3分の1につきまして、国の訪日
外国人関係の補助金をいただくような格好で今

お願いをしている最中でございまして、そのほ

かに関係県と関係市町で、それぞれ12分の1を
ご負担いただくということで、事業費として約

5億円、そのうちの3分の1、プラス12分の1、プ
ラス12分の1で、約半分につきまして国庫もし
くは県、市町でご支援をいただくということで

今回計上させていただいているものでございま

す。

現在の予定といたしましては、平成31年度中
に運用開始ができるようにということで、現在、

長崎県バス協会の中に「次期ＩＣカード準備委

員会」というものを設置いたしまして、そこで

鋭意協議、調整を進めているところでございま

す。

【川崎委員】詳しいご説明ありがとうございま

した。平成31年度中に運用を開始するというこ
とは、ちょうどあと1年ぐらいを限度にという
ことですね、期限ということですね、わかりま

した。

そうしたら、予算総括質疑でもありましたが、
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今回、長崎バスが参画をしてないんですね。足

並みがそろわなかったのは、なぜでしょうか。

【小川営業部長】先ほどご答弁いたしましたよ

うに、長崎県バス協会の中で、全国相互利用カ

ード、nimocaということで、これは実際の経済
性、実際の利便性、運用実績、そういうものを

もとに判断をして決定をさせていただいたとこ

ろでございますが、長崎自動車がなぜそこに参

画しなかったのかというのは、私どもの方から

ご説明できる立場にはないと思っております。

【川崎委員】わかりました。それは了解しまし

た。

素朴な疑問で、私も予算総括で質問させてい

ただいた時に、10％のプレミアムがなくなると。
1,000円積み増しをして、1,100円の残額で利用
できたのが、その10％分、100円分がないとい
うことだったんですね。

老朽化、製造中止と先ほど説明があったので、

もういたし方ないのかなと思いつつもあったん

ですが、せっかく10％という県民利用者が享受
していたサービスを維持しながら、一方で全国

相互利用カード、一般的に「10カード」と言わ
れるそうですけれども、10カードが利用できる、
そういったものを維持しつつ、それを付加して

やればどうだったのかなと思ったんですけれど

も、そういったことは議論されなかったんです

か。

【小川営業部長】委員ご指摘の現行のスマート

カードを維持しつつ、いわゆる10カードが利用
できるようにということは、多分、今のスマー

トカードに全国相互利用の片利用を入れるとい

う形だと思いますが、そうなりますと、当然の

ことながら、一つは県民の利用者の方々はそれ

を、あくまで全国カードの片利用ですから、そ

のスマートカードは外では使えないんですね。

あくまで県内だけ、県外では使えないと。suica
とか、pasmoとか、nimocaとか、そういう全国
の10カードと言われるカードをお持ちの方が
県内で使えるようになるだけのことでございま

すので、当然県外から来られた方の利便性は上

がると思いますが、県内の利用者の利便性は上

がらないと。なおかつ、先ほど申し上げました

ように、一定部材、製造機器等々で製造中止の

状況が出てきているという中で、多額の費用を

かけても利便性が向上できないのであれば、こ

の際、10カードというのが全国的にはスタンダ
ードモデル、標準的になってきていると。そち

らの方が将来的にも利便性が上がっていくんじ

ゃないかということもありまして、今回、全国

相互利用カードというのを選択したということ

でございます。

【川崎委員】理由はよくわかりましたが、やっ

ぱり利用者にとって10％は最大の利便だと思
いますよ。なぜ続けられなかったのかなと思っ

て極めて残念です。その10％誰が負担するんで
すかと言われればそれまでなのかもしれません

が、この10％がなくなるということは、なかな
か皆さんも、全国カードが使えるということに

ついては、県内の方も利便が高まるのかもわか

りません。でも、今はそれでずっとやっている

わけで、それが維持されれば、何ら利便が損な

われるようなことはない。むしろ10％の恩恵と
いいますか、サービスがずっと継続できるとい

うのがよっぽどうれしいんじゃないかと、今で

もそう思っているところです。

そういった内容で質疑をさせていただきまし

たら、企画振興部からは、さまざまなポイント

還元もあって、9.5％ぐらいのサービス、10％に
は及ばないけれども、9.5％のサービスになると。
そういったこともあるという説明を受けたんで
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すが、それについてはどうなんですか。実際、

そういうことになっていくんでしょうか。ぜひ

その仕組みについてお尋ねしたいと思います。

【小川営業部長】 予算総括質疑におきまして、

企画振興部長からご答弁いただいていると思い

ますが、全国相互利用カード、nimocaの導入を
既にやっているところの先進事例でいきますと、

基本ポイントが2％、それにひと月間の利用金
額に応じて最大7.5％というポイントバックが
あるという事例がございます。そういう事例を

もとに、長崎県で、今回、全国相互利用カード

nimocaの導入を予定している事業者間で、今現
在検討しているという状況でございまして、ま

だそのポイントにするということが決まったわ

けではございません。

先進事例の状況でございますが、一つは、例

えば200円の運賃だといたしますと、降車時に
その2％分の4ポイント分が加算をされるとい
う形になります。ひと月間のボーナスポイント

でございますが、例えばひと月間で1万円使っ
たという形になりますと、750ポイント分が月
末にポイント還元をされるという格好でござい

まして、そこは実はいろんな段階がございまし

て、例えば2,000円ごとに50ポイントバックし
ますと、4,000円到達時に今度は100ポイントバ
ックしますという形になってございまして、仮

にひと月に1万円のご利用をいただくと750ポ
イントのバックがあると。当然、ご利用時の2％
のバックがありますから、ひと月間で1万円仮
にご利用いただくと、降車時のポイントが約

200ポイント、それとひと月間の利用に基づく
ボーナスポイントが750ポイントということで
950ポイントが還元されるというのが他県の事
例であるということでございまして、そこを参

考にしながら、現在、検討を進めているところ

でございます。

【川崎委員】事例を詳しく説明いただきました

が、ぜひこれはそれを目指して頑張っていただ

ければ、10％が9.5％ですから、大体見合うのか
なと思います。設備投資のこともありますから

満額まではいかないとしても、ぜひ目指してい

ただいて、利用者の利便を維持していただけれ

ばと思います。

このnimocaというシステムを利用するに当
たってですが、これまでの長崎スマートカード

は皆様の共通のシステムの中で利用されていた

ので、手数料ということについては発生をしな

いように思っているんですが、今回は10カード
ということで、全国で使えるカードシステムが

導入される。当然のことにシステム使用料など

が発生すると推測をするんですが、実際どうな

んでしょうか。また、どの程度ランニングコス

トが発生するのか、お尋ねいたします。

【小川営業部長】現在のスマートカードにおき

ましても、毎年のシステム管理費だとか、もし

くはカード代金の負担とか、そういうものを含

めて大きな負担というのは実は生じているとこ

ろでございます。

今回の全国相互利用カードになりますと、い

わゆるシステム手数料、保守料というものは当

然発生するものと考えておりまして、今のスマ

ートカードよりは少し多い金額が発生いたしま

すが、トータルのランニングコストを考えると、

今以上に多額になるという試算はしていないと

ころでございます。

【川崎委員】 そうすると、収支見通しにも、そ

の辺のところはさほど影響がないような状況に

あると、そういう理解でよろしいですか。わか

りました。

以上です。
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【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

【渡辺委員】補足説明資料の中にあった熊本線

と北九州線がそれぞれ減ってきていますよね。

この傾向はどうなんですか。ずっと減ってきて

いるんですか。

【小川営業部長】県外高速の北九州線と熊本線

の状況でございますが、まず、北九州線につき

ましては減っているというよりは、逆に利用者

の状況としては伸びている状況もございます。

熊本線につきましては、平成27年までは、年
間8万2,000人ほどの利用があったんですが、そ
れが平成28年度の震災等々で7万2,000人ほど
まで一旦落ちております。その後、どうしても

そこが戻りきっていないという状況にございま

す。

今の状況でいきますと、対前年比、熊本線は

96～97％程度は確保できるかと思いますが、熊
本線につきましては、今、熊本にあります九州

産交という会社と共同運行させていただいてお

りますので、そこのてこ入れ策等を含めて両者

間で協議をさせていただいているところでござ

います。

【渡辺委員】もう一つ鹿児島線というのがある

じゃないですか。これはどうなんですか。

【小川営業部長】鹿児島線につきましては、私

どもと鹿児島にございます南国交通で共同運行

させていただいておりますが、やはり新幹線と

の重複部分もあるということで、利用状況とし

ては今は少し減少傾向にあるという状況でござ

います。しかしながら、ご利用の皆様の状況を

見ますと、高齢者の方、もしくは学生の方等の

利用が非常に多うございまして、そういうもの

を含めて私どもとしてもケアをしていく必要が

あろうかなと思っております。

2月につきましては、ランタン祭りの効果も

多少あったのかと思うんですが、対前年度比約

160％増ということで、2月は非常によかったん
ですが、年間を通して見ると若干減少傾向にあ

るという状況でございます。

【渡辺委員】要するに、県外に行く高速線の関

係は、今、営業していて黒字なんですか、赤字

なんですか、この収入に基づきまして。その辺

はどうなんですか。

【小川営業部長】 高速路線で得られる収入と、

それに基づく経費を考えれば、県外高速につき

ましては黒字になっていると考えておりますし、

それ以上に長崎と九州各県を結ぶという部分で

の交流人口の拡大という部分では非常に大きな

役割を果たしているものと考えております。

【渡辺委員】部長説明資料の、先ほどから論議

になっております次期ＩＣカードの関係で予算

が組まれていますね。市民、県民が今持ってい

るスマートカードは、来年の4月からは使えな
いようになるんでしょう。そのあたりはどうで

すか。要するに、電車や長崎バスで使っていた

スマートカードは、私も持っているんですけれ

ども、その辺の切り替え時期と、持っているス

マートカードがもし使えなくなる時に、新しく

導入しようとするカードに切り替えられるのか、

その辺はどうなんですか。

【小川営業部長】現在のスマートカードが、次

期ＩＣカード、全国相互利用カードを導入した

場合にどうなるのかというご質問だと思います

が、全国相互利用カード導入時点で、当然その

まますぐ使えないという状況にはならないと思

っております。一定期間、全国相互利用カード

もスマートカードの方も、両方併用ができると

いう期間を設ける必要があると思っていまして、

当然全国相互利用カードの導入から一定期間、

2カ月とか、3カ月とか、そういう期間になるか
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と思いますが、そういう期間は併用期間という

形で設定をしたいということで、今、次期ＩＣ

カード準備委員会の中でその期間設定をどうす

るのかという部分について検討させていただい

ているところでございます。

また、長崎市内でいきますと、私どもと長崎

自動車と長崎電気軌道がございますが、それぞ

れ電気軌道と私どもについては全国相互利用カ

ードの導入を予定しておりますが、長崎自動車

につきましては地域カードということでお聞き

しておりますので、そういう分についてはどう

いう形で、いついつまでスマートカードが使え

て、いつの時点で新しいカードの導入をしてい

くのかという部分につきましては、全体で周知

を図る必要があるんだろうということで、各事

業者が集まった中で、どういう形で周知を図っ

ていくか、その検討を今やっている最中でござ

います。

【渡辺委員】 やっぱりそのあたり、県民、市民

に混乱が生じないように、多分一斉に機器を換

えることはできないでしょうから、スマートカ

ードを持っている県民に、スマートカードも全

国相互利用カードも使える期間を十分周知をし

て、混乱が生じないようによろしくお願いした

いと思います。

長崎ターミナル移転用地購入に伴う土地購入

費で3億6,900万円予算が計上されております
が、これは何平米ぐらいなんですか。今の交通

会館のターミナルの面積からしたら、1.5倍なの
か、どのくらいの面積があるんですか。

【小川営業部長】 土地購入費の3億6,000万円
でございますが、そのうち1億2,000万円につき
ましては、駐車場購入等、毎年駐車場を確保し

て、そこを運営させていただければということ

で上げている予算でございまして、長崎ターミ

ナルそのものの土地購入費につきましては、予

算上2億4,900万円という形で計上させていた
だいております。

面積につきましては、今の予定でございます

が、605平方メートルということでございまし
て、現在の長崎ターミナルの敷地の約3分の1と
いうことでございます。

【渡辺委員】 今のターミナルの敷地の3分の1、
それでいいんですか。今の敷地の3分の1でいい
んですか、そのあたりを確認します。

【小川営業部長】現在の長崎ターミナルでござ

いますが、そこの敷地の中には車両の発着場、

いわゆるバスが入るスペース、停まるスペース

という部分も全て入れたところで今の面積にな

っているんですが、今回の新ターミナルにつき

ましては、あくまでも待合所とか、利用者の利

便施設をつくるための土地でございまして、乗

降する部分というのは待合所の前面にできるト

ランジットモール線を使って乗降するという形

になっていますので、バスが入ってきたり、そ

こで乗降するために停まったりするスペースが

今回の土地の中には入っていないということで、

前面のトランジットモール線に、今長崎市の方

と協議をしておりますが、乗降場所を4バース
ほどつくっていただくような格好で調整を進め

ておりますので、その分で対応可能と考えてお

ります。

【渡辺委員】別にバスの車庫があって、そこか

ら乗降用にどんどん来るということで理解して

おいていいんですね。わかりました。

それと諫早のターミナルの内装工事の関係で

2,701万円予算計上されておりますが、これは今
の諫早のバスターミナルでしょう。これはいず

れ壊すわけですね。やっぱりどうしてもしない

といけない内装工事だったんですか。いずれは、
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新幹線の駅舎の方に引っ越ししないといけない

んでしょう。その中身について教えてください。

【小川営業部長】今回計上させていただいてお

ります諫早ターミナルの内装工事業務の1,050
万円の予算でございますが、これは実は今のタ

ーミナルじゃなくて、新しく移ります諫早駅前

の再開発ビルの中に移転をします待合所、約

200平方メートルの床面積を予定してございま
すが、そこの中の内装関係業務というのを、平

成31年度と32年度の2カ年でやるということで
ございまして、2カ年全体の事業費約3,500万円
の前金払いの3割部分の1,050万円を今回予算
で計上させていただいているところでございま

す。

【渡辺委員】 わかりました。

あと一つ、貸切の関係で減少していますね。

クルーズ船の貸切の注文というのが減ってきて

いるんですか。要するに、客船そのものも前年

度からしたらちょっと減っているんですけれど

も、そういう客船の方からの注文が減ってきて

いるんですか。実態としてどうなんですか。

【濵口貸切部長】ご質問の件でございますけれ

ども、クルーズに関する受注依頼というのは間

違いなく減少しております。

【渡辺委員】一時期は県外の貸切バスが来てい

ると言っていたでしょう。要するに県内のバス

が足りずに県外から来ていると。現状は、県内

のバスで足りているんですか。

【濵口貸切部長】 貸切シーズンに当たる5月、
あるいは10月、11月、こちらの方はクルーズ以
外でもかなり稼働が多うございますので、そこ

の部分に限っては県内のバスでは足りないよう

な、クルーズに対応できるものはきっとないん

だろうと思っております。

ちなみに、今の県営バスの受注状況をお話さ

せていただきますと、まず、委員おっしゃった

ように、確かに今年度の入港数というのは、長

崎港に関しては減っております。1月末時点で
同年同時期よりも34隻少ない187隻、約85％ぐ
らいに減っております。ただ、聞くところによ

りますと、乗客数、乗船者数というのは余り変

わっていないとお聞きしております。そして、

県営バスが運行した台数、これも1月末現在で
すが、同年同時期よりも、対前年で720台少な
い832台、約半減しております。そして、1隻当
たりの運行台数というのが、昨年は1隻当たり
大体9台平均運行しておりましたが、これも7台
に減少しております。こういう状況で、問い合

わせというのは間違いなく減少しております。

【渡辺委員】乗客数はあんまり変わらないけれ

ども、バスに乗る人が少なくなってきていると

理解していいんですか。長崎の場合、市内の電

車とかを使っていると。乗客数はあんまり変わ

らないのなら、どこかを見て回るならバスが必

要でしょう。中身的にそれがわかれば教えても

らえますか。

【濵口貸切部長】委員おっしゃったとおり、確

かにバスを利用する機会というのも少なくなっ

ているのかもしれませんが、聞くところにより

ますと、クルーズ船が大型化しているというこ

とも聞いたことはございます。

【渡辺委員】そうしたら、県外からの貸切バス

がまだ来ているわけですか。そのあたりはどう

なんですか。

【濵口貸切部長】県外からのバス事業者も間違

いなく来ておりますが、ただ、我々は調査がで

きないものですから、どれくらい来ているとい

うのは、その統計は持っておりません。

長崎県営バスが松が枝に配車する時に、長崎

港に配車する時に、たまに職員も行きますが、
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その時の状況を見たら、やっぱり県外からのバ

ス事業者というのは相変わらず来ているという

状況でございます。

【里脇分科会長】 ほかにありませんか。

【田中委員】 県営バスの平成31年度当初予算
の資料で聞かせてもらおうと思うんだけれども、

事業収益、事業費用に関して言うと、間違いな

く約600万円の利益が出るようになっているね。
ただ、営業収益と営業費用を見ると、なんでこ

んな数字が出てくるのかな。普通、民間ではや

っていけないよね。普通は営業収益より営業費

用が余計かかると赤字になってやっていけない

わけだな。県営バスはやっていけるから不思議

なんだけれどもね。まず、そこら辺の関係を聞

かせてもらおうかな。いわゆる営業外収益があ

るからやっていけるということですか。その営

業外収益についての中身を聞かせてもらおうと

思うんだけれどもね。

バス運行対策費補助金、これはどこからくる

の。その相手先はどこですか。

【小畑管理部長】委員ご指摘のとおりでござい

ますけれども、営業収益と営業費用で見ますと、

営業収支としては赤字というのは、これは元来

からの交通局の経営構造からいたしますと、当

たり前とは言いませんけれども、そういった構

造になっております。と申しますのは、やはり

本業であります乗合事業というのは、当然赤字

といいますか、収支が取れない路線も含めて生

活の交通の確保という形で維持を図っておりま

すので、そういった収支不足というのは当然生

じております。

そういった中で、それを補う形でいろんな乗

合収入以外に高速収入、貸切収入という形で補

塡すると。

なおかつ、先ほどご説明いたしましたけれど

も、お手元の資料の裏側の方にありますように、

営業外収益のうち補助金及び繰入金という形で

国、県、市の制度補助金とか、一般会計からの

繰り入れという形でそれを補塡してきていると

いう形でございます。

おっしゃったバス運行対策費補助金等につき

ましては、広域的・幹線的路線等の収支不足に

ついては、国、県、市からそれぞれ補助金をい

ただきながら、なおかつそういった部分で県の

補助対象となる路線以外の分については地元の

市から補助をいただくという形で補塡をしてい

っている状況でございまして、この制度事業に

つきましては交通局だからということではなく

て、交通事業者であれば民間も含めて制度的に

はいただけるような補助金でございますので、

そういったものをいただきながら全体的な収支

を今とっているという状況でございます。

【田中委員】 だから、バス運行対策費補助金2
億4,500万円の国、県、市の内訳を教えてくださ
い。

【里脇分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時１５分 休憩 ―

― 午前１１時３０分 再開 ―

【里脇分科会長】 再開いたします。

【小畑管理部長】補助金のうち、バス運行対策

費補助金の国、県、市の内訳でございますけれ

ども、先ほど申し上げました補助金のうち、広

域的・幹線的路線について国が補助するものと

して、国庫補助金が1億7,563万7,000円、この
うち国、県、市の内訳を申し上げますと、国が

8,132万8,000円、県が7,675万4,000円、市が
1,755万5,000円となっております。
また、それ以外の県単独の補助金で地域の幹

線的路線に対する県単独の補助金でございます
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が、これが6,919万円、このうち県、市の内訳を
申し上げますが、同額で2分の1ずつですが、県
が3,459万5,000円、市も同額の3,459万5,000円
ということでございます。

これを合わせましてトータル2億4,400万円
でございますが、このうち国、県、市の内訳を

申し上げますと、国が8,132万8,000円、県が1
億1,134万9,000円、市が5,215万円といった内
訳になってございます。

【田中委員】 県から1億1,100万円出ているわ
けね。そして、補助金として上がってくるわけ

だ。その下の方は、これは全て市からの補助金

ということで理解していいわけね、2億7,300万
円はね。

その下の運輸事業振興助成補助金400万円、
これはもちろん国からくるわけだろう。そして、

車両減価償却費等補助金も地域創生人材育成事

業補助金も全て国からくるという話でいいのか

な。

【小畑管理部長】先ほどの運輸事業振興助成補

助金につきましては、県からの補助となってご

ざいます。

車両減価償却費等補助金につきましては、国、

県が2分の1ずつの負担でございます。
地域創生人材育成事業補助金につきましては、

県が国から補助をいただきまして、県から補助

をいただく形になっています。

【田中委員】運輸事業振興助成補助金を県が出

しているの、400万円。大体これはバス協会か
に入ってきて、それから入ってくるというシス

テムだったと思ったけれども、昔は協会に入っ

て、協会が配分していたんだ。これが県から入

るとはどういうことかな。

【小川営業部長】この運輸事業振興助成補助金

でございますが、これにつきましては委員ご指

摘のとおり、昔の軽油引取税の関係におきまし

て、国の方から県の方に一定の措置がなされて

おります。その部分につきましては、民間バス

事業者が活用する部分についてはバス協会に直

接いきまして、私どもとか、現在あります佐世

保市交通局、この2社の分については県から直
接交付を受けるという格好になっているという

状況でございます。

【田中委員】 だから、国から県にきて、県から

バス事業者にいけば県からきたと言わないんだ

よ、我々は。国からきたと言うんだよ。真水の

話をしているので、システムの話をしているわ

けじゃない。

要は、県から幾ら入っているの、純粋に県か

らは。国から県にきて、県からまた入るんです

よという話ではなくして、純粋な県の単独事業、

単独予算というのはどのくらい入っているんで

すかという話です。

【里脇分科会長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３４分 休憩 ―

― 午後１１時３４分 再開 ―

【里脇分科会長】 再開いたします。

【小畑管理部長】純粋な県からの補助金でござ

いますけれども、先ほど申し上げましたバス運

行対策費補助金のうちの1億1,100万円ほどと
車両減価償却費等補助金3,200万円のうちの2
分の1、1,600万円、こちらを合わせたものが県
からの純粋な補助金となってございます。

【田中委員】要は、基本的な話を私はしたかっ

たんだけれども、基本的に黒字ならば何も言わ

ない。県営バスが赤字ならやめてもらおう。生

活路線、生活路線とあなたたちは言うけれども、

我々は県営バスの生活路線に入ってない。県北

は県営バスの生活路線に入っていないんだよ。



平成３１年２月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（３月７日）

- 132 -

もっと入っていないところはいっぱいあるけど

ね。離島なんかも入っていないだろう。だから、

厳しく言うかもわからんけれども、赤字になら

ないならどうぞと。しかし、赤字まで出して民

業を圧迫する必要はない。赤字まで出してやる

必要はない。

もう一つは、県央バスとの連結予算をあなた

たちは出すべきだよ、県央バスとの連結予算を。

決算の時には出るかもわからんけれども、県央

バスに委譲してやっているところもあるわけだ

からね、株式会社だから。あれは県営バスの完

全なる子会社でしょう。だから、システム的に

やっぱりもう少し整理しないと。日本の国で長

崎県だけなのよ、県営バスを持っているのは。

希少だから残せという話もあるけれども、税金

をつぎ込んでまで、税金と私が言うのは県の税

金をつぎ込む必要性まで感じないと言っている

んだ。人口にすれば県民の半分を網羅している

かもわからん。しかし、地域で言うと、それこ

そ微々たるものだよ。離島、県北、西彼も多分

行っていないと思うけどな。そこら辺の基本的

なものでもう少し、赤字が出ても一般会計から

ちゃんと補塡できるんですよというようなシス

テムにはなっていないわけだから。あなたたち

はすぐ交付税、交付税と言うけれども、この下

の一般会計からの繰入金で2億2,100万円予算
を組んでいるけれども、それは100％交付税措
置なんだね。100％交付税措置なんだね。
交付税の基準財政需要額の対象になるという

なら話はわかるよ。基準財政需要額の対象にな

りますよと言うならわかる、一般会計からの繰

り入れなら。ただ、全部100％交付税で丸々見
てくれるんですよと言うならば、これはそうな

のだったら、もう少し徹底して調べなきゃいか

んと思うんですよね。そういうシステムにはな

ってない。基準財政需要額の対象にはなる。そ

れはもう三千何百億円の中に少し入っているけ

れども、丸々これがそのまま根拠として、交付

税措置、交付税措置とあなたたちは簡単に言う

けれども、一般の交付税措置と内容がちょっと

違うんだよ、ここの県営バスに出ている金は。

だから、そこら辺でもうちょっと赤字にならん

ように頑張ってもらわなきゃ。赤字にならなけ

れば、私は何も言わない。

昔は相当単純な赤字だったから厳しかったけ

れども、今は少しよくなったと聞いているもの

だから、一般会計からの繰り入れも単純なもの

は、県単的なものはなくなったという話だった

けれども、そこら辺はもうちょっと緊張感を持

って経営してもらわなければ。時間の関係で終

わるけれども、皆さん方も県央バスの関係の説

明もすべきだよ、予算の時に。もう一つの予算

で30年が出ているけれども、結局、最初の予定
とは違うんでしょう。こうやってちゃんと利益

出ていますよと言ったら、いやいや、こういう

ことで赤字になりました、それで終わりだろう。

そんなことじゃ困るよ。赤字になったらどうす

るの。それは負担しなきゃいかん。

だから、少し内容的なもうちょっと私も詳し

く調べてからでないと言えないけれどもね。基

本的に赤字ならやめなさい。私たちはそれだけ

の必要性を認めない、県北には生活バス路線が

ないから。

例を挙げれば、佐世保市営バスがなくなって、

西肥バスに全部佐世保、県北の方はなったよね。

あのくらいの大決断、大英断を長崎県もすべき

なんだよ。私たちは、市議会議員の時に、やる

べし、やるべしと言ってきたけれども、やりき

れなかった、議員としてはね。朝長市長がやっ

たから、立派なものだと私は褒めているんだけ
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どね。税金を使ってまでやる事業じゃないんだ、

民間があるんだから。民間がなければ別よ。民

間があるんだから。だから、ぜひ心して、数字

に関してはもうちょっと慎重に、クリアした物

の言い方をしなきゃ。終わります。

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって予算議案に対する質疑を終了

いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第16号議案及び第71号議案は、原案のとおり
それぞれ可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり可決すべ

きものと決定されました。

【里脇委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

交通局は、委員会付託議案がないことから、

所管事項についての説明及び提出資料に関する

説明を受けた後、所管事項についての質問を行

います。

まず、交通局長より、所管事項説明をお願い

いたします。

【太田交通局長】「環境生活委員会関係議案説

明資料」の1ページをお開きください。
今回、交通局関係の議案はありませんので、

主な所管事項につきましてご説明いたします。

「今後の収支見通しと中期経営計画の一部見

直しについて」は先ほどご説明をいたしており

ますので省略をいたしますが、お手元に今後の

収支見通しの見直しということでＡ3判の資料
を配付させていただいておりますので、参考に

していただきたいと思っております。

営業・広報活動につきましては、バスに親し

みを持ってもらい、利用促進につなげるため、

継続的に取り組んでおります。

平成元年4月から運行を開始した長崎と熊本
を結ぶ県外高速バス「りんどう号」は、交通局

が運行する県外高速バスの中で最も歴史があり、

本年4月で運行開始30周年を迎えることになり
ました。お客様への感謝の気持ちと、今後も末

永くご乗車いただけることを祈念して、高速バ

ス型の「青バス走るぬいぐるみ」を5,000個製作
し、一般販売いたします。

また、去る2月9日、県外高速バスの利用促進
を目的として「りんどう号」の共同運行会社で

ある九州産交バスのマスコット「産太くん」の

誕生を記念するイベント「産太くんの誕生祭」

に交通局のマスコットキャラクター「ポポル」

とともに初めて出展し、長崎ランタンフェステ

ィバルや観光スポットの紹介、県外高速バスの

ＰＲ活動を実施しております。

創立記念の取組について。

交通局では、3月24日を創立記念の日として、
日頃より県営バスをご利用いただいているお客

様への感謝の気持ちを表し、これからも広く県

民に愛され、親しんでいただけるよう、毎年創

立記念行事を行っております。

来る3月22日に、創立記念式に併せて、優良
職員及び無事故運転士に対する表彰を行うとと

もに、バスガイドが、諫早市の特別養護老人ホ

ーム天恵荘を訪問し、施設内会場をバス車内に
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見立て、観光地の見どころをゲームやクイズを

交えながら観光案内を行うバーチャルバス旅行

を実施し、入所者の皆様に楽しんでいただきた

いと考えております。

県労働委員会への申立て事案の解決について。

平成28年9月に申立てがなされ、県労働委員
会において審査中であった不当労働行為に係る

救済の申立て事案について、昨年12月25日に申
立人との間で和解が成立いたしました。

申立ての内容は、交通局の労働組合の一つで

ある「長崎公共交通労働組合」及びその組合員

3名から交通局を相手方として、貸切運転士選
任等に関して不当な取り扱いを受けたとするも

ので、労働委員会規則第32条に基づく不当労働
行為に係る救済について申立てがなされたもの

でございます。

以上をもちまして、交通局関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【里脇委員長】 次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」に

ついて説明を求めます。

【小畑管理部長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した交通局関係の資料についてご説明いたしま

す。資料をご覧ください。

1,000万円以上の契約案件につきまして、平成
30年11月から平成31年1月までの実績は、資料1
ページに記載のとおり、計5件となっておりま
す。

また、附属機関等会議結果報告につきまして

は、第26回長崎県営バス経営評価委員会の1件
となっており、その内容につきましては資料4

ページに記載のとおりでございます。

以上をもちまして、補足説明を終わらせてい

ただきます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【里脇委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】次に、議案外所管事務一般につ

いてご質問はありませんか。

【外間委員】今回の予算議案が通りましたので、

通ったという前提のうえで、川崎委員や渡辺委

員から質問があったことについて1点確認をさ
せていただきたいと思って質問をさせていただ

きたいと思います。

知事がいつも全庁的に言っている観光立県長

崎を目指して、さまざまな仕掛けをもって観光

収益を上げることに全力を挙げている中に、あ

る意味交通局の事業というのは、一定観光産業

が伸びていけば、当然伸びていかなければいけ

ないバロメーターの指標にならなければいけな

いと、私はそう思っているんですね。だから、

クルーズ船がどんどん来れば、貸切バスがどん

どん増えて、そして事業収益が上がって観光産

業に大いに貢献できる交通局というスタンスに

なってもらいたいといつも思っているんですけ

れども、内部の内容を見ると、常に赤字を抱え

て苦しんでおられるということ。それはどこに

原因があるのかということを感じながら、委員

がいろんな質問をされることに対する答弁を聞

いておった中で、大型船のクルーズが減少した
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ので収益が8,000万円ほど減ったんだというこ
とを軽くおっしゃっているのを聞いていて、果

たしてどうなのかなということも感じましたし、

それから、入港数を先ほど確認したら、187隻
入ってきたと貸切部長がおっしゃいました。乗

船台数は大幅に720台減っているけれども、乗
船者数は大型化してきているので賄えるような

お話がありました。しかし、減ってはきている

けれども、もともとなかった頃を思えば、交通

局のバスの台数がどういうふうに推移をしてい

っているのかを確認すればもう少しわかること

なんですが、乗合バス、貸切バス、あるいは高

速のリムジンのような高級車両を含めて405台
あるバスの種別をお知らせいただけますか。

【里脇委員長】 しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５０分 休憩 ―

― 午後１１時５０分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

【小川営業部長】 車両の状況でございますが、

基本的に今、県外高速で使っております車両と

いうのが18台ございます。それと大型のノンス
テップ、リムジンタイプの車両が54台ございま
す。それと貸切等々で使っている車両というの

が大型の分で45台ございます。それ以外の部分
につきましては、いわゆる赤バスタイプと言わ

れるもので大型、中型、もしくは市内の片渕線

や三原団地等の狭隘な道路を走っております小

型タイプという車両で構成をしている状況でご

ざいます。

【外間委員】 ありがとうございました。

それでは、クルーズ船に対応するバスだけで

考えていきましょうか。クルーズ船に対応する

ということになると、高速、あるいは大型、貸

切バスでやりくりをされていると、まず理解し

ていいんですね。

【小川営業部長】クルーズ船につきましてはリ

ムジンタイプとか、県外高速タイプの車両は使

えない、あくまで乗合事業としての車両でござ

いますので、クルーズ船対応で松が枝港とか、

そういうところでお客様の対応をさせていただ

く車両は、あくまでも貸切車両じゃないと使え

ないという形になります。

【外間委員】 例えば、大型クルーズ船が来た、

バスが100台必要だと。それに50人ずつ乗って、
5,000人が一斉に長崎県内のいろんな観光地の
コースを巡っていかれる際に、そのバスは乗合

バスのようなルールでそのバスを使われるとい

うことなんですか。

【小川営業部長】あくまで一般路線としてご利

用いただく分には可能、いわゆるリムジンタイ

プとか、例えば佐世保まで行くのに佐世保線を

お使いいただくというのは可能なんですが、松

が枝港でお迎えをして、各観光地等々を回って、

また松が枝港の方まで送ってくるという形のコ

ースになりますと、そういうものはあくまで貸

切車両じゃないと対応できないと。ほかの車両

による対応は難しいという状況でございます。

【外間委員】わかりました。バスが足りなくて、

佐賀県など県外から大型バスがどんどん、どん

どん応援に来てくれて、何とかそういったクル

ーズ船のお客さんをいろんな地域へ運んだりす

ることの対応を、民間も協力してやってもらっ

ているということなんですが、そこで長崎県内

における交通局も含めた、長崎バスや西肥バス

といった民間のバス、あるいは民間の観光バス、

貸切バス、たくさんあろうかと思うんですけれ

ども、本県のそういったバスが足りずにクルー

ズ船対応のために県外から応援をしてもらって

いるというのが今の状況なんですか。
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【濵口貸切部長】クルーズのバスに件でござい

ますけれども、まず、クルーズが入ってくる時

に、バスが何台要るかというのは、バス会社と

いうよりも、ランドオペレーターの方がバスの

手配をします。その時に県内のバス会社を中心

に手配するということにはなるんですが、ただ、

先ほど私もご答弁させていただきましたが、い

ろいろ手数料の関係とかもあって、県内のバス

の事業者だけじゃなくて県外のバス事業者もラ

ンドオペレーターが手配する。その手配した結

果、長崎港に県内・県外のバスが配車されると

いう状況でございます。

【外間委員】バスを維持するために必要なリス

クというのがあってのことですから、一概に新

車を導入して対応できない。いつもいつも5月、
11月のように、しょっちゅうバスが必要な、需
要があふれるような月でない端境期もきっとあ

られるでしょうから、そうなった時によく民間

で考えるのが、必要な時にはバスだけレンタル

方式で貸すことによって、一定リスクを背負わ

ずに利益だけが入るような貸付事業とか、ある

いは借り受けたりすることで対応するとか、そ

う大きなリスクを背負わずにバスの運用収益を

うまく回すということは、私は民間では可能だ

と思っているんですね。だから、民間で可能な

ことは、極力この大型クルーズ船という一つの

観光産業というのは、長崎県で生まれた事業で

ありますから、できれば長崎県でその利益を共

有しなければいけないのが、見るからに佐賀県

からどんどん来れば、地元のバスがたくさん余

っているのになぜよそから来るんだろうかなと

いうことについては、今のランドオペレーター

の考え方もあってのことでしょうけれども、

我々が見る限りにおいては、県内の仕事は県内

でしっかりとやっていかなければいけないので

はないかという考え方から、そういったバスの

貸付事業とか、借受事業というものをうまく、

先ほども田中委員からも話があったように、国

からのいろんな規制もあろうけれども、せっか

く本県が観光立県を目指していくとするならば、

こういった交通局における利益型の事業をもっ

と伸ばす意味では、そういったこともいろいろ

と貸し付け事業のご提案とか、法的な規制撤廃

を行うことによって積極的に、言葉は悪いです

けれども、民間感覚で利益を取りにいくという

ことですね。せっかくこうして外国からのお客

さんがたくさん来て、せっかくのそういった収

益事業が、何かさらっと機械的に、法的に流さ

れるようなことであっては本来の観光産業を目

指すことは難しいのではないかということから、

ぜひそういったものについて検討することはで

きないものか、交通局長いかがでございましょ

うか。

【太田交通局長】まず、クルーズ船の状況につ

きましてご理解いただきたいのは、今、非常に

交通局の受注が減っているという部分について

は、中国系のクルーズについて状況が非常に変

わってきております。欧米系のクルーズについ

ては、大手のエージェントを通して正規のルー

トで受注をいただいているという状況がござい

ますので、中国から来られるクルーズについて

は県内の観光地巡りではなくて、免税店である

とか、そういうところに、今はまだそういう状

況がございますので、県の観光部門についても

それを少し、観光ルートを巡るような形にでき

ないかということで検討を今していると聞いて

おります。

経費の面で貸切部門の経費を弾力的にやって

いく部分については、いろんな形で県営バスと

しても取り組んでおりますので、民間でそうい
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うことができておれば、ぜひ参考にさせていた

だきたいと思いますので、そういう事例があれ

ばぜひとも調査等を行っていきたいと思ってお

ります。

【外間委員】時間もまいりましたので、ぜひと

もこういった長崎県が訴える観光立県長崎とい

うことの一番の牽引役になるのは、そういう意

味では大型クルーズ船について交通局の果たす

牽引役は非常に大きいものと考えておりますの

で、ぜひともそういったことについては積極的

に耳を傾けて、よくよく情報を入れて積極的な

営業活動等を行っていただくことをお願いして

終わりたいと思います。

【里脇委員長】質疑を続行することとして、し

ばらく休憩します。

― 午後 零時 ０分 休憩 ―

― 午後 零時 １分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

【川崎委員】今年度の収支につきましては先ほ

ど説明がありました。2億円から3億円程度の赤
字が見込まれますというご説明でしたが、ちょ

っと振り幅が大きいなと思っていまして、もう

今年度もあと3週間程度という中において、よ
り詰まった数字が見えているはずですが、実態

はいかがでしょうか。

【小畑管理部長】今年度の見込みでございます

けれども、補正予算の中でも大きく補正をさせ

ていただいておりますが、具体的に申し上げま

すと、収入については、先ほどからお話してお

りますが、貸切収入の減が1億8,000万円ほど見
込まれ、全体として収入が2億円を超えるよう
な補正減といたしております。

一方、費用につきましては、人件費につきま

しては一定減ということで進んでおりますが、

従来からご説明しているとおり、軽油価格の高

騰で9,000万円ほど経費が増えていると。また、
減価償却費も従来の車両更新ですとか、機器整

備等で一定増となっておりますので、全体経費

が9,300万円といった増額補正を今回させてい
ただいております。

結果として、今の見込みでございますけれど

も、大体2億9,800万円、3億円を切るぐらいの
赤字が見込まれるという状況で、今回、2月補
正を上げさせていただいている状況でございま

す。

【川崎委員】大変厳しい状況が、もう既に今年

度これだけ見直しをしないといけないという状

況がきている。じゃ、平成31年度、今予算を採
決したばっかりですが、本当に厳しい状況、現

実を見られて、先ほどの貸切の努力等も頑張っ

ていただきながら、死守をしていただきたいと

思います。

そういった中において、先ほどのクルーズに

かかわる件ですが、貸切バス事業安全性評価認

定、セーフティバスという制度があるというこ

とを県の方から伺いました。これはどういった

制度なのか。私の方には営業区域を問わないと

いう説明を聞いているんですが、気になります

ので説明していただきたいと思います。

【濵口貸切部長】ご質問の件でございますけれ

ども、貸切バスの安全性評価認定制度、これは

日バス協が実施している制度でございまして、

もともと過去の大きなツアー事故を踏まえて立

ち上がったものなんですが、例えば運行管理、

あるいは労働条件等々、いろんな項目を審査し

て、一定の水準であれば認定しましょうという

制度でございます。それが3段階ございまして、
まず、最初に申請して、認定になれば星マーク

が1つということになります。その2年後に、ま
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たさらにもっと厳しく審査されて、それが認定

されれば星が2つ、さらに2年後にもっと厳しく
審査されて、それで認定になれば星が3個、そ
ういう制度でございます。要は、いかに安全コ

ストをしっかりかけて、きちんと事故のないよ

うな体制がつくられているかというところが審

査されるものでございます。

先ほど、営業区域を問わないというお話でし

たが、これは私が先ほど答弁させていただいた

中で、訪日外国人の輸送に限り国の特例措置が

ございますというお話をさせていただいたと思

うんですが、これが安全評価認定制度で認定さ

れておれば、国に一度営業区域外の申請をやれ

ば、それは1年の自動更新になります。1回許可
をもらえば、その後ずっと配車権が、例えば福

岡のバス会社が申請して認可されれば、長崎県

にも配車が可能になると、多分そのことだと思

います。それで、星マークを取る事業者がどん

どん、どんどん増えていっているという状況で

ございます。そうしたら、簡単に営業区域の拡

大ができる、訪日外国人の輸送に限りというこ

とでございます。

【川崎委員】そうすると、安全性を高めていっ

て、それはもう経営努力だからすばらしいこと

ですが、このことによる特典というか、そのこ

とがクルーズ船、訪日外国人対応に限って営業

区域を問わないと。今から長崎は需要を高めて

いこうという中において、こういう県外の事業

者が星2つ、3つ取っていこうものなら、ますま
す厳しくなっていきますね。いい面と悪い面と

が同居しているような感じがするんですが、こ

れはどうなんですか。外的要因として厳しい状

況に陥ったりしませんか。見通しとしてお尋ね

します。

【濵口貸切部長】 安全性を高めるというのは、

企業イメージをよくするということで非常に大

事なことだと思います。

もう一つ、安全性評価認定制度は、認定を受

けましたら、今、貸切事業というのが5年に1回
の更新制でございます。ですので、その更新の

時に星マークを持っていれば簡単に更新ができ

るというものがございます。もし、持たなけれ

ば代表者がしっかりと試験とか、そういったも

のを受けて、合格して初めて更新される、非常

に厳しくなっておりますので、そういうことも

あって星マークを取る事業者というのが増えて

いるということでございます。

もう一つは、やっぱり消費者の方もより安全

なバスを、これは間違いなく求めていると思っ

ていまして、例えば大手の旅行エージェントで

も、手配するに当たっては星マークを持ってい

る事業者じゃないと手配ができないとか、ある

いは修学旅行であれば、安全性の評価認定を受

けていますよというバス会社を利用しますと、

そういった営業にも使われています。我々も逆

に星マークを持っていますよと、安全性はきち

んと保たれていますようということで営業活動

を実施しているということで、私どもとしては、

非常に厳しくはありながらも、逆に安全性をア

ピールできるという面ではプラスだと考えてお

ります。

【川崎委員】 ちなみに、交通局は星1つで、今
後、もっと上をねらって、逆にクルーズをどこ

かで取りにいくような、福岡が多いですけれど

も、そういったことについても頑張っていこう

という考え方でよろしいですか。

【濵口貸切部長】実際に県外の申請をさせてい

ただいて、もう取得をしております。許可はい

ただいています。ですから、要請があればいつ

でも県外に出られる。福岡は事業区域を持って
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いますが、例えば大分港とかも来られています

ので、そちらの方には申請をして認可をいただ

いて、いつでも要請があれば配車できるように

形は整えております。

【川崎委員】最後に、これもたびたび要望させ

ていただいているんですが、利用者へのサービ

スということで、ぜひ上屋、いすの設置、これ

について非常にお声が多いんです。上屋は恐ら

く先ほどの運輸事業振興助成補助金を活用され

ていると思うんですが、いすが最近多いんです

ね。これを一体的に整備すれば、このいすにも

充てていいということは企画振興部にも確認し

ましたので、ぜひそういったバス待ち環境を向

上させていただくことを要望させていただきた

いと思いますので、ご所見があれば。

【小川営業部長】長崎市内のバスの待合スペー

ス等々につきましては、民間事業者の方とも意

見交換を行いながら、どういう形で整備をして

いくかという部分については常にやっていると

ころでございまして、今年度10カ所程度共同標
柱方式にさせていただきました。来年度も12カ
所ほど予定してございます。

そういう中で、特に今、懸案で上がっており

ますのが中央橋の川側、向こうのバス停、もし

くは上屋等々について、今後どうやっていくか

という部分について、そこを重点的に両者で協

議をしながら、また市の方にもご相談をしなが

ら進めていこうという格好で進めているところ

でございます。

今後も、私どもだけじゃなくて、市内の利用

者の方々でお使いになる部分でございますので、

関係事業者とも十分に調整を図りながら、一緒

になって進めていきたいと考えております。

【里脇委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】ほかに質問がないようですので、

交通局関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 零時１１分 休憩 ―

― 午後 零時１１分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、交通局関係の審査を終了

いたします。

引き続き、分科会長報告及び委員長報告の取

りまとめなどの委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 零時１２分 休憩 ―

― 午後 零時１３分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

今定例会で審査いたしました内容・結果につ

いて、3月13日(水曜日)の予算決算委員会におけ
る環境生活分科会長報告及び3月15日(金曜日)
の本会議における環境生活委員長報告の内容の

協議を行います。

それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行いたいと存じますが、ご異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。
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― 午後 零時１４分 休憩 ―

― 午後 零時１４分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

環境生活分科会長報告及び環境生活委員長報

告については、協議会における委員の皆様の意

見を踏まえ報告させていただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 零時１５分 休憩 ―

― 午後 零時１５分 再開 ―

【里脇委員長】 再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【里脇委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

最後に、閉会にあたり、各部局長に出席を求

めておりますので、理事者入室のため、しばら

く休憩いたします。

― 午後 零時１６分 休憩 ―

― 午後 零時１６分 再開 ―

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、今任期中の委員会は本日が最後と

なりますので、閉会にあたりまして一言ご挨拶

を申し上げます。

昨年3月に委員長を仰せつかりまして、皆様
方には大変お世話になりました。ありがとうご

ざいました。

山本(由)副委員長はじめ委員の皆様方や理事
者の皆様方のご協力を得ながら、委員長として

の重責を果たすことができたのではないかと思

っております。この場をおかりして、心から御

礼申し上げます。

さて、1年を振り返ってみますと、厳しい財
政状況の中にありながらも、社会基盤整備のた

め大型事業の推進、また、県民の安心・安全な

暮らしをはじめ、県民生活に直結した事業など

を審査する重要な委員会でありました。

委員の皆様には熱心なご議論を交わしていた

だくとともに、施策の取組方について、より効

果的な提案もなされるなど、行政と議会が県民

のため、長崎県の発展のためにという基本的な

方向性のもとで、この委員会が進められたもの

と厚く感謝を申し上げます。

各部長様方におかれましては、各部局を統括

していただいて、今後、さらに長崎県発展のた

めに、どうか健康にご留意されてご活躍されま

すことを心からお祈りを申し上げまして、私の

ご挨拶とさせていただきます。ありがとうござ

いました。（拍手）

次に、理事者側を代表して環境部長にご挨拶

をお願いいたします。

【宮﨑環境部長】環境生活委員会の閉会にあた

りまして、理事者を代表して一言ご挨拶申し上

げます。

里脇委員長、山本(由)副委員長はじめ委員の
皆様方には、委員会における審議はもちろん、

県内外への現地調査など、環境生活全般にわた

る重要課題につきまして終始熱心にご議論いた

だき、さまざまな観点から貴重な意見を賜りま

したことを心からお礼を申し上げます。

機会あるごとに賜りましたご指導、ご提言に

つきましては、今後の施策に反映してまいりた

いと考えております。

私ども4部局におきましては、県民の皆様の
生活を守ること、これを最優先に、「長崎県総

合計画 チャレンジ2020」並びに各部局の個別
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計画に基づきまして、さまざまな取組を行って

おります。

今後とも、本県の将来を見据えながら、県民

の皆様の安全・安心で快適な暮らしにつながる

取組を進めてまいります。

委員の皆様におかれましては、今後とも環境

生活分野における県政の推進に対しまして、よ

り一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い

申し上げます。

最後になりましたが、委員皆様のご健勝とご

活躍を祈念いたしましてご挨拶とさせていただ

きます。

どうもありがとうございました。（拍手）

【里脇委員長】 ありがとうございました。

これをもちまして、環境生活委員会及び予算

決算委員会環境生活分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 零時１９分 閉会 ―



環境生活委員会委員長　　里脇　清隆

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関係分） 原案可決

長崎県環境保健研究センター条例の一部を改正する条例 原案可決

雲仙公園使用条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県立都市公園条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県営港湾ターミナルビル条例等の一部を改正する条例 原案可決

長崎県流水占用料等徴収条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

契約の締結について 原案可決

契約の締結の一部変更について 原案可決

計　　９件（原案可決　９件）

環 境 生 活 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

平成３１年３月１５日

　　　　議長　　溝口　芙美雄　　様

第 17 号 議 案

第 53 号 議 案

第 54 号 議 案

番　　号 

記

第 35 号 議 案

第 36 号 議 案

第 37 号 議 案

第 38 号 議 案

第 39 号 議 案

第 40 号 議 案

－142－
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委員長（分科会長）      里 脇 清 隆

副委員長（副会長）      山 本 由 夫

署 名 委 員      徳 永 達 也

署 名 委 員         川 崎 祥 司

書  記   佐 原  昌 子
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土木部関係の議案についてご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第７２号議案「平成３０年度長崎県一般会計補正予算（第６号）」のうち関係部分であり

ます。 

 今回の補正予算は、国において決定された「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊

急対策」等に伴う国の補正予算に適切に対処するため、必要な予算を追加しようとするも

のであります。 

 

歳入予算は、 

  分担金及び負担金               ２億４，２９４万２千円の増 

  国 庫 支 出 金              ６０億４，８８６万４千円の増 

  諸 収 入                   ５１４万  円の増 

  合      計              ６２億９，６９４万６千円の増 

となっております。 

  

歳出予算は、 

  道 路 橋 り ょ う 費           ６８億６，２５６万８千円の増 

  河 川 海 岸 費           ２８億６，８６５万７千円の増 

  港 湾 空 港 費           １９億５，１００万５千円の増 

  合         計                   １１６億８，２２３万  円の増 

となっております。 

  

これにより、土木部関係の一般会計歳出予算総額は、 

９４９億 ６１３万２千円            
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となります。 

次に、補正予算の主な内容についてご説明いたします。 

 

（道路新設改良費） 

公共事業                ２１億６，０９０万  円の増 

（道路災害防除費） 

   公共事業                ２０億１，３２８万６千円の増 

（港湾改修費） 

   公共事業                １８億３，２２５万  円の増 

（総合流域防災費） 

   公共事業                 ６億９，４５０万  円の増 

（通常砂防費） 

   公共事業                 ４億９，５５０万  円の増 

（火山砂防費） 

   公共事業                 １億６，８００万  円の増 

（地すべり対策費） 

   公共事業                 ３億９，５６５万  円の増 

（急傾斜地崩壊対策費） 

   公共事業                 ５億５，９６５万  円の増 

を計上いたしております。 

 

次に、繰越明許費についてご説明いたします。 

 今回の補正予算について、年度内に適切な事業期間が確保できないことから、 

  道 路 橋 り ょ う 費          ６５億４，８１８万８千円 

  河 川 海 岸 費          ２８億４，５９９万  円 
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  港 湾 空 港 費          １９億５，１００万５千円 

  合         計                 １１３億４，５１８万３千円 

について、繰越明許費を増額しようとするものであります。 

 

 次に、債務負担行為についてご説明いたします。 

 国の公共事業の発注平準化措置としての国庫債務負担行為（いわゆるゼロ国債）に伴い、

本年度契約を行うため、 

    道路新設改良費             ５億        円 

の債務負担行為を設定しようとするものであります。 

 

以上をもちまして、土木部関係の説明を終わります。 

 何とぞ、よろしくご審議のほどお願いいたします。 
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【予算決算委員会環境生活分科会関係議案説明資料（土木部） ７頁７行目の次に、

次のように挿入する。】 

 

（子育て応援住宅支援事業費） 

 安心して子どもを生み育てることができる住環境の整備のため、３世代同居・近居を開

始する世帯や多子世帯等の中古住宅取得等を支援するために要する経費として、 

公共事業                   ２，０００万  円 
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環境生活委員会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            土 木 部 
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土木部関係の議案、議案外の報告事項及び主な所管事項についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第１７号議案 長崎県手数料条例の一部を改正する条例のうち関係部分 

第３７号議案 長崎県立都市公園条例の一部を改正する条例 

第３８号議案 長崎県営港湾ターミナルビル条例等の一部を改正する条例 

第３９号議案 長崎県流水占用料等徴収条例の一部を改正する条例 

第４０号議案 長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する条例 

第５３号議案 契約の締結について 

第５４号議案 契約の締結の一部変更について 

であります。 

 

はじめに、議案についてご説明いたします。 

 

第１７号議案「長崎県手数料条例の一部を改正する条例」のうち関係部分について

は、人件費の見直し並びに所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法及び

同法施行令の公布、施行に伴い所要の改正をしようとするものであります。 

次に、第３７号議案「長崎県立都市公園条例の一部を改正する条例」については、

物価変動及び消費税率の改定に伴い、占用料の額を改正しようとするものであります。 

次に、第３８号議案「長崎県営港湾ターミナルビル条例等の一部を改正する条例」

については、消費税率の改定に伴い、所要の改正をしようとするものであります。 

次に、第３９号議案「長崎県流水占用料等徴収条例の一部を改正する条例」につい

ては、消費税率の改定に伴い、所要の改正をしようとするものであります。 

次に、第４０号議案「長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する条例」について
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は、人件費の見直し及び消費税率の改定に伴い、所要の改正をしようとするものであ

ります。 

次に、第５３号議案「契約の締結について」は、郡川河川改修事業に伴う大村線 松

原・竹松間３０ｋｍ３３４ｍ付近郡川橋りょう改良工事及び池田沖田線街路事業に伴

う大村線 松原・竹松間３０ｋｍ４８０ｍ付近福重橋りょう改良工事の請負契約を締結

しようとするものであります。 

次に、第５４号議案「契約の締結の一部変更について」は、平成２９年２月定例県

議会で可決された主要地方道平戸田平線道路改良工事（（仮称）春日トンネル）につい

て、補助工法の変更等により、請負代金額の変更契約を締結しようとするものであり

ます。 

 

続きまして、議案外の報告事項について、ご説明いたします。 

 

（和解及び損害賠償の額の決定について） 

 平成３０年に発生した県の管理瑕疵による事故の和解及び損害賠償の額の決定２件

を、地方自治法第１８０条の規定に基づく軽易な事項として専決処分させていただい

たものであります。内容は、道路法面からの落石によるものが１件、腐食した柵によ

るものが１件であります。 

各事故の相手方へ支払った賠償金は合計で３５９，６７０円であります。 

 

（公共用地の取得状況について） 

平成３０年１１月１日から平成３１年１月３１日までの土木部所管の公共用地の

取得状況については、諫早市におけるダム建設事業ほか７件であります。 
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続きまして、土木部関係の主な所管事項について、ご説明いたします。 

 

（幹線道路の整備について） 

県においては、交流人口の拡大や産業振興を支える規格の高い道路の整備を重点的

に進めております。 

このうち、九州横断自動車道の長崎多良見インターから長崎芒
すすき

塚
づか

インター間の４

車線化について、今月２９日に新しい下り線が完成供用することとなりました。この

４車線化により、本路線の安全性・走行性が向上するとともに、災害時の代替機能の

強化が図られるなど、地域の発展に貢献する上で、さらに重要な役割を果たすと考え

ております。 

引き続き、残る長崎芒塚インターから長崎インター間の早期完成が図られるよう、

長崎市と協力し、全力で取り組んでまいります。 

また、西九州自動車道については、昨年１２月に伊万里松浦道路の松浦インターま

でが開通したことにより、今後、松浦佐々道路へ予算がシフトされることが予想され

ることから、さらなる事業進捗が図られるよう、これまで以上に積極的に用地取得に

取り組んでまいります。 

一方、生活に密着した道路の整備についても計画的に進めておりますが、先日、平

成３０年度国土交通省関係補正予算においては、重要インフラの緊急点検結果を踏ま

えた「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」が盛り込まれており、本県

道路事業においても、約４１億円が計上されたことから、安全・安心な道路の確保に

向け、速やかな事業執行を図ってまいります。 

今後も産業の振興や地域の活性化に資する幹線道路の整備に、引き続き積極的に取

り組んでまいります。 
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（石木ダムの推進） 

石木ダムの建設は、川棚川の抜本的な治水対策及び佐世保市の慢性的な水源不足解

消のために必要不可欠な事業であります。近年、異常気象による自然災害が頻発し各

地で甚大な被害が発生している中、地域の安全確保はもとより、佐世保市の安定的な

水資源確保による県北地域の発展のためにもダムの早期完成は喫緊の課題であり、土

地収用手続きを行うとともに、工事の進捗に努めております。 

現在、進めている付替県道工事については、事業に反対する方々の妨害行為が依然

として続いておりますが、現場の安全を確保しつつ進捗を図っており、去る１月に完

了した工区に続き、新たな工区に着手するなど、切れ目なく、着実に工事を進めてい

るところであります。 

また、去る１月２５日には、国に対して、水源地域対策特別措置法に基づく「水源

地域の指定」の申し出を行い、今年度内にも国から指定を受ける見通しとなっており

ます。 

指定後に策定する「水源地域整備計画」においては、水源地域の振興策を実現する

ため、レクレーション施設や自然を利用した公園など生活環境の整備に加え、道路整

備など社会基盤整備の観点からも、計画を検討することとしております。なお、整備

事業の実施にあたっては、国庫補助事業の優先採択や受益者である佐世保市による整

備事業費の一部負担など、水源地域を抱える自治体におけるメリットもあります。 

こうしたことを踏まえ、「水源地域整備計画」の決定に向けて、地元川棚町や佐世

保市と協議を進めていくこととしております。 

 

（九州新幹線西九州ルートの建設推進について） 

九州新幹線西九州ルートについては、諫早駅の新築工事が開始されるとともに、新

大村駅（仮称）や長崎駅の工事も発注され、県内の各新幹線駅舎において建築工事が
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進められる運びとなりました。 

今後とも、さらなる事業進捗が図られるよう、関係機関、地元市町と連携を密にし

て取り組んでまいります。 

 

（石井国土交通大臣の長崎県内視察について） 

今月９日から１０日にかけて、石井国土交通大臣が来県され、九州新幹線西九州ル

ートに関連した長崎駅及び周辺の整備や国道３４号新日見トンネル、長崎港、厳原港

などの現地視察が行われました。 

石井大臣は、新日見トンネルでは工事の進捗状況や今後の工程等について、長崎駅

では新幹線駅の整備事業やＪＲ長崎本線連続立体交差事業の状況について、長崎港で

は松が枝埠頭の岸壁や旅客施設等のクルーズ船受入施設の状況について、厳原港では

離島ターミナル整備事業の状況について、それぞれ視察されました。 

その際、石井大臣からは、長崎港松が枝埠頭の２バース化について、「地域を挙げ

て計画しており、非常に強い取り組みと実感した。新規事業化について検討したい。」

とのお話があり、また、事業中である新日見トンネルの４車線での開通時期が再来年

の２０２０年度になるとの見通しが明らかにされたところであります。 

 

（自転車活用推進計画の策定について） 

平成２９年５月に自転車活用推進法が施行され、国においては、平成３０年６月に

自転車活用推進計画が閣議決定されております。 

県においても、自転車の活用を総合的かつ計画的に推進することを目的とした、「長

崎県自転車活用推進計画」の策定を進めているところであり、パブリックコメント等

を行い、早期に取りまとめることとしております。 
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（平成３１年度以降の海砂採取限度量について） 

 平成３１年度以降５年間の海砂採取限度量については、幅広い見地から有識者等の

ご意見をいただくため設置した「長崎県海砂採取限度量に関する検討委員会」の提言

や県議会のご意見等を踏まえ、関係する部局で構成する庁内の検討会議において基本

方針として取りまとめました。 

 各年度の採取限度量は、現在と同量の２５０万㎥といたしております。 

 また、主な採取区域である壱岐海域における採取限度量についても、現在と同様、

各年度の採取限度量のうち、１７５万５千㎥を上限といたしております。 

 引き続き、骨材資源の確保、水産資源の保護及び自然環境の保全との調整を図りつ

つ、海砂の適正採取が行われるよう取り組んでまいります。 

 

（長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂について） 

平成２７年１０月に策定した「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」について

は、県議会や外部有識者の方々のご意見をお聞きしながら、事業等の評価・検証を行

っているところであります。 

本年度は土木部においては、地方創生推進交付金を活用した取組内容を総合戦略に

反映することとしております。 

平成３１年度に地方創生推進交付金を活用した「移住者向け住宅確保加速化支援事

業」を実施する予定のため、具体的な取り組みを追加しております。 

 

 

以上をもちまして、土木部関係の議案及び所管事項の説明を終わります。 

何とぞ、よろしくご審議のほどお願いいたします。 



 

 

 

平成３１年２月定例県議会 

 

 

 

 

環境生活委員会関係議案説明資料 

（ 追 加 １ ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            土 木 部 
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【環境生活委員会関係議案説明資料（土木部）６頁１８行目の次に、次のように挿入す

る。】 

 

（長崎県住宅供給公社の経営状況について） 

長崎県住宅供給公社は、平成１７年３月に成立した特定調停の際に、金融機関への一

括弁済資金として、県から５７億円を借り入れておりましたが、今年度末をもって、約

定どおり全額完済する見込みとなりました。決算においても、特定調停成立以降平成 

２９年度末まで１４期連続で経常利益を計上しており、経営再建は順調に進捗しており

ます。 

今後とも、諫早西部団地第２・第３工区のさらなる売却促進を図りながら、健全な経

営が維持されるよう、県としても適切な指導を行ってまいります。 



 

 

 

平成３１年２月定例県議会 

 

 

 

 

環境生活委員会関係議案説明資料 

（ 追 加 ２ ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            土 木 部 
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【環境生活委員会関係議案説明資料（土木部）５頁２１行目の次に、次のように挿入す

る。】 

 

（長崎県の道路整備に関するプログラムの策定について） 

平成３０年３月３０日に道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律が成

立し、国費率のかさ上げ措置が平成３０年度以降１０年間継続されることとなりました。

これを受け、今後１０年間に、国、県、市が行う事業の一覧を示した長崎県の道路整備

に関するプログラムを策定いたしました。このプログラムを基に、計画的な道路整備の

推進に努めてまいります。 



 

 

 

平成３１年２月定例県議会 

 

 

 

 

環境生活委員会関係議案説明資料 

（ 追 加 ３ ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            土 木 部 
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【環境生活委員会関係議案説明資料（土木部）７頁１０行目の次に、次のように挿入

する。】 

 

（平成３１年度の組織改正について） 

平成３１年４月１日付けで組織改正を行うこととしておりますので、その概要につ

いてご説明いたします。 

九州新幹線西九州ルートの用地取得を促進するために設置しておりました、「新幹線

用地事務所」について、建設主体である独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援

機構からの受託業務が完了することに伴いまして、平成３１年３月末をもって同事務

所を廃止することとしております。 

今後とも新たな組織体制のもと、より効率的、効果的な県政運営の実現に努めてま

いります。 

 

 











































平成３１年２月定例県議会

予算決算委員会 環境生活分科会

関係議案説明資料

県 民 生 活 部
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県民生活部関係の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第 １号議案 平成３１年度長崎県一般会計予算のうち関係部分

第５７号議案 平成３０年度長崎県一般会計補正予算（第５号）のうち関係部分

の２件であります。

はじめに、第１号議案「平成３１年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分につい

て、ご説明いたします。

県民の皆様が豊かで安心して暮らすことのできる社会を実現するため、県民生活部

としましては、「長崎県総合計画チャレンジ２０２０」に掲げる１０の基本戦略のう

ち、「互いに支えあい見守る社会をつくる」「生きがいを持って活躍できる社会をつ

くる」「快適で安全･安心な暮らしをつくる」の３つの戦略を中心に、県民、事業者、

ＮＰＯ及び市町等と連携し、協働による地域課題の解決、男女共同参画の推進、女性

活躍の推進、人権が尊重される社会づくり、犯罪のない安全・安心なまちづくり、交

通安全対策、食品の安全・安心の確保、消費者行政の充実・強化などの各種施策を積

極的に推進してまいります。

歳入予算は、

  使用料及び手数料                   ７万５千円

  国 庫 支 出 金               ５億７，４８３万６千円

  財 産 収 入                          １２６万７千円

  諸  収   入                     ３，６０５万５千円

           計                       ６億１，２２３万３千円

歳出予算は、
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    統 計 調 査 費                ４億４，８９４万６千円

    生 活 対 策 費                 ７億  ６５１万  円

    環 境 保 全 費              ６億６，３１９万６千円

           計                       １８億１，８６５万２千円

を計上いたしております。

次に、歳出予算の主な内容について、ご説明いたします。

（県民協働の推進について）

地域住民主体によるコミュニティの維持・活性化を強化するため、地域の課題解決

の担い手となり得るＮＰＯ等と地域運営組織とのマッチングの実施をはじめ、協働サ

ポートデスクによる県とＮＰＯ等との専門コーディネーターを含めた意見交換会の実

施や、自立・自走を目指すＮＰＯのクラウドファンディングの取組を支援するほか、

ＮＰＯや企業、行政などの多様な主体が一堂に会し交流する「つながるフェスタ」を

開催し、協働の取組を推進することとしており、これらに要する経費として、

６３７万６千円

を計上いたしております。

（男女共同参画の推進について）

男女共同参画の推進につきましては、「第３次長崎県男女共同参画基本計画～なが

さき“輝き”プラン２０２０～」に基づき、庁内各部局や、市町、関係団体、事業者

の皆様と連携しながら取り組むこととしております。

家庭と社会生活の両立を促進するため、家事や子育てなどを夫婦がともに担うこと

を推奨する動画や自己診断ツール等を用いた意識啓発等により、男性の家事・育児等

への参画を促進するなど、あらゆる分野において男女共同参画の推進に総合的に取り
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組むほか、相談事業や地域における男女共同参画を推進することとしており、これら

に要する経費として

２，３２６万３千円

を計上いたしております。

（女性の活躍推進について）

女性の採用・職域拡大や管理職登用など企業の自主的な取組を促進するため、女性

活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・実行等の支援や、管理職登用のため

の女性人材育成支援により、企業における女性の活躍を推進するとともに、ウーマン

ズジョブほっとステーションにおいて就労支援を行うなど、女性の就業を支援してい

くこととしております。なお、女性の就労支援については、県内各地域の利用者の利

便性の向上を図るため、新たにＩＣＴを活用した相談環境を整えることとしており、

これらに要する経費として、

                         ２，９１９万６千円

を計上いたしております。

（人権尊重社会づくりの推進について）

人権が尊重される社会の実現をめざして、「長崎県人権教育・啓発基本計画（第２

次改訂版）」に基づき、同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向け県民の

人権への理解を深めるため、各種講演会・研修会等の開催、指導者の育成及び県人権

教育啓発センターを活用した人権に関する情報の提供や相談への対応などを行うこと

としております。

また、性的少数者（ＬＧＢＴ）への正しい理解と認識を更に深めていただくための

啓発ハンドブックを作成するとともに、人権・同和教育指導者の更なる資質向上と実

践活動の促進を図るためのステップアップ講座を開催することとしており、これらに
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要する経費として、

３，８６２万３千円

を計上いたしております。

（犯罪のない安全・安心まちづくりの推進について）

安全で安心して暮らせる地域社会の実現に向け、県民の防犯意識を高めるための広

報啓発活動の実施のほか、それぞれの地域での連帯感の醸成や自主防犯活動の活性化

を図るための犯罪のない安全・安心まちづくり宣言団体の募集、県と事業所との連携・

協力による取組を推進する安全・安心まちづくりパートナーシップ事業等に取り組む

こととしております。

また、「第３次長崎県犯罪被害者等支援計画」に基づき、犯罪被害者等支援に関す

る体制整備及び性暴力被害者の心身の負担軽減、健康回復、被害の潜在化防止を図る

ため、専門の相談・支援窓口による、被害者のニーズに応じた適切な支援を提供する

こととしており、これらに要する経費として、

１，３０７万２千円

を計上いたしております。

（交通安全対策の推進について）

交通安全に関する施策の推進につきましては、「第１０次長崎県交通安全計画」に

基づき、取組を進めておりますが、交通事故の防止を図るためには、県民一人ひとり

が交通安全についての意識を高め、安全運転と安全行動に努めることが不可欠であり

ます。

このため、県民総参加による季節ごとに行う交通安全運動や、交通安全教育・指導、

普及啓発活動を実施するほか、交通事故死者数の約半数を占める高齢者の交通安全対

策として、交通事故防止に資する先進安全技術等の普及啓発を推進するとともに、高
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齢運転者及び高齢歩行者等の総合的な交通安全教育啓発を実施することとしており、

これらに要する経費として、

                         ８，３５４万５千円

を計上いたしております。

（統計調査について）

社会経済の現状や将来動向等を把握するための指標とされる統計を作成するため、

各種統計調査を円滑かつ正確に実施することとしており、平成３１年度においては、

法令に基づき受託して行う国の基幹統計調査を中心に１８調査を行います。

このうち、周期的に行う調査として、「２０２０年農林業センサス」、「２０１９

年全国家計構造調査」及び「経済センサス-基礎調査」等を実施いたします。

このほか、学術・研究機関と連携したデータ利活用推進を図ることとしており、こ

れらに要する経費として

２億７，９２８万４千円

を計上いたしております。

（食品衛生の確保について）

県民の安全で安心な食生活を確保するため、「長崎県食品衛生監視指導計画」に基

づき、営業施設等の監視指導や食品検査を実施し、食中毒等の発生防止に努めてまい

ります。

特に、ＨＡＣＣＰ
ハ サ ッ プ

に沿った衛生管理が制度化されたことから食品営業施設において

無理なく導入できるよう支援を行い、県内で製造・販売される食品の安全性のさらな

る向上を図ってまいります。

また、と畜場及び食鳥処理場においてもＨＡＣＣＰによる衛生管理を推進し食肉の

安全性を確保するとともに、食肉衛生検査データを生産者に還元し、家畜保健衛生所
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や診療獣医師とも連携を図りながら効率的な家畜疾病予防、衛生対策等を行うことと

しており、これらに要する経費として、

                        ７，５０５万３千円

を計上いたしております。

（カネミ油被害者対策について）

カネミ油被害者に対する支援対策として、これまでも県内３地区において油症検診

を実施し、被害者の健康管理指導を行っておりますが、被害者からの要望を受けて、

来年度、新たに福江地区での実施を予定しております。

また、「カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律」に基づき、油

症研究の推進及び油症患者の生活の質の維持向上のため、油症患者の健康実態調査を

実施するとともに、長崎油症研究班へ油症に関する研究を委託し油症の解明及び治療

法の研究を推進することとしており、これらに要する経費として、

１億２，０５３万７千円

を計上いたしております。

（動物の愛護と狂犬病予防について）

「人と動物が共生できる地域社会」の実現に向け、「長崎県動物愛護管理推進計画」

に基づき、動物愛護の普及啓発と定着、動物の適正飼養管理の推進、県民参加と協働

による動物愛護推進の体制づくり、狂犬病の予防及び動物の収容管理等に取り組むこ

ととしており、これらに要する経費として、

６，３１０万２千円

を計上いたしております。

（消費者行政の推進について）
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消費者行政の推進につきましては、「第三次長崎県消費者基本計画」に基づき、県

内どこに住んでいても質の高いきめ細かな相談を受けることができるような消費生活

相談体制の整備や、学校、地域等における消費者教育の充実による消費者の意識向上

などに、県内の市町及び関係機関と緊密に連携しながら取り組むこととしており、こ

れらに要する経費として、               

４，４２６万９千円

を計上いたしております。

（食品の安全・安心確保について）

食品の安全・安心の確保につきましては、「長崎県食品の安全・安心推進計画」に

基づき、関係部局が緊密に連携しながら、総合的かつ計画的に食品の安全性と信頼性

を高めるための施策を実施することとしております。

県民生活部では、その総合調整を行うとともに、県民の食品に関する信頼確保のた

め、食品表示の適正化の推進、消費者・関係事業者・行政機関等相互の情報交換や意

見交換を行うリスクコミュニケーションの開催並びに、新たな施策として食品の安

全・安心について情報発信力のある学校教育関係者等を対象とした食品安全・安心講

習会に取り組むこととしており、これらに要する経費として、

                           ６７７万５千円

を計上いたしております。

続きまして、債務負担行為についてご説明いたします。

１ 事務機器のリース等について、年度開始前に契約手続きを行うため、

県民生活行政事務機器賃借等               ３６万３千円

２ 性暴力被害者支援業務委託について、年度開始前に契約手続きを行うため、

性暴力被害者支援業務委託                ８６３万３千円
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３ 犬捕獲抑留等業務委託について、年度開始前に契約手続きを行うため、

犬捕獲抑留等業務委託                ４，８００万  円

４ 動物愛護情報ネットワーク運用管理委託について、年度開始前に契約手続きを行

うため、

動物愛護情報ネットワーク運用管理委託           ７３万３千円

５ ガスクロマトグラフ質量分析装置保守点検業務委託について、年度開始前に契約

手続きを行うため、

ガスクロマトグラフ質量分析装置保守点検業務委託     １３２万  円

６ 食肉衛生検査情報還元システム運用管理委託について、年度開始前に契約手続き

を行うため、

食肉衛生検査情報還元システム運用管理委託         ３６万  円

７ 食肉検査に必要な密閉式自動包埋装置の賃借契約について、年度を越えて一括契

約を締結するため、

密閉式自動包埋装置賃借                 ５００万  円

８ 食肉衛生検査管理システム賃借契約について、消費税率の改定に伴う変更契約を

年度を越えて締結するため、

食肉衛生検査管理システム賃借               ３０万５千円

９ 食肉検査に必要なリアルタイムＰＣＲシステムの賃借契約について、消費税率の

改定に伴う変更契約を年度を越えて締結するため、

リアルタイムＰＣＲシステム賃借                 ７千円

１０ 計量検定所における特定計量器検査等業務委託について、年度開始前に契約手

続きを行うため、

特定計量器検査等業務委託              １，４５０万  円

１１ 計量検定に必要となる事務機器の賃借契約について、消費税率の改定に伴う変

更契約を年度を越えて締結するため、
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計量検定事務機器賃借                 ２万３千円

を計上いたしております。

  次に、第５７号議案「平成３０年度長崎県一般会計補正予算（第５号）」のうち関

係部分について、ご説明いたします。

  歳入予算は、

国 庫 支 出 金                     ２，１４２万３千円の減

繰  入  金                ５０万  円の減

    諸 収 入                          １９０万６千円の減

           計                 ２，３８２万９千円の減

  

歳出予算は、

  統 計 調 査 費                      １，４８８万４千円の減

  生 活 対 策 費                        １，１２５万  円の減

  環 境 保 全 費                        ２，２８８万３千円の減

         計                              ４，９０１万７千円の減

を計上いたしております。

補正予算の主な内容についてご説明いたします。

（住宅・土地統計調査費について）

住宅・土地統計調査費国庫委託金の交付額の確定により、

                          ４１８万６千円



- 10 -

を減額計上いたしております。

（カネミ油症被害者対策費について）

カネミ油症患者健康実態調査事業費の実績見込み減等により、

                           ６９３万７千円

を減額計上いたしております。

最後に、平成３０年度補正予算の専決処分について、あらかじめご了承を賜りたい

と存じます。

平成３０年度予算につきましては、今定例県議会において補正をお願いいたしてお

りますが、歳入におきましては国庫支出金等に未決定のものがあり、また、歳出にお

きましても、年間の執行額の確定をもって整理を要するものがあります。

従いまして、これらの調整、整理を行うため、３月末をもって、平成３０年度予算

の補正を知事専決処分により措置させていただきたいと考えておりますので、ご了承

を賜りますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、県民生活部関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。



平成３１年２月定例県議会

環境生活委員会関係議案説明資料

県 民 生 活 部
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今回、県民生活部関係の議案はありませんので、議案以外の主な所管事項についてご

説明いたします。

（安全・安心日本一の県づくりについて）

本県では、これまで犯罪や交通事故のない安全・安心なまちづくりに取り組んでき

たことにより、全国トップクラスの良好な治安水準を保ってきたところでありますが、

高齢者や子どもなど社会的弱者が巻き込まれる事故・犯罪などが依然として多く発生

し、また全国各地においては、大規模地震、集中豪雨といった自然災害も頻発してお

ります。

さらに、人口減少や高齢社会の進展などによる地域活力の低下や、災害を巡る県民

意識の変化など、本県を取り巻く状況も変化しております。

このような中、県民の皆様が、将来にわたって住みなれた地域で心穏やかに暮らし

続けていくためには、地域における様々なリスクを取り除き、引き続き安全で安心な

環境の整備や、暮らしやすいまちづくりを推進していく必要があります。

このようなことから、国において直接取り組むべき社会保障制度の充実やテロ対策

などの分野については除外したうえで、あらためて「長崎県総合計画チャレンジ２０

２０」に掲げる戦略の中から、防災、防犯、交通安全、健康、高齢者の生活、食品の

安全といった安全・安心に係る６分野を設定のうえ、関連事業を抽出し、各部局と連

携しながら市町や地域の方々と一体となって横断的に取り組むことといたしました。

今後、それぞれの分野において課題解決を図ることによって、県民の皆様が長崎で

暮らしてよかったと実感していただけるような「安全・安心日本一の県づくり」を目

指してまいります。

（県民協働の推進について）

多様化する県民ニーズや地域課題の解決にきめ細かく対応するため、県ではこれま

でＮＰＯ・ボランティア団体と行政や企業との協働を進めてまいりました。
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本年度は、ＮＰＯや企業、行政職員などを対象とした「協働推進研修会」を去る     

１２月１４日に五島市、２月２６日に長与町で開催いたしました。研修会には、ＮＰ

Ｏや企業をはじめ、両市町の行政職員、自治会、まちづくり協議会などの方々が参加

し、事例発表やワークショップ、意見交換などを通じて、協働に対する理解を深めま

した。

また、「協働サポートデスク」において、ＮＰＯや行政等からの協働に係る相談や

事業提案を受け、事業化に向けた意見交換会を実施したほか、ＮＰＯ法人３団体を対

象に、法人の持つ課題の解決に向け、専門家による組織診断や改善計画策定に係る助

言・指導などの伴走型支援を行い、法人の組織力強化を図りました。

併せて、本年度は部局別にテーマを設定した職員向け勉強会を４回開催し、県職員

の協働意識の向上にも努めたところです。

今後とも、ＮＰＯ・ボランティア団体への各種支援や情報提供などの取組により、

多様な主体による協働を推進してまいります。

（男女共同参画・女性の活躍の推進について）

男女共同参画社会の実現に向けては、市町や県内８地域に配置した男女共同参画推

進員、アドバイザー等との連携のもとに各地域での普及啓発に取り組んでいるところ

です。

今年度は、「防災における男女共同参画」や「ワーク・ライフ・バランス」等をテ

ーマとし、男女共同参画の推進活動を行う際に必要となる知識やスキルを学ぶ基礎研

修、企画・実行力を養う実践研修を実施しております。こうした研修を通して、男女

共同参画推進のリーダーとなる人材を育成し、地域での活動のさらなる活性化を図っ

てまいります。

また、県内７大学において、女性のキャリア継続のための育児休業取得や、女性の

継続就業のための男性の家事・育児等参画、仕事と生活の調和など、職場や家庭生活



- 3 -

における人生設計の重要性を示し、自身の職業人生を考えるセミナーを開催しました。

今後も、次代を担う若者の意識啓発にも取り組み、女性の継続就業や管理職登用な

ど、女性の活躍推進につなげてまいります。

（人権尊重の社会づくりの推進について）

県内の企業や団体の人事・労務担当者等を対象に、去る１月２４日に長崎市、翌  

２５日に佐世保市において、「企業人権啓発セミナー後期研修」を開催いたしました。

本セミナーは、企業や団体内における人権尊重の気風を高めることを目的として、昨

年１２月の前期研修と一体として開催するもので、後期研修では、計６９人の参加の

もと、企業を取り巻く人権に関する動向や課題解決に向けた取組、及びハラスメント

対策やメンタルヘルスケアをテーマとした２つの講義を実施いたしました。

今後も、このようなセミナーの開催等により、人権尊重社会の実現をめざした人権

教育・啓発を積極的に推進してまいります。

（交通安全対策の推進について）

昨年の県内の交通事故発生状況は、発生件数４，６４１件、死者数３６人、負傷者

数６，０３６人であり、発生件数、死者数、負傷者数とも前年から減少し、発生件数

については昭和６０年以来３３年ぶりに４千件台となりました。また、死者数につい

ては前年より１１人少ない３６人と、平成に入り最少となり、中でも６５歳以上の高

齢者の死者数は１７人と前年の半数以下まで減少いたしました。

しかしながら依然として、交通事故死者数に占める高齢者の割合が高いことから、

交通事故防止に向けた先進安全技術の普及啓発等を推進するなど、関係機関・団体と

連携した高齢者の事故防止対策を進めてまいります。
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（犯罪のない安全・安心まちづくりの推進について）

平成３０年の県内における刑法犯の認知件数は３，６２２件と、戦後最少を記録す

るとともに、人口１０万人当たりの犯罪率は２６７．５件と低い方から全国第２位と

なるなど、良好な治安水準を維持しております。

刑法犯のうち、振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺は５１件で前年に比べ６０件減

少し、被害額は前年を下回る約１億４６０万円となっております。

県といたしましては、犯罪のない安全で安心して暮らせる地域社会の実現のため、

県警、市町、地域住民をはじめ、事業者、防犯ボランティア団体等と一体となって、

「第３次長崎県犯罪のない安全・安心まちづくり行動計画」に基づく各種施策を積極

的に推進してまいります。

（犯罪被害者等支援について）

犯罪被害者等支援に関係する有識者で構成された「長崎県犯罪被害者等支援懇話会」

において、本県の犯罪被害者等支援の更なる充実に向けた施策、取組等を推進してい

くためには、犯罪被害者等支援条例を制定する必要があるとの中間意見が取りまとめ

られ、その後、同懇話会において、昨年１２月と本年１月の２回にわたり、条例に盛

り込む内容について議論が行われました。

懇話会での議論を踏まえ、県といたしましては、「長崎県犯罪被害者等支援条例（仮

称）」の制定に向け、条例素案を作成しました。

今後、条例案について、県民の皆様をはじめ広く御意見を反映させるためパブリッ

クコメントを実施し、最終的な条例案を取りまとめることとしております。

（統計利活用の推進について）

近年、統計を利用して地域の実情を把握し、諸課題に的確に対応することが求めら

れており、国においては、「証拠に基づく政策立案」いわゆる「ＥＢＰＭ
イービーピーエム
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（Ｅｖｉｄｅｎｃｅ Ｂａｓｅｄ Ｐｏｌｉｃｙ Ｍａｋｉｎｇ）」を推進するなど

統計の利活用が進められているところであります。

県においても、このような統計データ利活用を推進するため、統計データの相談窓

口機能など各部局に対する支援体制を構築するとともに、県政課題の解決のため、統

計的思考力やデータ分析力の向上に向けた統計実務研修会を実施するなど、統計に携

わる職員の人材育成に努めているところです。

また、公的統計をとりまく調査環境は、住民の個人情報保護意識の高まりなどから

年々厳しさを増しており、県の実態について県民の皆様が知りたいと思う統計情報を

広く理解しやすい方法で公表するなど、統計を身近なものにする普及啓発活動や統計

調査員の活動環境の改善等を行うことも必要であります。

このため、様々な取組を行っており、中でも子どもの頃から統計の重要性を理解し

てもらうため、統計グラフコンクールに加え、統計出前講座や教育者を対象とした統

計指導者講習会を実施しております。

このような取組を続けることで、県民の皆様の統計に関する理解を深め、正確な調

査結果を得るとともに、統計の利活用につながる新たな体制づくりに努めてまいりま

す。

（長崎県動物愛護管理推進計画について）

動物の愛護及び管理の推進につきましては、「長崎県動物愛護管理推進計画」に基

づき、市町、公益社団法人長崎県獣医師会及び愛護団体等と連携しながら施策を展開

しております。

平成２６年度から平成３５年度までの１０年間を計画期間とした現行計画の推進目

標のうち、「犬及び猫の引取り頭数」については、環境省が定めた基本指針と同様に、

「計画策定前の平成１８年度の実績をベースに、平成３５年度末までに７５％減」を

目標としておりますが、今年度中の達成が見込まれており、さらに今後の取り組みを
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強化していく必要があることから、「平成３５年度末までに９０％減」に上方修正す

るとともに、引き取った犬及び猫の譲渡を促進しながら殺処分数の減少につなげてい

くこととしております。

また、現在、国において、法改正や基本指針の見直しに向けた検討が行われており、

今後、本計画もこれらの改訂内容や現状に即した内容に見直すこととしております。

引き続き、命を大切にし、優しさのあふれる「人と動物が幸せに暮らす社会」の実

現を目指してまいります。

（食育の推進について）

去る１１月１０日、２月１２日に、佐世保市と長崎市において「食育講演会」を開

催し、合わせて２６７人の参加をいただきました。佐世保市では、大学生を対象とし

て朝食の摂取やバランスの取れた食事の大切さを伝える講話を、長崎市では、「健康

長寿」と「長崎の郷土料理」をテーマに、食育の講話と郷土料理の試食、併せて健康

長寿のための運動の実技を行い、伝統的な食文化を再認識していただくとともに、食

事や運動などの好ましい生活習慣が健康長寿につながるという意識の醸成を図りまし

た。

今後とも、ライフステージに応じた食育の推進に努めてまいります。

（消費者教育の推進について）

消費者教育については、専任の消費者教育推進員を配置し、教材の作成、教職員研

修の充実、県内大学やＰＴＡとの連携強化、高齢者をはじめとした住民向けの講演会

などによる普及啓発に取り組んでおります。

また、若年者を消費者トラブルから守るため、高等学校、中学校において、従来か

ら実施してきた卒業生向けの講座に加えて、学校で消費生活相談員等と教師がともに

消費者教育を行う授業支援の取り組みも進めてまいりました。なお、民法改正による
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２０２２年４月からの成年年齢の引き下げに伴い、１８歳と１９歳の消費者被害増加

が懸念されていることから、より多くの学校で持続的に実践的な消費者教育が行われ

るよう取組を強化してまいります。

今後とも、県消費生活センターを中心に、市町や関係団体等と緊密に連携を図りな

がら、安全・安心な消費生活の実現に努めてまいります。

以上をもちまして、県民生活部関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。
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【環境生活委員会関係議案説明資料 県民生活部の３頁１１行目の次に、次のとおり

挿入】

また、学校、家庭及び地域社会における人権教育の推進について正しい知識と理解

を深めてもらうため、教職員、社会教育関係者、ＰＴＡ関係者、人権擁護委員等をは

じめ、広く県民の皆様を対象とした「平成３０年度人権教育中央研修会」を、去る２

月１５日に県庁で、延べ５３０人の参加のもと開催いたしました。

本研修会では、「ちがいを認め合う社会へ」をテーマに、車いすバスケットを通し

て感じた障害の持つ意味や捉え方について、一人芝居を交えた「見た目」によるいじ

め問題について、同和問題の解決に向けた長年にわたる取組について、それぞれ御講

演いただき、参加者において今後の取組への意欲を高める契機とすることができまし

た。
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交通局関係の議案につきましてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしております議案は、

第１６号議案 平成３１年度長崎県交通事業会計予算

第７１号議案 平成３０年度長崎県交通事業会計補正予算（第２号）

であります。

はじめに、第１６号議案「平成３１年度長崎県交通事業会計予算」につきましてご

説明いたします。

（予算編成の基本方針）

交通事業を取り巻く経営環境は、少子高齢化や人口減少など社会情勢の変化を背景

に、依然として厳しい状況が続いております。

平成３１年度当初予算においては、県営交通事業として、地域に必要な生活交通の

確保及び本県の観光振興への貢献を果たしていくこと、並びに、公営企業としてその

特性を発揮し、経営の健全性を維持するとともに、安全性の一層の確保と輸送品質の

さらなる向上に努めることを基本方針として編成いたしております。

（業務の予定量）

業務の予定量は、

  車 両 数                       ４０６両

  年間走行粁                 １，９２７万８千㎞

                   （１日平均  ５万２，６７２㎞）

  年間輸送人員                １，５６９万９千人

                    （１日平均  ４万２，８９３人）

を予定いたしております。
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（収益的収入及び支出）

事業収益については、

  営 業 収 益              ５２億１，１２９万４千円

  営業外収益                 ８億９，１１２万  円

     計                  ６１億  ２４１万４千円

を計上いたしております。

事業収益の主なものは、

   運 輸 収 入                ４８億６，９３４万３千円

   運 輸 雑 入                 ３億４，１９５万１千円

  補助金及び繰入金             ７億７，６０２万２千円

であります。

そのうち、運輸収入につきましては、

  定期運輸収入（乗合）           ３３億５，１４８万５千円

  定期運輸収入（高速）            ４億７，１７１万  円

  臨時運輸収入（貸切）         １０億４，６１４万８千円

を、それぞれ計上いたしております。

事業費用については、

  営 業 費 用               ５８億３，８５９万８千円

  営業外費用               １億６，８３２万８千円

   特 別 損 失                      ２５万３千円

     計                  ６０億  ７１７万９千円

を計上いたしております。
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事業費用の主なものは、

車両整備に係る人件費及びバス部品費等車両の維持保全に要する費用として、

  車両管理費               ８億７，９７６万８千円

運転士及びガイドの人件費並びに軽油費等バスの運行に直接要する費用として、

  運 輸 費               ３８億８，００３万７千円

営業所事務職員の人件費及びターミナル等における窓口業務や各営業所のバス運行

管理業務に要する費用として、

  運輸管理費               ６億１，５４７万４千円

本局職員の人件費など本局に要する管理費用として、

  一般管理費               ４億６，３３１万９千円

であります。

収益的収入及び支出の差引収支は消費税抜きで５７３万８千円の黒字となっており

ます。

（資本的収入及び支出）

資本的収入については、

  企 業 債              １１億４，９００万  円

  建設補助金               ２億６，３５５万３千円

  固定資産売却代金                  ３２万７千円

  投資返還金                   ９万  円

     計                  １４億１，２９７万  円

を計上いたしております。

資本的支出については、

建設改良費              １４億５，３２４万  円
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企業債償還金                ５億６，３８０万６千円

  他会計借入金償還金               １，７５０万  円

  投   資                    ２７２万２千円

     計                  ２０億３，７２６万８千円

資本的支出の主なものは、

事業車両等の購入に伴う車両購入費      ２億２，６９７万７千円

  中古車両の導入前車両改造等に伴うバス改造費  １億８，７４０万  円

  車載機器購入等に伴う機械器具購入費      ６億  ８３１万６千円

  長崎ターミナル移転用地購入等に伴う土地購入費 ３億６，９００万  円

であります。

続きまして、債務負担行為についてご説明いたします。

平成３２年４月１日から履行開始が必要な業務及び年度を超えて契約を締結する業

務について、平成３１年度に入札・契約事務等を行うため、

   インタンク軽油購入等            ２億６，６２０万４千円

など６件を計上いたしております。

諫早ターミナル内装工事業務について、年度を越えて契約を締結するため、

   諫早ターミナル内装工事業務           ２，７０１万  円

を計上いたしております。

次に、第７１号議案「平成３０年度長崎県交通事業会計補正予算（第２号）」につ

いてご説明いたします。

（収益的収入及び支出の補正）

事業収益については、

  営 業 収 益                  １億５，１４１万４千円の減
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  営業外収益                    ６，１５３万  円の減

    計                    ２億１，２９４万４千円の減

を計上いたしております。

事業費用については、

  営 業 費 用                  １億１，９０８万８千円の増

  営業外費用                    ２，８９１万５千円の減

  特 別 損 失                      ２３５万７千円の増

    計                      ９，２５３万  円の増

を計上いたしております。

補正の主な内容は、収入については、貸切事業の受注減等による減、費用について

は、軽油価格の高騰による増等であります。

（資本的収入及び支出の補正）

資本的収入については、

  企 業 債                 ２億２，４００万  円の減

  建設補助金                   １，２９９万５千円の減

  固定資産売却代金                    ２１万６千円の増

  投資返還金                         ６千円の増

     計                   ２億３，６７７万３千円の減

を計上いたしております。

資本的支出については、

  建設改良費                 １億９，７００万９千円の減

  投 資                     １６２万  円の減

     計                   １億９，８６２万９千円の減

を計上いたしております。
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補正の主な内容は、建設改良費の減及びそれに伴う企業債の減などであります。

最後に、平成３０年度補正予算の専決処分について、あらかじめご了承を賜りたい

と存じます。

平成３０年度の予算については、年間の執行額の確定に伴い、整理を要するものが

予想されます。

したがいまして、これらの最終的な整理を行うため、３月末をもって平成３０年度

予算の補正を専決処分により措置させていただきたいと考えておりますので、ご了承

を賜りますようお願いいたします。

以上をもちまして交通局関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。



平成３１年２月定例県議会

環境生活委員会関係議案説明資料

交  通  局



- 1 -

今回、交通局関係の議案はありませんので、主な所管事項についてご説明いたしま

す。

（今後の収支見通しと中期経営計画の一部見直しについて）

今年度の経営状況につきましては、昨年９月の常任委員会においてご説明しており

ましたが、貸切事業において県外修学旅行やクルーズ団体等からの受注減が重なった

ことや、軽油価格の高止まりの状態が長く続いたことなどから、大幅な減収並びに費

用増となり、乗合事業において運賃改定の効果が徐々に出始めているものの、２～３

億円程度の赤字が見込まれます。

交通局におきましては、今年度から新たな中期経営計画に基づき経営効率化等に取

り組んでおりますが、さらなる対応を行うこととし、計画における今後の収支見通し

の修正を行うこととしております。

乗合事業につきましては、昨年１２月に実施した運賃改定の効果が来年度平年ベー

スで得られることや、乗客増が見込める高速シャトルの経路延伸、需要の動向を踏ま

えたダイヤ見直し等を行うこととしております。

貸切事業につきましては、関係エージェント等への営業強化、修学旅行の誘致活動

などを行っており、また、他の貸切事業者との関係強化を図ることとしております。

また、職員体制も見直しを図りながら、今後さらなる経営の安定化を図り、中期経

営計画の着実な推進を図ってまいります。

（営業・広報活動について）

営業・広報活動につきましては、バスに親しみを持ってもらい利用促進につなげる

ため、継続的に取り組んでおります。

平成元年４月から運行を開始した長崎と熊本を結ぶ県外高速バス「りんどう号」は
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交通局が運行する県外高速バスの中で最も歴史があり、本年４月で運行開始３０周年

を迎えることとなりました。

お客様への感謝の気持ちと今後も末永くご乗車いただけることを記念して、高速バ

ス型の「青バス走るぬいぐるみ」を５，０００個製作し、一般販売いたします。

また、去る２月９日、県外高速バスの利用促進を目的として、りんどう号の共同運

行会社である九州産交バスのマスコット「産太くん」の誕生を記念するイベント「産

太くんの誕生祭」に、交通局のマスコットキャラクター「ポポル」とともに初めて出

展し、長崎ランタンフェスティバルや観光スポットの紹介、県外高速バスのＰＲ活動

を実施しております。

今後も営業・広報活動を継続的に実施して、バスの利用促進及び観光振興に寄与し

てまいります。

（創立記念の取組について）

交通局では、３月２４日を創立記念の日として、日頃より県営バスをご利用いただ

いているお客様への感謝の気持ちを表し、これからも広く県民に愛され、親しんでい

ただけるよう、毎年創立記念行事を行っており、特に今年は８５周年となることから

これを記念した取組を企画、実施していく予定としております。

来る３月２２日に、創立記念式に併せて、優良職員及び無事故運転士に対する表彰

を行うとともに、バスガイドが、諫早市の特別養護老人ホーム天恵荘を訪問し、施設

内会場をバス車内に見立て、観光地の見どころをゲームやクイズを交えながら観光案

内を行うバーチャルバス旅行を実施し、入所者の皆様に楽しんでいただきたいと考え

ております。

今後、様々な取組や活動を実施していくことで、地域に貢献し、県民の皆様に親し

まれる公共交通事業者を目指してまいります。
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（県労働委員会への申立て事案の解決について）

平成２８年９月に申立てがなされ、県労働委員会において審査中であった不当労働

行為に係る救済の申立て事案について、昨年１２月２５日に申立人との間で和解が成

立いたしました。

申立ての主な内容は、交通局の労働組合の一つである「長崎公共交通労働組合」及

びその組合員３名から、交通局を相手方として、貸切運転士選任等に関して不当な取

り扱いを受けたとするもので、労働委員会規則第３２条に基づく不当労働行為に係る

救済について申立てがなされたものであります。

交通局としては、県労働委員会における審査において、不当労働行為の事実はない

旨の主張を一貫して行ってきたところであり、昨年１１月に労働委員会から、労使関

係の正常化と紛争解決のためとして和解勧告がなされたことから、それを受け入れる

こととしたものであります。

今後も引き続き、適正な労務管理を行い、職員が働きやすい健全な職場環境づくり

に努めてまいります。

以上をもちまして、交通局関係の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。


